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規則(EU) 2021/1134 

[参考訳] 
 

2026年8月3日 

元明治大学法学部教授 

夏 井 高 人 

 

Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 2021 amending 

Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 

2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and (EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the 

Council and repealing Council Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA, for the purpose of reforming the 

Visa Information System（OJ L 248, 13.7.2021, pp. 11–87）のテキスト（英語版）に基づき，和訳を試みた。 

 

規則(EU) 2021/1134の原文のテキストを入手できるサイトの URL は，下記のとおりである。 

 

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2021/1134/oj 

[2026年6月28日確認] 

 

規則(EU) 2021/1134に関しては，Corrigendum ST/12882/2022/INIT（OJ L 310, 1.12.2022, p. 16–16）及び

Corrigendum ST/9658/2023/REV/1（OJ L 233, 21.9.2023, p. 88–88）による訂正が行われている。 

 

この規則(EU) 2021/1134 の参考訳は，あくまでも規則(EU) 2021/1134 の原文を読む際の参考として提

供しているものであり，個人的な見解としての法解釈の結果を「日本語以外の言語で書かれた文書の

日本語による翻訳文」というスタイルを用いて表現した文書の一種である。 
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－解 説－ 

 

１ 規則(EU) 2021/1134について 

 

１．１ 総説 

 

EUの査証情報システム（Visa Information System (VIS)）は，理事会決定 2004/512/ECによって設

置された。 

その後，規則(EC) No 767/2008によってVISの基本法令の全面的な法改正が行われ，また，規則

(EC) No 810/2009，理事会決定2008/633/JHA等によって更に法改正が重ねられてきた。 

これらのことに関しては，規則(EU) 2021/1134の前文(1)の中でその概要が述べられている。 

 

VIS は，基本的には，関連する査証データ等の電子的な自動処理によって短期滞在査証に基づ

く EUの構成国（Member State）の領土内への入国と出国の適法性を確保し，それによって EU域

内の治安を確保することを目的とする EUの大規模 ITシステム（Large scale IT Systems）の一つで

あるが，EUの域内における長期滞在許可と居住許可と関係する電子的な自動処理を VISによっ

ても行うようにすべきだとの要請が高まった。 

また，査証なしの入国／出国の電子的な自動処理を行う ETIAS やシェンゲン圏における支障の

ない移動の自由を確保するためのシェンゲン情報システム（Schengen Information System (SIS)）を

含め，EUの国境管理と関係する VIS以外の様々な大規模 ITシステムとの間における相互のデ

ータ照会等の技術上及び運用上の連携（相互運用性）を確保することが重要であることの認識が

高まった。 

加えて，第三国国民に関するデータを EU レベルで統括的に自動処理するための中央リポジトリ

を設けることの重要性も認識されるようになった。この中央リポジトリは，規則(EU) 2019/817 の第 

17 条第 1 項により，共通識別名リポジトリ（CIR）として，実装・運用されることになっている。 

更に，テロリスト犯罪及びそれ以外の重大犯罪の捜査等を含め，EU の構成国の法執行機関の域

内国境を越える法執行の場面並びに EU 域外の第三国及び Interpol のような国際機関との間の

刑事法務上の国際協力の場面におけるVISデータの重要性も理解された。 

これらの VIS の技術上の機能向上及び運用上の改善を実現するためには，VIS を規律している

関連法令（理事会決定2004/512/EC及び理事会決定2008/633/JHA）の統合も必要となる。 

これらの諸要素に関しては，規則(EU) 2021/1134の前文(2)ないし(8)の中で述べられている。 

 

規則(EU) 2021/1134は，これらの諸要素を VISの基本法令である規則(EC) No 767/2008の中に

盛り込むための同規則のほぼ全面的な改正法令である。 

それと同時に，規則(EU) 2021/1134は，規則(EC) No 767/2008の大規模改正を実装・運用すること

に伴う関連法令（規則(EC) No 767/2008，規則(EC) No 810/2009，規則(EU)2016/399，規則(EU) 

2017/2226，規則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU)2018/1861，規則(EU) 2019/817 

及び規則(EU) 2019/1896）の適格な条項を一部改正し，EUの大規模 ITシステムを規律する諸法

令全体として整合性と一貫性を確保するための包括的な改正法令である。 
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規則(EC) No 767/2008 の大規模改正に関しては，規則(EC) No 767/2008 の参考訳・改訂版（法と

情報雑誌11巻6号1～359頁）の冒頭解説部分で述べたとおりである。 

 

１．２ 規則(EU) 2021/1134の発効及び適用 

 

１．２．１ 規則(EU) 2021/1134の適用開始日に関する原則 

 

規則(EU) 2021/1134 の中に定められている関連各法令の改正に関する各条項は，規則(EU) 

2021/1134の第 12条第 2副項により，原則として，欧州委員会が同規則第 11条第 1項柱書に従

ってVISの運用開始日を定める決定を採択した日から適用される。 

 

規則(EU) 2021/1134の第11条第1項柱書により，この欧州委員会決定は，2023年12月31日以

前に採択されるべきものとされている。しかし，2026年 8 月 1 日現在，まだ採択されていない。こ

の点に関しても，規則(EC) No 767/2008の参考訳・改訂版の冒頭解説部分で詳しく述べたとおりで

ある。 

 

規則(EU) 2021/1134の第 11条第 1項柱書により，この欧州委員会決定は，同条同項(a)の中で示

されている規則(EC) No 767/2008の細目を定める各実装行為（implementation acts）が欧州委員会

によって採択されたことを条件として採択される。 

欧州委員会が採択しなければならない実装行為は多数に及ぶ。 

しかし，2026年 8 月 1 日現在，その大半がまだ採択されていない。それゆえ，欧州委員会は，規

則(EU) 2021/1134による改正後の規則(EC) No 767/2008が適用されるものとしてのVISの運用開

始日を定める決定を採択できない。 

 

なお，VISと関連するEUの法令は，下記のところで一元的にまとめられている。 

 

Key documents and legislation on VIS 

https://home-affairs.ec.europa.eu/policies/schengen/visa-information-system/key-documents-and-

legislation-vis_en 

[2026年8月1日] 

 

 

１．２．２ 規則(EU) 2021/1134の適用開始日に関する例外 

 

規則(EU) 2021/1134の第12条第2副項は，規則(EU) 2021/1134の適用開始日に関する例外とし

て先行的に適用開始となる改正条項を定めている。 

 

規則(EU) 2021/1134の第12条第2副項(a)の中で定められた各改正条項は，既に 2021年8月2

日から適用されている。 
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規則(EU) 2021/1134の第12条第2副項(b)の中で定められた各改正条項は，既に 2022年8月3

日から適用されている。 

 

規則(EU) 2021/1134の第12条第2副項(c)の中で定められた各改正条項は，既に 2023年8月3

日から適用されている。 

 

 

１．３ 規則(EU) 2021/1134の前文中で参照されている文書等 

 

前文(3)の中で参照されている「国境及び保安のためのより強力でよりスマートな情報システム

（Stronger and Smarter Information Systems for Borders and Security）」と題する 2016年4月6日の委

員会通知とは，委員会通知COM(2016) 205 finalのことを指す。 

この委員会通知 COM(2016) 205 final における保安（security）は，主として「域内の保安（internal 

security）」のことを指し，国家安全保障（national security）のことを指すわけではない。 

 

前文(5)の中で参照されている「移民に関する欧州アジェンダの配布」と題する 2017年 9月 27日

の欧州委員会通知とは，委員会通知COM(2017) 558 finalのことを指す。 

 

前文(6)の中で参照されている「共通査証政策を新たな検討課題に対して適応することに関する

2018年3月14日の欧州委員会通知（communication of 14 March 2018 on adapting the common visa 

policy to new challenges）」とは，委員会通知COM(2018) 251 finalのことを指す。 

 

 

１．４ VISと関連する国際合意 

 

１．４．１ デンマークの地位に関する議定書（第22号） 

 

デンマークの地位に関する議定書（第22号）（Protocol (No 22) on the position of Denmark）（OJ C 

326, 26.10.2012, pp. 299–303）の第4条第1項は，「デンマークは，この部に含まれているシェンゲ

ン協定を基礎とする提案または取組みに関して理事会が決定した後 6 か月以内に，同国がその

措置を同国の国内法の中に実装するか否かを決定する。同国がそのように決定するときは，その

措置は，デンマークと当該措置によって拘束される他の構成国との間において，国際法の下にお

ける義務をつくり出す（Denmark shall decide within a period of six months after the Council has decided 

on a proposal or initiative to build upon the Schengen acquis covered by this Part, whether it will 

implement this measure in its national law. If it decides to do so, this measure will create an obligation 

under international law between Denmark and the other Member States bound by the measure）」と定め

ており，同条第2項は「デンマークが第1項に示す理事会の措置を実装しないことを決定するとき

は，当該措置によって拘束される構成国とデンマークは，講じられるべき適切な措置を検討する

（If Denmark decides not to implement a measure of the Council as referred to in paragraph 1, the Member 

States bound by that measure and Denmark will consider appropriate measures to be taken）」と定めてい
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る。 

 

このことは，前文(59)の解釈と関係している。デンマークは，規則(EU) 2021/1134 の採択には参加

しないが，デンマークの地位に関する議定書（第 22号）の第 4条に従い，規則(EU) 2021/1134 と

同じ内容の国内法を実装することを決定するかまたは実装しないかのいずれかを選択することに

なる。 

 

デンマークが規則(EU) 2021/1134 と同じ内容の国内法を実装することを決定する場合，EU の指

令（Directive）の実装の場合と同様，デンマークの国内法として実装された規則(EU) 2021/1134 の

内容を介してデンマークが規則(EU) 2021/1134の中で定められた諸条項に拘束されるのと同じ状

態になる。 

これに対し，デンマークがそのような国内法化を決定しない場合，デンマークは，規則(EU) 

2021/1134の中で定められた諸条項の適用を受けないことになる。後者の場合，デンマークは，規

則(EU) 2021/1134 によって拘束される構成国との間で，外交交渉によって問題を解決することに

なる。 
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２． 参考訳作成における基本方針 

 

この参考訳・改訂版においては，規則(EU)2021/1134の前文，条文並びに別紙 I及び別紙 IIの全

文を訳出した。 

 

この参考訳においては対訳方式を採用することにした。ただし，原文を表示することが無意味な

部分（特に脚注内）に関しては，原文または訳文の表示を省略した。 

規則(EU)2021/1134 の条項中の他の法令の改正条項に関しては，文書作成上の技術上の制約の

ため，対訳としての原文の表示の体裁が不統一になっている箇所がある。現在のところ，良い解

決策を見いだせない。 

 

この参考訳は，規則(EU)2021/1134の和訳である。公式訳でも確定訳でもない。 

 

この参考訳は，現時点における研究成果を反映するものである。将来，更に研究を深めた結果と

して修正すべき部分を発見したときは，その時点において，改訂版等を作成すべきかどうかを検

討する。 

 

この参考訳の訳出に際しては原則として直訳とすることとしたが，直訳のままでは適切な日本語文

となりにくい箇所に関しては，やむを得ず，（適宜補う場合を含め）意訳とした。 

 

原文中にある誤記と疑われる箇所に関しては，赤色字で示すことにした。この原文中の誤記と疑

われる箇所は，形式的なミスという意味で誤記であるものと意味的な誤りを含むことになるために

誤記であるもの両者を含む。 

ただし，原文中に存在する誤記と疑われる箇所の全てが赤色字で表示されているという趣旨では

ない。判断を保留した箇所が存在する。 

原文中に誤りがあると判断した場合，原則として，そのまま直訳とした。しかし，そのまま直訳にし

たのでは正しく法解釈された法規範を適正に示したことにならない場合，合理的に法解釈した結

果を反映した訳文とすることにし，その箇所を灰色字で示すことにした。 

 

この参考訳に訳注はない。この参考訳の中にある脚注は，全て原注である。 

 

読みやすさを重視し，条文中の号(point)の表記を一部省略した。例えば，「point(a)」は「第(a)号」で

あるが，「第」と「号」を省略し，「(a)」と表記することにした。 
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３． 参考訳作成において留意した事項 

 

Member States 

 

「Member States」は，EU 法が適用される主権国家のことを指す。この法概念は，国際法上の一般

概念である「加盟国（Party States）」とは異なる法概念である。 

 

EU法上の固有の法概念である「Member States」と国際法上の一般概念である「Party States」とを明

確に識別するため，「Member States」は，「構成国」と訳されるべきである。 

 

EU 法上の固有の法概念と国際法上の一般概念とは異なるものであることを明確に認識していれ

ば，そのことを容易に理解できるであろう。 

 

それゆえ，EUの「Member States」を「構成国」ではなく「加盟国」と訳すことは，誤訳の一種となる。 

 

Preamble 

 

規則(EU)2021/1134 の前文(29)の中で用いられている「preamble」は，一般的には国際的な法律文

書の「前文」のことを示すものである。 

 

EU法の法令では，「前文」を示す語として「preamble」ではなく「recital」を使用しなければならない。

それゆえ，この規則(EU)2021/1134の前文(29)の中にある「preamble」は誤記の一種であり，本来で

あれば「recital」と訂正されるべきであることになるが，この参考訳においては，原文を赤色字で表

示して注意を喚起するのにとどめ，そのまま「前文」と訳すことにした。 

 

規則(EU)2021/1134の前文(29)の中でこのような誤りが発生した原因に関しては，英文版の作成を

担当しているEUの翻訳担当職員の質の問題またはEUが採用している自動翻訳のためのAIシ

ステムの基本的な欠陥が存在する可能性を推定すべきではないかと疑われる。 

 

一般に，自動翻訳機能を提供するための生成AIシステムの設計及び構築において，法情報学ま

たは立法学を最も高度な水準で正しく理解しているエンジニアが責任者として当該業務を担当す

るような例は皆無ではないかと考えられる。 

一般に，当該分野における最も高度なレベルの専門性を欠くエンジニアが設計，構築，実装，運

用を担当する場合，当該分野に属する当該生成AIシステムの出力の精度及び品質は，全く保証

されていない。 

 

Unnumbered paragraph 

 

規則(EU)2021/1134 の Eur-lex 上で表示可能な文書間の関係の表示中の規則(EC) No 767/2008
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の修正と関係する他文書の中には，「unnumbered paragraph」との語が用いられている箇所がある。 

「unnumbered paragraph」との記載は，全て，明白に「subparagraph」の誤記である。 

「unnumbered paragraph」との記載が全て誤記であることは，当該箇所に対応する当該改正法令の

該当条項の正文を読めば，一目瞭然である。 

 

Eur-lex の担当者における法情報学上及び立法学上の基本的な事項に関する錯誤または不勉強

に起因してこのような誤りが生じているものと推測される。 

あるいは，Eur-lexに導入されている AIシステムの一部の誤処理または生成AI固有の一般的特

性によって発生している深刻な問題の一部であるのかもしれない。 

一般に，現在の法律分野の AI システムのエンジニア及び運用担当者の大半は，各国の標準的

な評価基準を基礎として評価した結果による法学部門における非常に優れた人材ではなく，かつ，

10 年以上にわたりシニアレベル以上の法律実務に従事した経験をもつ者でもないので，一般的

には法情報学及び立法学の分野に属する知識や素養を全くもっていない。そのようなエンジニア

の大半は，各国の法制度の構造と機能に関する全体的な理解及び個別的な知識をもたないこと

が普通である。 

 

一般に，各国の法制度の構造と機能は，各人による理解と考察という主観的思考の対象である。と

ころが，（整合性と一貫性が公式に保証されているものとしては）各国の法制度の構造と機能を網

羅的に記載した文書や情報源はどこの国においても全く存在しない。 

それゆえ，符号列の学習という手法を基礎とする LLM では，法制度の構造と機能の理解に相当

する電子的な状態を獲得することは，そもそも原理的に不可能なことである。 

生きた人間である職業法律家は，機械装置である AI システムとは全く異なる方法によってそのよ

うな各国の法制度の構造と機能の全体的な理解を獲得している。その理解は，作業仮説としての

統計学を応用することもないではないが，本質的には統計学や確率論とは関係がない。 

そのため，現実に存在する AI分野のエンジニア等は，当該エンジニアが AI分野という閉じた数

値処理の世界を思考対象または業務対象とするエンジニアである限り，法律分野の AI システム

のエンジニア及び当該AIシステムの運用者（管理責任者）としては，全く適格ではない。 

 

ここで述べていることは，法律分野に限定されず，経済分野や金融分野を含め，どの分野に関し

ても基本的には同じである。 

 

以上のような状況認識を踏まえた上で，この規則(EU)2021/1134 の参考訳においては，Eur-lex 上

において「unnumbered paragraph」と表示されている箇所に関し，全て Eur-lexのシステム上のバグ

の一種として取り扱うこととし，「unnumbered paragraph」と表示されている箇所を「subparagraph」と読

み替えた上で，正しい法解釈を行った。 

 

Return 

 

EUの国境における入国申請者の「return」に関して定める基本法令である指令2008/115/EC（OJ L 

348, 24.12.2008, pp. 98–107）の第3条第3号は，「return」の定義として，「帰国義務の任意の遵守の
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場合であるか強制されたものであるかを問わず，彼もしくは彼女の母国，または，欧州共同体もし

くは二国間の再入国合意もしくはそれ以外の手立てに従った通過国，または，関係する第三国国

民が帰国することを任意に決定した国でありかつその国において彼もしくは彼女が受入れられる

ことになる第三国に向けて，第三国国民が戻る過程のことを意味し（means the process of a third-

country national going back — whether in voluntary compliance with an obligation to return, or enforced 

— to: his or her country of origin, or a country of transit in accordance with Community or bilateral 

readmission agreements or other arrangements, or another third country, to which the third-country 

national concerned voluntarily decides to return and in which he or she will be accepted）」と定めている。 

 

それゆえ，EU 法においては，国境における入国申請者の「return」は，任意の帰国の場合と強制

送還の場合とを含む概念であることになる。 

 

この規則(EU)2021/1134 の参考訳においては，「return」に関し，特に警報（alert）との関係で明確に

すべき必要性を認識した上で，それが任意の帰国を指すと解される場合及び任意の帰国と強制

送還の両者を含み得ると解される場合には「帰国」と，また，それが強制送還のことを指すと解され

る場合には「送還」と訳し分けることにした。 

 

これまで作成した参考訳の中においては，任意の帰国と強制送還のいずれに解される場合にも

「return」を「帰国」と訳したが，改める。 

 

Missing 

 

「missing」に関しては，これまで公表した EUの法令の参考訳の中では「失踪」と訳してきた。 

 

関連する国際条約としては，国連の「強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約

（International Convention for the Protection of All Persons from Enforced Disappearance）」があり，日本

国の法務省は，「Disappearance」との語を「失踪」と訳す見解を採用している。 

 

しかし，規則(EU)2021/1134 の中では，EU の各構成国の国内法の中で定められている「失踪」の

要件に該当する者だけではなく，国際的に通用している失踪者（特に強制失踪者）よりも緩やかな

意味をもつものとしての行方不明者の属性を示すために「missing」との語が使用されていると解さ

れる。 

 

以上の諸点を踏まえた上で，このこの規則(EU)2021/1134 の参考訳においては，「missing」を「行

方不明」と訳すことにし，従前の訳を改める。 

 

Extradition及び surrender 

 

EU 法においては，性質の異なるものであるとして区別して「extradition」及び「surrender」を定めて

いるわけではなく，「extradition」も「surrender」も同じく「引渡し」であるけれども，「extradition」は，犯



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

10 

 

罪者引渡しに関する国際条約に定める場合を含め，広く犯罪者の引渡し一般を表現するために

使用されるのに対し，「surrender」は，理事会枠組み決定 2002/584/JHA に定める EU の構成国の

法務当局間における引渡しを限定的に示すものとして使用されている。より正確には，「extradition」

は，国と国との間における身柄の移動を指すものである。これに対し，「surrender」は，国と国との

間における身柄の移動ではなく，国の機関である法務当局と別の法務当局との間における身柄

の移動を指す。 

「surrender」は，単一の国内だけで実施される場合には，「移送」，「引致」もしくは「勾引」と同じまた

はこれらと類似する手続である。しかし，EU 法が適用されるのは，異なる構成国の法務当局間の

「surrender」であるので，実質的には国際的な「extradition」と同じ結果を生じさせることになる。しか

し，EU 域内においては，刑事判決の支障のない移動（free movement）の原則により，通常の国際

的な「extradition」のための手続が大幅に簡素化され，あたかも単一の国家内における令状の執行

と同じようにして身柄の移動の結果を得ることができる。これが EUの刑事法制における「surrender」

の特徴である。 

 

なお，理事会枠組み決定2002/584/JHAの第18条第1項(b)，第2項及び第3項は，欧州逮捕令

状の発付を受けた者の「移送」を示すために「transfer」を使用している。このような用語例にも留意

しなければならない。 

このことは，EU（EC）が，通常の国際法に基づく法規範によって構築される国際組織という段階か

ら，連邦国家の一種へと進化し，そのような意味での同一の政治組織内の諸機関の直接的なやり

とりを前提とする国家体制へと変貌を遂げつつあることを意味している。それゆえ，EU（EC）という

連邦国家類似の国際政治上の存在を正確に理解するためには，少なくともその国内秩序（域内秩

序）を規律する法規範の体系に関する限り，一般的な国際法の知識・理解だけでは，明らかに大き

な欠落があることになる。このような EU の組織構造及び法規範の体系の特徴を正確に感得する

ためには，国際法の分野において通有しているような一般的な感覚と知識と法理論をいったん措

き，EU の関連法令の条項全部の精読を含め，事実そのものを直視し，単独の国家内の国家機能

の様相に近づけて事態を考察しなければならない。一般に，EU 法は，国際法の一種ではなく，

国内法の一種である。 

 

以上の諸点はさておき，もし説明的な訳語でも構わないとすれば，「surrender」は「EU 法に基づく

引渡し」と訳すか，または，識別のために，例えば，「引渡し（extradition）」及び「引渡し（surrender）」

のように，括弧内に原語を付すかのいずれかが妥当である。ただ，このような方法は，いずれも煩

瑣である。そこで，後掲指令 2014/41/EU の参考訳においては，「extradition」と識別できるようにす

るため，「surrender」を「身柄引渡し」と訳した。 

 

EU 法は，国際法（international law）ではなく，EU の域内において強制力をもって適用される EU

の自国法（domestic law）の一種であるので，混同しないように細心の注意を払いながらEUの法令

の法解釈を進めなければならない。 

 

上述のところを踏まえ，かつ，更に検討を加えた上で，後掲指令 2014/41/EUの参考訳における方

針をとりあえず維持するのが妥当であると最終的に判断し，この規則(EU)2021/1134 の参考訳に
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おいては，「surrender」を「身柄引渡し」と，「extradition」を「引渡し」とそれぞれ訳すことにした。 

 

なお，今後の検討課題としては，「surrender」を，「引渡し」ではなく，「引致」もしくは「勾引」またはこ

れらに類する語によって訳すことの可否及び当否が十分に検討されるべきであり，その検討結果

に基づき，当該分野を主たる研究対象とする大多数の研究者の間で合理的なコンセンサスが形

成されるための努力が継続されなければならない。 

また，日本国法上の犯罪者引渡制度における「引渡」を英語に訳す場合，誤解を避けるため，日本

国の法制の中には存在しない「surrender」を避け，国際条約等においても使用されている

「extradition」を用いるべきである。EUにおいても，EU内の身柄引渡し（surrender）ではなく，EUの

構成国と非 EU 諸国との間の引渡しに関しては，現在でも「extradition」が使用される（理事会枠組

み決定2002/584/JHAの第28条参照）。 
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４． 関連参考訳等 

 

規則(EC) No 767/2008（VIS規則） [参考訳・改訂版]は，法と情報雑誌11巻6号1～359頁にある。

理事会決定 2004/512/EC の参考訳は，法と情報雑誌 2 巻 8 号 67～74 頁にある。規則(EU) 

2019/817の参考訳は，法と情報雑誌 4 巻 7 号 78～155 頁にある。規則(EU) 2019/818の参考訳

は，法と情報雑誌4巻7号156～221頁にある。理事会決定2008/633/JHAの参考訳は，法と情報

雑誌 2巻 8号 48～66頁にある。指令(EU) 2017/541の参考訳は，法と情報雑誌 2巻 8号 1～29

頁にある。理事会枠組み決定 2002/584/JHAの参考訳は，法と情報雑誌 4巻 5号 185～213頁に

ある。規則(EU) 2018/1240 の参考訳は，法と情報雑誌 4 巻 3 号 42～137 頁にある。規則(EU) 

2016/399（シェンゲン国境法典）の参考訳は，法と情報雑誌 2 巻 7 号 1～82 頁にある。規則(EU) 

2018/1860の参考訳は，法と情報雑誌 4巻 4号 69～88頁にある。規則(EU) 2018/1861の参考訳

は，法と情報雑誌 4巻 4号 89～146頁にある。規則(EU) 2017/2226の参考訳・改訂版は，法と情

報雑誌4巻3号 233～329頁にある。規則(EU) 2018/1726の参考訳・改訂版は，法と情報雑誌 11

巻 4号 1～129頁にある。規則(EU) 2016/794の参考訳・改訂版は，法と情報雑誌 11巻 5号 1～

227頁にある。規則(EU) 2019/816の参考訳は，法と情報雑誌 4巻 6号 176～208頁にある。規則

(EU) 2019/817の参考訳は，法と情報雑誌4巻7号78～155頁にある。規則(EU) 2019/818の参考

訳は，法と情報雑誌4巻7号156～221頁にある。 

 

規則(EU) 2016/679（一般データ保護規則）の参考訳・再訂版は，法と情報雑誌 3巻5号1～114頁

にある。規則(EU) 2018/1725の参考訳は，法と情報雑誌 4巻 1号 1～81頁にある。規則(EC) No 

45/2001の参考訳・改訂版は，法と情報雑誌 2巻 5号 111～146頁にある。指令(EU) 2016/680の

参考訳・改訂版は，法と情報雑誌6巻6号339～466頁にある。 

 

 

 

この規則(EU) 2021/1134 の参考訳の作成に際し，丸橋透氏（明治大学法学部教授）による規則

(EU) 2017/2226の参考訳・改訂版，規則(EU) 2019/816の参考訳，規則(EU) 2019/817の参考訳及

び規則(EU) 2019/818の参考訳を参考にした。 

ただし，丸橋透氏による規則(EU) 2017/2226の参考訳・改訂版，規則(EU) 2019/816の参考訳，規

則(EU) 2019/817 の参考訳及び規則(EU) 2019/818 の参考訳の関連箇所を参考にし，かつ，それ

を尊重しつつも，EU の法令の参考訳作成における私の基本方針に従い，法解釈及び訳文の整

合性（harmonisation）と一貫性（consistency）を貫徹するため，独自に調査・検討を加えた上で，この

規則(EU) 2021/1134の参考訳を作成した。 

 

 

この規則(EU)2021/1134 の参考訳の校正等に関し，唐亀侑久氏及び須藤美有氏の助力を得た。

各氏の助力に心から感謝する。 

＊＊＊ 
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査証情報システムを改築することという目的のために， 

欧州議会及び理事会の規則(EC) No 767/2008，規則(EC) No 810/2009，規則(EU) 

2016/399，規則(EU) 2017/2226，規則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU) 

2018/1861，規則(EU) 2019/817及び規則(EU) 2019/1896を改正し， 

並びに，理事会決定 2004/512/EC及び理事会決定2008/633/JHAを廃止する 

欧州議会及び理事会の 2021年 7月 7日の規則(EU) 2021/1134 

 

Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 2021 amending 

Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 

2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and (EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the 

Council and repealing Council Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA, for the purpose of reforming the 

Visa Information System 

 

欧州議会及び欧州連合の理事会は， 

欧州連合の機能に関する条約，並びに，とりわけ，同条約の第 77 条第 2 項(a)，(b)，(d)及び(e)並びに

第87条第2項(a)に鑑み， 

欧州委員会からの提案に鑑み， 

立法案を国内議会に対して送付した後， 

欧州経済社会委員会の意見書に鑑み1， 

地域委員会からの意見聴取を経た後， 

通常の立法手続に従って審議し2， 

 

THE EUROPEAN PARLIAMENT AND THE COUNCIL OF THE EUROPEAN UNION, 

Having regard to the Treaty of the Functioning of the European Union, and in particular points (a), (b), (d) and 

(e) of Article 77(2) and point (a) of Article 87(2) thereof, 

Having regard to the proposal from the European Commission, 

After transmission of the draft legislative act to the national parliaments, 

Having regard to the opinion of the European Economic and Social Committee(1), 

After consulting the Committee of the Regions, 

Acting in accordance with the ordinary legislative procedure(2), 

 

  

 
1 OJ C 440, 6.12.2018, p. 154. 
2 欧州議会の2019年3月13日付け意見書 (OJ C 23, 21.1.2021, p. 286) 及び第一読会における理事会の

2021年5月27日付け意見書(OJ C 235, 17.6.2021, p. 1). 欧州議会の2021年7月7日付け意見書（官報未

搭載）. 
Position of the European Parliament of 13 March 2019 (OJ C 23, 21.1.2021, p. 286) and position of the Council at 

first reading of 27 May 2021 (OJ C 235, 17.6.2021, p. 1). Position of the European Parliament of 7 July 2021 (not 
yet published in the Official Journal). 
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Whereas: 

 

(1) 査証情報システム（VIS）は，構成国間における査証データの交換のための技術ソリューションと

して奉仕するため，理事会決定 2004/512/EC3によって設けられた。欧州議会及び理事会の規則

(EC) No 767/20084は，VISの目的，機能性及び VISに関する職責，並びに，短期滞在査証の申

請の審査及び関連する決定を容易にするための構成国間における短期滞在査証データの交換

の条件及び手続を定めた。欧州議会及び理事会の規則(EC) No 810/20095は，VISの中における

生体要素識別子の登録に関する規定を定めた。理事会決定 2008/633/JHA6は，構成国の指定さ

れた当局及び法執行協力のための欧州連合局（Europol）が，テロリスト犯罪及びそれ以外の重大

な犯罪行為の防止，検知及び捜査の目的のための VIS の照会のためのアクセスを得ることがで

きる条件を定めた。VISは，2011年 10月 11日に運用を開始し，また，2011年 10月と 2016年 2

月の間に，全ての構成国の領事館において段階的に運用開始となった。 

 

The Visa Information System (VIS) was established by Council Decision 2004/512/EC(3) to serve as the 

technological solution for exchanging visa data between Member States. Regulation (EC) No 767/2008 

of the European Parliament and of the Council(4) laid down the purpose, functionalities and 

responsibilities for the VIS, as well as the conditions and procedures for the exchange of short-stay visa 

data between Member States to facilitate the examination of applications for short-stay visas and related 

decisions. Regulation (EC) No 810/2009 of the European Parliament and of the Council(5) set out the 

rules on the registration of biometric identifiers in the VIS. Council Decision 2008/633/JHA(6) laid down 

the conditions under which Member States’ designated authorities and the European Union Agency for 

Law Enforcement Cooperation (Europol) are able to obtain access for the consultation of the VIS for the 

purposes of preventing, detecting and investigating terrorist offences and other serious criminal offences. 

 
3 査証情報システム（VIS）を設ける 2004年6月8日の理事会決定2004/512/EC(OJ L 213, 15.6.2004, p. 5). 

Council Decision 2004/512/EC of 8 June 2004 establishing the Visa Information System (VIS) (OJ L 213, 

15.6.2004, p. 5). 
4  査証情報システム（VIS）に関する及び短期滞在査証に関する構成国間のデータ交換に関する欧州議会

及び理事会の 2008年7月9日の規則(EC) No 767/2008（VIS規則）(OJ L 218, 13.8.2008, p. 60). 

Regulation (EC) No 767/2008 of the European Parliament and of the Council of 9 July 2008 concerning the Visa 

Information System (VIS) and the exchange of data between Member States on short-stay visas (VIS Regulation) 

(OJ L 218, 13.8.2008, p. 60). 
5 査証に関する欧州共同体の法典を定める欧州議会及び理事会の 2009年 7月 13日の規則(EC) No 810/ 

2009（査証法典）(OJ L 243, 15.9.2009, p. 1). 

Regulation (EC) No 810/2009 of the European Parliament and of the Council of 13 July 2009 establishing a 

Community Code on Visas (Visa Code) (OJ L 243, 15.9.2009, p. 1). 
6  テロリスト犯罪及びそれ以外の重大犯罪の防止，検知及び捜査のための構成国の指定された当局及び

Europolによる査証情報システム（VIS）の照会のためのアクセスに関する 2008年 6月 23日の理事会決定
2008/633/JHA (OJ L 218, 13.8.2008, p. 129). 

Council Decision 2008/633/JHA of 23 June 2008 concerning access for consultation of the Visa Information 

System (VIS) by designated authorities of Member States and by Europol for the purposes of the prevention, 
detection and investigation of terrorist offences and of other serious criminal offences (OJ L 218, 13.8.2008, p. 129). 
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The VIS started operations on 11 October 2011 and was gradually rolled out in all Member States’ 

consulates between October 2011 and February 2016. 

 

(2) VISの目的は，以下のことのため：すなわち，査証申請手続を容易にすること；「査証ショッピング」

を防止すること；識別名の不正行為に抗する闘いを容易にすること；対外国境入国地点及び構成

国の領土内における点検を容易にすること；構成国の領土に入るためまたはその領土上に滞在

しもしくは居住するための条件を満たしていない者または満たさなくなっている者の識別におい

て補助すること；欧州議会及び理事会の規則(EU) No 604/20137の下における国際的な保護を求

める申請の審査のための責任構成国の決定を容易にすること；並びに，いずれかの構成国の国

内の保安を妨げる脅威の防止に寄与することのため，申請に関する及びその申請と関連する決

定に関する構成国間におけるデータ交換を容易にすることによって，共通査証政策，領事間協

力及び中央査証当局間の照会の実装を向上させることにある。 

 

The objectives of the VIS are to improve the implementation of the common visa policy, consular 

cooperation and consultation between central visa authorities by facilitating the exchange of data between 

Member States on applications and on the decisions relating thereto, in order to: facilitate the visa 

application procedure; prevent ‘visa shopping’; facilitate the fight against identity fraud; facilitate checks 

at external border crossing points and within the Member States’ territory; assist in the identification of 

any person who does not or no longer fulfils the conditions for entry to, stay or residence on the territory 

of the Member States; facilitate the determination of the Member State responsible for examining an 

application for international protection under Regulation (EU) No 604/2013 of the European Parliament 

and of the Council(7); and contribute to the prevention of threats to the internal security of any of the 

Member States. 

 

(3) 「国境及び保安のためのより強力でよりスマートな情報システム」と題する 2016 年 4 月 6 日の委

員会通知の中で，欧州委員会は，国境管理，法執行及びテロリズムへの対抗の分野における欧

州連合の情報システム，データアーキテクチャ及び情報交換を強化しかつ向上させることの欧州

連合の必要性の概要を示し，そして，情報システムの相互運用性を向上させることの必要性を強

調した。この通知は，長期滞在査証を保有する第三国国民に関するものを含め，情報格差に対

処する必要性も示した。 

 

In its communication of 6 April 2016 entitled ‘Stronger and Smarter Information Systems for Borders 

and Security’, the Commission outlined the need for the Union to strengthen and improve its information 

 
7 第三国国民または無国籍者によって構成国のいずれかにおいて申立てられた国際的な保護を求める申

請を審査することに関する職責を負う構成国を決定するための基準及び仕組みを設ける欧州議会及び理事

会の 2013年6月26日の規則(EU) No 604/2013 (OJ L 180, 29.6.2013, p. 31). 

Regulation (EU) No 604/2013 of the European Parliament and of the Council of 26 June 2013 establishing the 

criteria and mechanisms for determining the Member State responsible for examining an application for 

international protection lodged in one of the Member States by a third-country national or a stateless person (OJ L 
180, 29.6.2013, p. 31). 
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systems, data architecture and information exchange in the area of border management, law enforcement 

and counter-terrorism and emphasised the need to improve the interoperability of information systems. 

The Communication also identified a need to address information gaps, including on third-country 

nationals holding a long-stay visa. 

 

(4) 情報交換と情報管理を拡大するための理事会の 2016 年の行程表の中において，また，情報交

換を向上させること及びEUの情報システムの相互運用性を確保することを推進する方法に関す

る理事会の 2017 年 6 月 8 日の決議の中において，理事会は，欧州委員会に対し，長期滞在査

証及び居住許可証に関する情報を含めている中央 EU リポジトリの設置のための実現可能性の

調査研究を開始することを求めた。それを基礎として，欧州委員会は，2 つの調査研究を実施し

た。その調査研究は，リポジトリを開発することは技術的に実現可能だろう，そして，VIS の構造を

二次利用することが技術上の最善の選択肢だろうと結論づけ，また，長期滞在査証及び居住許

可証に関する情報を含めるために VIS の適用範囲を拡張することが必要でありかつ比例的だろ

うと結論づけた。 

 

In its 2016 roadmap to enhance information exchange and information management and in its 

conclusions of 8 June 2017 on the way forward to improve information exchange and ensure the 

interoperability of EU information systems, the Council invited the Commission to undertake a feasibility 

study for the establishment of a central EU repository containing information on long-stay visas and 

residence permits. On that basis, the Commission conducted two studies which concluded that 

developing a repository would be technically feasible and that re-using the VIS structure would be the 

best technical option, and that it would be necessary and proportionate to extend the scope of the VIS to 

include information on long-stay visas and residence permits. 

 

(5) 「移民に関する欧州アジェンダの配布」と題する 2017年 9月27日の欧州委員会通知の中で，欧

州委員会は，欧州連合の共通査証政策は旅行とビジネスを促進するための必須のツールである

だけではなく，保安上のリスク及び欧州連合への不正な移民のリスクを防止するための鍵となる

ツールでもあると述べた。同通知の中で，欧州委員会は，新たな IT ソリューションを考慮に入れ

た上で，かつ，改善された移民，保安及び国境の管理によって促進される査証旅行の受益とバラ

ンスをとりつつ，共通査証政策を現下の検討課題に対して更に適応する必要性を認めた。欧州

委員会は，同通知の中で，法執行機関に関する諸側面及びアクセスと関連するデータ保護に関

するものを含め，査証処置を更に向上させること，新たな類型と利用のデータに関して VIS の利

用を更に拡大することを狙いとして，そして，相互運用性の法律文書を全面的に用いるようにする

ため，VISの法律上の枠組みが改訂されるだろうということを述べた。 

 

In its communication of 27 September 2017 entitled ‘Delivery of the European Agenda on Migration’, 

the Commission stated that the Union’s common visa policy is not only an essential tool for facilitating 

tourism and business, but also a key tool to prevent security risks and risks of irregular migration to the 

Union. In that communication, the Commission acknowledged the need to further adapt the common 

visa policy to current challenges, taking into account new IT solutions and balancing the benefits of 
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facilitated visa travel with improved migration, security and border management. It stated in that 

communication that the VIS legal framework would be revised, with the aim of further improving visa 

processing, including as regards data protection related aspects and access for law enforcement authorities, 

further expanding the use of the VIS for new categories and uses of data and to make full use of the 

interoperability instruments. 

 

(6) 共通査証政策を新たな検討課題に対して適応することに関する 2018年3月14日の欧州委員会

通知の中で，欧州委員会は，情報システムの相互運用性に関する反映のより広範な過程の一部

として，VISの法律上の枠組みが改訂されるだろうということを再確認した。 

 

In its communication of 14 March 2018 on adapting the common visa policy to new challenges, the 

Commission reaffirmed that the VIS legal framework would be revised, as part of a broader process of 

reflection on the interoperability of information systems. 

 

(7) ベネルクス経済共同体諸国の政府，ドイツ連邦共和国及びフランス共和国の間の当該諸国の共

通国境における検問の段階的な廃止に関する 1985 年 6月 14 日のシェンゲン合意を実装する

条約（シェンゲン条約）8の第 21 条は，有効な居住許可証または長期滞在査証の保有者に対し，

同合意の締約国から発給された居住許可証及び長期滞在査証の相互承認を導入することによっ

て，180日の間のいずれか 90日を超えない期間で同合意の締約国の領土内における支障のな

い移動の権利を提供する。現在，そのような居住許可証及び長期滞在査証の申請者または保有

者が，長期滞在査証または居住許可証を求める申請を処理している構成国以外の構成国の保安

に対する脅威を呈し得るか否かを点検する手段は存在しない。既存の情報の格差に対処するた

め，長期滞在査証及び居住許可証を求める申請者及びその保有者に関する情報は，VIS の中

に記録保存されるべきである。それらの文書に関しては，VIS の目的は，申請者が公共政策，域

内の保安または公衆衛生に対する脅威を呈すると判断されるか否かの評価に貢献することによ

って，域内国境管理のない領域としてのシェンゲン圏にとって，とりわけ重要である高いレベルの

保安を支えることであるべきである。VIS は，欧州連合法または国内法に従って実行される対外

国境における検問及び構成国の領土内における点検の実効性と効率性を向上させることも狙い

とすべきである。VIS は，とりわけ，構成国の領土に入るためまたはその領土上に滞在しもしくは

居住するための条件を満たしていない者または満たさなくなっている者の帰国を容易にするた

め，当該の者の識別における補助もすべきである。VISはまた，テロリスト犯罪またはそれ以外の

重大犯罪の防止，検知及び捜査に寄与し；個人の正確な識別を確保し；欧州議会及び理事会の

規則(EU) No 604/2013の適用並びに欧州議会及び理事会の指令2013/32/EU(9)の適用を容易に

 
8 ベネルクス経済共同体諸国の政府，ドイツ連邦共和国及びフランス共和国の間の当該諸国の共通国境に

おける検問の段階的な廃止に関する 1985 年 6 月 14 日のシェンゲン合意を実装する条約(OJ L 239, 

22.9.2000, p. 19). 

Convention implementing the Schengen Agreement of 14 June 1985 between the Governments of the States of 

the Benelux Economic Union, the Federal Republic of Germany and the French Republic on the gradual abolition 
of checks at their common borders (OJ L 239, 22.9.2000, p. 19). 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

18 

 

し；並びに，シェンゲン情報システム（SIS）の目的を支えるべきである。 

 

Article 21 of the Convention implementing the Schengen Agreement of 14 June 1985 between the 

Governments of the States of the Benelux Economic Union, the Federal Republic of Germany and the 

French Republic on the gradual abolition of checks at their common borders(8) (Schengen Convention) 

provides holders of valid residence permits or long-stay visas with a right to free movement within the 

territory of the contracting parties to the Agreement for a period of not more than 90 days in any 180 days, 

by instituting the mutual recognition of the residence permits and long-stay visas issued by those 

contracting parties. There are currently no means of checking whether applicants for or holders of such 

residence permits and long-stay visas could pose a threat to the security of the Member States other than 

the Member State processing the application for a long-stay visa or residence permit. In order to address 

the existing information gap, information on applicants for and holders of long-stay visas and residence 

permits should be stored in the VIS. As regards those documents, the purpose of the VIS should be to 

support a high level of security, which is particularly important for the Schengen area as an area without 

internal border controls, by contributing to the assessment of whether an applicant is considered to pose 

a threat to public policy, internal security or public health. It should also aim to improve the effectiveness 

and efficiency of checks at the external borders and of checks within the territory of the Member States 

carried out in accordance with Union or national law. The VIS should also assist in the identification, in 

particular in order to facilitate the return of any person who does not or no longer fulfils the conditions for 

entry to, stay or residence on the territory of the Member States. It should also contribute to the prevention, 

detection and investigation of terrorist offences or other serious criminal offences; ensure the correct 

identification of persons; facilitate the application of Regulation (EU) No 604/2013 and of Directive 

2013/32/EU of the European Parliament and of the Council(9); and support the objectives of the Schengen 

Information System (SIS). 

 

(8) VIS の設置及び利用に関する諸規定を単一の規則の中に合併整理するため，理事会決定

2004/512/EC及び理事会決定2008/633/JHAは，規則(EC) No 767/2008に統合されるべきである。 

 

Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA should be integrated into Regulation (EC) No 767/2008 in 

order to consolidate the rules on the establishment and use of the VIS in a single Regulation. 

 

(9) 規則(EC) No 767/2008 は，VIS のアーキテクチャも定めるべきである。自由，保安及び法務の領

域における大規模 ITシステムの業務運営管理のための欧州局（eu-LISA）は，VIS及びそのコン

ポーネントの技術開発及び業務運営管理に関する職責を負うべきである。VISと関連する職務に

おいて eu-LISAが外部の契約者と協力するときは，eu-LISAは，規則(EC) No 767/2008の遵守を

 
9 国際的な保護の付与及び取消しのための共通手続に関する欧州議会及び理事会の 2013年6月26日の

指令2013/32/EU (OJ L 180, 29.6.2013, p. 60). 

Directive 2013/32/EU of the European Parliament and of the Council of 26 June 2013 on common procedures for 
granting and withdrawing international protection (OJ L 180, 29.6.2013, p. 60). 
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確保するため，とりわけ，セキュリティ，機密性及びデータ保護に関する条項に関し，その契約者

の活動を仔細に監視する。VIS の業務運営管理は，民間の会社または民間の組織に対して委任

されてはならない。 

 

Regulation (EC) No 767/2008 should also lay down the architecture of the VIS. The European Union 

Agency for the Operational Management of Large-Scale IT Systems in the Area of Freedom, Security 

and Justice (eu-LISA) should be responsible for the technical development and operational management 

of the VIS and its components. Where eu-LISA cooperates with external contractors in any VIS-related 

tasks, it should closely monitor the activities of the contractor to ensure compliance with Regulation (EC) 

No 767/2008, in particular provisions on security, confidentiality and data protection. The operational 

management of the VIS should not be entrusted to private companies or private organisations. 

 

(10) 規則(EC) No 810/2009を採択する際，識別の目的及び検証の目的のために，12歳未満の児童の

指紋の十分な信頼性の問題，及び，とりわけ，加齢と共に指紋がどのように変化するかという問題

が，欧州委員会の職責の下において実行された調査研究の結果を基礎として後の段階で対処さ

れなければならないだろうということが認識された。合同調査研究拠点によって 2013年に実施さ

れた『児童の指紋認証』と題する調査研究は，一定の条件の下においては，6歳と 12歳の間の年

齢の児童の指紋認証が満足すべき正確性のレベルで達成され得ると結論づけた。『自動的な指

紋認識：児童から高齢者まで』と題する第二の調査研究は，2017年12月にその結論を確認し，か

つ，指紋の品質に対する加齢の影響への更なる洞察を提供した。その結論を基礎として，2017

年，欧州委員会は，2018 年に完了した『児童の指紋取得年齢を下げること及び査証申請者の渡

航文書のスキャンされたコピーを査証情報システム（VIS）の中に記録保存することの実現可能性

とその意味』と題する別の調査研究を実施し，児童の査証手続における指紋取得年齢を 6歳まで

下げることの必要性及び比例性を検討した。その調査研究は，指紋取得年齢を下げることが，とり

わけ，識別名の不正利用に抗する闘いを容易にすること及び対外国境入国地点における点検を

容易にすることとの関係において，VIS の目的をより良く達成することに寄与するだろうと結論づ

けた。その調査研究は，指紋取得年齢を下げることが，児童の権利の侵害の防止及びそれに抗

する闘いを強化することによって，とりわけ，シェンゲン圏内の第三国国民である児童，及び，例

えば，当該児童が，人身取引の児童被害者であること，行方不明の児童であることまたは難民を

申請している同伴者のない未成年者であることのゆえに，当該児童の権利が侵害された状況の

下にある児童または侵害されているかもしれない状況の下にある児童の識別またはその識別名

の検証を実現可能にすることによって，付加的な受益をもたらし得るとも結論づけた。それと同時

に，児童は，特に脆弱なグループであるので，児童の生体要素データを収集することは，データ

の記録保存のための保持期間を制限することを含め，厳格な安全確保に服するべきであり，また，

そのデータが利用され得る目的は，児童の最善の利益に適う状況に限定されるべきである。

2018 年に完了した調査研究は，高齢者の指紋が低品質であり中程度の正確性のものであるとい

うこと，及び，その欠点を緩和するための推奨される方策も示した。構成国は，指紋及び生体要

素の照合の品質を向上させるという目的をもって，同調査研究の中で示された推奨事項に従うべ

きである。 
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When adopting Regulation (EC) No 810/2009, it was recognised that the issue of the sufficient reliability 

of fingerprints of children below the age of 12 for identification and verification purposes and, in particular, 

how fingerprints evolve with age, would have to be addressed at a later stage on the basis of the results of 

a study that was to be carried out under the responsibility of the Commission. A study entitled “Fingerprint 

Recognition for Children”, which was carried out in 2013 by the Joint Research Centre, concluded that 

fingerprint recognition of children aged between six and 12 years is achievable with a satisfactory level 

of accuracy under certain conditions. A second study entitled “Automatic fingerprint recognition: from 

children to elderly” confirmed that finding in December 2017 and provided further insight into the effect 

of aging on fingerprint quality. On that basis, in 2017 the Commission conducted a further study entitled 

“Feasibility and implications of lowering the fingerprinting age for children and on storing a scanned 

copy of the visa applicants’ travel document in the Visa Information System (VIS)”, which was finalised 

in 2018 and looked into the necessity and proportionality of lowering the fingerprinting age in the visa 

procedure for children to six years. That study found that lowering the fingerprinting age would contribute 

better to achieving the VIS objectives, in particular in relation to the facilitation of the fight against identity 

fraud and of checks at external border crossing points. It also found that lowering the fingerprinting age 

could bring additional benefits by strengthening the prevention and fight against the abuse of children’s 

rights, in particular by enabling the identification or verification of the identity of children who are third-

country nationals in the Schengen area and who are in a situation where their rights have been, or may be, 

violated, for example because they are child victims of trafficking in human beings, missing children or 

unaccompanied minors applying for asylum. At the same time, children are a particularly vulnerable 

group and collecting their biometric data should be subject to stricter safeguards, including limiting the 

retention period for data storage, and the purposes for which those data may be used should be limited to 

situations where it is in the child’s best interests. The study that was finalised in 2018 also showed that 

fingerprints of elderly persons are of lower quality and medium accuracy and recommended measures to 

mitigate those shortcomings. Member States should follow the recommendations identified in that study 

with the objective of improving the quality of fingerprints and biometric matching. 

 

(11) 児童の最善の利益は，この規則の中で定められた全ての手続に関し，構成国にとっての基礎的

な考慮事項である。その児童の年齢と成熟度に従い，児童の福利，安全及び防護並びに児童の

見解が考慮に入れられかつ適正に尊重される。VISは，児童が取引の被害者であるリスクが存在

する場合においては，とりわけ適格である。 

 

The best interests of the child are a primary consideration for Member States with respect to all procedures 

provided for in this Regulation. The child’s well-being, safety and security and the views of the child are 

to be taken into consideration and given due weight in accordance with the child’s age and maturity. The 

VIS is particularly relevant where there is a risk of a child being a victim of trafficking. 

 

(12) 査証の手続及び VISは，顔画像認識と関連する技術上の発展から受益すべきである。VISの中

に申請者の顔画像を記録する場合においては，並びに，そのことが国内法によって許容されると

きは，長期滞在査証及び居住許可証を求める申請を処理する場合においても，申請書の提出を
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受けてその顔画像がその場で撮影されることが原則であるべきである。申請書の提出を受けて

その顔画像がその場で撮影されることは，識別名の不正利用のために利用される「顔のモーフィ

ング」のような生体要素の脆弱性に対処することにも寄与することになる。生体要素の照合のため

には，その場で撮影される顔画像のみが使用されるべきである。 

 

The visa procedure and the VIS should benefit from the technological developments related to facial 

image recognition. Taking live facial images upon submission of applications should be the rule when 

recording the facial image of applicants in the VIS, also when processing applications for long-stay visas 

and residence permits, where this is allowed by national law. Taking live facial images upon submission 

of applications will also contribute to addressing biometric vulnerabilities such as ‘face-morphing’ used 

for identity fraud. Only facial images taken live should be used for biometric matching. 

 

(13) この規則の文脈においては指紋及び顔画像を伴う生体要素データは，唯一無二のものであり，

それゆえ，個人を識別する目的のために，英数字データよりも大きな信頼性がある。ただし，生体

要素データは，機微の個人データを組成する。この規則は，関係する個人の識別の目的のため

のそのようなデータの処理のための根拠及び安全確保を定める。 

 

Biometric data, which in the context of this Regulation entails fingerprints and facial images, are unique 

and therefore much more reliable than alphanumeric data for the purpose of identifying a person. 

However, biometric data constitute sensitive personal data. This Regulation lays down the basis and 

safeguards for processing such data for the purpose of identifying the persons concerned. 

 

(14) 短期滞在査証を求める申請者から提供された個人データは，その構成国の領土へのその申請

者の入国が，公共政策，国内の保安または公衆衛生に対する脅威を呈し得るか否かを評価する

ため，及び，申請者の不正な移民のリスクを評価するため，VIS によって処理されるべきである。

長期滞在査証及び居住許可証の申請者に関しては，そのような評価は，第三国国民が，公共政

策，国内の保安または公衆衛生に対する脅威を呈し得るか否かを評価することに限定されるべき

である。 

 

The personal data provided by the applicant for a short-stay visa should be processed by the VIS to assess 

whether the entry of the applicant into the territory of the Member States could pose a threat to public 

policy, internal security or public health and to assess the risk of irregular migration of the applicant. As 

regards applicants for a long-stay visa or a residence permit, such assessments should be limited to 

assessing whether the third-country national could pose a threat to public policy, internal security or public 

health. 

 

(15) そのようなリスクの評価は，申請者の識別名と関連する個人データ，渡航文書及びそれ以外の関

連データを処理することなしには実行され得ない。申請書内にある各項目の個人データは，以

下のとおりの情報システム及びデータベースの中に登録されている記録，ファイルまたは警報の

中に存在するデータ：すなわち，VIS，SIS，入国／出国システム（EES），欧州渡航情報及び承認
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システム（ETIAS），Eurodac，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪と関連する有罪判決が関

係している限りにおいて第三国国民に関する欧州犯罪記録情報システム（ECRIS-TCN），

Europolデータ，Interpolの盗難紛失渡航文書データベース（Interpol SLTD），Interpolの申告と関

係する渡航文書データベース（Interpol TDAWN），欧州議会及び理事会の規則(EU) 2018/124010

に示すETIAS監視リストと，かつ，個別のリスク指標に照らして，比較対照されるべきである。その

比較対照のために使用されるべき個人データの類型は，問合せを受ける情報システム及びデー

タベース，ETIAS 監視リストまたは個別のリスク指標の中に存在しているデータの類型に限定さ

れるべきである。 

 

The assessment of such risks cannot be carried out without processing the personal data related to the 

applicant’s identity, travel document, and other relevant data. Each item of personal data in an application 

should be compared with the data present in a record, file or alert registered in the following information 

systems and databases: the VIS, the SIS, the Entry/Exit System (EES), the European Travel Information 

and Authorisation System (ETIAS), Eurodac, the European Criminal Records Information System for 

third-country nationals (ECRIS-TCN) as far as convictions related to terrorist offences or other serious 

criminal offences are concerned, the Europol data, the Interpol Stolen and Lost Travel Document database 

(Interpol SLTD), the Interpol Travel Documents Associated with Notices database (Interpol TDAWN), 

the ETIAS watchlist referred to in Regulation (EU) 2018/1240 of the European Parliament and of the 

Council(10), and against specific risk indicators. The categories of personal data that should be used for 

comparison should be limited to the categories of data present in the queried information systems and 

databases, the ETIAS watchlist or the specific risk indicators. 

 

(16) 欧州連合の対外国境における国境検問の実効性及び効率性を向上させること，違法な移民を防

止すること及びそれと闘うことに寄与すること，公共の保安及び公共政策の維持を含め，欧州連

合の自由，保安及び法務の領域における高いレベルのセキュリティに寄与すること，並びに，構

成国の領土内における保安を防護することという観点から，それらのシステム及びそのデータが

相互に補完するようにするため，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2019/81711及び規則(EU) 

2019/81812により，一定のEUの情報システム間の相互運用性が設けられた。 

 
10 欧州渡航情報及び承認システム（ETIAS）を構築し，規則(EU) No 1077/2011，規則(EU) No 515/2014，規則

(EU) 2016/399，規則(EU) 2016/1624及び規則(EU) 2017/2226を改正する欧州議会及び理事会の 2018年9

月12日の規則(EU) 2018/1240 (OJ L 236, 19.9.2018, p.1). 

Regulation (EU) 2018/1240 of the European Parliament and of the Council of 12 September 2018 establishing a 

European Travel Information and Authorisation System (ETIAS) and amending Regulations (EU) No 1077/2011, 
(EU) No 515/2014, (EU) 2016/399, (EU) 2016/1624 and (EU) 2017/2226 (OJ L 236, 19.9.2018, p. 1). 

11 国境及び査証の分野における EUの情報システム間の相互運用性の枠組みを確立することに関する，並

びに，欧州議会及び理事会の規則(EC) No 767/2008，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2017/2226，規則(EU) 

2018/1240，規則(EU) 2018/1726及び規則(EU) 2018/1861並びに理事会決定2004/512/EC及び理事会決定

2008/633/JHAを改正する欧州議会及び理事会の2019年5月20日の規則(EU) 2019/817 (OJ L 135, 22.5.2019, 

p. 27). 
Regulation (EU) 2019/817 of the European Parliament and of the Council of 20 May 2019 on establishing a 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

23 

 

Interoperability between certain EU information systems was established by Regulations (EU) 2019/817 
(11) and (EU) 2019/818(12) of the European Parliament and of the Council so that those systems and their 

data supplement each other with a view to improving the effectiveness and efficiency of border checks at 

the external borders of the Union, contributing to preventing and combating illegal immigration and 

contributing to a high level of security within the area of freedom, security and justice of the Union, 

including the maintenance of public security and public policy and safeguarding security in the territories 

of the Member States. 

 

(17) 個人の正確な識別を容易にするため，識別名の不正利用との闘いに寄与するため，EU の適格

な情報システムのデータ品質要件を向上させかつ整合化するため，既存の及び将来の EUの情

報システムの構成国による技術上及び業務運営上の実装を容易にするため，適格な EUの情報

システムを規律するデータセキュリティ上及びデータ保護上の安全確保を強化し及び簡素化す

るため，VIS，EES，ETIAS及びEurodacへの法執行上のアクセスを効率化し，並びに，VIS，SIS，

EES，ETIAS，Eurodac及び ECRIS-TCNの目的を支援するため， EUの情報システム間の相互

運用性は，それらのシステムが相互に補完できるようにする。 

 

Interoperability between the EU information systems allows those systems to supplement each other in 

order to facilitate the correct identification of persons, contribute to fighting identity fraud, improve and 

harmonise data quality requirements of the relevant EU information systems, facilitate the technical and 

operational implementation by Member States of existing and future EU information systems, strengthen 

and simplify the data security and data protection safeguards that govern the relevant EU information 

systems, streamline the law enforcement access to the VIS, the EES, the ETIAS and Eurodac, and support 

the purposes of the VIS, the SIS, the EES, the ETIAS, Eurodac and the ECRIS-TCN. 

 

(18) 相互運用性のコンポーネントは，Europol データがそれらの EU の情報システムと同時に問合せ

られ得るようにするため，VIS，SIS，EES，ETIAS，Eurodac 及び ECRIS-TCN 並びに Europol デ

ータを包摂する。それゆえ，自動化された問合せを実行する目的のために，及び，VIS にアクセ

スする際には法執行の目的のために，それらの相互運用性のコンポーネントを利用することが適

切である。規則(EU) 2019/817 によって設けられた欧州探索ポータル（ESP）は，当該当局のアク

 

framework for interoperability between EU information systems in the field of borders and visa and amending 

Regulations (EC) No 767/2008, (EU) 2016/399, (EU) 2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 2018/1726 and (EU) 

2018/1861 of the European Parliament and of the Council and Council Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA 

(OJ L 135, 22.5.2019, p. 27). 
12 警察及び法務上の協力，難民及び移民の分野における EUの情報システム間の相互運用性の枠組みを

設け，規則(EU) 2018/1726，規則(EU) 2018/1862及び規則(EU) 2019/816を改正する欧州議会及び理事会の

2019年5月20日の規則(EU) 2019/818 (OJ L 135, 22.5.2019, p. 85). 

Regulation (EU) 2019/818 of the European Parliament and of the Council of 20 May 2019 on establishing a 

framework for interoperability between EU information systems in the field of police and judicial cooperation, 

asylum and migration and amending Regulations (EU) 2018/1726, (EU) 2018/1862 and (EU) 2019/816 (OJ L 
135, 22.5.2019, p. 85). 
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セスの権利に従って当該当局の職務を遂行するために必要となる EU の情報システム，Europol

データ及び Interpolのデータベースへの構成国の当局による迅速で，継ぎ目がなく，効率的であ

り，自動的でありかつ管理されたアクセスを実現可能にするために，並びに，VIS の諸目的を支

えるために利用されるべきである。 

 

The interoperability components cover the VIS, the SIS, the EES, the ETIAS, Eurodac and the ECRIS-

TCN, as well as Europol data to enable Europol data to be queried simultaneously with those EU 

information systems. It is therefore appropriate to use those interoperability components for the purpose 

of carrying out automated queries and when accessing the VIS for law enforcement purposes. The 

European search portal (ESP) established by Regulation (EU) 2019/817 should be used to enable fast, 

seamless, efficient, systematic and controlled access by Member States’ authorities to the EU information 

systems, the Europol data and the Interpol databases needed to perform their tasks, in accordance with 

their access rights, and to support the objectives of the VIS. 

 

(19) ESPは，VISの中に記録保存されているデータと，関係する他のEUの情報システムの中に記録

保存されているデータとが並行して問い合わされることを実現可能にすることになる。 

 

The ESP will enable the data stored in the VIS and the data stored in the other EU information systems 

concerned to be queried in parallel. 

 

(20) 他の情報システム及びデータベースの中に記録保存されたデータに照らした VIS の中に記録

保存されたデータの比較対照は，自動化されるべきである。そのような比較対照が，申請書中の

いずれかの個人データまたはその組み合わせと，当該他の情報システムまたはデータベース内

の記録，ファイルもしくは警報との間のまたは ETIAS 監視リスト内の個人データとの間の「該当あ

り」として知られる一致の存在を明らかにするときは，その申請は，職務権限のある当局からの操

作者によって手動により検証されるべきである。該当ありの引金となっているデータのタイプの相

違に応じて，その該当ありは，職務権限のある査証当局もしくは移民当局によって，規則(EU) 

2018/1240 に示す ETIAS 国内ユニットによって，または，構成国によって指定された中央当局

（VIS の指定された当局）によって，手動により検証され及び評価されるべきである。法執行また

は法務のシステムまたはデータベースによって生成される該当ありは，一般に，より機微である

ので，その該当ありは，領事によって検証され及び評価されてはならず，そうではなく，VIS の指

定された当局またはETIAS国内ユニットによって検証され及び評価されるべきである。構成国は，

VIS の指定された当局として，複数の当局を指定できるべきである。SIRENE 事務局は，その

SIRENE 事務局が当該職務を満たすことができるようにするための十分な付加的な資源を割当

てられている場合に限り，VISの指定された当局として指定されるべきである。職務権限のある当

局によって遂行される該当ありの評価は，短期滞在査証を発給すべきか否かの判断，または，長

期滞在査証もしくは居住許可証を求める申請者が，その構成国の公共政策，国内の保安もしくは

公衆衛生に対する脅威を呈し得るか否かをいつ評価するかの判断が考慮に入れられるべきであ

る。 
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The comparison of data stored in the VIS against data stored in other information systems and databases 

should be automated. If such a comparison reveals the existence of a correspondence, known as a ‘hit’, 

between any of the personal data or combination thereof in an application and a record, file or alert in 

those other information systems or databases, or with personal data in the ETIAS watchlist, the 

application should be verified manually by an operator from the competent authority. Depending on the 

type of data triggering the hit, the hit should be manually verified and assessed by the competent visa or 

immigration authority, by the ETIAS National Unit referred to in Regulation (EU) 2018/1240 or by a 

central authority designated by the Member State (VIS designated authority). As hits generated by law 

enforcement or judicial systems or databases are generally more sensitive, they should not be verified and 

assessed by consulates, but rather by the VIS designated authorities or the ETIAS National Units. 

Member States should be able to designate more than one authority as a VIS designated authority. The 

SIRENE Bureau should be designated as the VIS designated authority only if it is allocated sufficient 

additional resources enabling it to fulfil that task. The assessment of the hits performed by the competent 

authority should be taken into account for the decision whether to issue a short-stay visa or when assessing 

whether the applicant for a long-stay visa or residence permit could pose a threat to the public policy, 

internal security or public health of the Member States. 

 

(21) VISは，相互運用性の共通枠組みの一部であることになるので，新たな特性及びプロセスの開発

は，その枠組みの一部である他の EU の情報システムにおける特性及びプロセスとの間で全面

的に一貫していることを要する。査証または居住許可証の申請者に関する情報が他の EU の情

報システムにとって既知であるか否かを判定することの目的のために VIS によって開始されるこ

とになる自動化された問合せは，それらの他の EU の情報システムに照らして該当ありに帰結す

ることになる。該当ありの概念は，EES-VIS の相互運用性との関係におけるものを含め，EES の

中及びSISの中でも見出され得るものの，現時点において，類似の問合せシステムは，唯一の他

のシステム，すなわち，ETIASの中に存在している。 

 

As the VIS will be part of the common framework of interoperability, it is necessary that the development 

of new features and processes be fully coherent with features and processes in the other EU information 

systems that are part of that framework. The automated queries that will be launched by the VIS with the 

purpose of finding whether information on applicants for a visa or residence permit is known to other EU 

information systems will result in hits against those other EU information systems. A similar system of 

queries is currently present in only one other system, namely ETIAS, while the concept of hits is also 

found in the EES, including in relation to the EES-VIS interoperability, and in the SIS. 

 

(22) 短期滞在査証を求める申請の拒否は，査証を求める申請書の中にある個人データの自動化され

た処理のみを基礎としてはならない。 

 

The refusal of an application for a short-stay visa should not be based solely on the automated processing 

of personal data in the applications for a visa. 

 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

26 

 

(23) VIS の処理から帰結する情報を基礎として短期滞在査証を拒否された申請者は，不服申立てを

する権利をもつべきである。不服申立ては，その申請に関する決定を行った構成国において，

かつ，当該構成国の国内法に従って，行われるべきである。規則(EC) No 810/2009の下における

不服申立てに関する安全確保及び規定が適用される。 

 

Applicants who have been refused a short-stay visa on the basis of information resulting from VIS 

processing should have the right to appeal. Appeals should be conducted in the Member State that has 

taken the decision on the application and in accordance with the national law of that Member State. The 

safeguards and rules on appeal under Regulation (EC) No 810/2009 apply. 

 

(24) 過去に示された保安上のリスク，不正な移民のリスクまたは高感染のリスクに対応する特定リスク

指標の利用は，短期滞在査証を求める申請を分析することに寄与すべきである。特定リスク指標

を定義するために用いられる基準は，いかなる場合においても，申請者の性または年齢のみを

基礎としてはならない。その基準は，いかなる場合においても，申請者の人種，肌の色，民族的

な出自もしくは社会的な出自，遺伝的特性，言語，政治上もしくはそれ以外の意見，信教もしくは

信条，労働組合の加入，少数派国民の一員であること，財産，出生，身体の障害または性的指向

を明らかにする情報を基礎としてはならない。それが可能な範囲内で，かつ，それが適格なとき

は，特定リスク指標に関する規定，手続及び統治構造は，規則(EU) 2018/1240の第9条，第10条

及び第33条の中で定められたETIASの選別規定のための規定，手続及び統治構造と揃えられ

るべきである。特定リスク指標は，中央査証当局及び関係する当局の代表によって構成される

VIS選別委員会からの意見聴取の後，規則(EU) 2018/1240に示すETIAS中央ユニットによって，

定義され，設けられ，事前評価され，実装され，事後評価され，改訂され及び削除されるべきであ

る。特定リスク指標の実装における基本的な権利の尊重を確保することを助けるため，VIS 基本

的な権利指導委員会が設けられるべきである。その会合の事務局は，欧州国境沿岸警備局の基

本的な権利担当官から提供されるべきである。 

 

The use of specific risk indicators corresponding to previously identified security, irregular migration or 

high epidemic risks should contribute to analysing the application for a short-stay visa. The criteria used 

for defining the specific risk indicators should in no circumstances be based solely on the applicant’s sex 

or age. They are not in any circumstances to be based on information revealing the applicant’s race, colour, 

ethnic or social origin, genetic features, language, political or any other opinions, religion or philosophical 

belief, trade union membership, membership of a national minority, property, birth, disability or sexual 

orientation. To the extent possible and where relevant, the rules, procedures and governance structure for 

the specific risk indicators should be aligned with those for the ETIAS screening rules, as laid down in 

Articles 9, 10 and 33 of Regulation (EU) 2018/1240. The specific risk indicators should be defined, 

established, assessed ex ante, implemented, evaluated ex post, revised and deleted by the ETIAS Central 

Unit referred to in Regulation (EU) 2018/1240 following the consultation of a VIS Screening Board 

composed of representatives of the central visa authorities and the agencies involved. To help ensure the 

respect of fundamental rights in the implementation of the specific risk indicators, a VIS Fundamental 

Rights Guidance Board should be established. The secretariat for its meetings should be provided by the 
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Fundamental Rights Officer of the European Border and Coast Guard Agency. 

 

(25) 新たな形態の保安上のリスク，新たなパターンの不正な移民のリスク及び高感染のリスクが継続

的に出現していることは，実効的な対処を要求し，また，現代の手段を用いて対抗されることを必

要としている。現代の手段は，大規模な量の個人データの処理を伴うので，私的な生活及び家族

の生活を尊重する権利並びに個人データの保護の権利に対する侵害が，民主主義の社会にお

いて必要でありかつ比例的なところに限定されることを保つため，適切な安全確保が導入される

べきである。 

 

The continuous emergence of new forms of security risks, new patterns of irregular migration and high 

epidemic risks requires effective responses and needs to be countered with modern means. Since modern 

means entail the processing of important amounts of personal data, appropriate safeguards should be 

introduced to keep the interference with the rights to respect for private and family life and to the 

protection of personal data limited to what is necessary and proportionate in a democratic society. 

 

(26) 短期滞在査証を求める申請者に対しまたは長期滞在査証もしくは居住許可証を申請する第三国

国民に対し，規則(EU) 2018/1240に従って渡航許可を求める申請をしている第三国国民と少なく

とも同じレベルの点検が適用されることが確保されるべきである。その目的のために，テロリスト

犯罪もしくはそれ以外の重大犯罪を実行した疑いもしくはそれに加担した疑いのある者と関連す

るデータ，または，当該の者に関し，当該の者がテロリスト犯罪もしくはそれ以外の重大犯罪を実

行することになると信ずる事実上の兆候もしくは合理的な根拠が存在する者と関連するデータに

よって組成される ETIAS 監視リストは，それらの類型の第三国国民との関係においても同様に，

検証のために使用されるべきである。 

 

It should be ensured that at least a similar level of checks is applied to applicants for a short-stay visa, or 

third-country nationals who apply for a long-stay visa or a residence permit, as for third-country nationals 

applying for a travel authorisation in accordance with Regulation (EU) 2018/1240. To that end, the 

ETIAS watchlist, consisting of data related to persons who are suspected of having committed or taken 

part in a terrorist offence or other serious criminal offence or persons regarding whom there are factual 

indications or reasonable grounds to believe that they will commit a terrorist offence or other serious 

criminal offence, should be used for verifications in respect of those categories of third-country nationals 

as well. 

 

(27) シェンゲン条約の下における当該国際的な輸送事業者の義務を満たすため，国際的な輸送事

業者は，VIS に対して問合せを送信することによって，短期滞在査証，長期滞在査証または居住

許可証を保有することを要求される第三国国民が，有効な短期滞在査証，長期滞在査証または

居住許可証を所持しているか否かを検証すべきである。その検証は，問合せが OK／NOT OK

の回答を導き出すことを可能とするために必要となるミニマムのサブセットのデータの抽出をでき

るようにする分離された読取専用のデータベースへの VISデータの日単位の抽出を通じて可能

にされるべきである。申請ファイルそれ自体は，国際的な輸送事業者からアクセス可能であって
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はならない。運送事業者のゲートウェイを介して VIS にアクセスするための技術仕様は，それが

可能な範囲内で，旅行者の旅行及び国際的な運送事業者に対する影響を抑制すべきである。そ

の目的のために，EES及び ETIASのための運送事業者のゲートウェイの統合が検討されるべき

である。 

 

In order to fulfil their obligation under the Schengen Convention, international carriers should verify 

whether third-country nationals who are required to hold a short-stay visa, a long-stay visa or a residence 

permit are in possession of a valid short-stay visa, long-stay visa or residence permit by sending a query 

to the VIS. That verification should be made possible through the daily extraction of VIS data into a 

separate read-only database allowing the extraction of a minimum necessary subset of data to enable a 

query leading to an OK/NOT OK answer. The application file itself should not be accessible to 

international carriers. The technical specifications for accessing the VIS through the carrier gateway 

should limit the impact on passenger travel and international carriers to the extent possible. To that end, 

integration with the carrier gateways for the EES and ETIAS should be considered. 

 

(28) 乗合自動車によって陸路でグループを輸送する国際的な輸送事業者に対するこの規則の中で

定められた義務の影響を抑制するという見地から，ユーザフレンドリなモバイルソリューションが

利用できるようにされるべきである。 

 

With a view to limiting the impact of the obligations set out in this Regulation on international carriers 

transporting groups overland by coach, user-friendly mobile solutions should be made available. 

 

(29) 乗合自動車による陸路の輸送に関する条項と関連する ETIAS の目的のための規則(EU) 

2018/1240 の前文に示すシェンゲン条約の第 26条に示す条項の適切性，互換性及び一貫性の

評価は，この規則の適格な条項をも包摂するために拡張されるべきである。 

 

The assessment of the appropriateness, compatibility and coherence of provisions referred to in Article 

26 of the Schengen Convention as referred to in the preamble to Regulation (EU) 2018/1240 for the 

purposes of the ETIAS regarding the provisions for overland transport by coaches should be extended to 

cover also the relevant provisions of this Regulation. 

 

(30) 規則(EC) No 767/2008 は，同規則の中で定められた個別の目的のために，かつ，それが必要な

範囲内で，当該当局の職務の遂行のために，長期滞在査証及び居住許可証を求める申請及び

決定に関するデータを入れ，修正し，消去または照会するためのVISへのアクセスをもつ権限を

与えられている構成国の当局の細目を定めるべきである。 

 

Regulation (EC) No 767/2008 should specify the authorities of the Member States which are authorised 

to have access to the VIS to enter, amend, erase or consult data on applications for and decisions on long-

stay visas and residence permits for the specific purposes set out in that Regulation, and, to the extent 

necessary, for the performance of their tasks. 
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(31) 長期滞在査証及び居住許可証に関する VIS データの処理は，職務権限のある当局の職務の遂

行のために追求されかつ必要となる諸目的と比例的であるべきである。それゆえ，中断すること

なく10年以上の期間にわたりVISの中に記録された有効な居住許可証を維持していた者と関連

するデータへの一定の職務権限のある当局によるアクセスは，禁止されるべきである。 

 

Any processing of VIS data on long-stay visas and residence permits should be proportionate to the 

objectives pursued and necessary for the performance of tasks of the competent authorities. Therefore, 

access by certain competent authorities to data regarding persons who have held valid residence permits 

recorded in the VIS for a period of 10 years or more without interruption should be restricted. 

 

(32) VIS を利用する際，職務権限のある当局は，当該の者のデータが要求されている者の人間の尊

厳及び完全性が尊重されること，並びに，性，人種，肌の色，民族的な出自もしくは社会的な出自，

遺伝的特性，言語，信教もしくは信条，政治上もしくはそれ以外の意見，少数派国民の一員であ

ること，財産，出生，身体の障害，年齢または性的指向を根拠として，当該当局がそのような者を

差別しないことを確保すべきである。 

 

When using the VIS, the competent authorities should ensure that the human dignity and integrity of the 

persons whose data are requested are respected and that they do not discriminate against such persons on 

grounds of sex, race, colour, ethnic or social origin, genetic features, language, religion or belief, political 

or any other opinion, membership of a national minority, property, birth, disability, age or sexual 

orientation. 

 

(33) 法執行機関が，テロリズム及びそれ以外の重大な形態の犯罪に抗する闘いにおいて当該法執

行機関の職務を遂行すべきときは，法執行機関が最新の情報をもつことが必須である。構成国の

法執行機関及び Europol の VIS へのアクセスは，理事会決定 2008/633/JHA によって設けられ

た。同理事会決定は，現行の条約の枠組みと合わせるため，規則(EC) No 767/2008に統合される

べきである。 

 

It is imperative that law enforcement authorities have the most up-to-date information if they are to 

perform their tasks in the fight against terrorism and other serious forms of crime. The access of law 

enforcement authorities of the Member States and of Europol to the VIS was established by Decision 

2008/633/JHA. That Decision should be integrated into Regulation (EC) No 767/2008, to bring it in line 

with the current Treaty framework. 

 

(34) 法執行の目的のための VIS データへのアクセスは，暴力的な状況の中で死亡した人々を識別

することにおいて，または，人身の取引，テロリズムもしくは麻薬取引と関連する案件において大

きく進捗させるために捜査官を助けることにおいて有用であることが既に証明されている。それ

ゆえ，長期滞在と関連する VIS データもまた，この規則の中で定められた条件に服して，構成国

の指定された当局及び Europolが利用可能であるべきである。 
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Access to VIS data for law enforcement purposes has already proven to be useful in identifying people 

who died in violent circumstances or helping investigators to make substantial progress in cases related 

to trafficking in human beings, terrorism or drug trafficking. Therefore, the VIS data related to long stays 

should also be available to the designated authorities of the Member States and to Europol, subject to the 

conditions set out in this Regulation. 

 

(35) 欧州連合規模の犯罪の防止，分析及び捜査を支援する国境を越える犯罪捜査の分野における

構成国の当局間の協力に関し，Europolが鍵となる役割を果たすことに鑑み，Europolの職務の枠

組み内における Europol の現在の VIS へのアクセスは，欧州議会及び理事会の規則(EU) 

2016/79413のような法律上の枠組みの近時の発展も考慮に入れた上で，法文化されかつ効率化

されるべきである。 

 

Given that Europol plays a key role with respect to cooperation between Member States’ authorities in 

the field of cross-border crime investigation in supporting Union-wide crime prevention, analyses and 

investigation, Europol’s current access to the VIS within the framework of its tasks should be codified 

and streamlined, taking into account also recent developments of the legal framework such as Regulation 

(EU) 2016/794 of the European Parliament and of the Council(13). 

 

(36) テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪を防止すること，検知することまたは捜査することの目

的のための VIS へのアクセスは，私的な生活及び家族の生活を尊重する基本的な権利並びに

当該の者の個人データがVISの中で処理される者の個人データの保護の基本的な権利に対す

る侵害を組成する。そのようないかなる侵害も，法律に従って行われなければならない。その法

律は，個人が当該個人の行動を補正できるようにするための十分な精度をもって形成されなけれ

ばならず，かつ，恣意に抗して個人を保護しなければならず，また，職務権限のある当局に対し

て与えられる裁量の範囲及びその裁量の行使の態様を十分に明確に示さなければならない。基

本的な権利に対するそのようないかなる侵害も，正当でありかつ比例的な利益を保護するために

民主主義の社会において必要であり，かつ，達成されるべき正当な目的にとって比例的である場

合に限り，可能である。 

 

Access to the VIS for the purpose of preventing, detecting or investigating terrorist offences or other 

serious criminal offences constitutes an interference with the fundamental rights to respect for private and 

family life and to the protection of personal data of persons whose personal data are processed in the VIS. 

Any such interference must be carried out in accordance with the law, which must be formulated with 

 
13  法執行協力のための欧州連合局（Europol）に関する並びに理事会決定 2009/371/JHA，理事会決定

2009/934/JHA，理事会決定 2009/935/JHA，理事会決定 2009/936/JHA及び理事会決定 2009/968/JHAを置

き換えて廃止する欧州議会及び理事会の 2016年 5月 11日の規則(EU) 2016/794 (OJ L 135, 24.5.2016, p. 

53). 

Regulation (EU) 2016/794 of the European Parliament and of the Council of 11 May 2016 on the European Union 

Agency for Law Enforcement Cooperation (Europol) and replacing and repealing Council Decisions 
2009/371/JHA, 2009/934/JHA, 2009/935/JHA, 2009/936/JHA and 2009/968/JHA (OJ L 135, 24.5.2016, p. 53). 
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sufficient precision to allow individuals to adjust their conduct and which must protect individuals against 

arbitrariness and indicate with sufficient clarity the scope of discretion conferred on the competent 

authorities and the manner of its exercise. Any such interference with fundamental rights is possible only 

if necessary in a democratic society to protect a legitimate and proportionate interest and if it is 

proportionate to the legitimate objective to be achieved. 

 

(37) 規則(EU) 2019/817 は，国内立法によってそのように権限を与えられた構成国の警察当局が，識

別名の点検の間に取得された当該の者の生体要素データを用いることによって個人を識別する

ことが可能であることを定めている。ただし，当該の者の利益において個人の識別が必要となる

特別の状況が存在し得る。そのような案件は，行方不明者もしくは誘拐された者または人身取引

の被害者が発見された状況を含む。そのような案件においては，法執行機関は，法執行上のア

クセスに関する全ての前提条件及び付加的な安全確保を満たす必要なく，個人の迅速かつ信頼

できる識別を実現可能にするためのVISデータへの迅速なアクセスを提供されるべきである。 

 

Regulation (EU) 2019/817 provides the possibility for a Member State police authority which has been 

so empowered by national legislation, to identify a person by means of the biometric data of that person 

taken during an identity check. However, specific circumstances may exist where the identification of a 

person is necessary in the interests of that person. Such cases include situations where a missing or 

abducted person or a victim of human trafficking is found. In such cases, law enforcement authorities 

should be provided with quick access to VIS data in order to enable the fast and reliable identification of 

the person, without the need to fulfil all the preconditions and additional safeguards for law enforcement 

access. 

 

(38) 犯罪の現場において発見されるかもしれない指紋の痕跡である潜在指紋を基礎とするデータの

比較対照は，警察協力の分野における基本である。加害者または被害者がVISの中に登録され

ていると信ずる合理的な根拠が存在する場合における潜在指紋をVISの中に記録保存された指

紋データと比較対照できることは，例えば，犯罪の現場における唯一の証拠が潜在指紋である場

合，法執行機関に対し，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪を防止すること，検知すること

または捜査することにおいて非常に価値あるツールを提供するはずである。 

 

The comparison of data on the basis of a latent fingerprint, which is the dactyloscopic trace that might be 

found at a crime scene, is fundamental in the field of police cooperation. The possibility to compare a 

latent fingerprint with the fingerprint data which is stored in the VIS where there are reasonable grounds 

for believing that the perpetrator or victim is registered in the VIS should provide the law enforcement 

authorities with a very valuable tool in preventing, detecting or investigating terrorist offences or other 

serious criminal offences, when for example the only evidence at a crime scene is latent fingerprints. 

 

(39) 構成国の職務権限のある当局を指定し，並びに，その部局を介して VIS データへのアクセスを

求める要求が行われ，また，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知または捜査

の個別の目的のためにそのようなアクセスを要求する権限を与えられている指定された当局内
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の業務運営ユニットのリストを保存する中央連絡部局を指定する必要がある。 

 

It is necessary to designate the competent authorities of the Member States as well as the central access 

point through which the requests for access to VIS data are made and to keep a list of the operating units 

within the designated authorities that are authorised to request such access for the specific purposes for 

the prevention, detection or investigation of terrorist offences or other serious criminal offences. 

 

(40) VIS 中央システムの中に記録保存されたデータへのアクセスを求める要求は，指定された当局

内の業務運営ユニットから中央連絡部局に対して行われるべきであり，かつ，正当性が示される

べきである。VISデータへのアクセスを要求する権限を与えられている指定された当局内の業務

運営ユニットは，検証を行う当局として行動してはならない。中央連絡部局は，指定された当局か

ら独立に行動すべきであり，かつ，独立の態様で，この規則の中で定められたアクセスのための

条件の厳格な遵守を確保することに関する職責を負うべきである。テロリスト犯罪またはそれ以外

の重大犯罪と関連する個別的かつ現実の脅威に対処するために早期のアクセスが必要となる例

外的な緊急の案件においては，中央連絡部局は，アクセスを求める要求を直ちに処理し，かつ，

事後的にのみ検証を実行すべきである。 

 

Requests for access to data stored in the VIS Central System should be made by the operating units within 

the designated authorities to the central access point and should be justified. The operating units within 

the designated authorities that are authorised to request access to VIS data should not act as a verifying 

authority. The central access points should act independently of the designated authorities and should be 

responsible for ensuring, in an independent manner, strict compliance with the conditions for access as 

established in this Regulation. In exceptional cases of urgency, where early access is necessary to respond 

to a specific and actual threat related to terrorist offences or other serious criminal offences, the central 

access point should process the request for access immediately and carry out the verification only 

afterwards. 

 

(41) 個人データを保護するため，及び，法執行機関による自動的な探索の可能性を排除するため，

VIS データの処理は，個別の案件においてのみ，かつ，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯

罪を防止すること，検知することまたは捜査することの目的のために必要な場合においてのみ，

行われるべきである。指定された当局及び Europol は，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯

罪を防止すること，検知することまたは捜査することにおいて指定された当局及びEuropolを大き

く補助することになる情報をそのようなアクセスが提供することになると信ずる合理的な根拠を指

定された当局及び Europolがもつ場合に限り，VISへのアクセスを要求すべきである。 

 

To protect personal data and to exclude the possibility of systematic searches by law enforcement 

authorities, the processing of VIS data should only take place in specific cases and when it is necessary 

for the purpose of preventing, detecting or investigating terrorist offences or other serious criminal 

offences. The designated authorities and Europol should only request access to the VIS when they have 

reasonable grounds to believe that such access will provide information that will substantially assist them 
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in preventing, detecting or investigating a terrorist offence or other serious criminal offence. 

 

(42) VISの中に記録保存された個人データは，VISの目的のために必要な期間内だけ保存されるべ

きである。短期滞在査証を求める申請の評価のためにデータが考慮に入れられ得るようにする

ため，有効期間の満了の後の超過滞在を検出可能にするため，及び，短期滞在査証を取得した

第三国国民の保安上の評価を可能とするため，第三国国民と関連するデータを 5年間記録保存

するのが適切である。文書の過去の利用に関するデータは，将来の短期滞在査証の発給を容易

にし得る。より短い記録保存期間は，上述の諸目的を確保するために十分ではないだろう。デー

タは，それをより早い時に消去する理由が存在する場合を除き，5 年の期間の後に消去されるべ

きである。 

 

The personal data stored in the VIS should be kept for no longer than is necessary for the purposes of the 

VIS. It is appropriate to store the data related to third-country nationals for a period of five years in order 

to enable data to be taken into account for the assessment of the applications for short-stay visas, to enable 

detection of overstay after the end of the validity period and in order to conduct security assessments of 

third-country nationals who obtained them. The data on previous uses of a document could facilitate the 

issuance of future short-stay visas. A shorter storage period would not be sufficient for ensuring the stated 

purposes. The data should be erased after a period of five years, unless there are grounds to erase them 

earlier. 

 

(43) 欧州議会及び理事会の規則(EU) 2016/67914は，規則(EC) No 767/2008の適用における構成国に

よる個人データの処理に適用される。犯罪行為の防止，捜査，検知もしくは訴追または刑罰の執

行の目的のための法執行機関による個人データの処理は，欧州議会及び理事会の指令(EU) 

2016/68015によって規律される。 

 

Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council(14) applies to the processing of 

 
14  個人データの処理と関連する自然人の保護に関する及びそのようなデータの支障のない移動に関する

並びに指令 95/46/ECを廃止する欧州議会及び理事会の 2016年 4月 27日の規則(EU) 2016/679（一般デ

ータ保護規則） (OJ L 119, 4.5.2016, p. 1). 

Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of 27 April 2016 on the protection of 

natural persons with regard to the processing of personal data and on the free movement of such data, and repealing 

Directive 95/46/EC (General Data Protection Regulation) (OJ L 119, 4.5.2016, p. 1). 
15 犯罪行為の防止，捜査，検知もしくは訴追または刑罰の執行の目的のための職務権限のある機関による

個人データの処理と関連する自然人の保護に関する及びそのデータの支障のない移動に関する，並びに，

理事会枠組み決定2008/977/JHAを廃止する欧州議会及び理事会の2016年4月27日の指令(EU) 2016/680 

(OJ L 119, 4.5.2016, p. 89). 

Directive (EU) 2016/680 of the European Parliament and of the Council of 27 April 2016 on the protection of 

natural persons with regard to the processing of personal data by competent authorities for the purposes of the 

prevention, investigation, detection or prosecution of criminal offences or the execution of criminal penalties, and 

on the free movement of such data, and repealing Council Framework Decision 2008/977/JHA (OJ L 119, 
4.5.2016, p. 89). 
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personal data by the Member States in application of Regulation (EC) No 767/2008. The processing of 

personal data by law enforcement authorities for the purposes of the prevention, investigation, detection 

or prosecution of criminal offences or the execution of criminal penalties is governed by Directive (EU) 

2016/680 of the European Parliament and of the Council(15). 

 

(44) 欧州国境沿岸警備局（EBCG）のチームの構成員及び帰国と関連する職務に関与する職員のチ

ームは，ホスト構成国の権限の下において，国境検問，国境監視及び帰国に関する業務運営計

画の中で細目が定められる業務運営上の職務を満たすために必要なときは，欧州議会及び理事

会の規則(EU) 2019/189616によって EU の情報システム及びデータベースに照会する権利を与

えられる。照会を容易にすること及びそのチームによる VISデータへの実効的なアクセスを実現

可能にすることという目的のために，それらのチームは，VIS へのアクセスを与えられるべきであ

る。そのようなアクセスは，VIS データが照会され得る個々の特定の目的の下において職務権限

のある構成国の当局に対して適用可能なアクセスの条件及び制限に従うべきである。 

 

Members of the European Border and Coast Guard (EBCG) teams, as well as teams of staff involved in 

return-related tasks are entitled by Regulation (EU) 2019/1896 of the European Parliament and the 

Council(16) to consult EU information systems and databases where necessary for fulfilling their 

operational tasks specified in the operational plan on border checks, border surveillance and return, under 

the authority of the host Member State. For the purpose of facilitating that consultation and enabling 

effective access by the teams to VIS data, they should be given access to the VIS. Such access should 

follow the conditions and limitations of access applicable to the Member States’ authorities competent 

under each specific purpose for which VIS data can be consulted. 

 

(45) 構成国の領土に入るためまたはその領土上に滞在しもしくは居住するための条件を満たしてい

ない第三国国民または満たさなくなった第三国国民の欧州議会及び理事会の指令 2008/115/ 

EC17に従った帰国は，不正な移民と闘うための包括的な努力の必須のコンポーネントの一つで

あり，大きな公共の利益の重要な理由の一つを表している。 

 

The return of third-country nationals who do not fulfil or no longer fulfil the conditions for entry to, stay 

or residence on the territory of the Member States in accordance with Directive 2008/115/EC of the 

 
16 欧州国境沿岸警備局に関する並びに規則(EU) No 1052/2013及び規則(EU) 2016/1624 を廃止する欧州

議会及び理事会の 2019年11月13日の規則(EU) 2019/1896 (OJ L 295, 14.11.2019, p. 1). 

Regulation (EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the Council of 13 November 2019 on the European 

Border and Coast Guard and repealing Regulations (EU) No 1052/2013 and (EU) 2016/1624 (OJ L 295, 

14.11.2019, p. 1). 
17 違法に滞在している第三国国民を送還するための構成国における共通の基準及び手続に関する欧州議

会及び理事会の2008年12月16日の指令2008/115/EC (OJ L 348, 24.12.2008, p. 98). 

Directive 2008/115/EC of the European Parliament and of the Council of 16 December 2008 on common 

standards and procedures in Member States for returning illegally staying third-country nationals (OJ L 348, 
24.12.2008, p. 98). 
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European Parliament and of the Council(17), is an essential component of the comprehensive efforts to 

tackle irregular migration and represents an important reason of substantial public interest. 

 

(46) 不正移民の再入国に関する第三国の協力を拡大するため及び当該の者のデータがVISの中に

記録保存されていたかもしれない違法に滞在している第三国国民の帰国を容易にするため，申

請者の渡航文書のコピーは，VIS の中に記録保存されるべきである。VIS から抽出された情報と

は反対に，渡航御文書のコピーは，第三国によってより広範に承認されている国籍の証明の一

つである。 

 

In order to enhance third countries’ cooperation on readmission of irregular migrants and to facilitate the 

return of illegally staying third-country nationals whose data might be stored in the VIS, copies of the 

travel document of applicants should be stored in the VIS. Contrary to information extracted from the 

VIS, copies of travel documents are a proof of nationality more widely recognised by third countries. 

 

(47) VIS の中に記録保存されている個人データは，いかなる第三国または国際機関に対しても移転

されまたは利用できるようにされてはならない。ただし，この原則に対する例外として，彼または

彼女の帰国または再定住との関係において第三国国民の識別を補助するために，そのような移

転が，厳格な条件に服しておりかつ個々の案件において必要であるときは，そのような個人デー

タを第三国または国際機関に対して移転することが可能であるべきである。規則(EU) 2016/679

による実装行為という方法による十分性の判定がない場合または当該移転が服する同規則によ

る適切な安全確保がない場合，同規則に示す公共の利益という重大な理由のためのその移転が

必要である場合に限り，例外として，帰国または再定住の目的のために VISデータを第三国また

は国際機関に対して移転することが可能であるべきである。 

 

Personal data stored in the VIS should not be transferred or made available to any third country or 

international organisation. As an exception to that rule, however, it should be possible to transfer such 

personal data to a third country or to an international organisation where such a transfer is subject to strict 

conditions and necessary in individual cases in order to assist with the identification of a third-country 

national in relation to his or her return or resettlement. In the absence of an adequacy decision by means 

of an implementing act pursuant to Regulation (EU) 2016/679 or of appropriate safeguards to which 

transfers are subject pursuant to that Regulation, it should exceptionally be possible to transfer VIS data 

to a third country or to an international organisation for the purposes of return or resettlement only where 

the transfer is necessary for important reasons of public interest as referred to in that Regulation. 

 

(48) テロリスト犯罪と関係する差し迫った危険が存在しまたは重大犯罪と関係して個人の生命に対す

る差し迫った危険が存在する緊急の例外的な案件において，規則(EC) No 767/2008 により構成

国によって取得された個人データを第三国に対して移転することも可能であるべきである。個人

の生命に対する差し迫った危険は，身体の重大な侵襲，人間の臓器または細胞の不正取引，誘

拐，違法な拘束または人質行為，児童の性的搾取及び児童ポルノ並びに強姦のような，当該個

人に対して実行された重大犯罪から生ずる危険を包摂するものとして理解されるべきである。当
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該要請元である国によって保有されている査証記録に関する情報の VIS を運用している構成国

に対する相互的な提供が確保されている場合に限り，そのようなデータは，第三国に対して移転

されるべきである。 

 

It should also be possible to transfer personal data obtained by Member States pursuant to Regulation 

(EC) No 767/2008 to a third country in an exceptional case of urgency, where there is an imminent danger 

associated with a terrorist offence or where there is an imminent danger to the life of a person associated 

with a serious criminal offence. An imminent danger to the life of a person should be understood as 

covering a danger arising from a serious criminal offence committed against that person such as grievous 

bodily injury, illicit trade in human organs or tissue, kidnapping, illegal restraint and hostage-taking, 

sexual exploitation of children and child pornography, and rape. Such data should be transferred to a third 

country only if the reciprocal provision of any information on visa records held by the requesting third 

country to the Member States operating the VIS is ensured. 

 

(49) 欧州議会及び理事会の規則(EU) 2018/172518は，VISの業務運営管理と関連して欧州連合の機

関，組織，事務局及び部局が職責を負う職務を実行する際における欧州連合の機関，組織，

事務局及び部局の活動に対して適用される。 

 

Regulation (EU) 2018/1725 of the European Parliament and the Council(18) applies to the activities of the 

Union institutions, bodies, offices and agencies when carrying out the tasks for which they are responsible 

with regard to the operational management of the VIS. 

 

(50) 欧州議会及び理事会の決定No 1105/2011/EU19の中で定められたような，その保有者に対して対

外国境を越える資格を与えかつ査証と共に提示され得る渡航文書のリストの照会は，短期滞在査

証の審査手続の義務的な要素の一つである。査証当局は，その義務を自動的に実装すべきで

あり，それゆえ，申請者の渡航文書の承認の自動的な検査を実現可能にするため，同リストは，

VISの中に統合されるべきである。 

 

 
18  欧州連合の機関，組織，事務局及び部局による個人データの処理と関連する自然人の保護及びそのデ

ータの支障のない移動に関する，並びに，規則(EC) No 45/2001及び決定No 1247/2002/EC を廃止する欧

州議会及び理事会の 2018年10月23日の規則(EU) 2018/1725（OJ L 295, 21.11.2018, p. 39）. 
Regulation (EU) 2018/1725 of the European Parliament and of the Council of 23 October 2018 on the protection 

of natural persons with regard to the processing of personal data by the Union institutions, bodies, offices and 

agencies and on the free movement of such data, and repealing Regulation (EC) No 45/2001 and Decision No 

1247/2002/EC (OJ L 295, 21.11.2018, p. 39). 
19  その保有者に対して対外国境を越える資格を与え査証と共に提示され得る渡航文書のリストに関する並

びに同リストを設けるための仕組みを定める欧州議会及び理事会の2011年10月25日の決定No 1105/2011/ 

EU (OJ L 287, 4.11.2011, p. 9). 

Decision No 1105/2011/EU of the European Parliament and of the Council of 25 October 2011 on the list of travel 

documents which entitle the holder to cross the external borders and which may be endorsed with a visa and on 
setting up a mechanism for establishing this list (OJ L 287, 4.11.2011, p. 9). 
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The consultation of the list of travel documents which entitle the holder to cross the external borders and 

which may be endorsed with a visa, as established by Decision No 1105/2011/EU of the European 

Parliament and of the Council(19), is a compulsory element of the short-stay visa examination procedure. 

Visa authorities should systematically implement that obligation and therefore that list should be 

incorporated in the VIS to enable automatic verification of the recognition of the applicant’s travel 

document. 

 

(51) VIS の中に入れられたデータの正確性に関する構成国の責任を妨げることなく，eu-LISA は，中

央データ品質監視ツールを開発し及び維持管理することによってデータの品質を強化すること

に関し，並びに，構成国に対して定期的に報告書を提供することに関し職責を負うべきである。 

 

Without prejudice to Member States’ responsibility for the accuracy of data entered in the VIS, eu-LISA 

should be responsible for reinforcing data quality by developing and maintaining a central data quality 

monitoring tool, and for providing reports at regular intervals to the Member States. 

 

(52) 移民の圧力と国境管理と関係する傾向を分析するための VISの利用のより良い監視を実現可能

にするため，eu-LISAは，データの完全性を損なうことなく，構成国，欧州委員会及び欧州国境沿

岸警備局に対して統計上の報告をする能力を開発できるべきである。それゆえ，eu-LISA は，規

則(EU) 2019/817に従い，報告及び統計のための中央リポジトリの中に一定の統計を記録保存す

べきである。作成されるいかなる統計も，個人データを含めてはならない。 

 

In order to enable better monitoring of the use of the VIS to analyse trends concerning migratory pressure 

and border management, eu-LISA should be able to develop a capability for statistical reporting to the 

Member States, the Commission, and the European Border and Coast Guard Agency without 

jeopardising data integrity. Therefore, eu-LISA should store certain statistics in the central repository for 

reporting and statistics in accordance with Regulation (EU) 2019/817. None of the statistics produced 

should contain personal data. 

 

(53) この規則は，欧州議会及び理事会の指令2004/38/EC20の適用を妨げない。 

 

This Regulation is without prejudice to the application of Directive 2004/38/EC of the European 

Parliament and of the Council(20). 

 
20 構成国の領土内において支障なく移動及び居住する欧州連合の市民及びその家族の権利に関する，並

びに，規則(EEC) No 1612/68を改正し，指令64/221/EEC，指令68/360/EEC，指令72/194/EEC，指令73/148/ 

EEC，指令75/34/EEC，指令75/35/EEC，指令90/364/EEC，指令90/365/EEC及び指令93/96/EECを廃止す

る欧州議会及び理事会の 2004年4月29日の指令2004/38/EC (OJ L 158, 30.4.2004, p. 77). 

Directive 2004/38/EC of the European Parliament and of the Council of 29 April 2004 on the right of citizens of 

the Union and their family members to move and reside freely within the territory of the Member States amending 

Regulation (EEC) No 1612/68 and repealing Directives 64/221/EEC, 68/360/EEC, 72/194/EEC, 73/148/EEC, 
75/34/EEC, 75/35/EEC, 90/364/EEC, 90/365/EEC and 93/96/EEC (OJ L 158, 30.4.2004, p. 77). 
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(54) 査証要件に服している第三国国民，指令 2004/38/EC が適用される欧州連合の市民の家族構成

員である第三国国民，または，欧州連合法の下において支障のない移動の権利を享受している

第三国国民の家族構成員である第三国国民，及び，指令2004/38/ECに示す居住カードを保有し

ていない第三国国民に対しては，特別の条項が適用されるべきである。欧州連合の機能に関す

る条約（TFEU）の第21条第1項は，欧州連合の全ての市民が，諸条約の中で定められた制限及

び条件並びにその制限及び条件を有効にするために採択される措置によって定められた制限

及び条件に服して，構成国の領土内において移動し及び居住する権利をもつことを定めている。

その制限及び条件は，指令2004/38/ECの中で定められている。 

 

Specific provisions should apply to third-country nationals who are subject to a visa requirement, who 

are family members of a Union citizen to whom Directive 2004/38/EC applies or of a third-country 

national enjoying the right of free movement under Union law, and who do not hold a residence card as 

referred to in Directive 2004/38/EC. Article 21(1) of the Treaty on the Functioning of the European Union 

(TFEU) provides that every Union citizen has the right to move and reside freely within the territory of 

the Member States, subject to the limitations and conditions laid down in the Treaties and laid down by 

the measures adopted to give those limitations and conditions effect. Those limitations and conditions are 

laid down in Directive 2004/38/EC. 

 

(55) 欧州司法裁判所によって確認されたように，そのような家族構成員は，構成国の領土内に入る権

利をもつだけではなく，その目的のために入国査証を得る権利ももつ。構成国は，そのような者

に対し，可能な限り速やかに，かつ，加速化された手続を基礎として，無料で発給されなければ

ならない必要な査証を得るための全ての手段を与えなければならない。 

 

As confirmed by the Court of Justice of the European Union, such family members not only have the 

right to enter the territory of the Member State but also to obtain an entry visa for that purpose. Member 

States must grant such persons every facility to obtain the necessary visas which must be issued free of 

charge as soon as possible and on the basis of an accelerated procedure. 

 

(56) 査証を得る権利は，指令 2004/38/EC により公共政策，公共の保安または公衆衛生を根拠として

家族構成員に対しては査証が拒否され得るので，無条件のものではない。この背景事情に照ら

し，家族構成員の個人データは，そのデータが当該家族構成員の識別及び当該家族構成員の

地位と関連する場合に限り，かつ，当該家族構成員が示し得る保安上の脅威または公衆衛生上

の脅威の評価のために適格である範囲内に限り，検証され得る。そのような家族構成員の査証申

請の審査は，専ら保安上の問題または公衆衛生上の問題に照らして行われるべきであり，移民

のリスクと関連する問題に照らして行われてはならない。 

 

The right to obtain a visa is not unconditional as it can be denied to family members on grounds of public 

policy, public security or public health pursuant to Directive 2004/38/EC. Against that background, the 

personal data of family members can be verified only where the data relate to their identification and their 

status and only insofar as those data are relevant for the assessment of the security or public health threat 
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that they could represent. The examination of the visa applications of such family members should be 

made exclusively against the security or public health concerns, and not those related to migration risks. 

 

(57) この規則の目的は，構成国によっては十分に達成され得ず，査証に関する共通の政策の実装，

域内国境における管理のない領域内の高いレベルの保安及び対外国境のための統合された管

理システムの段階的な設置を確保する必要性という理由により，欧州連合レベルでより良く達成さ

れ得るので，欧州連合は，欧州連合条約（TEU）の第5条の中で定められた補完性の原則に従い，

措置を採択できる。同条の中で定められた比例性の原則に従い，この規則は，その目的を達成

するために必要なるところを越えることがない。 

 

Since the objectives of this Regulation cannot be sufficiently achieved by the Member States but can 

rather, by reason of the need to ensure the implementation of a common policy on visas, a high level of 

security within the area without controls at the internal borders and the gradual establishment of an 

integrated management system for the external borders, be better achieved at Union level, the Union may 

adopt measures, in accordance with the principle of subsidiarity as set out in Article 5 of the Treaty on 

European Union (TEU). In accordance with the principle of proportionality, as set out in that Article, this 

Regulation does not go beyond what is necessary in order to achieve those objectives. 

 

(58) この規則は，VIS への厳格なアクセス規定と必要な安全確保を設ける。この規則は，個人のアク

セスの権利，訂正の権利，消去の権利及び救済の権利，とりわけ，法務上の救済の権利，並びに，

独立の公的機関によるデータ処理業務の監督も定める。VIS によって処理されることになる新た

な類型のデータの特別の必要性を包摂するため，この規則によって，付加的な安全確保が導入

される。それゆえ，この規則は，基本的な権利を尊重し，かつ，欧州連合基本権憲章によって認

められた基本原則，とりわけ，人間の尊厳の権利，自由と安全の権利，私的生活及び家族の生活

の尊重，個人データの保護，難民の権利並びにノン・ルフールマンの原則の保護及び排除，追

放または引渡しの際における保護，非差別の権利，児童の権利及び実効的な救済の権利を尊重

する。 

 

This Regulation establishes strict access rules to the VIS and the necessary safeguards. It also provides 

for individuals’ rights of access, rectification, erasure and remedies in particular the right to a judicial 

remedy and the supervision of data processing operations by independent public authorities. Additional 

safeguards are introduced by this Regulation to cover for the specific needs of the new categories of data 

that will be processed by the VIS. This Regulation therefore respects the fundamental rights and observes 

the principles recognised by the Charter of Fundamental Rights of the European Union, in particular the 

right to human dignity, the right to liberty and security, the respect for private and family life, the protection 

of personal data, the right to asylum and protection of the principle of non-refoulement and protection in 

the event of removal, expulsion or extradition, the right to non-discrimination, the rights of the child and 

the right to an effective remedy. 

 

(59) TEU及び TFEUに附属するデンマークの地位に関する議定書第 22号の第 1条及び第 2条に
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従い，デンマークは，この規則の採択に参加せず，この規則に拘束されずまたはこの規則の適

用に服する。この規則がシェンゲン協定を基礎とすることに鑑み，デンマークは，同議定書の第4

条に従い，理事会がこの規則に関して決定した後 6 か月以内に，この規則を同国の国内法の中

に実装するか否かを決定する。 

 

In accordance with Articles 1 and 2 of Protocol No 22 on the position of Denmark, annexed to the TEU 

and to the TFEU, Denmark is not taking part in the adoption of this Regulation and is not bound by it or 

subject to its application. Given that this Regulation builds upon the Schengen acquis, Denmark shall, in 

accordance with Article 4 of that Protocol, decide within a period of six months after the Council has 

decided on this Regulation whether it will implement it in its national law. 

 

(60) 理事会決定2002/192/EC21に従い，この規則は，アイルランドが参加しないシェンゲン協定の条項

の発展を構成する；それゆえ，アイルランドは，この規則の採択に参加せず，かつ，この規則に拘

束されずまたはこの規則の適用に服する。 

 

This Regulation constitutes a development of the provisions of the Schengen acquis in which Ireland 

does not take part, in accordance with Council Decision 2002/192/EC(21); Ireland is therefore not taking 

part in the adoption of this Regulation and is not bound by it or subject to its application. 

 

(61) アイスランド及びノルウェーに関しては，この規則は，シェンゲン協定の実装，適用及び発展への

アイスランド共和国及びノルウェー王国の参加に関する欧州連合の理事会，アイスランド共和国

及びノルウェー王国によって締結された合意22の意味におけるシェンゲン協定の条項の発展を

構成し，それは，理事会決定 1999/437/EC23の第 1条のA，B，C及び Fに示す領域の範囲内に

ある。 

 

As regards Iceland and Norway, this Regulation constitutes a development of the provisions of the 

Schengen acquis within the meaning of the Agreement concluded by the Council of the European Union 

and the Republic of Iceland and the Kingdom of Norway concerning the latters’ association with the 

 
21 シェンゲン協定の条項の一部に参加するアイルランドの要求に関する 2002年 2月 28日の理事会決定
2002/192/EC (OJ L 64, 7.3.2002, p.20). 

Council Decision 2002/192/EC of 28 February 2002 concerning Ireland’s request to take part in some of the 

provisions of the Schengen acquis (OJ L 64, 7.3.2002, p. 20). 
22 OJ L 176, 10.7.1999, p.36. 
23 シェンゲン協定の実装，適用及び発展へのアイスランド共和国及びノルウェー王国の参加に関する欧州

連合の理事会，アイスランド共和国及びノルウェー王国によって締結された合意の適用のための一定の手

立てに関する 1999年5月17日の理事会決定1999/437/EC (OJ L 176, 10.7.1999, p.31). 

Council Decision 1999/437/EC of 17 May 1999 on certain arrangements for the application of the Agreement 

concluded by the Council of the European Union and the Republic of Iceland and the Kingdom of Norway 

concerning the association of those two States with the implementation, application and development of the 
Schengen acquis (OJ L 176, 10.7.1999, p. 31). 
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implementation, application and development of the Schengen acquis(22) which fall within the area 

referred to in Article 1, points A, B, C and F, of Council Decision 1999/437/EC(23). 

 

(62) スイスに関しては，この規則は，シェンゲン協定の実装，適用及び発展へのスイス連邦の参加に

関する欧州連合，欧州共同体及びスイス連邦の間の合意24の意味におけるシェンゲン協定の条

項の発展を構成し，それは，理事会決定2008/146/EC25の第3条及び理事会決定2008/149/JHA26

の第 3条を重畳的に適用して読み替えられる理事会決定 1999/437/ECの第 1条の A，B，C及

び Fに示す領域の範囲内にある。 

 

As regards Switzerland, this Regulation constitutes a development of the provisions of the Schengen 

acquis within the meaning of the Agreement between the European Union, the European Community 

and the Swiss Confederation on the Swiss Confederation’s association with the implementation, 

application and development of the Schengen acquis(24) which fall within the area referred to in Article 1, 

points A, B, C and F, of Council Decision 1999/437/EC read in conjunction with Article 3 of Council 

Decision 2008/146/EC(25) and with Article 3 of Council Decision 2008/149/JHA(26). 

 

(63) リヒテンシュタインに関しては，この規則は，シェンゲン協定の実装，適用及び発展へのスイス連

邦の関係に関する欧州連合，欧州共同体及びスイス連邦の間の合意へのリヒテンシュタイン公国

の加入に関する欧州連合，欧州共同体，スイス連邦及びリヒテンシュタイン公国の間の議定書27

の意味におけるシェンゲン協定の条項の発展を構成し，理事会決定 2011/350/EU28の第 3 条及

 
24  OJ L 53, 27.2.2008, p. 52. 
25 シェンゲン協定の実装，適用及び発展へのスイス連邦の関係に関する欧州連合，欧州共同体及びスイス

連邦の間の合意の欧州共同体に代わって行われる締結に関する 2008 年 1 月 28 日の理事会決定

2008/146/EC（OJ L 53, 27.2.2008, p.1）. 
Council Decision 2008/146/EC of 28 January 2008 on the conclusion, on behalf of the European Community, of 

the Agreement between the European Union, the European Community and the Swiss Confederation on the Swiss 

Confederation’s association with the implementation, application and development of the Schengen acquis (OJ L 

53, 27.2.2008, p. 1). 
26 シェンゲン協定の実装，適用及び発展へのスイス連邦の関係に関する欧州連合，欧州共同体及びスイス

連邦の間の合意の欧州連合に代わって行われる締結に関する 2008年 1月 28日の理事会決定 2008/149/ 

JHA（OJ L 53, 27.2.2008, p. 50）. 
Council Decision 2008/149/JHA of 28 January 2008 on the conclusion on behalf of the European Union of the 

Agreement between the European Union, the European Community and the Swiss Confederation on the Swiss 

Confederation’s association with the implementation, application and development of the Schengen acquis (OJ L 

53, 27.2.2008, p. 50). 
27 OJ L 160, 18.6.2011, p. 21. 
28 域内国境における検問の廃止及び人の移動と関連して，シェンゲン協定の実装，適用及び発展へのスイ

ス連邦の関係に関して欧州連合，欧州共同体及びスイス連邦の間の合意へのリヒテンシュタイン公国の加入

に関する欧州連合，欧州共同体，スイス連邦及びリヒテンシュタイン公国の間の議定書の欧州連合に代わっ

て行われる締結に関する 2011年3月7日の理事会決定2011/350/EU（OJ L 160, 18.6.2011, p.19）. 
Council Decision 2011/350/EU of 7 March 2011 on the conclusion, on behalf of the European Union, of the 
Protocol between the European Union, the European Community, the Swiss Confederation and the Principality of 
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び理事会決定 2011/349/EU29の第 3 条を重畳的に適用して読み替えられる理事会決定

1999/437/ECの第1条のA，B，C及び Fに示す領域の範囲内にある。 

 

As regards Liechtenstein, this Regulation constitutes a development of the provisions of the Schengen 

acquis within the meaning of the Protocol between the European Union, the European Community, the 

Swiss Confederation and the Principality of Liechtenstein on the accession of the Principality of 

Liechtenstein to the Agreement between the European Union, the European Community and the Swiss 

Confederation on the Swiss Confederation’s association with the implementation, application and 

development of the Schengen acquis(27) which fall within the area referred to in Article 1, points A, B, C 

and F, of Council Decision 1999/437/EC read in conjunction with Article 3 of Council Decision 

2011/350/EU(28) and with Article 3 of Council Decision 2011/349/EU(29). 

 

(64) キプロス，ブルガリア，ルーマニア及びクロアチアに関しては，この規則の条項は，2003 年加入

行為の第3条第2項，理事会決定(EU) 2017/190830を重畳的に適用して読み替えられる 2005年

加入行為の第4条第2項及び2011年加入行為の第4条第2項のそれぞれの範囲内において，

シェンゲン協定を基礎とする条項またはそれ以外のシェンゲン協定と関連する条項を構成する。 

 

As regards Cyprus, Bulgaria, Romania and Croatia, the provisions of this Regulation constitute 

provisions building upon, or otherwise relating to, the Schengen acquis within, respectively, the meaning 

of Article 3(2) of the 2003 Act of Accession, Article 4(2) of the 2005 Act of Accession read in conjunction 

with Council Decision (EU) 2017/1908(30) and Article 4(2) of the 2011 Act of Accession. 

 

(65) 理事会決定 2004/512/EC及び理事会決定 2008/633/JHAは，廃止されるべきである。廃止される

 

Liechtenstein on the accession of the Principality of Liechtenstein to the Agreement between the European Union, 

the European Community and the Swiss Confederation on the Swiss Confederation’s association with the 

implementation, application and development of the Schengen acquis, relating to the abolition of checks at internal 

borders and movement of persons (OJ L 160, 18.6.2011, p. 19). 
29  刑事及び警察の協力における法務上の協力ととりわけ関連して，シェンゲン協定の実装，適用及び発展

へのスイス連邦の関係に関して欧州連合，欧州共同体及びスイス連邦の間の合意へのリヒテンシュタイン公

国の加入に関する欧州連合，欧州共同体，スイス連邦及びリヒテンシュタイン公国の間の議定書の欧州連合

に代わって行われる締結に関する 2011年3月7日の理事会決定2011/349/EU（OJ L 160, 18.6.2011, p. 1）. 
Council Decision 2011/349/EU of 7 March 2011 on the conclusion on behalf of the European Union of the 

Protocol between the European Union, the European Community, the Swiss Confederation and the Principality of 

Liechtenstein to the Agreement between the European Union, the European Community and the Swiss 

Confederation on the Swiss Confederation’s association with the implementation, application and development of 

the Schengen acquis relating in particular to judicial cooperation in criminal matters and police cooperation (OJ L 

160, 18.6.2011, p. 1). 
30 ブルガリア共和国及びルーマニアにおける査証情報システムと関連するシェンゲン協定の一定の条項の

発効に関する 2017年10月12日の理事会決定(EU) 2017/1908 (OJ L 269, 19.10.2017, p. 39). 

Council Decision (EU) 2017/1908 of 12 October 2017 on the putting into effect of certain provisions of the 

Schengen acquis relating to the Visa Information System in the Republic of Bulgaria and Romania (OJ L 269, 
19.10.2017, p. 39). 
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理事会決定への参照は，規則(EC) No 767/2008 への参照として解釈されるべきであり，かつ，こ

の規則の別紙 Iの新旧対照表及び別紙 IIの新旧対照表にそれぞれ従って読み替えられるべき

である。 

Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA should be repealed. The references to the repealed Decisions 

should be construed as references to Regulation (EC) No 767/2008 and should be read in accordance 

with the correlation tables in Annexes I and II, respectively. 

 

(66) 規則(EC) No 767/2008，規則(EC) No 810/2009，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2017/2226，規則

(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU) 2018/1861，規則(EU) 2019/817 及び規則(EU) 

2019/1896は，改正されるべきである。 

 

Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 2017/2226, (EU) 2018/1240, 

(EU) 2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and (EU) 2019/1896 should be amended. 

 

(67) 欧州議会及び理事会の規則(EC) No 45/200131の第28条第2項に従い，欧州データ保護監督官

は，意見聴取を受け，2018年12月12日に意見書32を伝達した， 

 

The European Data Protection Supervisor was consulted in accordance with Article 28(2) of Regulation 

(EC) No 45/2001 of the European Parliament and of the Council(31) and delivered an opinion on 12 

December 2018(32), 

 

 

以上のとおりであるので，この規則を採択する： 

 

HAVE ADOPTED THIS REGULATION: 

 

 

  

 
31 欧州共同体の機関及び組織による個人データの処理と関連する個人の保護並びにそのデータの支障の

ない移動に関する欧州議会及び理事会の2000年12月18日の規則(EC) No 45/2001（OJ L 8, 12.1.2001, p.1）. 
Regulation (EC) No 45/2001 of the European Parliament and of the Council of 18 December 2000 on the 

protection of individuals with regard to the processing of personal data by the Community institutions and bodies 

and on the free movement of such data (OJ L 8, 12.1.2001, p. 1). 
32 OJ C 50, 8.2.2019, p. 4. 
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第1条 規則(EC) No 767/2008の改正 

Article 1 Amendments to Regulation (EC) No 767/2008 

 

規則(EC) No 767/2008は，以下のとおり改正される： 

 

Regulation (EC) No 767/2008 is amended as follows: 

 

(1)  表題は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

the title is replaced by the following: 

 

「査証情報システム(VIS)並びに短期滞在査証，長期滞在査証及び居住許可証に関する

構成国間の情報交換に関する欧州議会及び理事会の 2008年 7月 9日の規則(EC) No 

767/2008 （VIS規則）」； 

 

“ Regulation (EC) No 767/2008 of the European Parliament and of the Council of 9 July 

2008 concerning the Visa Information System (VIS) and the exchange of information 

between Member States on short-stay visas, long-stay visas and residence permits (VIS 

Regulation) ”; 

 

(2)  第1条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 1 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

the first paragraph is replaced by the following: 

 

「この規則は，査証情報システム（VIS）を設け，かつ，同システムの目的及び機

能性並びに同システムに関する職責を定義する。この規則は，短期滞在査証

を求める申請に関する，及び，その査証を取消し，破棄しまたは延長するか否

かの決定を含め，当該申請との関係において行われる決定に関する，そのよ

うな申請の審査及び関連する決定を容易にするための構成国間のデータ交

換の条件及び手続を定める。」； 

 

“This Regulation establishes the Visa Information System (VIS) and defines the 

purpose and functionalities of and the responsibilities for the system. It sets up the 

conditions and procedures for the exchange of data between Member States on 

applications for short-stay visas and on the decisions taken in relation thereto, 
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including the decision whether to annul, revoke or extend the visa, to facilitate the 

examination of such applications and related decisions.”; 

 

(b) 第1項の後に以下のとおりの項が挿入される： 

 

the following paragraph is inserted after the first paragraph: 

 

「この規則は，長期滞在査証及び居住許可証に関する一定の決定に関する情

報を含め，長期滞在査証及び居住許可証に関する構成国間の情報の交換の

手続も定める。」； 

 

“This Regulation also lays down procedures for the exchange of information 

between Member States on long-stay visas and residence permits, including on 

certain decisions on long-stay visas and residence permits.”; 

 

(3)  第2条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 2 is replaced by the following: 

 

「第 2条 VISの目的 

“Article 2 Purpose of the VIS 

 

1. VIS の目的は，以下のことのために，申請に関する及びその申請と関連する決定に

関する構成国間におけるデータ交換を容易にすることによって，短期滞在に関する

共通査証政策，領事間協力及び査証当局間の照会の実装を向上させることにある： 

  

 The purpose of the VIS is to improve the implementation of the common visa policy for 

short stays, consular cooperation and consultation between visa authorities by facilitating the 

exchange of data between Member States on applications and on the decisions relating 

thereto, in order to: 

   

 (a) 査証の申請手続を容易にする； 

   

  facilitate the visa application procedure; 

   

 (b) 査証申請の審査に関する職責を負う構成国の決定のための基準の回避を防止

する； 

   

  prevent the bypassing of the criteria for the determination of the Member State 

responsible for examining the visa application; 
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 (c) 不正行為に抗する闘いを容易にする； 

   

  facilitate the fight against fraud; 

   

 (d) 対外国境入国地点及び構成国の領土内における点検を容易にする； 

   

  facilitate checks at external border crossing points and within the territory of the 

Member States; 

   

 (e) 構成国の領土に入るためまたはその領土上に滞在しもしくは居住するための

条件を満たしていない者または満たさなくなっている者の識別及び帰国にお

いて補助する； 

   

  assist in the identification and return of any person who does not or no longer fulfils 

the conditions for entry to, stay or residence on the territory of the Member States; 

   

 (f) 第22条pに示す特別の状況の中にある個人の識別において補助する； 

   

  assist in the identification of persons in specific circumstances as referred to in Article 

22p; 

   

 (g) 欧州議会及び理事会の規則(EU) No 604/2013(*)の適用並びに欧州議会及び理

事会の指令2013/32/EU(**)の適用を容易にする； 

   

  facilitate the application of Regulation (EU) No 604/2013 of the European Parliament 

and of the Council(*) and of Directive 2013/32/EU of the European Parliament and of 

the Council(**); 

   

  (*) 第三国国民または無国籍者によって構成国のいずれかにおいて申立てられた

国際的な保護を求める申請を審査することに関する職責を負う構成国を決定するた

めの基準及び仕組みを設ける欧州議会及び理事会の 2013 年 6 月 26 日の規則

(EU) No 604/2013 (OJ L 180, 29.6.2013, p. 31). 

  Regulation (EU) No 604/2013 of the European Parliament and of the Council of 26 June 

2013 establishing the criteria and mechanisms for determining the Member State 

responsible for examining an application for international protection lodged in one of the 

Member States by a third-country national or a stateless person (OJ L 180, 29.6.2013, p. 

31). 

  (**) 国際的な保護の付与及び取消しのための共通手続に関する欧州議会及び理事

会の 2013年6月26日の指令2013/32/EU (OJ L 180, 29.6.2013, p. 60).； 

  Directive 2013/32/EU of the European Parliament and of the Council of 26 June 2013 on 
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common procedures for granting and withdrawing international protection (OJ L 180, 

29.6.2013, p. 60).”; " 

   

 (h) テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知及び捜査に寄与する； 

   

  contribute to the prevention, detection and investigation of terrorist offences or other 

serious criminal offences; 

   

 (i) いずれかの構成国の国内の保安を妨げる脅威の防止に寄与する； 

   

  contribute to the prevention of threats to the internal security of any of the Member 

States; 

   

 (j) 個人の正確な識別に寄与する； 

   

  contribute to the correct identification of persons; 

   

 (k) 入国拒否に服する第三国国民，逮捕の目的または身柄引渡しもしくは引渡しの

目的のために指名手配されている者，行方不明者または脆弱な者，法務上の

手続の補助が求められている者及び隠密点検，照会点検または個別点検を要

する者との関係における警報と関連して，シェンゲン情報システム（SIS）の目的

を支援する。 

   

  support the objectives of the Schengen Information System (SIS) related to the alerts 

in respect of third-country nationals subject to a refusal of entry, persons wanted for 

arrest or for surrender or extradition purposes, missing persons or vulnerable persons, 

persons sought to assist with a judicial procedure and persons for discreet checks, 

inquiry checks or specific checks. 

   

2. 長期滞在査証及び居住許可証に関しては，VIS は，以下のことのために，申請に関

する及びその申請と関連する決定に関する構成国間におけるデータ交換を容易に

するという目的をもつ： 

  

 As regards long-stay visas and residence permits, the VIS shall have the purpose of 

facilitating the exchange of data between Member States on the applications and decisions 

related thereto, in order to: 

   

 (a) 長期滞在査証または居住許可証の申請者またはその保有者が，公共政策，国

内の保安または公衆衛生に対する脅威を呈すると判断されるか否かの評価に

寄与することによって，全ての構成国における高いレベルの保安を支援する； 
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  support a high level of security in all Member States by contributing to the assessment 

of whether the applicant for or holder of a long-stay visa or a residence permit is 

considered to pose a threat to public policy, internal security or public health; 

   

 (b) 対外国境入国地点及び構成国の領土内における点検を容易にする； 

   

  facilitate checks at external border crossing points and within the territory of the 

Member States; 

   

 (c) 構成国の領土に入るためまたはその領土上に滞在しもしくは居住するための

条件を満たしていない者または満たさなくなっている者の識別及び帰国にお

いて補助する； 

   

  assist in the identification and return of any person who does not or no longer fulfils 

the conditions for entry to, stay or residence on the territory of the Member States; 

   

 (d) テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知及び捜査に寄与する； 

   

  contribute to the prevention, detection and investigation of terrorist offences or other 

serious criminal offences; 

   

 (e) 個人の正確な識別に寄与する； 

   

  contribute to the correct identification of persons; 

   

 (f) 第22条pに示す特別の状況の中にある個人の識別において補助する； 

   

  assist in the identification of persons in specific circumstances as referred to in Article 

22p; 

   

 (g) 規則(EU) No 604/2013及び指令2013/32/EUの適用を容易にする； 

   

  facilitate the application of Regulation (EU) No 604/2013 and of Directive 2013/32/ 

EU; 

   

 (h) 入国拒否に服する第三国国民，逮捕の目的または身柄引渡しもしくは引渡しの

目的のために指名手配されている者，行方不明者または脆弱な者，法務上の

手続の補助が求められている者及び隠密点検，照会点検または個別点検を要

する者との関係における警報と関連して，SISの目的を支援する。 
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  support the objectives of the SIS related to alerts in respect of third-country nationals 

subject to a refusal of entry, persons wanted for arrest, for surrender or extradition 

purposes, missing persons or vulnerable persons, persons sought to assist with a 

judicial procedure and persons for discreet checks, inquiry checks or specific checks. 

 

 

第2条 a アーキテクチャ 

Article 2a Architecture 

 

1. VISは，集中化されたアーキテクチャを基礎とし，かつ，以下のものによって構成され

る： 

  

 The VIS shall be based on a centralised architecture and shall consist of: 

   

 (a) 規則(EU) 2019/817の第 17条第 1項によって設けられた共通識別名リポジトリ

（CIR）； 

   

  the common identity repository (CIR) established by Article 17(1) of Regulation (EU) 

2019/817; 

   

 (b) 中央情報システム（「VIS中央システム」）； 

   

  a central information system (the ‘VIS Central System’); 

   

 (c) 共通の技術仕様を基礎とし，かつ，全ての構成国にとって同一であり，VIS中央

システムを構成国内の国内インフラと接続可能にする各構成国内の国内統一イ

ンタフェイス（NUIs）； 

   

  national uniform interfaces (NUIs) in each Member State, based on common technical 

specifications and identical for all Member States, enabling the VIS Central System to 

connect to the national infrastructures in Member States; 

   

 (d) VIS中央システムとNUIsとの間の通信インフラ； 

   

  a communication infrastructure between the VIS Central System and the NUIs; 

   

 (e) VIS 中央システムと入国/出国システム（EES）の中央システムとの間の安全な通

信経路； 

   

  a secure communication channel between the VIS Central System and the Central 
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System of the Entry/Exit System (EES); 

   

 (f) VIS中央システムと以下のものとの間の安全な通信インフラ： 

   

  a secure communication infrastructure between the VIS Central System and: 

   

  (i) 規則(EU) 2019/817の第6条によって設けられた欧州探索ポータル（ESP）

の中央インフラ； 

    

   the central infrastructures of the European search portal (ESP) established by 

Article 6 of Regulation (EU) 2019/817; 

    

  (ii) 規則(EU) 2019/817の第12条によって設けられた共有された生体要素照

合サービス； 

    

   the shared biometric matching service established by Article 12 of Regulation 

(EU) 2019/817; 

    

  (iii) CIR；及び 

    

   the CIR; and 

    

    

  (iv) 規則(EU) 2019/817 の第 25 条によって設けられた多角的識別名検出機

能； 

    

   the multiple-identity detector established by Article 25 of Regulation (EU) 

2019/817; 

   

 (g) 申請に関する照会及び査証当局間の情報交換のための仕組み（VISMail）； 

   

  a mechanism for consultation with regard to applications and the exchange of 

information between visa authorities (VISMail); 

   

 (h) 運送事業者のゲートウェイ； 

   

  a carrier gateway; 

   

 (i) 一方における VIS中央システムと他方における運送事業者のゲートウェイ及び

国際的なシステム（Interpol データベース）との間の通信を可能にする安全な
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Webサービス； 

   

  a secure web service enabling communication between the VIS Central System on the 

one hand and the carrier gateway and international systems (Interpol databases) on the 

other hand; 

   

 (j) 報告及び統計の目的のためのデータのリポジトリ。 

   

  a repository of data for the purposes of reporting and statistics. 

   

 VIS中央システム，NUIs，Webサービス，運送事業者のゲートウェイ及びVISの通信

インフラは，技術的に可能な限り，EESの中央システム，EESの国内統一インタフェイ

ス，ETIASの運送事業者ゲートウェイ，EES のWebサービス及びEESの通信インフ

ラそれぞれのハードウェア及びソフトウェアコンポーネントを共有し及び二次利用す

る。 

  

 The VIS Central System, the NUIs, the web service, the carrier gateway and the VIS 

communication infrastructure shall share and re-use as much as technically possible the 

hardware and software components of, respectively, the EES Central System, the EES 

national uniform interfaces, the ETIAS carrier gateway, the EES web service and the EES 

communication infrastructure. 

  

2. 各構成国毎に，第 1項(c)に示す少なくとも 2つのNUIsが存在するものとする。その

NUIsは，構成国とVISの物理ネットワークとの間の物理的な接続を提供する。第1項

(d)に示す通信インフラを介する接続は，暗号化される。NUIs は，構成国の施設に所

在する。NUIs は，専ら，欧州連合の立法行為によって定められた目的のために使用

される。 

  

 There shall be at least two NUIs as referred to in point (c) of paragraph 1 for each Member 

State, which shall provide the physical connection between Member States and the physical 

network of the VIS. The connection through the communication infrastructure referred to in 

point (d) of paragraph 1 shall be encrypted. The NUIs shall be located at Member State 

premises. The NUIs shall be used exclusively for purposes established by Union legislative 

acts. 

  

3. VIS中央システムは，技術上の監督と行政上の機能を遂行し，VIS中央システムの障

害の発生の際に VIS中央システムの全ての機能性を確保できるバックアップの VIS

中央システムをもつ。VIS中央システムは，ストラスブール（フランス）に所在し，また，

バックアップのVIS中央システムは，ザンクトヨーハン・イム・ポンガウ（オーストリア）に

所在するものとする。 
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 The VIS Central System shall perform technical supervision and administration functions 

and have a backup VIS Central System, capable of ensuring all functionalities of the VIS 

Central System in the event of failure of that system. The VIS Central System shall be 

located in Strasbourg (France) and the backup VIS Central System shall be located in Sankt 

Johann im Pongau (Austria). 

  

4. 通信インフラは，VIS の中断することのない可用性を確保することを支援し及びこれ

に寄与する。通信インフラは，VIS中央システムとバックアップのVIS中央システムと

の間の接続のための冗長性並びに一方における個々のNUIと他方におけるVIS中

央システム及びバックアップの VIS 中央システムとの間の接続のための冗長性を含

める。通信インフラは，VIS データ専用の並びに構成国間の通信及び構成国と eu-

LISAとの間の通信専用の暗号化された仮想プライベートネットワークを提供する。 

  

 The communication infrastructure shall support and contribute to ensuring the uninterrupted 

availability of the VIS. It shall include redundancies for the connections between the VIS 

Central System and the backup VIS Central System and redundancies for the connections 

between each NUI on the one hand and the VIS Central System and the backup VIS Central 

System on the other hand. The communication infrastructure shall provide an encrypted 

virtual private network dedicated to VIS data and to communication among Member States 

and between Member States and eu-LISA. 

  

5. eu-LISAは，VIS中央システムの障害の発生の際にバックアップのVIS中央システム

が VIS の運用を確保することを可能なままにしていることを条件として，同時運用の

VIS 中央システムとバックアップの VIS 中央システムのいずれかを介して，または，

システムもしくはそのコンポーネントの重複を介して，VIS の中断することのない可用

性を確保するための技術ソリューションを実装する。 

  

 eu-LISA shall implement technical solutions to ensure the uninterrupted availability of the 

VIS either through the simultaneous operation of the VIS Central System and the backup 

VIS Central System, provided that the backup VIS Central System remains capable of 

ensuring the operation of the VIS in the event of a failure of the VIS Central System, or 

through duplication of the system or its components. 

 

(4)  第3条は，削除される； 

 

Article 3 is deleted; 

 

(5)  第4条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 4 is amended as follows: 
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(a) 第3号，第4号及び第5号は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

points (3), (4) and (5) are replaced by the following: 

 

「3. 「査証当局」とは，中央査証当局及び国境において査証を発給することに関し

て職責を負う当局を含め，査証の申請に関して及び査証申請に関する決定を

行うことに関して職責を負いまたは査証を取消し，破棄しもしくは延長するか

否かに関して審査すること及び決定することに関して職責を負う各構成国内の

当局のことを意味し； 

  

 “3.‘visa authorities’ means the authorities in each Member State which are 

responsible for examining and for taking decisions on visa applications or for taking 

decisions on whether to annul, revoke or extend visas, including the central visa 

authorities and the authorities responsible for issuing visas at the border; 

  

3a. 「指定された当局」とは，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検

知または捜査に関して職責を負う当局として第 22条 l第 1項により構成国に

よって指定された当局のことを意味し； 

  

 ‘designated authority’ means an authority designated by a Member State pursuant to 

Article 22l(1) as responsible for the prevention, detection or investigation of terrorist 

offences or other serious criminal offences; 

  

3b. 「VISの指定された当局」とは，第9条d第1項に示す該当ありと関連する手動

による検証及び事後対応に関して職責を負う当局として同条同項により構成

国によって指定された当局のことを意味し； 

  

 ‘VIS designated authority’ means an authority designated by a Member State 

pursuant to Article 9d(1) as responsible for the manual verification and follow-up 

action with regard to hits referred to in that paragraph; 

  

3c. 「ETIAS中央ユニット」とは，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2018/1240(*)の第

7条により欧州国境沿岸警備局内に設けられたユニットのことを意味し； 

  

 ‘ETIAS Central Unit’ means the unit established within the European Border and 

Coast Guard Agency pursuant to Article 7 of Regulation (EU) 2018/1240 of the 

European Parliament and of the Council(*); 

  

4. 「申請書」とは，規則(EC) No 810/2009の別紙Iの中で定められたシェンゲン査

証のための整合化された申請書のことを意味し； 
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 ‘application form’ means the harmonised application form for a Schengen Visa set 

out in Annex I to Regulation (EC) No 810/2009; 

  

5. 「申請者」とは，査証，長期滞在査証または居住許可証の申請を申立てた者の

ことを意味し； 

  

 ‘applicant’ means a person who has lodged an application for a visa, long-stay visa 

or residence permit; 

  

 (*) 欧州渡航情報及び承認システム（ETIAS）を構築し，規則(EU) No 1077/2011，規

則(EU) No 515/2014，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2016/1624 及び規則(EU) 

2017/2226を改正する欧州議会及び理事会の 2018年9月12日の規則(EU) 2018/ 

1240 (OJ L 236, 19.9.2018, p.1).」； 

 Regulation (EU) 2018/1240 of the European Parliament and of the Council of 12 

September 2018 establishing a European Travel Information and Authorisation System 

(ETIAS) and amending Regulations (EU) No 1077/2011, (EU) No 515/2014, (EU) 

2016/399, (EU) 2016/1624 and (EU) 2017/2226 (OJ L 236, 19.9.2018, p. 1).”;" 

 

(b) 第12号，第13号及び第14号は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

points (12), (13) and (14) are replaced by the following: 

 

「(12) 「VISデータ」とは，第9条ないし第14条及び第22条aないし第22条 fに

従って VIS中央システムの中及び CIR の中に記録保存される全てのデー

タのことを意味し； 

  

 “12.‘VIS data’ means all data stored in the VIS Central System and in the CIR in 

accordance with Articles 9 to 14 and 22a to 22f; 

  

(13) 「識別名データ」とは，第9条第1項第4号(a)及び(aa)並びに第22条a第1

項(d)に示すデータのことを意味し； 

  

 ‘identity data’ means the data referred to in point (4)(a) and (aa) of Article 9 and 

point (d) of Article 22a(1); 

  

(14) 「指紋データ」とは，指紋と関連するVISデータのことを意味し； 

  

 ‘fingerprint data’ means the VIS data relating to fingerprints; 

  

(15) 「顔画像」とは，顔のデジタル画像のことを意味し； 
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 ‘facial image’ means digital image of the face; 

  

(16) 「該当あり」とは，VISの申請ファイルの中に保存された個人データと，第9条

j に示す特定リスク指標との間の，または，VIS の中に登録された記録，ファ

イルもしくは警報の中で，それ以外の，第9条aまたは第22条bに示すEU

情報システム（EU 情報システム）の中で，Europol データの中で，または，

VISから問合せ先である Interpol データベースの中で提示される個人デー

タとの間の自動化された比較対照によって確定される一致の存在のことを意

味し； 

  

 ‘hit’ means the existence of a correspondence established by an automated 

comparison of the personal data recorded in an application file of the VIS with the 

specific risk indicators referred to in Article 9j or with the personal data present in 

a record, file or alert registered in the VIS, in another EU information system as 

referred to in Article 9a or 22b (EU information systems), in Europol data or in 

Interpol databases queried by the VIS; 

  

(17) 「Europol データ」とは，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2016/794(*)の第 18

条第2項(a)に示す目的のために Europolによって処理される個人データの

ことを意味し； 

  

 ‘Europol data’ means personal data processed by Europol for the purpose referred 

to in point (a) of Article 18(2) of Regulation (EU) 2016/794 of the European 

Parliament and of the Council(*); 

  

(18) 「居住許可証」とは，理事会規則(EC) No 1030/2002(**)によって定められた統

一書式に従って構成国から発給された居住許可証及び欧州議会及び理事

会の規則(EU) 2016/399（シェンゲン国境法典） の第 2条第 16項(b)に示す

文書のことを意味し； 

  

 ‘residence permit’ means a residence permit issued by a Member State in 

accordance with the uniform format laid down by Council Regulation (EC) No 

1030/2002(**) and a document as referred to in point (16)(b) of Article 2 of 

Regulation (EU) 2016/399; 

  

(19) 「長期滞在査証」とは，シェンゲン条約の第 18 条の中で定められたように構

成国から発給された承認書のことを意味し； 

  

 ‘long-stay visa’ means an authorisation issued by a Member State as provided for 

in Article 18 of the Schengen Convention; 
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(20) 「監督当局」とは，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2016/679(***)の第51条第

1 項に示す監督当局並びに欧州議会及び理事会の指令(EU) 2016/680(****)

の第41条に示す監督当局のことを意味し； 

  

 ‘supervisory authorities’ means the supervisory authority referred to in Article 

51(1) of Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the 

Council(***) and the supervisory authority referred to in Article 41 of Directive (EU) 

2016/680 of the European Parliament and of the Council(****); 

  

(21) 「法執行」とは，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知また

は捜査のことを意味し； 

  

 ‘law enforcement’ means the prevention, detection or investigation of terrorist 

offences or other serious criminal offences; 

  

(22) 「テロリスト犯罪」とは，欧州議会及び理事会の指令(EU) 2017/541(*****)の第 3

条ないし第 14 条に示す国内法の下におけるいずれかの侵害行為，また

は，同指令によって拘束されない構成国に関しては，同侵害行為のいずれ

かと均等な国内法の下における侵害行為のことを意味し； 

  

 ‘terrorist offence’ means any of the offences under national law referred to in 

Articles 3 to 14 of Directive (EU) 2017/541 of the European Parliament and of the 

Council(*****) or, for the Member States which are not bound by that Directive, the 

offences under national law equivalent to one of those offences; 

  

(23) 「重大犯罪」とは，国内法の下において，当該行為が少なくとも長期 3年の拘

禁刑または拘禁命令によって処罰可能なときは，理事会枠組み決定

2002/584/JHA(******) の第2条第2項に示す侵害行為のいずれかと対応する

またはそれと均等な侵害行為のことを意味する。 

  

 ‘serious criminal offence’ means an offence which corresponds or is equivalent to 

one of the offences referred to in Article 2(2) of Council Framework Decision 

2002/584/JHA(******), if it is punishable under national law by a custodial sentence 

or a detention order for a maximum period of at least three years. 

  

 (*) 法執行協力のための欧州連合局（Europol）に関する並びに理事会決定

2009/371/JHA，理事会決定2009/934/JHA，理事会決定2009/935/JHA，理事会決

定 2009/936/JHA 及び理事会決定 2009/968/JHA を置き換えて廃止する欧州議

会及び理事会の2016年5月11日の規則(EU) 2016/794 (OJ L 135, 24.5.2016, p. 

53).  
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 Regulation (EU) 2016/794 of the European Parliament and of the Council of 11 May 

2016 on the European Union Agency for Law Enforcement Cooperation (Europol) 

and replacing and repealing Council Decisions 2009/371/JHA, 2009/934/JHA, 

2009/935/ JHA, 2009/936/JHA and 2009/968/JHA (OJ L 135, 24.5.2016, p. 53). 

 (**) 第三国国民のための居住許可証の統一書式を定める 2002年 6月 13日の

理事会規則(EC) No 1030/2002 (OJ L 157, 15.6.2002, p. 1). 

 Council Regulation (EC) No 1030/2002 of 13 June 2002 laying down a uniform format 

for residence permits for third-country nationals (OJ L 157, 15.6.2002, p. 1). 

 (***) 個人データの処理と関連する自然人の保護に関する及びそのようなデータ

の支障のない移動に関する並びに指令 95/46/EC を廃止する欧州議会及び理

事会の 2016 年 4 月 27 日の規則(EU) 2016/679（一般データ保護規則） (OJ L 

119, 4.5.2016, p. 1). 

 Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of 27 April 

2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of personal data 

and on the free movement of such data, and repealing Directive 95/46/EC (General 

Data Protection Regulation) (OJ L 119, 4.5.2016, p. 1). 

 (****) 犯罪行為の防止，捜査，検知もしくは訴追または刑罰の執行の目的のため

の職務権限のある機関による個人データの処理と関連する自然人の保護に関

する及びそのデータの支障のない移動に関する，並びに，理事会枠組み決定

2008/977/JHAを廃止する欧州議会及び理事会の2016年4月27日の指令(EU) 

2016/680 (OJ L 119, 4.5.2016, p. 89). 

 Directive (EU) 2016/680 of the European Parliament and of the Council of 27 April 

2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of personal data 

by competent authorities for the purposes of the prevention, investigation, detection or 

prosecution of criminal offences or the execution of criminal penalties, and on the free 

movement of such data, and repealing Council Framework Decision 2008/977/JHA 

(OJ L 119, 4.5.2016, p. 89). 

 (*****) テロリズムとの闘いに関する並びに理事会枠組み決定 2002/475/JHAを置

換え及び理事会決定2005/671/JHAを改正する欧州議会及び理事会の 2017年

3月15日の指令(EU) 2017/541 (OJ L 88, 31.3.2017, p. 6). 

 Directive (EU) 2017/541 of the European Parliament and of the Council of 15 March 

2017 on combating terrorism and replacing Council Framework Decision 2002/475/ 

JHA and amending Council Decision 2005/671/JHA (OJ L 88, 31.3.2017, p. 6). 

 (******) 欧州逮捕令状及び構成国間における身柄引渡し手続に関する 2002年 6

月13日の理事会枠組み決定2002/584/JHA (OJ L 190, 18.7.2002, p.1). 

 Council Framework Decision 2002/584/JHA of 13 June 2002 on the European arrest 

warrant and the surrender procedures between Member States (OJ L 190, 18.7.2002, 

p.1). 

 

(6)  第5条及び第6条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 
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Articles 5 and 6 are replaced by the following: 

 

「第 5条 データの類型 

“Article 5 Categories of data 

 

1. 以下のとおりの類型のデータに限り，VISの中に記録される： 

  

 Only the following categories of data shall be recorded in the VIS: 

  

 (a) 英数字データ： 

   

  alphanumeric data: 

   

  (i) 査証申請者に関する及び第9条第1項第1号ないし第4号及び第10

条ないし第14条に示す求められ，発給され，拒否され，取消され，破棄

されまたは延長された査証に関する； 

    

   on the visa applicant and on visas requested, issued, refused, annulled, 

revoked or extended referred to in points (1) to (4) of Article 9 and in Articles 

10 to 14; 

    

  (ii) 長期滞在査証または居住許可証の申請者に関する，並びに，第22条a

及び第22条 cないし第22条 fに示す求められ，発給され，拒否され，

撤回され，破棄され，取消され，延長されまたは更新された長期滞在査

証及び居住許可証に関する； 

    

   on the applicant for a long-stay visa or a residence permit and on long-stay 

visas and residence permits requested, issued, refused, withdrawn, revoked, 

annulled, extended or renewed as referred to in Article 22a and Articles 22c 

to 22f; 

    

  (iii) 第9条a及び第22条bに示す該当ありと関連する並びに第9条e，第

9条g及び第22条bに示す理由を付した意見書に関する； 

    

   regarding the hits referred to in Articles 9a and 22b and the reasoned opinions 

referred to in Articles 9e, 9g and 22b; 

    

 (b) 第9条第1項第5号及び第22条 a第1項(j)に示す顔画像； 

   

  facial images as referred to in point (5) of Article 9 and in point (j) of Article 22a(1); 
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 (c) 第9条第1項第6号及び第22条 a第1項(k)に示す指紋データ； 

   

  fingerprint data as referred to in point (6) of Article 9and in point (k) of Article 

22a(1); 

   

 (ca) 第9条第1項第7号及び第22条a第1項(h)に示す渡航文書の生体画像デ

ータページのスキャン； 

   

  scans of the biographic data page of the travel document referred to in point (7) of 

Article 9 and in point (h) of Article 22a(1); 

   

 (d) 第 8条第 3項及び第 4項並びに第 22条 a第 4項に示す別の申請とのリン

ク。 

   

  links to other applications as referred to in Article 8(3) and (4) and Article 22a(4). 

   

1a. CIRは，第9条第1項第4号(a)ないし(ca)，第5号及び第6号並びに第22条 a第

1項(d)ないし(g)，(j)及び(k)に示すデータを含める。残余のVISデータは，VIS中央

システムの中に記録保存される。 

  

 The CIR shall contain the data referred to in points (4)(a) to (ca) and points (5) and (6) of 

Article 9 and in points (d) to (g), (j) and (k) of Article 22a(1). The remaining VIS data shall 

be stored in the VIS Central System. 

  

1b. 顔画像を用いるVIS内における検証及び識別は，第 9条第 1項第 5号及び第 22

条 a 第 1 項(j)に従い，申請書の提出を受けてその顔画像がその場で撮影されたと

いう記載のあるVISの中に記録された顔画像とすることのみが可能である。 

  

 Verification and identification in the VIS by means of a facial image shall be possible only 

against facial images recorded in the VIS with an indication that the facial image was taken 

live upon submission of the application, in accordance with point (5) of Article 9 and point 

(j) of Article 22a(1). 

  

2. 第34条によるデータ処理業務の記録化を妨げることなく，第16条，第24条第2項

及び第 25条第 2項に従ってVISMailから伝送されるメッセージは，VISの中に記

録されてはならない。 

  

 Without prejudice to the recording of data processing operations pursuant to Article 34, the 

messages transmitted by the VISMail in accordance with Article 16, Article 24(2) and 

Article 25(2) shall not be recorded in the VIS. 
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第5条 a 承認された渡航文書のリスト 

Article 5a List of recognised travel documents 

 

1. 欧州議会及び理事会の決定 No 1105/2011/EU(*)の中で定められたような，その保有

者に対して対外国境を越える資格を与えかつ査証と共に提示され得る渡航文書のリ

ストは，VISの中に統合される。 

  

 The list of travel documents which entitle the holder to cross the external borders and which 

may be endorsed with a visa, as set out in Decision No 1105/2011/EU of the European 

Parliament and of the Council(*), shall be integrated in the VIS. 

  

2. VISは，承認された渡航文書のリスト及び決定No 1105/2011/EUの第4条によって列

挙された渡航文書の承認または不承認の通知の集中化された運営管理の機能性を

提供する。 

  

 The VIS shall provide the functionality for the centralised management of the list of 

recognised travel documents and of the notification of the recognition or non-recognition of 

the listed travel documents pursuant to Article 4 of Decision No 1105/2011/EU. 

  

3. 欧州委員会は，本条第2項に示す機能性を運営管理することに関する細目的な規定

を定めるための実装行為を採択する。同実装行為は，第 49条第 2項に示す審議手

続に従って採択される。 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down detailed rules on managing the 

functionality referred to in paragraph 2 of this Article. Those implementing acts shall be 

adopted in accordance with the examination procedure referred to in Article 49(2). 

 

第6条 データを入れ，修正し，消去し及び照会するためのアクセス 

Article 6 Access for entering, amending, erasing and consulting data 

 

1. 第 5条第 1項に示すデータを入れ，修正しまたは消去するためのVISへのアクセ

スは，査証当局の適正に権限を与えられた職員のみ及び第 22条 aないし第 22条

f に従って長期滞在査証または居住許可証を求める申請書を収集するためまたは

それに関して決定するための職務権限のある当局のみに限られる。適正に権限を

与えられた職員の員数は，当該サービスの実際の需要によって制限される。 

  

 Access to the VIS for entering, amending or erasing the data referred to in Article 5(1) shall 

be reserved exclusively to the duly authorised staff of the visa authorities and to the 

authorities competent to collect or decide on an application for a long-stay visa or residence 

permit in accordance with Article 22a to 22f. The number of duly authorised members of 
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staff shall be limited by the actual needs of their service. 

  

2. データを照会するためのVISへのアクセスは，この規則の第15条ないし第22条，

第 22 条 g ないし第 22 条 m 及び第 45 条 e の目的のための並びに規則(EU) 

2019/817 の第 20 条及び第 21 条の中で定められた目的のための職務権限のある

各構成国の国内当局の適正に権限を与えられた職員及び欧州連合の組織の適正

に権限を与えられた職員のみに限られる。 

  

 Access to the VIS to consult the data shall be reserved exclusively for the duly authorised 

staff of the national authorities of each Member State and of the Union bodies which are 

competent for the purposes of Articles 15 to 22, Articles 22g to 22m and Article 45e of this 

Regulation, as well as for the purposes laid down in Articles 20 and 21 of Regulation (EU) 

2019/817. 

  

 そのようなアクセスは，当該目的に従って当該国内当局及び欧州連合の組織の職

務の遂行のためにそのデータが必要な範囲内に制限されかつ求める目的と比例

するところに限定される。 

  

 Such access shall be limited to the extent that the data are required for the performance of 

the tasks of those authorities and Union bodies in accordance with those purposes, and 

proportionate to the objectives pursued. 

  

2a. 第 II章，第 III章及び第 III章 aの中で定められたデータの利用に関する条項から

の特例により，以下の場合において，児童の指紋データ及び顔画像は，VISの探索

のために限り使用され，かつ，該当ありの場合，当該児童の識別名を検証するため

に限りアクセスされる： 

  

 By way of derogation from the provisions on the use of data provided for in Chapters II, III 

and IIIa, fingerprint data and facial images of children shall only be used to search the VIS 

and, in the case of a hit, shall only be accessed to verify the child’s identity: 

  

 (a) 第15条に従い，査証申請手続において；または 

   

  in the visa application procedure in accordance with Article 15; or 

   

 (b) 第18条，第19条もしくは第20条に従いまたは第22条g，第22条hもしくは

第22条 iに従い，対外国境においてまたは構成国の領土内において。 

   

  at the external borders or within the territory of the Member States in accordance with 

Article 18, 19 or 20 or with Article 22g, 22h or 22i. 
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 渡航文書が欠けているために英数字データによる探索が遂行され得ないときは，第

21条，第22条，第22条 jまたは第22条kに従い，難民手続においてVISを探索

するために，児童の指紋データも利用され得る。 

  

 Where the search with alphanumerical data cannot be performed due to the lack of a travel 

document, the fingerprint data of children may also be used to search the VIS in the asylum 

procedure in accordance with Article 21, 22, 22j or 22k. 

  

2b. 第 22条 hの中で定められたデータの利用に関する条項からの特例により，中断す

ることなく 10 年以上の期間にわたり VISの中に記録された有効な居住許可証を維

持していた者の案件において，構成国の領土内における点検を実行することに関

する職務権限のある当局は，第 22 条 c の(d)，(e)及び(f)に示すデータ及び当該居

住許可証の状態の情報を照会するために限り，VISへのアクセスをもつ。 

  

 By way of derogation from the provisions on the use of data provided for in Article 22h, in 

the case of persons who have held valid residence permits recorded in the VIS for a period 

of 10 years or more without interruption, the authorities competent for carrying out checks 

within the territory of the Member States shall only have access to the VIS to consult the 

data referred to in points (d), (e) and (f) of Article 22c and the status information of the 

residence permit. 

  

2c. 第 22 条 iの中で定められたデータの利用に関する条項からの特例により，中断す

ることなく 10 年以上の期間にわたり VISの中に記録された有効な居住許可証を維

持していた者の案件において，構成国の領土内における点検を実行することに関

する職務権限のある当局は，第 22 条 c の(d)，(e)及び(f)に示すデータ及び当該居

住許可証の状態の情報を照会するために限り，VIS へのアクセスをもつ。当該の者

が有効な渡航文書を提示しない場合または提示された渡航文書の真正性に疑問が

存在する場合または第22条hによる検証が失敗した場合においては，当該職務権

限のある当局は，第 22 条 a 第 1 項の(d)ないし(g)及び(i)に示すデータを照会する

ためにも，VISへのアクセスをもつ。 

  

 By way of derogation from the provisions on the use of data provided for in Article 22i, in 

the case of persons who have held valid residence permits recorded in the VIS for a period 

of 10 years or more without interruption, the authorities competent for carrying out checks 

within the territory of the Member States shall only have access to the VIS to consult the 

data referred to in points (d), (e) and (f) of Article 22c and the status information of the 

residence permit. Where the person does not present a valid travel document or where there 

are doubts as to the authenticity of the travel document presented or where the verification 

pursuant to Article 22h has failed, the competent authorities shall also have access the VIS 

to consult the data referred to in points (d) to (g) and (i) of Article 22a(1). 
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2d. 第22条 j及び第22条kの中で定められたデータの利用に関する条項からの特例

により，職務権限のある難民当局は，中断することなく 10 年以上の期間にわたり第

III章aに従ってVISの中に記録された有効な居住許可証を維持していた者のVIS

データへのアクセスをもってはならない。 

  

 By way of derogation from the provisions on the use of data provided for in Articles 22j 

and 22k, the competent asylum authorities shall not have access to VIS data of persons who 

have held valid residence permits recorded in the VIS in accordance with Chapter IIIa for 

a period of 10 years or more without interruption. 

  

2e. 第 III章 bの中で定められたデータの利用に関する条項からの特例により，構成国

の指定された当局及びEuropolは，中断することなく10年以上の期間にわたり第III

章aに従ってVISの中に記録された有効な居住許可証を維持していた者のVISデ

ータへのアクセスをもってはならない。 

  

 By way of derogation from the provisions on the use of data provided for in Chapter IIIb, 

the Member States’ designated authorities and Europol shall not have access to VIS data of 

persons who have held valid residence permits recorded in the VIS in accordance with 

Chapter IIIa for a period of 10 years or more without interruption. 

  

2f. 第45条e及び第45条 fの中で定められたデータの利用に関する条項からの特例

により，欧州国境沿岸警備局のチームの構成員は，国境管理チームの場合を除き，

中断することなく 10年以上の期間にわたり第 III章aに従ってVISの中に記録され

た有効な居住許可証を維持していた者のVISデータへのアクセスをもってはならな

い。 

  

 By way of derogation from the provisions on the use of data provided for in Articles 45e 

and 45f, the members of the European Border and Coast Guard teams, with the exception 

of border management teams, shall not have access to VIS data of persons who have held 

valid residence permits recorded in the VIS in accordance with Chapter IIIa for a period of 

10 years or more without interruption. 

  

3. 各構成国は，当該当局の適正に権限を与えられた職員が VIS データを入れ，修正

し，消去しまたは照会するための VISへのアクセスをもつ職務権限のある当局を指

定する。各構成国は，欧州委員会及び eu-LISA に対し，遅滞なく，第 45 条 b に従

い，当該指定された当局のリストを伝達する。そのリストは，個々の当局がどの目的

のためにVISデータを処理し得るかを示す。各構成国は，いつでも，当該構成国が

伝達したリストを改訂または置換えでき，かつ，欧州委員会及び eu-LISA に対し，し

かるべく連絡する。 
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 Each Member State shall designate the competent authorities the duly authorised staff of 

which shall have access to the VIS to enter, amend, erase or consult VIS data. Each 

Member State shall without delay communicate a list of those authorities to the 

Commission and eu-LISA, in accordance with Article 45b. The list shall specify the 

purpose for which each authority may process VIS data. Each Member State may at any 

time amend or replace the list which it communicated and shall inform the Commission 

and eu-LISA accordingly. 

  

 テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知及び捜査の目的のために

VISに照会またはアクセスする権限を与えられる当局は，第 III章bに従って指定さ

れる。 

  

 The authorities entitled to consult or access the VIS for the purposes of prevention, 

detection and investigation of terrorist offences or other serious criminal offences shall be 

designated in accordance with Chapter IIIb. 

  

4. 第3項の中で述べた伝達に加え，各構成国は，eu-LISAに対し，遅滞なく，この規則

の目的のためにVISへのアクセスをもつ職務権限のある国内当局の業務運営ユニ

ットのリストを伝達する。そのリストは，個々の業務運営ユニットがどの目的のために

VIS データへのアクセスをもち得るかを示す。VIS は，それらのリストの集中化され

た管理のための機能性を提供する。 

  

 In addition to the communications mentioned in paragraph 3, each Member State shall 

communicate to eu-LISA without delay a list of the operating units of the national 

competent authorities having access to the VIS for the purposes of this Regulation. The list 

shall specify the purpose for which each operating unit is to have access to VIS data. The 

VIS shall provide the functionality for the centralised management of those lists. 

  

5. 欧州委員会は，本条第3項に示すリストの集中化された管理のための機能性を運営

管理することに関する細目的な規定を定めるための実装行為を採択する。同実装

行為は，第49条第2項に示す審議手続に従って採択される。 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down the detailed rules on managing 

the functionality for the centralised management of the list in paragraph 3 of this Article. 

Those implementing acts shall be adopted in accordance with the examination procedure 

referred to in Article 49(2).  

 
(*) その保有者に対して対外国境を越える資格を与え査証と共に提示され得る渡航文書のリス

トに関する並びに同リストを設けるための仕組みを定める欧州議会及び理事会の 2011 年 10

月25日の決定No 1105/2011/ EU (OJ L 287, 4.11.2011, p. 9). 」； 
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Decision No 1105/2011/EU of the European Parliament and of the Council of 25 October 2011 on 

the list of travel documents which entitle the holder to cross the external borders and which may be 

endorsed with a visa and on setting up a mechanism for establishing this list (OJ L 287, 4.11.2011, 

p. 9) .”;" 

 

(7)  第7条において，第2項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 7, paragraph 2 is replaced by the following: 

 

「2. 個々の職務権限のある当局は，VIS 内の個人データの処理が，査証，長期滞在査

証及び居住許可証の申請者または保有者に対し，性，人種，肌の色，民族的な出自

または社会的な出自，遺伝的特性，言語，信教または信条，政治上またはそれ以外

の意見，少数派国民の一員であること，財産，出生，身体の障害，年齢または性的

指向を根拠とする差別を帰結しないことを確保する。 

  

 “2. Each competent authority shall ensure that processing of personal data within the VIS 

does not result in discrimination against applicants for or holders of visas, long-stay visas 

and residence permits on the grounds of sex, race, colour, ethnic or social origin, genetic 

features, language, religion or belief, political or any other opinion, membership of a 

national minority, property, birth, disability, age or sexual orientation. 

  

 VIS 内における個人データの処理の際，各職務権限のある当局は，人の私生活の

尊重の権利及び個人データの保護の権利を含め，人間の尊厳及び欧州連合基本

権憲章によって認められた基本的な権利並びに基本原則を全面的に尊重する。 

  

 When processing personal data within the VIS each competent authority shall fully respect 

human dignity and the fundamental rights and principles recognised by the Charter of 

Fundamental Rights of the European Union, including the right to respect for one’s private 

life and to the protection of personal data. 

  

 児童，高齢者及び障害のある者に対しては，特に注意が払われる。 

  

 Particular attention shall be paid to children, the elderly and persons with a disability. 

  

3. 児童の最善の利益は，児童の権利に関する国連条約の中で定められた安全確保

に従い，この規則の下における全ての手続に関し，構成国にとっての基礎的な考慮

事項である。 

  

 The best interests of the child shall be a primary consideration for Member States with 

respect to all procedures under this Regulation, in accordance with the safeguards laid 
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down in the United Nations Convention on the Rights of the Child. 

  

 特に児童が人身取引の被害者であり得るリスクが存在するときは，児童の福利，安

全及び防護が考慮に入れられる。その児童の年齢及び成熟度を適切に衡量した上

で，その児童の見解も考慮に入れられる。 

  

 The well-being, safety and security of the child shall be taken into consideration, especially 

where there is a risk that the child may be a victim of human trafficking. The views of the 

child shall also be taken into consideration, giving appropriate weight to the age and 

maturity of the child.”; 

 

(8)  第 II章の表題は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

the title of Chapter II is replaced by the following: 

 

「査証当局による査証に関するデータの入力及び利用」； 

 

“Entry and Use of Data on Visas by Visa Authorities”; 

 

(9)  第8条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 8 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 1 is replaced by the following: 

 

「1. 規則(EC) No 810/2009 の第 19 条によって申請が許容される場合，査証当局

は，当該データが申請者から提供されることを要するものである限り，第9条に

示すデータを VIS の中に入れることによって，3 業務日以内に，申請ファイル

を作成する。」； 

  

 “1. When the application is admissible pursuant to Article 19 of Regulation (EC) No 

810/2009, the visa authority shall create the application file within three working days 

by entering the data referred to in Article 9 in the VIS, in so far as those data are 

required to be provided by the applicant.”; 

 

(b) 第5項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 5 is replaced by the following: 
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「5. 法律上の理由により特定のデータが提供されることが要求されない場合また

は提供され得ない場合，当該特定のデータの欄は，「適用なし」と記される。指

紋が存在しない場合，「VIS 0」によって示される；更に，システムは，規則(EC) 

No 810/2009の第13条第7項(a)ないし(e)による場合との間に区別が設けられ

ることを許容する。 

  

 “5. Where particular data are not required to be provided for legal reasons or cannot 

be provided, the specific data fields shall be marked as ‘not applicable’. The absence 

of fingerprints shall be indicated by “VIS 0”; furthermore, the system shall permit a 

distinction to be made between the cases pursuant to points (a) to (e) of Article 13(7) 

of Regulation (EC) No 810/2009. 

  

6. 本条第 1 項ないし第 5 項に示す手続に従った申請ファイルの作成の後，VIS

は，自動的に，第 9 条 aによる問合せを開始し，かつ，その結果を返す。職務

権限のある査証当局は，第15条に従って申請を審査する目的のため，VISに

照会する。 

  

 Upon creation of the application file in accordance with the procedures referred to in 

paragraphs 1 to 5 of this Article, the VIS shall automatically launch the queries 

pursuant to Article 9a and return results. The competent visa authority shall consult 

the VIS for the purpose of examining the application in accordance with Article 15.”; 

 

(10)  第9条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 9 is amended as follows: 

 

(a) 第4号は，以下のとおり改正される： 

 

point (4) is amended as follows: 

 

(i) (a)ないし(ca)は，以下のとおりの文によって置き換えられる 

 points (a) to (ca) are replaced by the following: 

  

 「(a) 姓（家族名）；名（ギブンネーム）；出生日；現在の 1 または複数の国籍；

性； 

   

  “(a) surname (family name); first name(s) (given name(s)); date of birth; 

current nationality or nationalities; sex; 

   

 (aa) 出生時の姓（旧家族名）；出生の地及び国；出生時の国籍； 
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  surname at birth (former family name(s)); place and country of birth; 

nationality at birth; 

   

 (b) 渡航文書の種別及び番号； 

   

  the type and number of the travel document; 

   

 (c) その渡航文書の有効期間の満了日； 

   

  the date of expiry of the validity of the travel document; 

   

 (ca) その渡航文書を発給した国及びその渡航文書の発給日；」； 

   

  the country which issued the travel document and its date of issue;”; 

   

(ii) (l)は，以下のとおりの文によって置き換えられる； 

  

 point (l) is replaced by the following: 

   

 「(l) 現在の職業（ジョブグループ）及び雇用主；学生の場合：教育機関の名

称；」； 

   

  “(l) current occupation (job group) and employer; for students: name of 

educational establishment;”; 

   

(iii) 以下のとおりの号が付加される： 

  

 the following point is added: 

   

 「(n) それが適用可能なときは，欧州議会及び理事会の指令 2004/38/EC(*)が

適用される欧州連合の市民の家族構成員として，または，一方におけ

る欧州連合及びその構成国と他方における第三国との間の合意の下

において欧州連合の市民の支障のない移動の権利と均等な権利を享

受している第三国国民の家族構成員である第三国国民として，その申

請者が申請していること； 

   

  “(n) if applicable, the fact that the applicant applies as a family member of a 

Union citizen to whom Directive 2004/38/EC of the European Parliament 

and of the Council(*) applies or of a third-country national enjoying the right 

of free movement equivalent to that of Union citizens under an agreement 
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between the Union and its Member States, on the one hand, and a third 

country, on the other; 

  

 (*) 構成国の領土内において支障なく移動及び居住する欧州連合の市民及びそ

の家族の権利に関する，並びに，規則(EEC) No 1612/68 を改正し，指令

64/221/EEC，指令 68/360/EEC，指令 72/194/EEC，指令 73/148/ EEC，指令

75/34/EEC，指令 75/35/EEC，指令 90/364/EEC，指令 90/365/EEC 及び指令

93/96/EEC を廃止する欧州議会及び理事会の 2004 年 4 月 29 日の指令

2004/38/EC (OJ L 158, 30.4.2004, p. 77).」； 

 Directive 2004/38/EC of the European Parliament and of the Council of 29 April 2004 

on the right of citizens of the Union and their family members to move and reside freely 

within the territory of the Member States amending Regulation (EEC) No 1612/68 and 

repealing Directives 64/221/EEC, 68/360/EEC, 72/194/EEC, 73/148/EEC, 

75/34/EEC, 75/35/EEC, 90/364/EEC, 90/365/EEC and 93/96/EEC (OJ L 158, 

30.4.2004, p. 77).”;" 

 

(b) 第5号及び第6号は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

points (5) and (6) are replaced by the following: 

 

「5. 規則(EC) No 810/2009の第13条に従い，申請書の提出を受けてその顔画像

がその場で撮影されたか否かの記載のある申請者の顔画像； 

  

 “5. a facial image of the applicant, in accordance with Article 13 of Regulation (EC) 

No 810/2009, with an indication of whether the facial image was taken live upon 

submission of the application; 

  

6. 規則(EC) No 810/2009の第13条に従い，申請者の指紋； 

  

 fingerprints of the applicant, in accordance with Article 13 of Regulation (EC) No 

810/2009; 

  

7. 渡航文書の生体画像データページのスキャン。」； 

  

 a scan of the biographic data page of the travel document.”; 

 

(c) 以下のとおりの項が付加される： 

 

the following paragraphs are added: 

 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

70 

 

「2. 申請者は，事前に決定されたリスト上で，彼または彼女の現在の職業（ジョブグ

ループ）を表示する。 

  

 “The applicant shall indicate his or her current occupation (job group) on a 

predetermined list. 

  

3. 欧州委員会は，職業（ジョブグループ）の事前に決定されたリストを定めるた

め，第48条aに従い，委任される行為を採択する。」； 

  

 The Commission shall adopt delegated acts in accordance with Article 48a to lay 

down the predetermined list of occupations (job groups).”; 

 

(11)  以下のとおりの各条が挿入される： 

 

the following articles are inserted: 

 

「第 9条a 他の情報システム及びデータベースの問合せ 

“Article 9a Queries of other information systems and databases 

 

1. 申請ファイルは，本条に従って該当ありを識別するため，VIS によって自動的に処

理される。VISは，各申請ファイルを個別に吟味する。 

  

 The application files shall be processed automatically by the VIS to identify hits in 

accordance with this Article. The VIS shall examine each application file individually. 

  

2. 申請ファイルが作成される際，VISは，この規則の第 5条 aに示す承認された渡航

文書のリストを探索対象とする自動的な探索を遂行することによって，当該申請と関

連する渡航文書が決定 No 1105/2011/EU に従って承認されるか否かを点検し，か

つ，その結果を返す。1または複数の構成国によってその渡航文書が承認されてい

ないということをその探索が示すときは，査証が発給される場合，規則(EC) No 

810/2009の第25条第3項が適用される。 

  

 When an application file is created, the VIS shall check whether the travel document related 

to that application is recognised in accordance with Decision No 1105/2011/EU, by 

performing an automatic search against the list of recognised travel documents referred to 

in Article 5a of this Regulation, and shall return a result. If the search shows that the travel 

document is not recognised by one or more Member States, Article 25(3) of Regulation 

(EC) No 810/2009 shall apply where a visa is issued. 
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3. 規則(EC) No 810/2009の第21条第1項，第21条第3項(a)，(c)及び(d)並びに第21

条第 4 項の中で定められた検証の目的のために，また，この規則の第 2 条第 1 項

(k)に示す事項の目的のために，VISは，この規則の第 9条第 1項第 4号，第 5号

及び第 6 号に示す適格なデータと，以下のシステムの中に登録された記録，ファイ

ルまたは警報の中に存在するデータとを比較対照するための ESP を用いることに

よって，問合せを開始する： 

  

 For the purposes of the verifications provided for in Article 21(1), points (a), (c) and (d) of 

Article 21(3) and Article 21(4) of Regulation (EC) No 810/2009 and for the purposes of 

the objective referred to in point (k) of Article 2(1) of this Regulation, the VIS shall launch 

a query by using the ESP to compare the relevant data referred to in points (4), (5) and (6) 

of Article 9 of this Regulation with the data present in a record, file or alert registered in: 

  

 (a) SIS； 

   

  the SIS; 

   

 (b) EES； 

   

  the EES; 

   

 (c) 規則(EU) 2018/1240の第34条に示す ETIAS監視リスト（ETIAS監視リスト）を

含め，欧州渡航情報及び承認システム（ETIAS）； 

   

  the European Travel Information and Authorisation System (ETIAS), including the 

ETIAS watchlist referred to in Article 34 of Regulation (EU) 2018/1240 (the ETIAS 

watchlist); 

   

 (d) Eurodac； 

   

  Eurodac; 

   

 (e) 第三国国民に関する欧州犯罪記録情報システム（ECRIS-TCN）； 

   

  the European Criminal Records Information System for third-country nationals 

(ECRIS-TCN); 

   

 (f) Europolデータ； 

   

  the Europol data; 
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 (g) Interpolの盗難紛失渡航文書データベース（Interpol SLTD），並びに 

  the Interpol Stolen and Lost Travel Document database (Interpol SLTD), and 

   

 (h) Interpolの申告と関係する渡航文書データベース（Interpol TDAWN）。 

   

  the Interpol Travel Documents Associated with Notices database (Interpol 

TDAWN). 

   

 比較対照は，問合せ先である情報システムまたはデータベースが英数字データと

生体要素データのいずれかのみを収録している場合を除き，英数字データと生体

要素データの両者によって行われる。 

  

 The comparison shall be made with both alphanumeric and biometric data, unless the 

information system or database queried contains only one of those data categories. 

  

4. とりわけ，VISは，以下のことを検証する： 

  

 In particular, the VIS shall verify: 

  

 (a) SISに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards the SIS, whether: 

   

  (i) その申請のために用いられた渡航文書が，紛失し，盗取され，不正流

用されまたは無効化された渡航文書と一致する； 

    

   the travel document used for the application corresponds to a travel document 

which has been lost, stolen, misappropriated or invalidated; 

    

  (ii) その申請者が，入国拒否及び滞在拒否の警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert for refusal of entry and stay; 

    

  (iii) その申請者が，送還に関する警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on return; 

    

  (iv) その申請者が，欧州逮捕令状を基礎とする身柄引渡しの目的のための

逮捕のために指名手配されている者または引渡しの目的のための逮捕

のために指名手配されている者に関する警報の対象者である； 
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   the applicant is subject to an alert on persons wanted for arrest for surrender 

purposes on the basis of a European Arrest Warrant, or wanted for arrest for 

extradition purposes; 

    

  (v) その申請者が，渡航から除外される必要のある行方不明者または脆弱

な者に関する警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on missing persons or vulnerable persons 

who need to be prevented from travelling; 

    

  (vi) その申請者が，法務上の手続の補助が求められている者に関する警報

の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on persons sought to assist with a judicial 

procedure; 

    

  (vii) その申請者またはその渡航文書が，隠密点検，照会点検または個別点

検の対象者または対象事項に関する警報の対象である； 

    

   the applicant or the travel document is subject to an alert on persons or objects 

for discreet checks, inquiry checks or specific checks; 

    

 (b) EESに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards the EES, whether: 

   

  (i) その申請者が，現在，不法滞在者として報告されている，または，その

申請者が，EESの中で，過去に不法滞在者として報告された； 

    

   the applicant is currently reported as an overstayer or the applicant has been 

reported as an overstayer in the past in the EES; 

    

  (ii) その申請者が，EESの中で，入国を拒否されたとして記録されている； 

    

   the applicant is recorded as having been refused entry in the EES; 

    

  (iii) 国内長期滞在査証または居住許可証の下において滞在が承認され得

るか否かに拘わらず，その申請者の滞在予定が，当該構成国の領土内

における承認された最大滞在期間を超過することになる； 
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   the intended stay of the applicant will exceed the maximum duration of 

authorised stay in the territory of the Member States, irrespective of possible 

stays authorised under a national long-stay visa or a residence permit; 

    

 (c) ETIASに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards the ETIAS, whether: 

    

  (i) 当該申請者が，当該の者に関して発給され，拒否され，取消されもしく

は破棄された渡航承認が ETIASの中に記録されている者である，また

は，その申請者の渡航文書が，そのような発給され，拒否され，取消さ

れもしくは破棄された渡航承認と一致する； 

    

   the applicant is a person for whom an issued, refused, annulled or revoked 

travel authorisation is recorded in the ETIAS or the applicant’s travel 

document corresponds to such issued, refused, annulled or revoked travel 

authorisation; 

    

  (ii) 申請の一部として提供されたデータが，ETIAS監視リストの中に存在す

るデータと一致する； 

    

   the data provided as part of the application correspond to data present in the 

ETIAS watchlist; 

    

 (d) Eurodacに関しては，その申請者が，Eurodacのデータベース内に登録されて

いるか否か； 

   

  as regards Eurodac, whether the applicant is registered in that database; 

   

 (e) ECRIS-TCNに関しては，その申請者が，テロリスト犯罪による有罪判決が関係

している範囲内で過去 25年の間に，または，それ以外の重大犯罪による有罪

判決が関係している範囲内で過去15年の間に，当該の者のデータがECRIS-

TCNのシステムの中に記録された者と一致するか否か； 

   

  as regards the ECRIS-TCN, whether the applicant corresponds to a person whose 

data have been recorded in that system during the previous 25 years as far as 

convictions for terrorist offences are concerned or during the previous 15 years as far 

as convictions for other serious criminal offences are concerned; 

   

 (f) Europol データに関しては，その申請において提供されたデータが，Europol
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データの中に記録されたデータと一致するか否か； 

   

  as regards Europol data, whether the data provided in the application correspond to 

data recorded in Europol data; 

   

 (g) Interpolのデータベースに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards Interpol databases, whether: 

   

  (i) その申請のために用いられた渡航文書が，Interpol SLTDの中にある報

告された紛失し，盗取されまたは無効化された渡航文書と一致する； 

    

   the travel document used for the application corresponds to a travel document 

reported lost, stolen or invalidated in Interpol SLTD; 

    

  (ii) その申請のために用いられた渡航文書が，Interpol TDAWN の中にあ

るファイルに記録された渡航文書と一致する。 

    

   the travel document used for the application corresponds to a travel document 

recorded in a file in Interpol TDAWN. 

  

5. 行方不明者または脆弱な者，法務上の手続による補助が求められている者及び隠

密点検，照会点検または個別点検の対象者または対象事項との関係における SIS

警報は，第2条第1項(k)に示す対象事項の目的のために限り，問合せを受ける。 

  

 SIS alerts in respect of missing persons or vulnerable persons, persons sought to assist with 

a judicial procedure and persons or objects for discreet checks, inquiry checks or specific 

checks shall be queried only for the purposes of the objective referred to in point (k) of 

Article 2(1). 

  

6. Interpol SLTD及び Interpol TDAWNに関しては，問合せまたは検証は，いかなる情

報もInterpol警報の保有者に対して明らかにされないような方法で遂行される。本項

の中で定められた要件が満たされないときは，VIS は，Interpol のデータベースに

問合せをしてはならない。 

  

 As regards Interpol SLTD and Interpol TDAWN, any queries or verification shall be 

performed in such a way that no information shall be revealed to the owner of the Interpol 

alert. If the requirement provided for in this paragraph is not fulfilled, the VIS shall not 

query Interpol databases. 
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7. Europolデータに関しては，自動化された処理は，規則(EU) 2016/794の第 21条第

1項bに従い，適切な通知を受ける。 

  

 As regards Europol data, the automated processing shall receive the appropriate notification 

in accordance with Article 21(1b) of Regulation (EU) 2016/794. 

  

8. 問合せのために用いられた申請ファイルからのデータの全部または一部が，第3項

に示す情報システムまたはデータベースの記録，警報またはファイルの中に存在

するデータと全面的にまたは部分的に一致するときは，該当ありに引金がかかる。

第9条h第2項に示すマニュアルは，誤りの該当ありの数を抑制するための蓋然性

の程度を含め，部分的な一致を定義する。 

  

 A hit shall be triggered where all or some of the data from the application file used for the 

query correspond fully or partially to the data present in a record, alert or file of the 

information systems or databases referred to in paragraph 3. The manual referred to in 

Article 9h(2) shall define partial correspondence, including a degree of probability to limit 

the number of false hits. 

  

9. 第 3項に示す自動的な比較対照が，第 4項(a)(i)，(ii)及び(iii)，(b)，(c)(i)，(d)並びに

(g)(i)と関連する該当ありを報告するときは，VIS は，申請ファイルの中に，該当あり

への参照，及び，それが適格なときは，該当ありの引金となったデータを入れた構

成国または供給した構成国への参照を付加する。 

  

 Where the automatic comparison referred to in paragraph 3 reports a hit related to point 

(a)(i), (ii) and (iii), point (b), point (c)(i), point (d) and point (g)(i) of paragraph 4, the VIS 

shall add a reference in the application file to any hit and, where relevant, the Member States 

that entered or supplied the data having triggered the hit. 

  

10. 第3項に示す自動的な比較対照が，第4項の(a)(iv)，(c)(ii)，(e)，(f)及び(g)(ii)と関連

する該当ありを報告するときは，VIS は，申請ファイルの中に，更に検証を要するこ

とを表示するだけとする。 

  

 Where the automatic comparison referred to in paragraph 3 reports a hit related to point 

(a)(iv), point (c)(ii), points (e) and (f) and point (g)(ii) of paragraph 4, the VIS shall only 

indicate in the application file that further verification is needed. 

  

 第4項の(a)(iv)，(e)，(f)及び(g)(ii)による該当ありの発生の際，VISは，その申請を処

理している構成国の VIS の指定された当局に対し，そのような該当ありと関連する

自動化された通知を送付する。そのような自動化された通知は，第 9条第 1項第 4

号，第5号及び第6号に従って申請ファイルの中に記録されたデータを含める。 
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 In the event of hits pursuant to point (a)(iv), points (e) and (f) and point (g)(ii) of paragraph 

4, the VIS shall send an automated notification regarding such hits to the VIS designated 

authority of the Member State processing the application. Such automated notification shall 

contain the data recorded in the application file in accordance with points (4), (5) and (6) of 

Article 9. 

  

 第 4 項(c)(ii)による該当ありの発生の際，VIS は，そのデータを入れた構成国の

ETIAS国内ユニットに対し，または，そのデータがEuropolによって入れられた場合

には，その申請を処理している構成国の ETIAS 国内ユニットに対し，そのような該

当ありと関連する自動化された通知を送付する。当該自動化された通知は，第 9 条

第1項第4号に従って申請ファイルの中に記録されたデータを含める。 

  

 In the event of hits pursuant to point (c)(ii) of paragraph 4, the VIS shall send an automated 

notification regarding such hits to the ETIAS National Unit of the Member State that 

entered the data or, if the data was entered by Europol, to the ETIAS National Unit of the 

Member States processing the application. That automated notification shall contain the 

data recorded in the application file in accordance with point (4) of Article 9. 

  

11. 第 3 項に示す自動的な比較対照が，第 4 項(a)(v)，(vi)及び(vii)と関連する該当あり

を報告するときは，VIS は，申請ファイルの中に該当ありを記録してはならず，か

つ，申請ファイルの中に，更に検証を要することを表示してもならない。 

  

 Where the automatic comparison referred to in paragraph 3 reports a hit related to point 

(a)(v), (vi) and (vii) of paragraph 4, the VIS shall neither record the hit in the application 

file nor indicate in the application file that further verification is needed. 

  

12. 第 34条及び第 45条 aに従ったログ，報告及び統計の保存の目的のために，申請

ファイルの中に，該当ありの引金となったデータ記録のユニークな参照番号が保存

される。 

  

 The unique reference number of the data record having triggered a hit shall be kept in the 

application file for the purpose of the keeping of logs, reporting and statistics in accordance 

with Articles 34 and 45a. 

  

13. VISは，第 9 条第 1項第 4 号(a)，(aa)，(g)，(h)，(j)，(k)及び(l)に示す適格なデータ

と，第9条 jに示す特定リスク指標とを比較対照する。 

  

 The VIS shall compare the relevant data referred to in point (4)(a), (aa), (g), (h), (j), (k) and 

(l) of Article 9 to the specific risk indicators referred to in Article 9j. 
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第9条b 欧州連合の市民の家族構成員または欧州連合法の下において支障のない移

動の権利を享受する第三国国民の家族構成員に関する特別条項 

Article 9b Specific provisions for family members of Union citizens or of other third-

country nationals enjoying the right of free movement under Union law 

 

1. 指令 2004/38/EC が適用される欧州連合の市民の家族構成員である第三国国民，ま

たは，一方における欧州連合及びその構成国と他方における第三国との間の合意

の下において欧州連合の市民の支障のない移動の権利と均等な権利を享受してい

る第三国国民の家族構成員である第三国国民に関しては，第 9条 a第 3項による自

動化された問合せは，構成国の領土上における当該第三国国民の存在が，指令

2004/38/EC に従って保安上のリスクまたは高感染のリスクを呈していると結論付ける

ための事実の徴候が存在しないことまたはその事実の徴候を基礎とする合理的な根

拠が存在しないことを点検するという目的のみのために，実行される。 

  

 As regards a third-country national who is a family member of a Union citizen to whom 

Directive 2004/38/EC applies or of a third-country national enjoying the right of free 

movement equivalent to that of Union citizens under an agreement between the Union and 

its Member States, on the one hand, and a third country, on the other, the automated queries 

pursuant to Article 9a(3) shall be carried out solely for the purpose of checking that there are 

no factual indications or reasonable grounds based on factual indications to conclude that the 

presence of that third-country national on the territory of the Member States poses a risk to 

security or high epidemic risk in accordance with Directive 2004/38/EC. 

  

2. VISは，以下のことを検証してはならない： 

  

 The VIS shall not verify: 

  

 (a) その申請者が，現在，不法滞在者として報告されているか否か，または，彼もし

くは彼女が，EES の照会の結果として，過去に不法滞在者として報告されたか

否か； 

   

  whether the applicant is currently reported as an overstayer or whether he or she has 

been reported as an overstayer in the past as a result of a consultation of the EES; 

   

 (b) 当該の者のデータがEurodacの中に記録されている者とその申請者とが一致し

ているか否か。 

   

  whether the applicant corresponds to a person whose data is recorded in Eurodac. 

   

3. この規則の第9条 a第3項による自動化された処理が，規則(EU) 2018/1861の第24
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条に示す入国及び滞在の拒否の警報に一致する該当ありを報告したときは，査証当

局は，その警報が SISの中に入れられることとなった決定の根拠を検証する。当該根

拠が違法な移民のリスクと関連する場合，その警報は，その申請の評価のために考

慮に入れられてはならない。その査証当局は，規則(EU) 2018/1861の第26条第2項

に従って対処する。 

  

 Where the automated processing pursuant to Article 9a(3) of this Regulation has reported a 

hit corresponding to an alert for refusal of entry and stay as referred to in Article 24 of 

Regulation (EU) 2018/1861, the visa authority shall verify the ground for the decision 

following which this alert was entered in the SIS. If that ground is related to an illegal 

immigration risk, the alert shall not be taken into consideration for the assessment of the 

application. The visa authority shall proceed in accordance with Article 26(2) of Regulation 

(EU) 2018/1861. 

  

4. 第9条 jによって決定される違法な移民のリスクを基礎とする特定リスク指標は，適用

されてはならない。 

  

 The specific risk indicators based on illegal immigration risks determined pursuant to Article 

9j shall not apply. 

 

第 9条 c 職務権限のある査証当局による該当ありと関連する手動による検証及び事後

対応活動 

Article 9c  Manual verification and follow-up action with regard to hits by competent visa 

authorities 

 

1. 第 9条 a第 9項による該当ありは，査証の申請を処理している構成国の職務権限の

ある査証当局によって手動により検証される。 

  

 Any hit pursuant to Article 9a(9) shall be manually verified by the competent visa authority 

of the Member State processing the visa application. 

  

2. 本条第1項の下における手動による検証の目的のために，職務権限のある査証当局

は，申請ファイル及び全てのリンクされた申請ファイルへのアクセス並びに第 9 条 a

第9項による自動化された処理の間に引金となった該当ありへのアクセスをもつ。 

  

 For the purposes of manual verification under paragraph 1 of this Article, the competent visa 

authority shall have access to the application file and any linked application files, as well as 

to the hits triggered during the automated processing pursuant to Article 9a(9). 

  

 職務権限のある査証当局は，本条に示す検証が行われている間及び査証申請の審
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査が行われている間並びに不服申立ての発生の際，SIS，EES，ETIAS，Eurodacまた

は Interpol SLTD 中の該当ありの引金となったデータへの一時的なアクセスももつ。

そのような一時的なアクセスは，SIS，EES，ETIAS，Eurodac及び Interpol SLTD を統

治する法律文書に従うものとする。 

  

 The competent visa authority shall also have temporary access to data in the SIS, the EES, 

the ETIAS, Eurodac or Interpol SLTD that triggered the hit for the duration of the 

verifications referred to in this Article and the examination of the visa application and in the 

event of an appeal procedure. Such temporary access shall be in accordance with the legal 

instruments governing the SIS, the EES, the ETIAS, Eurodac and Interpol SLTD. 

  

3. 職務権限のある査証当局は，申請ファイルの中に記録された申請者の識別名が，問

合せ先である情報システムまたはデータベースのいずれかの中にあるデータと一致

するか否かを検証する。 

  

 The competent visa authority shall verify whether the identity of the applicant recorded in 

the application file corresponds to the data in any of the information systems or databases 

queried. 

  

4. 申請ファイルの中の個人データが，適格な情報システムまたはデータベースの中に

記録保存されたデータと一致するときは，その該当ありは，規則(EC) No 810/2009 の

第21条による査証申請の審査の中で考慮に入れられる。 

  

 Where the personal data in the application file correspond to the data stored in the relevant 

information system or database, the hit shall be taken into account in the examination of the 

visa application pursuant to Article 21 of Regulation (EC) No 810/2009. 

  

5. 申請ファイルの中の個人データが，適格な情報システムまたはデータベースの中に

記録保存されたデータと一致しないときは，職務権限のある査証当局は，誤った該当

ありを申請ファイルから消去する。 

  

 Where the personal data in the application file do not correspond to the data stored in the 

relevant information system or database, the competent visa authority shall erase the false 

hit from the application file. 

  

6. この規則の第9条a第13項による自動的な比較対照が，該当ありを報告するときは，

職務権限のある査証当局は，保安上のリスク，違法な移民のリスクまたは高感染のリ

スクを評価し，かつ，規則(EC) No 810/2009の第 21条による査証申請の審査の中で

それを考慮に入れる。職務権限のある査証当局は，いかなる状況においても，特定リ

スク指標を基礎とする該当ありを基礎として自動的に決定を行ってはならない。職務
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権限のある査証当局は，全ての案件において，保安上のリスク，違法な移民のリスク

及び高感染のリスクを個別に評価する。 

  

 Where automatic comparison pursuant to Article 9a(13) of this Regulation reports a hit, the 

competent visa authority shall assess the security, illegal immigration or high epidemic risk 

and shall take it into account in the examination of a visa application pursuant to Article 21 

of Regulation (EC) No 810/2009. The competent visa authority shall in no circumstances 

take a decision automatically on the basis of a hit based on specific risk indicators. The 

competent visa authority shall individually assess the security, illegal immigration and high 

epidemic risks in all cases. 

 

第9条d VISの指定された当局による該当ありの手動による検証 

Article 9d Manual verification of hits by VIS designated authorities 

 

1. 各構成国は，第 9 条 a 第 4 項(a)(iv)ないし(vii)，(e)，(f)及び(g)(ii)による該当ありと関

連する手動による検証及び事後対応活動の目的のための当局（「VIS の指定された

当局」）を指定する。構成国は，VIS の指定された当局として，複数の当局を指定し得

る。構成国は，欧州委員会及び eu-LISAに対し，VISの指定された当局を通知する。 

  

 Each Member State shall designate an authority (the “VIS designated authority”) for the 

purposes of the manual verification and follow-up action with regard to hits pursuant to 

points (a)(iv) to (vii), points (e) and (f) and point (g)(ii) of Article 9a(4). Member States may 

designate more than one authority as the VIS designated authority. Member States shall 

notify the Commission and eu-LISA of the VIS designated authority. 

  

 構成国が，VISの指定された当局として SIRENE事務局を指定することを選択すると

きは，当該構成国は，そのSIRENE事務局がこの規則の下においてVISの指定され

た当局に対して委任された職務を満たすことができるようにするための十分な付加

的な資源を割当てる。 

  

 Where Member States choose to designate the SIRENE Bureau as the VIS designated 

authority, they shall allocate sufficient additional resources to enable the SIRENE Bureau to 

fulfil the tasks entrusted to the VIS designated authority under this Regulation. 

  

2. VIS の指定された当局は，少なくとも通常の業務時間内は運用可能であるものとす

る。同当局は，本条及び第 9条 gに示す検証が行われている間は，該当ありの引金

となった申請ファイルの中に記録されたデータ及び SIS，ECRIS-TCN，Europolデー

タまたは Interpol TDAWNの中にあるデータへの一時的なアクセスをもつ。 

  

 The VIS designated authority shall be operational at least during regular working hours. It 
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shall have temporary access to the data recorded in the application file and the data in the 

SIS, ECRIS-TCN, Europol data or Interpol TDAWN that triggered the hit, for the duration 

of the verification referred to in this Article and in Article 9g. 

  

3. VIS の指定された当局は，VIS からその通知が送付された日から 2 業務日以内に，

申請ファイルの中に記録された申請者の識別名が，問合せ先である情報システムま

たはデータベースのいずれかの中に存在するデータと一致するか否かを検証す

る。 

  

 The VIS designated authority shall verify, within two working days from the notification 

sent by the VIS, whether the identity of the applicant recorded in the application file 

corresponds to the data present in one of the information systems or databases queried. 

  

4. 申請ファイルの中の個人データが，適格な情報システムまたはデータベースの中に

記録保存されたデータと一致しないときは，VIS の指定された当局は，申請ファイル

の中にある更に検証を要することの指示を消去する。 

  

 Where the personal data in the application file do not correspond to the data stored in the 

relevant information system or database, the VIS designated authority shall erase the 

indication in the application file that further verification is needed. 

 

第 9 条 e  ETIAS監視リスト内の該当ありと関連する手動による検証及び事後対応活

動 

Article 9e Manual verification and follow-up action with regard to hits in the ETIAS 

watchlist 

 

1. ETIAS 監視リストの中にデータを入れた構成国の ETIAS 国内ユニット，または，

Europol によってデータが入れられたときは，その申請を処理している構成国の

ETIAS国内ユニットは，第 9条 a第 4項(c)(ii)による該当ありを手動により検証し，か

つ，その該当ありと関連する事後対応活動を実行する。 

  

 The ETIAS National Unit of the Member State which entered the data in the ETIAS 

watchlist or, if the data was entered by Europol, the ETIAS National Unit of the Member 

State processing the application shall manually verify and carry out follow-up action with 

regard to hits pursuant to point (c)(ii) of Article 9a(4). 

  

2. 適格な ETIAS国内ユニットは，VISからその通知が送付された日から 2業務日以内

に，申請ファイルの中に記録されたデータが ETIAS監視リストの中にあるデータと一

致するか否かを検証する。 

  



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

83 

 

 The relevant ETIAS National Unit shall verify, within two working days from the 

notification sent by the VIS, whether the data recorded in the application file corresponds to 

the data in the ETIAS watchlist. 

  

3. 申請ファイルの中のデータが ETIAS 監視リストの中にあるデータと一致するときは，

ETIAS 国内ユニットは，その査証申請を処理している構成国の中央査証当局に対

し，その申請者が公共の保安に対するリスクを呈しているか否かに関する理由を付し

た意見書を提供する。その意見書は，規則(EC) No 810/2009の第21条による査証申

請の審査の中で考慮に入れられる。 

  

 Where the data in the application file corresponds to the data in the ETIAS watchlist, the 

ETIAS National Unit shall provide a reasoned opinion to the central visa authority of the 

Member State processing the visa application on whether the applicant poses a risk to public 

security, which shall be taken into account in the examination of the visa application pursuant 

to Article 21 of Regulation (EC) No 810/2009. 

  

4. Europolによってデータが ETIAS 監視リストの中に入れられたときは，その申請を処

理している構成国の ETIAS国内ユニットは，その ETIAS国内ユニットの理由を付し

た意見書を作成する目的のために，遅滞なく，Europol の意見を求める。その目的の

ために，その ETIAS国内ユニットは，Europolに対し，第9条第1項第4号に従って

その申請ファイルの中に記録されたデータを送付する。Europolは，その求めの日か

ら 60時間以内に回答する。同期限内に Europolが回答しないときは，査証を発給す

ることに対して反対するための根拠が存在しないとみなされる。 

  

 Where the data was entered into the ETIAS watchlist by Europol, the ETIAS National Unit 

of the Member State processing the application shall, for the purpose of drafting its reasoned 

opinion, request without delay the opinion of Europol. For that purpose, the ETIAS National 

Unit shall send the data recorded in the application file in accordance with point (4) of Article 

9 to Europol. Europol shall reply within 60 hours of the date of the request. Where Europol 

does not reply within that deadline, there shall be deemed to be no grounds for objecting to 

the issuing of the visa. 

  

5. ETIAS国内ユニットは，VISからその通知が送付された日から7暦日以内に，中央査

証当局に対し，理由を付した意見書を送付する。ETIAS 国内ユニットが同期限内に

理由を付した意見書を何ら送付しないときは，査証を発給することに対して反対する

ための根拠が存在しないとみなされる。 

  

 The ETIAS National Unit shall send the reasoned opinion to the central visa authority within 

seven calendar days from the notification sent by the VIS. Where the ETIAS National Unit 

sends no reasoned opinion within that deadline, there shall be deemed to be no grounds for 
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objecting to the issuing of the visa. 

  

6. 理由を付した意見書は，その査証申請を処理している構成国の中央査証当局のみ

がその意見書にアクセス可能であるようにされた態様で，その申請ファイルの中に記

録される。 

  

 The reasoned opinion shall be recorded in the application file in a manner that renders it 

accessible only to the central visa authority of the Member State processing the visa 

application. 

  

7. 申請ファイルの中のデータが ETIAS 監視リストの中のデータと一致しないときは，

ETIAS 国内ユニットは，その査証申請を処理している構成国の中央査証当局に対し

て連絡し，その中央査証当局は，その申請ファイルの中から，更に検証が必要である

との記録を消去する。 

  

 Where the data in the application file do not correspond to the data in the ETIAS watchlist, 

the ETIAS National Unit shall inform the central visa authority of the Member State 

processing the visa application which shall erase the record of further verification being 

needed from the application file. 

 

第9条 f  SIRENE事務局による一定の該当ありと関連する事後対応活動 

Article 9f Follow-up action with regard to certain hits by the SIRENE Bureau 

 

1. 第9条a第4項(a)(iii)ないし(vii)による該当ありの発生の際，かつ，手動による検証の

後において，職務権限のある査証当局または VISの指定された当局は，その申請を

処理している構成国の SIRENE事務局に対し，そのような該当ありを通知する。 

  

 In the event of hits pursuant to point (a)(iii) to (vii) of Article 9a(4), and after manual 

verification, the competent visa authority or the VIS designated authority shall notify such 

hits to the SIRENE Bureau of the Member State processing the application. 

  

2. 第9条a第4項(a)(iii)による該当ありの発生の際，その申請を処理している構成国の

SIRENE事務局は： 

  

 In the event of hits pursuant to point (a)(iii) of Article 9a(4), the SIRENE Bureau of the 

Member State processing the application shall: 

  

 (a) 送還の決定が入国禁止を伴うときは，発給構成国が，直ちに，送還に関する警

報を削除し，かつ，規則(EU) 2018/1861の第 24条第 1項(b)による入国及び滞

在の拒否に関する警報を入れるため，その発給構成国に対し，直ちに，補充的
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な情報の交換を介して連絡する； 

   

  where the return decision is accompanied by an entry ban, immediately inform the 

issuing Member State through the exchange of supplementary information, in order 

that the issuing Member State immediately delete the alert on return and enter an alert 

for refusal of entry and stay pursuant to point (b) of Article 24(1) of Regulation (EU) 

2018/1861; 

   

 (b) 送還の決定が入国禁止を伴わないときは，発給構成国が，遅滞なく，送還に関

する警報を削除するため，その発給構成国に対し，直ちに，補充的な情報の交

換を介して連絡する。 

   

  where the return decision is not accompanied by an entry ban, immediately inform the 

issuing Member State through the exchange of supplementary information, in order 

that the issuing Member State delete the alert on return without delay. 

   

3. この規則の第 9条 a第 4項(a)(iv)ないし(vii)による該当ありの発生の際，その申請を

処理している構成国の SIRENE事務局は，規則(EU) 2018/1862に従った何らかの適

切な事後対応活動をとる。 

  

 In the event of hits pursuant to point (a)(iv) to (vii) of Article 9a(4) of this Regulation, the 

SIRENE Bureau of the Member State processing the application shall take any appropriate 

follow-up action in accordance with Regulation (EU) 2018/1862. 

 

第9条 g VISの指定された当局による一定の該当ありと関連する事後対応活動 

Article 9g Follow-up action with regard to certain hits by VIS designated authorities 

 

1. 第 9条 a第 4項(e)，(f)または(g)(ii)による検証された該当ありの発生の際，VISの指

定された当局は，それが必要なときは，何らかの適切な事後対応活動をとる。その目

的のために，それが適切なときは，VISの指定された当局は，その申請を処理してい

る構成国の Interpol 国内中央事務局，Europol または理事会枠組み決定

2009/315/JHA(*)の第3条第1項に従って指定された有罪判決をしている構成国の中

央当局から意見聴取する。 

  

 In the event of verified hits pursuant to point (e) or (f) or point (g)(ii) of Article 9a(4), the VIS 

designated authority shall, if necessary, take any appropriate follow-up action. For that 

purpose, it shall consult, where appropriate, the Interpol National Central Bureau of the 

Member State processing the application, Europol or the central authority of the convicting 

Member State designated in accordance with Article 3(1) of Council Framework Decision 

2009/315/JHA(*). 
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2. VISの指定された当局は，その査証申請を処理している構成国の中央査証当局に対

し，その申請者が公共の保安に対する脅威を呈しているか否かに関する理由を付し

た意見書を提供する。その意見書は，規則(EC) No 810/2009の第21条による査証申

請の審査の中で考慮に入れられる。 

  

 The VIS designated authority shall provide a reasoned opinion on whether the applicant 

poses a threat to public security to the central visa authority of the Member State processing 

the visa application, which shall be taken it into account in the examination of the visa 

application pursuant to Article 21 of Regulation (EC) No 810/2009. 

  

3. この規則の第 9 条 a 第 4 項(e)による検証された該当ありの発生の際，規則(EU) 

2019/816の第 35条第 4項に従った ECRIS-TCNの運用開始よりも前に有罪判決が

宣告されたときは，VIS の指定された当局は，本条第 2 項に示す理由を付した意見

書の中で，その査証申請の日より前の 25年を超える日に宣告されたテロリスト犯罪を

理由とする有罪判決，または，その査証申請の日よりも前の 15 年を超える日に宣告

されたその他の重大犯罪を理由とする有罪判決を考慮に入れてはならない。 

  

 In the event of verified hits pursuant to point (e) of Article 9a(4) of this Regulation, where 

the conviction was handed down prior to the start of operations of ECRIS-TCN in 

accordance with Article 35(4) of Regulation (EU) 2019/816, the VIS designated authority 

shall, in the reasoned opinion referred to in paragraph 2 of this Article, not take account of 

convictions for terrorist offences handed down more than 25 years before the date of the visa 

application or of convictions for other serious criminal offences handed down more than 15 

years before the date of the visa application. 

  

4. 第 9条 a第 4項(f)に示す Europolデータに関し，VISの指定された当局によって該

当ありが手動により検証されたときは，その VISの指定された当局は，本条第 2項に

示す当該VISの指定された当局の職務を遂行するため，遅滞なく，Europolの意見を

求める。その目的のために，その VISの指定された当局は，Europolに対し，第 9条

第1項第4号，第5号及び第6号に従ってその申請ファイルの中に記録されたデー

タを送付する。Europol は，その求めの日から 60 時間以内に回答する。同期限内に

Europol が回答しないときは，査証を発給することに対して反対するための根拠が存

在しないとみなされる。 

  

 Where a hit manually verified by the VIS designated authority concerns the Europol data 

referred to in point (f) of Article 9a(4), the VIS designated authority shall request without 

delay the opinion of Europol in order to carry out its task as referred to in paragraph 2 of this 

Article. For that purpose, the VIS designated authority shall send the data recorded in the 

application file in accordance with points (4), (5) and (6) of Article 9 to Europol. Europol 

shall reply within 60 hours of the date of the request. Where Europol does not reply within 
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that deadline, there shall be deemed to be no grounds for objecting to the issuing of the visa. 

  

5. この規則の第 9条 a第 4項(a)(iv)による検証された該当ありの発生の際，かつ，警報

を発している構成国の SIRENE事務局からの意見聴取の後，その申請を処理してい

る構成国のVISの指定された当局は，その査証申請を処理している中央査証当局に

対し，その申請者が公共の保安に対する脅威を呈しているか否かに関する理由を付

した意見書を提供する。その意見書は，規則(EC) No 810/2009の第21条による査証

申請の審査の中で考慮に入れられる。 

  

 In the event of verified hits pursuant to point (a)(iv) of Article 9a(4) of this Regulation and 

after consulting the SIRENE bureau of the Member State issuing the alert, the VIS 

designated authority of the Member State processing the application shall provide a reasoned 

opinion on whether the applicant poses a threat to public security to the central visa authority 

processing the visa application, which shall be taken into account in the examination of the 

visa application pursuant to Article 21 of Regulation (EC) No 810/2009. 

  

6. 理由を付した意見書は，当該申請を処理している構成国の第9条dに示すVISの指

定された当局及び同じ構成国の中央査証当局のみがその意見書にアクセス可能で

あるようにされた態様で，その申請ファイルの中に記録される。 

  

 The reasoned opinion shall be recorded in the application file in a manner that renders it 

accessible only to the VIS designated authority referred to in Article 9d of the Member State 

processing the application and to the central visa authority of the same Member State. 

  

7. VIS の指定された当局は，VIS からその通知が送付された日から 7 暦日以内に，中

央査証当局に対し，理由を付した意見書を送付する。第 9条 a第 4項(e)による検証

された該当ありの発生の際，理由を付した意見書を送付する期限は，10暦日である。

VIS の指定された当局が当該期限内にそのような理由を付した意見書を何ら送付し

ないときは，査証を発給することに対して反対するための根拠が存在しないとみなさ

れる。 

  

 The VIS designated authority shall send the reasoned opinion to the central visa authority 

within seven calendar days from the notification sent by the VIS. In the event of verified hits 

pursuant to point (e) of Article 9a(4), the deadline for sending the reasoned opinion shall be 

10 calendar days. Where the VIS designated authority sends no such reasoned opinion 

within that deadline, there shall be deemed to be no grounds for objecting to the issuing of 

the visa. 
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第9条h 実装及びマニュアル 

Article 9h Implementation and manual 

 

1. 第9条aないし第9条gを実装する目的のために，eu-LISAは，構成国及びEuropol

と協力して，同各条に示す通知及び情報の交換のための適切な経路を設ける。 

  

 For the purpose of implementing Articles 9a to 9g, eu-LISA shall, in cooperation with the 

Member States and Europol, establish appropriate channels for the notifications and 

exchange of information referred to in those Articles. 

  

2. 欧州委員会は，問合せ，検証及び評価のために必要となる手続及び規定をマニュア

ルの中で定めるため，第48条aに従い，委任される行為を採択する。 

  

 The Commission shall adopt a delegated act in accordance with Article 48a to lay down in 

a manual the procedures and rules necessary for queries, verifications and assessments. 

 

第9条 i Europolの職責 

Article 9i Responsibilities of Europol 

 

Europolは，第 9条 a第 3項及び第 22条 b第 2項による問合せの自動化された処理が

可能であることを確保するため，その情報システムを適応させる。 

 

Europol shall adapt its information system to ensure that automated processing of the queries 

pursuant to Article 9a(3) and Article 22b(2) is possible. 

 

第9条 j 特定リスク指標 

Article 9j Specific risk indicators 

 

1. 特定リスク指標は，VIS の申請ファイルの中に記録されたデータと，本条第 4 項の下

においてETIAS中央ユニットによって設定され，保安上のリスク，違法な移民のリスク

または高感染のリスクを示す特定リスク指標との，この規則の第9条a第13項に従っ

た比較対照を介して，規則(EU) 2016/679の第4条第4号の中で定義されたプロファ

イリングを実現可能にするアルゴリズムとして適用される。ETIAS 中央ユニットは，

VISの中に特定リスク指標を入れる。 

  

 The specific risk indicators shall be applied as an algorithm enabling profiling as defined in 

point (4) of Article 4 of Regulation (EU) 2016/679 through the comparison in accordance 

with Article 9a(13) of this Regulation of the data recorded in an application file of the VIS 

with specific risk indicators established by the ETIAS Central Unit under paragraph 4 of this 

Article pointing to security, illegal immigration or high epidemic risks. The ETIAS Central 
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Unit shall enter the specific risk indicators in the VIS. 

  

2. 欧州委員会は，以下のものを基礎として，保安と関連するリスクもしくは違法な移民と

関連するリスクまたは高感染リスクの細目を定義するため，第 48条 aに従い，委任さ

れる行為を採択する： 

  

 The Commission shall adopt a delegated act in accordance with Article 48a to further define 

the risks related to security or illegal immigration or a high epidemic risk on the basis of: 

  

 (a) 特定の査証保有者グループの異常な率の不法滞在及び入国拒否を示す，EES

によって生成された統計； 

   

  statistics generated by the EES indicating abnormal rates of overstaying and refusals 

of entry for a specific group of visa holders; 

   

 (b) 特定の査証保有者グループと関係する保安上のリスク，違法な移民のリスクま

たは高感染のリスクのゆえの異常な率の査証申請の拒否を示す，第 45条 aに

従ってVISによって生成される統計； 

   

  statistics generated by the VIS in accordance with Article 45a indicating abnormal 

rates of refusals of visa applications due to a security, illegal immigration or high 

epidemic risk associated with a specific group of visa holders; 

   

 (c) 申請書を介して収集される情報と，査証保有者による不法滞在または入国拒否

との間の相関関係を示す，第45条aに従ってVISによって及び EESによって

生成される統計； 

   

  statistics generated by the VIS in accordance with Article 45a and the EES indicating 

correlations between information collected through the application form and 

overstaying by visa holders or refusals of entry; 

   

 (d) 特定リスク指標と関係して構成国から提供された事実である諸要素及び証拠ベ

ースの諸要素または構成国によって特定された脅威によって裏付けられた情

報； 

   

  information substantiated by factual and evidence-based elements provided by 

Member States concerning specific security risk indicators or threats identified by a 

Member State; 

   

 (e) 1 つの構成国に関する特定の査証保有者グループの異常な率の不法滞在及
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び入国拒否と関係して構成国から提供された事実である諸要素及び証拠ベー

スの諸要素によって根拠付けられる情報； 

   

  information substantiated by factual and evidence-based elements provided by 

Member States concerning abnormal rates of overstaying and refusals of entry for a 

specific group of visa holders for a Member State; 

   

 (f) 構成国から提供された特定の高感染のリスクに関する情報並びに欧州疾病予

防管理拠点から提供された疫学的監視情報とリスク評価及び世界保健機関から

報告された疾病発生。 

   

  information concerning specific high epidemic risks provided by Member States as 

well as epidemiological surveillance information and risk assessments provided by the 

European Centre for Disease Prevention and Control and disease outbreaks reported 

by the World Health Organization. 

   

3. 欧州委員会は，本条第 4 項に示す特定リスク指標が基礎とすべき，この規則の中で

及び本条第 2 項に示す委任される行為の中で定義されるリスクの細目を定めるため

の実装行為を採択する。同実装行為は，第 49条第 2項に示す審議手続に従って採

択される。 

  

 The Commission shall adopt an implementing act to specify the risks, as defined in this 

Regulation and in the delegated act referred to in paragraph 2 of this Article, on which the 

specific risks indicators referred to in paragraph 4 of this Article are to be based. That 

implementing act shall be adopted in accordance with the examination procedure referred to 

in Article 49(2). 

  

 本項第 1 副項に示す特定のリスクは，少なくとも 6 か月毎に再評価され，かつ，それ

が必要なときは，第49条第2項に示す審議手続に従い，欧州委員会によって新たな

実装行為が採択される。 

  

 The specific risks referred to in the first subparagraph of this paragraph shall be reviewed at 

least every six months and, where necessary, a new implementing act shall be adopted by 

the Commission in accordance with the examination procedure referred to in Article 49(2). 

  

4. 第3項に従って決定される特定のリスクを基礎として，ETIAS中央ユニットは，以下の

1 または複数のデータを含むデータの組合せによって構成される特定リスク指標の

セットを設定する： 

  

 Based on the specific risks determined in accordance with paragraph 3, the ETIAS Central 
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Unit shall establish a set of specific risk indicators consisting of a combination of data 

including one or several of the following: 

  

 (a) 年齢層，性，国籍； 

   

  age range, sex, nationality; 

   

 (b) 居住地である国及び市； 

   

  country and city of residence; 

   

 (c) 渡航先である構成国； 

   

  the Member States of destination; 

   

 (d) 最初に入国する構成国； 

   

  the Member State of first entry; 

   

 (e) 渡航の目的； 

   

  purpose of travel; 

   

 (f) 現在の職業（ジョブグループ）。 

   

  current occupation (job group). 

   

5. 特定リスク指標は，的を絞り，かつ，比例的なものとする。特定リスク指標は，いかなる

状況の中においても，個人の性もしくは年齢のみを基礎としてはならず，または，個

人の肌の色，人種，民族的な出自もしくは社会的な出自，遺伝的特性，言語，政治上

もしくはそれ以外の意見，信教もしくは思想上の信条，労働組合の構成員であること，

少数派国民の一員であること，財産，出生，身体の障害または性的指向を明らかにす

る情報のみを基礎としてはならない。 

  

 The specific risk indicators shall be targeted and proportionate. They shall, in no 

circumstances, be based solely on a person’s sex or age or on information revealing a 

person’s colour, race, ethnic or social origin, genetic features, language, political or any other 

opinion, religion or philosophical belief, trade union membership, membership of a national 

minority, property, birth, disability or sexual orientation. 
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6. 特定リスク指標は，VIS 選別委員会からの意見聴取の後，ETIAS 中央ユニットによっ

て，定義され，設定され，事前評価され，実装され，事後評価され，改訂され及び削除

される。 

  

 The specific risk indicators shall be defined, established, assessed ex ante, implemented, 

evaluated ex post, revised and deleted by the ETIAS Central Unit after consulting the VIS 

Screening Board. 

 

第9条k VIS選別委員会 

Article 9k VIS Screening Board 

 

1. ここに，助言の権能をもつ VIS選別委員会が，欧州国境沿岸警備局の中に設けられ

る。VIS 選別委員会は，各構成国の中央査証当局，欧州国境沿岸警備局及び

Europolの各1名の代表によって構成される。 

  

 A VIS Screening Board with an advisory function is hereby established within the European 

Border and Coast Guard Agency. It shall be composed of a representative of the central visa 

authority of each Member State, of the European Border and Coast Guard Agency and of 

Europol. 

  

2. ETIAS 中央ユニットは，第 9 条 j に示す特定リスク指標の定義，設定，事前評価，実

装，事後評価，改訂及び削除に関し，VIS選別委員会から意見聴取する。 

  

 The ETIAS Central Unit shall consult the VIS Screening Board on the definition, 

establishment, ex ante assessment, implementation, ex post evaluation, revision and deletion 

of the specific risk indicators referred to in Article 9j. 

  

3. VIS選別委員会は，第 2項に示す目的のために，意見書，運用指針，勧告及びベス

トプラクティスを発する。勧告を発する際，VIS選別委員会は，VIS基本的な権利指導

委員会から発された勧告を考慮に入れる。 

  

 The VIS Screening Board shall issue opinions, guidelines, recommendations and best 

practices for the purposes referred to in paragraph 2. When issuing recommendations, the 

VIS Screening Board shall take into consideration the recommendations issued by the VIS 

Fundamental Rights Guidance Board. 

  

4. VIS選別委員会は，必要なときはいつでも，かつ，少なくとも年2回，会合をもつ。VIS

選別委員会の会合の費用及び運営は，欧州国境沿岸警備局によって負担される。 

  

 The VIS Screening Board shall meet whenever necessary, and at least twice a year. The costs 
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and servicing of its meetings shall be borne by the European Border and Coast Guard 

Agency. 

  

5. VIS 選別委員会は，基本的な権利と関連する個別の問題に関し，とりわけ，プライバ

シー，個人データの保護及び非差別と関連する個別の問題に関し，VIS 基本的な権

利指導委員会から意見聴取し得る。 

  

 The VIS Screening Board may consult the VIS Fundamental Rights Guidance Board on 

specific issues related to fundamental rights, in particular with regard to privacy, the 

protection of personal data and non-discrimination. 

  

6. VIS 選別委員会は，VIS 選別委員会の最初の会合において，その構成員の単純多

数決により，手続規則を採択する。 

  

 The VIS Screening Board shall adopt rules of procedure at its first meeting by a simple 

majority of its members. 

 

第9条 l VIS基本的な権利指導委員会 

Article 9l VIS Fundamental Rights Guidance Board 

 

1. ここに，助言と評価の権能をもつ独立の VIS 基本的な権利指導委員会が設けられ

る。当該組織それぞれの職務権限及び独立性を妨げることなく，VIS 基本的な権利

指導委員会は，欧州国境沿岸警備局の基本的な権利責任者，欧州国境沿岸警備局

の基本的な権利に関する諮問フォーラムの代表，欧州データ保護監督官の代表，規

則(EU) 2016/679によって設けられた欧州データ保護委員会の代表及び基本的な権

利に関する欧州連合局の代表によって構成される。 

  

 An independent VIS Fundamental Rights Guidance Board with an advisory and appraisal 

function is hereby established. Without prejudice to their respective competences and 

independence, it shall be composed of the Fundamental Rights Officer of the European 

Border and Coast Guard Agency, a representative of the consultative forum on fundamental 

rights of the European Border and Coast Guard Agency, a representative of the European 

Data Protection Supervisor, a representative of the European Data Protection Board 

established by Regulation (EU) 2016/679 and a representative of the European Union 

Agency for Fundamental Rights. 

  

2. VIS 基本的な権利指導委員会は，定期的な評価を遂行し，また，申請の処理及び第

9 条 j の実装の基本的な権利に対する影響に関し，とりわけ，プライバシー，個人デ

ータの保護及び非差別と関連する基本的な権利に対する影響に関し，VIS選別委員

会に対して勧告を発する。 
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 The VIS Fundamental Rights Guidance Board shall perform regular appraisals and issue 

recommendations to the VIS Screening Board on the impact on fundamental rights of the 

processing of applications and of the implementation of Article 9j, in particular with regard 

to privacy, the protection of personal data and non-discrimination. 

  

 VIS 基本的な権利指導委員会は，基本的な権利と関連する個別の問題に関し，とり

わけ，プライバシー，個人データの保護及び非差別と関連する個別の問題に関して

VIS選別委員会から意見聴取を受けた際，VIS選別委員会の職務の執行においても

VIS選別委員会を支援する。 

  

 The VIS Fundamental Rights Guidance Board shall also support the VIS Screening Board 

in the execution of its tasks when consulted by the latter on specific issues related to 

fundamental rights, in particular with regard to privacy, the protection of personal data and 

non-discrimination. 

  

 VIS基本的な権利指導委員会は，規則(EU) 2018/1240の第 7条第 2項(e)に示す監

査へのアクセスをもつ。 

  

 The VIS Fundamental Rights Guidance Board shall have access to the audits referred to in 

point (e) of Article 7(2) of Regulation (EU) 2018/1240. 

  

3. VIS基本的な権利指導委員会は，必要なときはいつでも，かつ，少なくとも年2回，会

合をもつ。VIS 基本的な権利指導委員会の会合の費用及び運営は，欧州国境沿岸

警備局によって負担される。VIS 基本的な権利指導委員会の会合は，欧州国境沿岸

警備局の施設において開催される。VIS 基本的な権利指導委員会の会合の事務局

は，欧州国境沿岸警備局から提供される。VIS 基本的な権利指導委員会は，VIS 基

本的な権利指導委員会の最初の会合において，その構成員の単純多数決により，手

続規則を採択する。 

  

 The VIS Fundamental Rights Guidance Board shall meet whenever necessary, and at least 

twice a year. The costs and servicing of its meetings shall be borne by the European Border 

and Coast Guard Agency. Its meetings shall take place in premises of the European Border 

and Coast Guard Agency. The secretariat of its meetings shall be provided by the European 

Border and Coast Guard Agency. The VIS Fundamental Rights Guidance Board shall adopt 

rules of procedure at its first meeting by a simple majority of its members. 

  

4. VIS基本的な権利指導委員会の 1名の代表は，助言の権能をもって，VIS選別委員

会の会合への出席を求められる。VIS基本的な権利指導委員会の構成員は，VIS選

別委員会の情報及びファイルへのアクセスをもつ。 
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 One representative of the VIS Fundamental Rights Guidance Board shall be invited to attend 

the meetings of the VIS Screening Board in an advisory capacity. The members of the VIS 

Fundamental Rights Guidance Board shall have access to the information and files of the 

VIS Screening Board. 

  

5. VIS 基本的な権利指導委員会は，年次報告書を作成する。その報告書は，公衆が利

用できるようにされる。 

  

 The VIS Fundamental Rights Guidance Board shall produce an annual report. The report 

shall be made publicly available. 

 
(*) 構成国間における犯罪記録から抽出された情報の交換の組織化及び内容に関する 2009

年2月26日の理事会枠組み決定2009/315/JHA (OJ L 93, 7.4.2009, p. 23).」； 

Council Framework Decision 2009/315/JHA of 26 February 2009 on the organisation and content 

of the exchange of information extracted from the criminal record between Member States (OJ L 

93, 7.4.2009, p. 23).”;" 

 

(12)  第10条第1項において，(f)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 10(1), point (f) is replaced by the following: 

 

「(f) 規則(EC) No 810/2009の第 24 条及び第 25 条に従い，その査証の保有者が旅行

することを認められた領域；」； 

  

 “(f) the territory in which the visa holder is entitled to travel, in accordance with Articles 

24 and 25 of Regulation (EC) No 810/2009;”; 

 

(13)  第11条は，削除される。 

 

Article 11 is deleted; 

 

(14)  第12条第2項は，以下のとおり改正される： 

 

Article 12(2) is amended as follows: 

 

(a) (a)において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

in point (a) the following point is inserted: 

 

「(iia) 予定された空港乗継の目的及び条件を正当化する根拠を提供していな
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い；」； 

  

 “(iia) does not provide the justification for the purpose and conditions of the 

intended airport transit;”; 

 

(b) 以下のとおりの副項が挿入される： 

 

the following subparagraph is added: 

 

「VISの中における拒否の根拠の附番は，規則(EC) No 810/2009の別紙VIの中で

定められた標準拒否書式の中にある拒否の根拠の附番と一致するものとする。」； 

 

“The numbering of refusal grounds in the VIS shall correspond to the numbering of refusal 

grounds in the standard refusal form set out in Annex VI to Regulation (EC) No 

810/2009.”; 

 

(15)  第13条において，以下のとおりの項が挿入される： 

 

in Article 13, the following paragraph is added: 

 

「4. 本条第 1項及び第 2項によって申請ファイルがアップデートされるときは，VISは，

その査証を発給した構成国に対し，当該査証を取消しまたは破棄することの決定及

び当該決定の根拠を連絡する通知を送付する。そのような通知は，VIS 中央システ

ムによって自動的に生成され，かつ，第 16 条に従い，VISMail を介して送信され

る。」； 

  

 “4. When the application file is updated pursuant to paragraphs 1 and 2 of this Article, the 

VIS shall send a notification to the Member State that issued the visa, informing of the 

decision to annul or revoke that visa and the grounds for that decision. Such notification 

shall be generated automatically by the VIS Central system and transmitted via VISMail 

in accordance with Article 16.”; 

 

(16)  第15条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 15 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 1 is replaced by the following: 
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「1. 職務権限のある査証当局は，申請の審査の目的のために，並びに，適格な条

項に従って査証を取消し，破棄しまたは延長するか否かの決定を含め，当該

申請と関連する決定の目的のため，VIS に対して照会する。職務権限のある

査証当局のVISの照会は，以下のことを確定する： 

  

 “1. The competent visa authority shall consult the VIS for the purposes of the 

examination of applications and the decisions relating to those applications, including 

the decision whether to annul, revoke or extend the visa in accordance with the 

relevant provisions. The competent visa authority’s consultation of the VIS shall 

establish: 

  

 (a) その申請者が，査証を発給する，拒否する，取消す，破棄するまたは延

長する決定に服したか否か；及び 

   

  whether the applicant has been subject to a decision to issue, refuse, annul, 

revoke or extend a visa; and 

   

 (b) 申請者が，長期滞在査証または居住許可証を発給する，拒否する，撤回

する，破棄する，取消す，延長するまたは更新する決定に服したか否

か。」； 

   

  whether the applicant has been subject to a decision to issue, refuse, withdraw, 

revoke, annul, extend or renew a long-stay visa or residence permit.”; 

 

(b) 第2項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 2 is amended, as follows: 

 

(i) (c)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 point (c) is replaced by the following: 

  

 「(c) 渡航文書の種別及び番号，その渡航文書の有効期間の満了日，その

渡航文書を発給した国及びその渡航文書の発給日；」； 

   

  “(c) the type and number of the travel document, the date of expiry of the 

validity of the travel document, the country which issued the travel document 

and its date of issue;”; 

   

(ii) (f)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 
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 point (f) is replaced by the following: 

  

 「(ea) 顔画像； 

   

  “(ea) facial image; 

   

 (f) 査証スティッカ，長期滞在査証または居住許可証の番号及び過去の査

証，長期滞在査証または居住許可証の発給日。」； 

   

  the number of the visa sticker, long-stay visa or residence permit and the date 

of issue of any previous visa, long-stay visa or residence permit;”; 

 

(c) 以下のとおりの項が挿入される： 

 

the following paragraph is inserted: 

 

「2a. 第2項(ea)に示す顔画像は，唯一の探索基準であってはならない。」； 

  

 “2a. The facial image referred to in point (ea) of paragraph 2 shall not be the only 

search criterion.”; 

 

(d) 第3項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 3 is replaced by the following: 

 

「3. 本条第 2項の中で列挙された 1または複数のデータによる探索が，VISの中

に申請者に関するデータが記録されていることを示すときは，職務権限のある

査証当局は，本条第 1 項に示す目的のみのために，申請ファイル並びに第 8

条第3項及び第4項並びに第 22条 a第 4項によってリンクされた申請ファイ

ルへのアクセスを与えられる。」； 

  

 “3. If the search with one or several of the data listed in paragraph 2 of this Article 

indicates that data on the applicant are recorded in the VIS, the competent visa 

authority shall be given access to the application files and the linked application files 

pursuant to Article 8(3) and (4) and Article 22a(4), solely for the purposes referred to 

in paragraph 1 of this Article.”; 

 

(17)  第16条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 16 is replaced by the following: 
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「第 16条 照会及び文書の要請のためのVISの利用 

“Article 16 Use of the VIS for consultation and requests for documents 

 

1. 規則(EC) No 810/2009の第 22条に従った申請に関する中央査証当局間の照会の

目的のために，照会の要請及びその照会に対する回答は，本条第 2 項に従って伝

送される。 

  

 For the purposes of consultation between central visa authorities on applications in 

accordance with Article 22 of Regulation (EC) No 810/2009, the consultation request and 

the responses thereto shall be transmitted in accordance with paragraph 2 of this Article. 

  

2. 規則(EC) No 810/2009の第22条によって事前の照会が要求されている特定の第三

国国民または特定の類型のそのような国民に属していることに関して VISの中に申

請ファイルがつくられるときは，VIS は，自動的に，VISMail によって，指示された 1

または複数の構成国に対し，照会を求める要請書を伝送する。 

  

 When an application file is created in the VIS regarding a national of a specific third country 

or belonging to a specific category of such nationals for which prior consultation is 

requested pursuant to Article 22 of Regulation (EC) No 810/2009, the VIS shall 

automatically transmit by VISMail the request for consultation to the Member State or the 

Member States indicated. 

  

 照会を受けた 1 または複数の構成国は，VIS に対してその構成国の回答を伝送す

る。VIS は，その申請ファイルをつくった構成国に対する当該回答を VISMail によ

って伝送する。 

  

 The Member State or the Member States consulted shall transmit their response to the VIS, 

which shall transmit by VISMail that response to the Member State which created the 

application. 

  

 消極の回答の場合においては，その回答は，その申請者が，公共政策，国内の保

安，公衆衛生または国際関係に対する脅威を呈するか否かを示す。 

  

 In the case of a negative response, the response shall specify whether the applicant poses a 

threat to public policy, internal security, public health or international relations. 

  

 照会の手続を実行する目的のみのために，規則(EC) No 810/2009 の第 22 条に従

い，特定の第三国国民または特定の類型のそのような国民から申立てられた統一

査証を求める査証申請を審査する間において，当該構成国の中央当局が他の構成

国の中央当局から照会を受けることを要請する構成国のリストは，VISの中に統合さ
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れる。VISは，同リストの集中化された運営管理のための機能性を提供する。 

  

 Solely for the purpose of carrying out the consultation procedure, the list of Member States 

requiring that their central authorities be consulted by other Member States’ central 

authorities during the examination of visa applications for uniform visas lodged by 

nationals of specific third countries or specific categories of such nationals in accordance 

with Article 22 of Regulation (EC) No 810/2009 shall be integrated into the VIS. The VIS 

shall provide the functionality for the centralised management of that list. 

  

3. VISMailによる情報の伝送は，以下の伝送に対しても適用される： 

  

 The transmission of information by VISMail shall also apply to: 

  

 (a) 規則(EC) No 810/2009の第 31条による特定の第三国国民または特定の類型

のそのような国民に対して発給された査証に関する情報（事後の通知）の伝

送； 

   

  the transmission of information on visas issued to nationals of specific third countries 

or to specific categories of such nationals (ex post notification) pursuant to Article 31 

of Regulation (EC) No 810/2009; 

   

 (b) 規則(EC) No 810/2009の第 25条第4項によって発給された有効地域制限の

ある査証に関する情報の伝送； 

   

  the transmission of information on visas issued with limited territorial validity 

pursuant to Article 25(4) of Regulation (EC) No 810/2009; 

   

 (c) 第13条第4項によって査証を取消す決定及び破棄する決定並びに当該決定

の根拠に関する情報の伝送； 

   

  the transmission of information on decisions to annul and revoke a visa and the 

grounds for that decision pursuant to Article 13(4); 

   

 (d) 第 24条第 2項及び第 25条第 2項それぞれによるデータの訂正または消去

の要請書並びに第38条第2項による構成国間の連絡の伝送； 

   

  the transmission of requests for data rectification or erasure pursuant to Article 24(2) 

and Article 25(2) respectively as well as contacts between Member States pursuant 

to Article 38(2); 
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 (e) VISの中に記録された個人データまたは領事間協力と関係する個人データの

伝送を伴う領事間協力と関連する，当該申請を支える文書の複製物を職務権

限のある査証当局に対して転送することの要請書の伝送と関連する，及び，そ

れらの文書の電子的な複製物の伝送と関連する，他の全てのメッセージ。 

   

  all other messages related to consular cooperation that entail transmission of personal 

data recorded in the VIS or related to it, to the transmission of requests to the 

competent visa authority to forward copies of documents supporting the application 

and to the transmission of electronic copies of those documents. 

   

3a. 規則(EC) No 810/2009の第31条による，特定の第三国国民または特定の類型のそ

のような国民に対して他の構成国から発給された査証について当該構成国の中央

当局が情報提供を受けることを要請する構成国のリストは，VIS の中に統合される。

VISは，同リストの集中化された運営管理を定める。 

  

 The list of Member States requiring that their central authorities be informed of visas issued 

by other Member States to nationals of specific third countries or to specific categories of 

such nationals pursuant to Article 31 of Regulation (EC) No 810/2009 shall be integrated 

into the VIS. The VIS shall provide for the centralised management of that list. 

  

3b. 第3項(a)，(b)及び(c)による情報の伝送は，VISによって自動的に生成される。 

  

 The transmission of information pursuant to points (a), (b) and (c) of paragraph 3 shall be 

automatically generated by the VIS. 

  

3c. 職務権限のある査証当局は，3業務日以内に，第3項(e)による要請に対して回答す

る。 

  

 The competent visa authorities shall respond to requests pursuant to point (e) of paragraph 

3 within three working days. 

  

4. 本条によって伝送される個人データは，中央査証当局の照会と情報提供及び領事

間協力のみのために利用される。」； 

  

 The personal data transmitted pursuant to this Article shall be used solely for the 

consultation and information of central visa authorities and consular cooperation.”; 

 

(18)  第17条は，削除される； 

 

Article 17 is deleted; 
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(19)  第 III章の表題は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

the title of Chapter III is replaced by the following: 

 

「他の当局からの査証データへのアクセス」； 

 

“ACCESS TO VISA DATA BY OTHER AUTHORITIES”; 

 

(20)  第17条 aは，以下のとおり改正される： 

 

Article 17a is amended, as follows: 

 

(a) 第3項において，(e)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 3, point (e) is replaced by the following: 

 

「(e) 査証保有者の識別名が指紋もしくは顔画像を用いて検証されるときは，規則

(EU) 2017/2226の第23条第2項及び第4項並びにこの規則の第18条第6

項に従い，指紋によって，または，申請書の提出を受けてその顔画像がその

場で撮影されたことが記載されて VISの中にその顔画像が記録されていると

きはその顔画像によって，VIS を探索対象として査証保有者の識別名を検証

するため。」； 

  

 “(e) verify, where the identity of a visa holder is verified using fingerprints or a facial 

image, the identity of a visa holder with fingerprints or, where the facial image is 

recorded in the VIS with the indication that it was taken live upon submission of the 

application, with the facial image against the VIS, in accordance with Article 23(2) 

and (4) of Regulation (EU) 2017/2226 and Article 18(6) of this Regulation.”; 

 

(b) 以下のとおりの各項が挿入される： 

 

the following paragraphs are inserted: 

 

「3a. 相互運用性は，申請書の提出を受けてその顔画像がその場で撮影されたこ

とが記載されてVISの中にその顔画像が記録されている場合において，EES

の個人ファイルから，規則(EU) 2017/2226の第16条第1項(d)に示す顔画像

の消去のプロセスをVISが開始できるようにする。 

  

 “3a. Interoperability shall enable the VIS to launch the process of erasure of the facial 

image referred to in point (d) of Article 16(1) of Regulation (EU) 2017/2226 from 
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the individual file of the EES where a facial image is recorded in the VIS with the 

indication that it was taken live upon submission of the application. 

  

3b. 相互運用性は，規則(EU) 2017/2226の第 16条第 3項に従って 12歳未満の

児童の出国が入国／出国記録の中に入れられた場合において，この規則の

第 23 条第 3 項に従って EESが VISに対して自動的に通知できるようにす

る。」； 

  

 Interoperability shall enable the EES to automatically notify the VIS in accordance 

with Article 23(3) of this Regulation where the exit of a child below the age of 12 is 

entered in the entry/exit record in accordance with Article 16(3) of Regulation (EU) 

2017/2226.”; 

 

(21)  第18条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 18 is amended as follows: 

 

(a) 第4項において，(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 4, point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 顔画像；」； 

  

 “(b) facial images;”; 

 

(b) 第5項において，(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 5, point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 顔画像；」； 

  

 “(b) facial images;”; 

 

(c) 第6項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 6 is amended as follows: 

 

(i) 第1副項(a)において，(ii)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 in point (a) of the first subparagraph, point (ii) is replaced by the following: 
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 「(ii) 関係する国境入国地点において，規則(EU) 2017/2226の第 23条第 2

項に従い，指紋またはその場で撮影された顔画像を用いて同一性が

検証される；」； 

   

  “(ii) the identity is verified, at the border crossing point concerned, using 

fingerprints or the facial image taken live in accordance with Article 23(2) of 

Regulation (EU) 2017/2226;”; 

   

(ii) 第2副項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 the second subparagraph is replaced by the following: 

  

 「EES が運用されている国境において点検を実行することに関する職務権限

のある当局は，VIS の中に記録されている指紋またはその場で撮影された顔

画像を探索対象として，査証保有者の指紋または顔画像を検証する。当該の

者の指紋または顔画像が利用され得ない査証保有者に関しては，第1項に示

す探索は，第1項の中で定められた英数字データによって実行される。」； 

  

 “The competent authorities for carrying out checks at borders at which the EES is 

operated shall verify the fingerprints or the facial image of the visa holder against the 

fingerprints or the facial image taken live recorded in the VIS. For visa holders whose 

fingerprints or facial image cannot be used, the search referred to in paragraph 1 shall 

be carried out with the alphanumeric data provided for in paragraph 1.”; 

 

(d) 第7項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 7 is replaced by the following: 

 

「7. 第 6 項の中で定められたように VIS を探索対象として指紋または顔画像を検

証する目的のために，職務権限のある当局は，EES から VIS に対して探索を

開始し得る。」； 

  

 “7. For the purpose of verifying the fingerprints or facial images against the VIS as 

provided for in paragraph 6, the competent authority may launch a search from the 

EES to the VIS.”; 

 

(22)  第19条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 19 is amended as follows: 
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(a) 第1項において，第2副項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 1, the second subparagraph is replaced by the following: 

 

「査証保有者の識別名が指紋によっては検証され得ないときは，職務権限のある当局

は，顔画像を用いる検証も実行し得る。」； 

 

“Where the identity of the visa holder cannot be verified with fingerprints, the competent 

authorities may also carry out verification by means of a facial image.”; 

 

(b) 第2項において，(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 2, point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 顔画像；」； 

  

 “(b) facial images;”; 

 

(23)  第19条 aにおいて，第4項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 19a, paragraph 4 is replaced by the following: 

 

「4. 加えて，第2項に示すデータによる探索が，第三国国民と関係するデータがVISの

中に記録されていることを示すときは，EES が運用されている国境において点検を

実行することに関する職務権限のある当局は，VISの中に記録された指紋またはそ

の場で撮影された顔画像を探索対象として，その第三国国民の指紋または顔画像

を検証する。当該当局は，EES から検証を開始し得る。指紋または顔画像が利用さ

れ得ない第三国国民に関しては，その探索は，第 2 項の中で定められた英数字デ

ータのみによって実行される。 

  

 “4. In addition, if the search with the data referred to in paragraph 2 indicates that data 

concerning the third-country national are recorded in the VIS, the competent authority for 

carrying out checks at borders at which the EES is operated shall verify the fingerprints or 

the facial image of the third-country national against the fingerprints or the facial image 

taken live recorded in the VIS. That authority may launch the verification from the EES. 

For third-country nationals whose fingerprints or facial image cannot be used, the search 

shall be carried out only with the alphanumeric data provided for in paragraph 2.”; 

 

(24)  第20条は，以下のとおり改正される： 
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Article 20 is amended, as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 1 is replaced by the following: 

 

「1. 過去にVISの中に登録されたかもしれない者の識別の目的のみのために，ま

たは，構成国の領土内に入国しもしくはその領土上で滞在しもしくは居住する

ための要件を満たさない者もしくは満たさなくなった者の識別の目的のみの

ために，EES が運用されている国境において点検を実行することに関する職

務権限のある当局，または，その構成国の領土に入国もしくはその領土上で

滞在もしくは居住するための条件が満たされている否かに関し，その構成国

の領土内において点検を実行することに関する職務権限のある当局は，当該

の者の指紋による探索のためのVISに対するアクセスをもつ。 

  

 “1. Solely for the purposes of the identification of any person who may have been 

registered previously in the VIS or who does not, or no longer, fulfils the conditions 

for the entry to, or stay or residence on, the territory of the Member States, the 

authorities competent for carrying out checks at borders at which the EES is operated 

or within the territory of the Member States as to whether the conditions for entry to, 

or stay or residence on, the territory of the Member States are fulfilled, shall have 

access to the VIS to search with the fingerprints of that person. 

  

 当該の者の指紋が利用され得ない場合，または，その指紋による探索が失敗

するときは，その探索は，第9条第1項第4号(a)，(aa)，(b)，(c)もしくは(ca)また

は第 5 号に示すデータを用いて実行される。ただし，顔画像は，唯一の探索

基準であってはならない。」； 

  

 Where the fingerprints of that person cannot be used or the search with the 

fingerprints fails, the search shall be carried out with the data referred to in point 

(4)(a), (aa), (b), (c) or (ca), or point (5) of Article 9. However, the facial image shall 

not be the only search criterion.”; 

 

(b) 第2項において，(c)及び(d)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 2, points (c) and (d) are replaced by the following: 

 

「(c) 顔画像； 

  

 “(c) facial images; 
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(d) 第 10条ないし第 14条に示す，発給され，拒否され，取消され，破棄されまた

は延長された査証に関して入れられたデータ。」； 

  

 the data entered in respect of any visa issued, refused, annulled, revoked or extended 

referred to in Articles 10 to 14.”; 

 

(25)  第21条及び第22条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Articles 21 and 22 are replaced by the following: 

 

「第 21条 国際的な保護を求める申請に関する職責の帰属を決定するためのVISデー

タへのアクセス 

“Article 21 Access to VIS data for determining the responsibility for applications for 

international protection 

 

1. 規則(EU) No 604/2013の第 12条及び第 34条に従って国際的な保護を求める申請

の審査をすることに関する職責を負う構成国を決定する目的のみのために，職務権

限のある難民当局は，国際的な保護を求める申請者の指紋による探索のため，VIS

へのアクセスをもつ。 

  

 For the sole purpose of determining the Member State responsible for examining an 

application for international protection in accordance with Articles 12 and 34 of Regulation 

(EU) No 604/2013, the competent asylum authorities shall have access to the VIS to search 

with the fingerprints of the applicant for international protection. 

  

 国際的な保護を求める申請者の指紋が利用され得ない場合，または，その指紋によ

る探索が失敗するときは，その探索は，第 9条第 1項第 4号(a)，(aa)，(b)，(c)もしくは

(ca)または第 5 号に示すデータによって実行される。ただし，顔画像は，唯一の探索

基準であってはならない。 

  

 Where the fingerprints of the applicant for international protection cannot be used or the 

search with the fingerprints fails, the search shall be carried out with the data referred to in 

point (4)(a), (aa), (b), (c) or (ca), or point (5) of Article 9. However, the facial image shall not 

be the only search criterion. 

  

2. 本条第 1項の中で列挙されたデータによる探索が，国際的な保護を求める申請の日

の前6か月以内の有効期間をもって発給された査証または国際的な保護を求める申

請の日の前 6か月以内の有効期間で延長された査証がVISの中に記録されている

ことを示すときは，その職務権限のある難民当局は，本条第 1 項に示す目的のみの

ために，申請ファイルの以下のとおりのデータを照会するための，並びに，本項(e)の
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中で列挙されたデータに関しては，第8条第4項による配偶者及び児童のリンクされ

た申請ファイルの以下のとおりのデータを照会するための VIS へのアクセスを与え

られる： 

  

 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that a visa issued with 

an expiry date of no more than six months before the date of the application for international 

protection, or a visa extended to an expiry date of no more than six months before the date 

of the application for international protection, is recorded in the VIS, the competent asylum 

authority shall have access to the VIS to consult the following data of the application file, 

and as regards the data listed in point (e) of this paragraph of the spouse and children, 

pursuant to Article 8(4), for the sole purpose referred to in paragraph 1 of this Article: 

  

 (a) 申請番号及びその査証を発給しまたは延長した当局，並びに，当該当局が他

の構成国の代わりにその査証を発給したか否か； 

   

  the application number and the authority that issued or extended the visa, and whether 

the authority issued it on behalf of another Member State; 

   

 (b) 第9条第1項第4号(a)及び(aa)に示す，申請書から取得されたデータ； 

   

  the data taken from the application form referred to in point (4)(a) and (aa) of Article 

9; 

   

 (c) 顔画像； 

   

  facial images; 

   

 (d) 第 10 条，第 13 条及び第 14 条に示す発給され，取消され，破棄されまたは延

長された査証に関して入れられたデータ； 

   

  the data entered in respect of any visa issued, annulled, revoked or extended referred 

to in Articles 10, 13 and 14; 

   

 (e) 配偶者及び児童と関連するリンクされた申請ファイルの第 9条第1項第 4号(a)

及び(aa)に示すデータ。 

   

  the data referred to in point (4)(a) and (aa) of Article 9 of the linked application files 

relating to the spouse and children. 

   

3. 本条第1項及び第2項によるVISの照会は，規則(EU) No 604/2013の第34条第6
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項に示す指定された国内当局によってのみ実行される。 

  

 The consultation of the VIS pursuant to paragraphs 1 and 2 of this Article shall be carried out 

only by the designated national authorities referred to in Article 34(6) of Regulation (EU) 

No 604/2013. 

 

第22条 国際的な保護を求める申請の審査のためのVISデータへのアクセス 

Article 22 Access to VIS data for examining the application for international protection 

 

1. 国際的な保護を求める申請の審査の目的のみのために，職務権限のある難民当局

は，国際的な保護を求める申請者の指紋による探索のため，規則(EU) No 604/2013

の第34条に従ったアクセスをもつ。 

  

 For the sole purpose of examining an application for international protection, the competent 

asylum authorities shall have access in accordance with Article 34 of Regulation (EU) No 

604/2013 to search with the fingerprints of the applicant for international protection. 

  

 国際的な保護を求める申請者の指紋が利用され得ない場合，または，指紋による探

索が失敗するときは，その探索は，第 9 条第 1 項第 4 号(a)，(aa)，(b)，(c)もしくは(ca)

または第5号に示すデータによって実行される。ただし，顔画像は，唯一の探索基準

であってはならない。 

  

 Where the fingerprints of the applicant for international protection cannot be used or the 

search with the fingerprints fails, the search shall be carried out with the data referred to in 

point (4)(a), (aa), (b), (c) or (ca), or point (5) of Article 9. However, the facial image shall not 

be the only search criterion. 

  

2. 本条第 1項の中で列挙されたデータによる探索が，国際的な保護を求める申請者に

関するデータがVISの中に記録されていることを示すときは，その職務権限のある難

民当局は，本条第1項に示す目的のみのために，その申請者の以下のとおりのデー

タをを照会するため，並びに，第 8条第3項による申請者の申請ファイルの以下のと

おりのデータを照会するため，及び，本項(f)の中で列挙されたデータに関しては，第

8 条第 4 項による配偶者と児童のリンクされた全ての申請ファイルの以下のとおりの

データを照会するため，VISへのアクセスをもつ： 

  

 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that data on the 

applicant for international protection is recorded in the VIS, the competent asylum authority 

shall have access to the VIS to consult the following data of the applicant and of any linked 

application files of the applicant pursuant to Article 8(3), and, as regards the data listed in 

point (f) of this paragraph, of the spouse and children, pursuant to Article 8(4), for the sole 
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purpose referred to in paragraph 1 of this Article: 

  

 (a) 申請番号； 

   

  the application number; 

   

 (b) 第9条第1項第4号に示す，申請書から取得されたデータ； 

   

  the data taken from the application forms referred to in point (4) of Article 9; 

   

 (c) 第9条第1項第5号に示す顔画像； 

   

  facial images as referred to in point (5) of Article 9; 

   

 (d) 第9条第1項第7号に示す渡航文書の生体画像データページのスキャン； 

   

  scans of the biographic data page of the travel document as referred to in point (7) of 

Article 9; 

   

 (e) 第 10 条，第 13 条及び第 14 条に示す発給され，取消され，破棄されまたは延

長された査証に関して入れられたデータ； 

   

  the data entered in respect of any visa issued, annulled, revoked or extended referred 

to in Articles 10, 13 and 14; 

   

 (f) 配偶者及び児童と関連するリンクされた申請ファイルの第 9条第 1項第 4号に

示すデータ。 

   

  the data referred to in point (4) of Article 9 of the linked application files relating to the 

spouse and children. 

  

3. 本条第1項及び第2項によるVISの照会は，規則(EU) No 604/2013の第34条第6

項に示す指定された国内当局によってのみ実行される。」； 

  

 The consultation of the VIS pursuant to paragraphs 1 and 2 of this Article shall be carried out 

only by the designated national authorities referred to in Article 34(6) of Regulation (EU) 

No 604/2013.”; 

 

(26)  第22条の後に，以下のとおりの章が挿入される： 

 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

111 

 

after Article 22, the following chapters are inserted: 

 

「第 III章a 長期滞在査証及び居住許可証に関するデータの入力及び利用 

“Chapter IIIa Entry and Use of Data on Long-Stay Visas and Residence Permits 

第22条 a 長期滞在査証または居住許可証を求める申請を受けてデータを入れる手続 

Article 22a Procedures for entering data upon application for a long-stay visa or residence 

permit 

 

1. 長期滞在査証または居住許可証を求める申請を受け，申請書を収集することまたは

審査することに関する職務権限のある当局は，適格な欧州連合法または国内法に従

って当該データが申請者から提供されることが要求される範囲内で，以下のとおりの

データをVISの中に入れることによって，遅滞なく，申請ファイルを作成する。 

  

 Upon application for a long-stay visa or residence permit, the authority competent for 

collecting or examining the application shall create without delay an application file, by 

entering the following data in the VIS as far as those data are required to be provided by the 

applicant in accordance with the relevant Union or national law: 

  

 (a) 申請番号； 

   

  application number; 

   

 (b) 長期滞在査証または居住許可証が求められたことを示す状態の情報； 

   

  status information, indicating that a long-stay visa or residence permit has been 

requested; 

   

 (c) 当該当局の所在地を含め，その申請が申立てられた当局； 

   

  the authority with which the application has been lodged, including its location; 

   

 (d) 姓（家族名），名；出生日；1もしくは複数の現在の国籍；性；出生地； 

   

  surname (family name), first name(s), date of birth, current nationality or nationalities, 

sex, place of birth; 

   

 (e) 渡航文書の種別及び番号； 

   

  type and number of the travel document; 
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 (f) 渡航文書の有効期間の満了日； 

   

  the date of expiry of the validity of the travel document; 

   

 (g) その渡航文書を発給した国及びその渡航文書の発給日； 

   

  the country which issued the travel document and its date of issue; 

   

 (h) 渡航文書の生体画像データページのスキャン； 

   

  a scan of the biographic data page of the travel document; 

   

 (i) 未成年者の場合，その申請者の親権者または法律上の保護者の姓及び名； 

   

  in the case of minors, surname and first names of the applicant’s parental authority or 

legal guardian; 

   

 (j) その申請書の提出を受けてその顔画像がその場で取得されたのか否かの表

示のある申請者の顔画像； 

   

  the facial image of the applicant, with an indication of whether the facial image was 

taken live upon submission of the application; 

   

 (k) 申請者の指紋。 

   

  fingerprints of the applicant. 

   

2. 第1項(k)に示す指紋に関しては，6歳未満の児童の指紋は，VISの中に入れられて

はならない。 

  

 With regard to fingerprints as referred to in point (k) of paragraph 1, the fingerprints of 

children below the age of six shall not be entered in the VIS. 

  

 第 1 項(j)及び(k)に示す顔画像及び指紋に関しては，未成年者のデータは，以下の

条件の全てに適合する場合に限り，VISの中に入れられる： 

  

 With regard to facial images and fingerprints as referred to in points (j) and (k) of paragraph 

1, the data of minors shall be entered in the VIS only where all of the following conditions 

are met: 
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 (a) 未成年者のデータを取得する職員は，児童にとって親和的でありかつ児童にと

って配慮のある態様で，かつ，児童の最善の利益と児童の権利に関する国連

条約の中で定められた安全確保を全面的に尊重して未成年者の生体要素デ

ータを取得するために特に訓練を受けた； 

   

  the staff taking the data of a minor have been trained specifically to take a minor’s 

biometric data in a child-friendly and child-sensitive manner and in full respect of the 

best interests of the child and the safeguards laid down in the United Nations 

Convention on the Rights of the Child; 

   

 (b) 全ての未成年者は，そのデータが取得される際，成人の家族構成員または法

律上の保護者によって同伴される； 

   

  every minor is accompanied by an adult family member or legal guardian when the 

data is taken; 

   

 (c) そのデータを取得するためにいかなる強制力も用いられていない。 

   

  no force is used to take the data. 

  

3. 申請ファイルの作成の後，VISは，第22条bによる問合せを自動的に開始する。 

  

 Upon creation of the application file, the VIS shall automatically launch the queries pursuant 

to Article 22b. 

  

4. 申請者がグループの一員としてまたは家族構成員と共に申請した場合，当局は，グ

ループ内の各人について 1 つの申請ファイルを作成し，かつ，長期滞在査証または

居住許可証を求めて共に申請をした者らのファイルとリンクする。 

  

 If the applicant has applied as part of a group or with a family member, the authority shall 

create an application file for each person in the group and link the files of the persons having 

applied together for long-stay visas or residence permits. 

  

5. 欧州連合法または国内法に従って個別のデータが提供されることが要求されない場

合または提供され得ない場合，個別のデータの欄は，「適用なし」と記される。指紋の

場合において，当該システムは，欧州連合法または国内法に従って指紋が提供され

ることが要求されない場合と，指紋が提供され得ない場合との間で区別を設けること

を許容する。 

  

 Where particular data are not required to be provided in accordance with Union or national 
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law or cannot be provided, the specific data fields shall be marked as ‘not applicable’. In the 

case of fingerprints, the system shall permit a distinction to be made between the cases where 

fingerprints are not required to be provided in accordance with Union or national law and 

the cases where they cannot be provided. 

 

第22条b 情報システム及びデータベースの問合せ 

Article 22b Queries of information systems and databases 

 

1. 申請ファイルは，本条に従って該当ありを識別するため，VIS によって自動的に処

理される。VISは，各申請ファイルを個別に審査する。 

  

 The application files shall be processed automatically by the VIS to identify hits in 

accordance with this Article. The VIS shall examine each application file individually. 

  

2. 当該個人が，規則(EU) 2016/399 の第 6 条第 1 項(e)により，当該構成国の公共政

策，国内の保安または公衆衛生に対する脅威を呈し得るか否かを評価する目的の

ために，及び，この規則の第 2条第 2項(f)に示す事項の目的のため，VISは，この

規則の第 22条 a第 1項の(d)ないし(g)，(i)，(j)及び(k)に示す適格なデータと，以下

のシステムまたはデータベース中の記録，ファイルまたは警報の中に存在している

データとを比較対照するために，ESPを用いることによって，問合せを開始する： 

  

 For the purpose of assessing whether the person could pose a threat to the public policy, 

internal security or public health of the Member States pursuant to point (e) of Article 6(1) 

of Regulation (EU) 2016/399 and for the purposes of the objective referred to in point (f) 

of Article 2(2) of this Regulation, the VIS shall launch a query by using the ESP to compare 

the relevant data referred to in points (d) to (g) and points (i), (j) and (k) of Article 22a(1) of 

this Regulation with the data present in a record, file or alert registered in: 

  

 (a) SIS； 

   

  the SIS; 

   

 (b) EES； 

   

  the EES; 

   

 (c) ETIAS監視リストを含め，ETIAS； 

   

  the ETIAS, including the ETIAS watchlist; 
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 (d) VIS； 

   

  the VIS; 

   

 (e) ECRIS-TCN； 

   

  the ECRIS-TCN; 

   

 (f) Europolデータ； 

   

  the Europol data; 

   

 (g) Interpol SLTD；及び 

   

  Interpol SLTD, and 

   

 (h) Interpol TDAWN。 

   

  Interpol TDAWN. 

  

 比較対照は，問合せ先である情報システムまたはデータベースが英数字データと

生体要素データのいずれかのみを収録している場合を除き，英数字データと生体

要素データの両者によって行われる。 

  

 The comparison shall be made with both alphanumeric and biometric data, unless the 

information system or database queried contains only one of those data categories. 

  

3. とりわけ，VISは，以下のことを検証する： 

  

 In particular, the VIS shall verify: 

  

 (a) SISに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards the SIS, whether: 

   

  (i) その申請のために用いられた渡航文書が，紛失し，盗取され，不正流

用されまたは無効化された渡航文書と一致する； 

    

   the travel document used for the application corresponds to a travel document 

which has been lost, stolen, misappropriated or invalidated; 
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  (ii) その申請者が，入国拒否及び滞在拒否の警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert for refusal of entry and stay; 

    

  (iii) その申請者が，送還に関する警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on return; 

    

  (iv) その申請者が，欧州逮捕令状を基礎とする身柄引渡しの目的のための

逮捕のために指名手配されている者または引渡しの目的のための逮捕

のために指名手配されている者に関する警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on persons wanted for arrest for surrender 

purposes on the basis of a European Arrest Warrant, or wanted for arrest for 

extradition purposes; 

    

  (v) その申請者が，渡航から除外される必要のある行方不明者または脆弱

な者に関する警報の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on missing persons or vulnerable persons 

who need to be prevented from travelling; 

    

  (vi) その申請者が，法務上の手続の補助が求められている者に関する警報

の対象者である； 

    

   the applicant is subject to an alert on persons sought to assist with a judicial 

procedure; 

    

  (vii) その申請者またはその渡航文書が，隠密点検，照会点検または個別点

検の対象者または対象事項に関する警報の対象である； 

    

   the applicant or the travel document is subject to an alert on persons or objects 

for discreet checks, inquiry checks or specific checks; 

    

 (b) EESに関しては，その申請者が，規則(EU) 2016/399の別紙Vのパート Bの

(B)，(D)，(H)または(I)と一致する理由を基礎として入国を拒否されたとして

EESの中に記録されているか否か； 

   

  as regards the EES, whether the applicant is recorded as having been refused entry in 

the EES on the basis of a reason corresponding to point (B), (D), (H) or (I) of Part B 
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of Annex V to Regulation (EU) 2016/399; 

   

 (c) ETIASに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards the ETIAS, whether: 

   

  (i) その申請者が，規則(EU) 2018/1240の第 37条第 1項(a)，(b)，(d)もしく

は(e)もしくは第 37 条第 2 項と一致する理由を基礎として，当該の者に

関して拒否され，取消されもしくは破棄された渡航許可が ETIAS の中

に記録されている者である，または，その申請者の渡航文書が，そのよ

うな拒否され，取消されまたは破棄された渡航許可と一致する； 

    

   the applicant is a person for whom refused, annulled or revoked travel 

authorisation is recorded in the ETIAS on the basis of a reason corresponding 

to point (a), (b), (d) or (e) of Article 37(1) or to Article 37(2) of Regulation 

(EU) 2018/1240, or the applicant’s travel document corresponds to such 

refused, annulled or revoked travel authorisation; 

    

  (ii) 申請の一部として提供されたデータが，ETIAS監視リストの中に存在す

るデータと一致する； 

    

   the data provided as part of the application correspond to data present in the 

ETIAS watchlist; 

    

 (d) VISに関しては，その申請者が，以下の者と一致するか否か： 

   

  as regards the VIS, whether the applicant corresponds to a person: 

   

  (i) 第 12条第 2項の(a)(i)，(v)もしくは(vi)または(b)と一致する理由を基礎と

して，当該の者に関して拒否され，取消されまたは破棄された査証が

VISの中に記録されている； 

    

   for whom a refused, annulled or revoked visa is recorded in the VIS on the 

basis of a reason corresponding to point (a)(i), (v) or (vi) or point (b) of Article 

12(2); 

    

  (ii) 第 22条 d第 1項(a)と一致する理由を基礎として，当該の者に関して拒

否され，撤回され，破棄されまたは取消された長期滞在査証または居住

許可証がVISの中に記録されている；または 
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   for whom a refused, withdrawn, revoked or annulled long-stay visa or 

residence permit is recorded in the VIS on the basis of a reason corresponding 

to point (a) of Article 22d(1); or 

    

  (iii) 当該の者の渡航文書が，(i)または(ii)の中に示す拒否され，撤回され，

破棄されまたは取消された査証，長期滞在査証または居住許可証と一

致する； 

    

   whose travel document corresponds to a refused, withdrawn, revoked or 

annulled visa, long-stay visa or residence permit referred to in point (i) or (ii); 

    

 (e) ECRIS-TCN に関しては，申請者が，テロリスト犯罪による有罪判決が関係して

いる範囲内で過去25年の間に，または，それ以外の重大犯罪による有罪判決

が関係している範囲内で過去15年の間に，当該の者のデータがECRIS-TCN

のシステムの中に記録された者と一致するか否か； 

   

  as regards the ECRIS-TCN, whether the applicant corresponds to a person whose 

data have been recorded in that system during the previous 25 years as far as 

convictions for terrorist offences are concerned or during the previous 15 years as far 

as convictions for other serious criminal offences are concerned; 

   

 (f) Europol データに関しては，その申請において提供されたデータが，Europol

データの中に記録されたデータと一致するか否か； 

   

  as regards Europol data, whether the data provided in the application correspond to 

data recorded in Europol data; 

   

 (g) Interpolのデータベースに関しては，以下のとおりであるか否か： 

   

  as regards Interpol databases, whether: 

   

  (i) その申請のために用いられた渡航文書が，Interpol SLTDの中にある報

告された紛失し，盗取されまたは無効化された渡航文書と一致する； 

    

   the travel document used for the application corresponds to a travel document 

reported lost, stolen or invalidated in Interpol SLTD; 

    

  (ii) その申請のために用いられた渡航文書が，Interpol TDAWN の中にあ

るファイルに記録された渡航文書と一致する。 
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   the travel document used for the application corresponds to a travel document 

recorded in a file in Interpol TDAWN. 

    

4. 行方不明者または脆弱な者，法務上の手続による補助が求められている者及び隠

密点検，照会点検または個別点検の対象者または対象事項に関する SIS 警報は，

第2条第2項(f)に示す対象事項の目的のために限り，問合せを受ける。 

  

 SIS alerts in respect of missing persons or vulnerable persons, persons sought to assist with 

a judicial procedure and persons or objects for discreet checks, inquiry checks or specific 

checks shall be queried only for the purposes of the objective referred to in point (f) of 

Article 2(2). 

  

5. Interpol SLTD及び Interpol TDAWNに関しては，問合せまたは検証は，いかなる情

報も Interpol警報の保有者に対して明らかにされないような方法で遂行される。 

  

 As regards Interpol SLTD and Interpol TDAWN, any queries or verification shall be 

performed in such a way that no information shall be revealed to the owner of the Interpol 

alert. 

  

 本項の中で定められた要件が満たされないときは，VIS は，Interpol のデータベー

スに問合せをしてはならない。 

  

 If the requirement provided for in this paragraph is not fulfilled, the VIS shall not query 

Interpol databases. 

  

6. Europolデータに関しては，自動化された処理は，規則(EU) 2016/794の第 21条第

1項bに従い，適切な通知を受ける。 

  

 As regards Europol data, the automated processing shall receive the appropriate notification 

in accordance with Article 21(1b) of Regulation (EU) 2016/794. 

  

7. 問合せのために用いられた申請ファイルからのデータの全部または一部が，第2項

に示す情報システムまたはデータベースの記録，警報またはファイルの中に存在

するデータと全面的にまたは部分的に一致するときは，該当ありに引金がかかる。

第 18 項に示すマニュアルは，誤りの該当ありの数を抑制するための蓋然性の程度

を含め，部分的な一致を定義する。 

  

 A hit shall be triggered where all or some of the data from the application file used for the 

query correspond fully or partially to the data present in a record, alert or file of the 

information systems or databases referred to in paragraph 2. The manual referred to in 
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paragraph 18 shall define partial correspondence, including a degree of probability to limit 

the number of false hits. 

  

8. 第 2項に示す自動的な比較対照が，第 3項(a)(i)，(ii)及び(iii)，(b)，(c)(i)，(d)並びに

(g)(i)と関連する該当ありを報告するときは，VIS は，申請ファイルの中に，該当あり

への参照，及び，それが適格なときは，該当ありの引金となったデータを入れた構

成国または供給した構成国への参照を付加する。 

  

 Where the automatic comparison referred to in paragraph 2 reports a hit related to point 

(a)(i), (ii) and (iii), point (b), point (c)(i), point (d) and point (g)(i) of paragraph 3, the VIS 

shall add a reference in the application file to any hit and, where relevant, the Member States 

that entered or supplied the data having triggered the hit. 

  

9. 第2項に示す自動的な比較対照が，第3項の(a)(iv)，(c)(ii)，(e)，(f)及び(g)(ii)と関連

する該当ありを報告するときは，VIS は，申請ファイルの中に，更に検証を要するこ

とを表示するだけとする。 

  

 Where the automatic comparison referred to in paragraph 2 reports a hit related to point 

(a)(iv), point (c)(ii), points (e) and (f) and point (g)(ii) of paragraph 3, the VIS shall only 

indicate in the application file that further verification is needed. 

  

 第3項の(a)(iv)，(e)，(f)及び(g)(ii)による該当ありの発生の際，VISは，その申請を処

理している構成国の VIS の指定された当局に対し，そのような該当ありと関連する

自動化された通知を送付する。そのような自動化された通知は，22条a第1項(d)な

いし(g)，(i)，(j)及び(k)に従って申請ファイルの中に記録されたデータを含める。 

  

 In the event of hits pursuant to point (a)(iv), points (e) and (f) and point (g)(ii) of paragraph 

3, the VIS shall send an automated notification regarding such hits to the VIS designated 

authority of the Member State processing the application. Such automated notification shall 

contain the data recorded in the application file in accordance with points (d) to (g), and (i), 

(j) and (k) of Article 22a(1). 

  

 第 3 項(c)(ii)による該当ありの発生の際，VIS は，そのデータを入れた構成国の

ETIAS国内ユニットに対し，または，そのデータがEuropolによって入れられた場合

には，その申請を処理している構成国の ETIAS 国内ユニットに対し，そのような該

当ありと関連する自動化された通知を送付する。当該自動化された通知は，第22条

a 第 1 項(d)ないし(g)及び(i)に従って申請ファイルの中に記録されたデータを含め

る。 

  

 In the event of hits pursuant to point (c)(ii) of paragraph 3, the VIS shall send an automated 
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notification regarding such hits to the ETIAS National Unit of the Member State that 

entered the data or, if the data was entered by Europol, to the ETIAS National Unit of the 

Member States processing the application. That automated notification shall contain the 

data recorded in the application file in accordance with points (d) to (g) and (i) of Article 

22a(1). 

  

10. 第 2 項に示す自動的な比較対照が，第 3 項(a)(v)，(vi)及び(vii)と関連する該当あり

を報告するときは，VIS は，申請ファイルの中に該当ありを記録してはならず，か

つ，申請ファイルの中に，更に検証を要することを表示してもならない。 

  

 Where the automatic comparison referred to in paragraph 2 reports a hit related to point 

(a)(v), (vi) and (vii) of paragraph 3, the VIS shall neither record the hit in the application 

file nor indicate in the application file that further verification is needed. 

  

11. 第 34条及び第 45条 aに従ったログ，報告及び統計の保存の目的のために，申請

ファイルの中に，該当ありの引金となったデータ記録のユニークな参照番号が保存

される。 

  

 The unique reference number of the data record having triggered a hit shall be kept in the 

application file for the purpose of the keeping of logs, reporting and statistics in accordance 

with Articles 34 and 45a. 

  

12. 第 8項による該当ありは，長期滞在査証または居住許可証を求める申請を処理して

いる構成国の職務権限のある査証当局または移民当局によって手動により検証さ

れる。 

  

 Any hit pursuant to paragraph 8 shall be manually verified by the competent visa or 

immigration authority of the Member State processing the application for a long-stay visa 

or residence permit. 

  

 本項第 1 副項の下における手動による検証の目的のために，職務権限のある当局

は，申請ファイル及び全てのリンクされた申請ファイルへのアクセス並びに第8項に

よる自動化された処理の間に引金となった該当ありへのアクセスをもつ。 

  

 For the purposes of manual verification under the first subparagraph of this paragraph, the 

competent authority shall have access to the application file and any linked application files, 

as well as to the hits triggered during the automated processing pursuant to paragraph 8. 

  

 職務権限のある当局は，本条に示す検証が行われている間及び長期滞在査証また

は居住許可証を求める申請の審査が行われている間並びに不服申立ての発生の
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際，VIS，SIS，EES，ETIASまたは Interpol SLTDの中にある該当ありの引金となった

データへの一時的なアクセスももつ。 

  

 The competent authority shall also have temporary access to data in the VIS, the SIS, the 

EES, the ETIAS, or Interpol SLTD that triggered the hit for the duration of the verifications 

referred to in this Article and the examination of the application for a long-stay visa or 

residence permit and in the event of an appeal procedure. 

  

 職務権限のある当局は，申請ファイルの中に記録された申請者の識別名が，問合

せ先である情報システムまたはデータベースのいずれかの中にあるデータと一致

するか否かを検証する。 

  

 The competent authority shall verify whether the identity of the applicant recorded in the 

application file corresponds to the data in any of the information systems and databases 

queried. 

  

 申請ファイルの中の個人データが，適格な情報システムまたはデータベースの中

に記録保存されたデータと一致するときは，その該当ありは，長期滞在査証または

居住許可証を求める申請者が，その申請を処理している構成国の公共政策，国内

の保安または公衆衛生に対する脅威を呈し得るか否かを評価する際に考慮に入れ

られる。 

  

 Where the personal data in the application file correspond to the data stored in the relevant 

information system or database, the hit shall be taken into account when assessing whether 

the applicant for a long-stay visa or a residence permit could pose a threat to the public 

policy, internal security or public health of the Member States processing the application. 

  

 当該該当ありが，当該の者に関して入国拒否及び滞在拒否の警報または送還に関

する警報が他の構成国によって SIS の中に入れられた者と関係するときは，規則

(EU) 2018/1861の第27条または規則(EU) 2018/1860の第9条による事前の照会が

適用される。 

  

 Where the hit concerns a person in respect of whom an alert for refusal of entry and stay or 

an alert on return has been entered into the SIS by another Member State, the prior 

consultation pursuant to Article 27 of Regulation (EU) 2018/1861 or Article 9 of 

Regulation (EU) 2018/1860 shall apply. 

  

 申請ファイルの中の個人データが，適格な情報システムまたはデータベースの中

に記録保存されたデータと一致しないときは，職務権限のある当局は，誤った該当

ありを申請ファイルから消去する。 
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 Where the personal data in the application file do not correspond to the data stored in the 

relevant information system or database, the competent authority shall erase the false hit 

from the application file. 

  

13. 本条第 3 項(a)(iv)ないし(vii)，(e)，(f)及び(g)(ii)による該当ありの VIS の指定された

当局による手動による検証に関しては，第9条dがしかるべく適用される。 

  

 For the manual verification of hits pursuant to points (a)(iv) to (vii), points (e) and (f) and 

point (g)(ii) of paragraph 3 of this Article by VIS designated authorities, Article 9d shall 

apply accordingly. 

  

14. 本条第 3項(c)(ii)による ETIAS監視リストの中の該当ありと関連する ETIAS国内ユ

ニットによる手動による検証及び事後対応活動に関しては，第9条eがしかるべく適

用される。中央査証当局への参照は，長期滞在査証または居住許可証に関して職

務権限のある査証当局または移民当局への参照として理解される。 

  

 For the manual verification and follow-up action with regard to hits in the ETIAS watchlist 

pursuant to point (c)(ii) of paragraph 3 of this Article by ETIAS National Units, Article 9e 

shall apply accordingly. The reference to the central visa authority shall be understood as 

referring to the visa or immigration authority competent for long-stay visas or residence 

permits. 

  

15. 本条第 3項の(a)(iv)ないし(vii)による SISの中の該当ありに関する SIRENE事務局

による事後対応活動に関しては，第9条 fがしかるべく適用される。 

  

 For follow-up action with regard to hits in the SIS pursuant to point (a)(iv) to (vii) of 

paragraph 3 of this Article by the SIRENE Bureaux, Article 9f shall apply accordingly. 

  

16. 本条第 3 項の(a)(iv)，(e)，(f)または(g)(ii)による該当ありと関連する VIS の指定され

た当局による事後対応活動に関しては，第 9 条 g がしかるべく適用される。中央査

証当局への参照は，長期滞在査証または居住許可証に関して職務権限のある査証

当局または移民当局への参照として理解される。 

  

 For follow-up action with regard to hits pursuant to point (a)(iv) or point (e) or (f) or point 

(g)(ii) of paragraph 3 of this Article by the VIS designated authorities, Article 9g shall apply 

accordingly. The reference to the central visa authority shall be understood as referring to 

the visa or immigration authority competent for long-stay visas or residence permits. 

  

17. 本条の実装の目的のために，eu-LISA は，構成国及び Europol と協力して，本条に

示す通知及び情報の交換のための適切な経路を設ける。 
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 For the purpose of implementing this Article, eu-LISA shall, in cooperation with the 

Member States and Europol, establish appropriate channels for the notifications and 

exchange of information referred to in this Article. 

  

18. 欧州委員会は，問合せ，検証及び評価のために必要となる手続及び規定をマニュ

アルの中で定めるため，第48条aに従い，委任される行為を採択する。 

  

 The Commission shall adopt a delegated act in accordance with Article 48a to lay down in 

a manual the procedures and rules necessary for queries, verifications and assessments. 

 

第22条 c 発給された長期滞在査証または居住許可証に関して付加されるデータ 

Article 22c Data to be added for a long-stay visa or residence permit issued 

 

職務権限のある当局が長期滞在査証または居住許可証を発給することを決定するとき

は，当該当局は，適格な欧州連合法及び国内法に従い，そのデータが収集されている申

請ファイルに，以下のとおりのデータを付加する： 

 

Where a competent authority decides to issue a long-stay visa or residence permit, it shall add the 

following data to the application file where the data is collected in accordance with the relevant 

Union and national law: 

 

(a) 長期滞在査証または居住許可証が発給されたことを示す状態の情報； 

  

 status information indicating that a long-stay visa or residence permit has been issued; 

  

(b) その決定を行った当局； 

  

 the authority that took the decision; 

  

(c) その長期滞在査証または居住許可証を発給する決定の地及び日； 

  

 place and date of the decision to issue the long-stay visa or residence permit; 

  

(d) 発給された文書の種別（長期滞在査証または居住許可証）； 

  

 the type of document issued (long-stay visa or residence permit); 

  

(e) 発給された長期滞在査証または居住許可証の番号； 

  

 the number of the issued long-stay visa or residence permit; 
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(f) その長期滞在査証または居住許可証の有効期間の開始日及び満了日； 

  

 the commencement and the expiry dates of the validity of the long-stay visa or residence 

permit; 

  

(g) それが利用可能なときは，かつ，長期滞在査証または居住許可証を求める申請の

際に申請ファイルに入れられていないときは，第 22条 a第 1項の中で列挙された

データ。 

  

 data listed in Article 22a(1), if available and not entered in the application file upon 

application for a long-stay visa or residence permit. 

 

第 22 条 d 拒否された長期滞在査証または居住許可証の一定の場合において付加さ

れるデータ 

Article 22d Data to be added in certain cases of a long-stay visa or residence permit refused 

 

1. その申請者が公共政策，国内の保安もしくは公衆衛生に対する脅威を呈すると判断

されることを理由として，または，不正に入手され，偽造されもしくは改竄された文書

をその申請者が提示したことを理由として，職務権限のある当局が長期滞在査証また

は居住許可証を拒否することを決定するときは，当該当局は，適格な欧州連合法及

び国内法に従い，当該データが収集されている申請ファイルに，以下のとおりのデ

ータを付加する： 

  

 Where a competent authority decides to refuse a long-stay visa or a residence permit because 

the applicant is considered to pose a threat to public policy, internal security or public health 

or the applicant has presented documents which were fraudulently acquired, or falsified, or 

tampered with, it shall add the following data to the application file where the data is 

collected in accordance with the relevant Union and national law: 

  

 (a) その申請者が公共政策，国内の保安もしくは公衆衛生に対する脅威を呈すると

判断されることを理由として，または，不正に入手され，偽造されもしくは改竄さ

れた文書をその申請者が提示したことを理由として，その長期滞在査証または

居住許可証が拒否されたことを示す状態の情報； 

   

  status information indicating that the long-stay visa or residence permit has been 

refused because the applicant is considered to pose a threat to public policy, internal 

security or public health, or because the applicant presented documents which were 

fraudulently acquired, or falsified, or tampered with; 

   

 (b) その決定を行った当局； 
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  the authority that took the decision; 

   

 (c) その決定の地及び日。 

   

  place and date of the decision. 

   

2. 第 1 項に示す理由以外の理由を基礎として長期滞在査証または居住許可証を拒否

する最終決定が行われたときは，その申請ファイルは，遅滞なく，VIS から削除され

る。 

  

 Where a final decision to refuse a long-stay visa or a residence permit has been taken on the 

basis of reasons other than those referred to in paragraph 1, the application file shall be 

deleted without delay from the VIS. 

 

第 22 条 e 撤回され，破棄されまたは取消された長期滞在査証または居住許可証に関

して付加されるデータ 

Article 22e Data to be added for a long-stay visa or residence permit withdrawn, revoked 

or annulled 

 

職務権限のある当局が長期滞在査証または居住許可証を撤回，破棄または取消すことを

決定するときは，当該当局は，適格な欧州連合法及び国内法に従い，当該データが収集

されている申請ファイルに，以下のとおりのデータを付加する： 

 

Where a competent authority decides to withdraw, revoke or annul a long-stay visa or residence 

permit, it shall add the following data to the application file where the data is collected in 

accordance with the relevant Union and national law: 

 

(a) その長期滞在査証または居住許可証が撤回され，破棄されまたは取消されたことを

示す状態の情報； 

  

 status information indicating that the long-stay visa or residence permit has been 

withdrawn, revoked or annulled; 

  

(b) その決定を行った当局； 

  

 the authority that took the decision; 

  

(c) その決定の地及び日； 

  

 place and date of the decision; 
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(d) それが適用可能なときは，第 22条 dに従い，その長期滞在査証または居住許可証

の撤回，破棄または取消しの根拠。 

  

 where applicable, the grounds for withdrawal, revocation or annulment of the long-stay 

visa or residence permit, in accordance with Article 22d. 

 

第 22 条 f 延長された長期滞在査証または更新された居住許可証に関して付加される

データ 

Article 22f Data to be added for a long-stay visa extended or residence permit renewed 

 

1. 職務権限のある当局が長期滞在査証を延長することを決定するときは，当該当局は，

適格な欧州連合法及び国内法に従い，当該データが収集されている申請ファイル

に，以下のとおりのデータを付加する： 

  

 Where a competent authority decides to extend a long-stay visa, it shall add the following 

data to the application file, where the data is collected in accordance with the relevant Union 

and national law: 

  

 (a) その長期滞在査証が延長されたことを示す状態の情報； 

   

  status information indicating that the long-stay visa has been extended; 

   

 (b) その決定を行った当局； 

   

  the authority that took the decision; 

   

 (c) その決定の地及び日； 

   

  place and date of the decision; 

   

 (d) 査証スティッカの番号； 

   

  the number of the visa sticker; 

   

 (e) その長期滞在査証の有効期間の開始日及び満了日。 

   

  the commencement and the expiry dates of the validity of the long-stay visa. 

  

2. 職務権限のある当局が居住許可証を更新することを決定するときは，第 22条 cが適

用される。 
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 Where a competent authority decides to renew a residence permit, Article 22c applies. 

 

第 22 条 g 対外国境入国地点における長期滞在査証及び居住許可証の検証のための

VISデータへのアクセス 

Article 22g Access to VIS data for verification of long-stay visas and residence permits at 

external border crossing points 

 

1. 長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の識別名を検証すること，または，長期滞

在査証もしくは居住許可証の真正性及び有効性を検証すること，または，規則(EU) 

2016/399 の第 6 条に従って構成国の領土に入国するための条件が満たされている

か否かを検証することの目的のみのために，同規則に従って対外国境入国地点に

おいて点検を実行することに関する職務権限のある当局は，以下のとおりのデータ

を用いてVISを探索するためのアクセスをもつ： 

  

 For the sole purpose of verifying the identity of the holder of the long-stay visa or residence 

permit, or the authenticity and the validity of the long-stay visa or residence permit or 

whether the conditions for entry to the territory of the Member States in accordance with 

Article 6 of Regulation (EU) 2016/399 are fulfilled, the competent authorities for carrying 

out checks at external border crossing points in accordance with that Regulation shall have 

access to search the VIS using the following data: 

  

 (a) 姓（家族名）；1もしくは複数の名（ギブンネーム）；出生日；1もしくは複数の国籍；

性；1 もしくは複数の渡航文書の種別及び番号；1 もしくは複数の渡航文書の発

給国の 3文字コード；1もしくは複数の渡航文書の有効期間の満了日；または 

   

  surname (family name), first name or names (given names); date of birth; nationality 

or nationalities; sex; type and number of the travel document or documents; three letter 

code of the issuing country of the travel document or documents; and the date of expiry 

of the validity of the travel document or documents; or 

   

 (b) 長期滞在査証もしくは居住許可証の番号。 

   

  the number of the long-stay visa or residence permit. 

   

2. 本条第 1 項の中で列挙されたデータによる探索が，その長期滞在査証もしくは居住

許可証の保有者に関するデータが VIS の中に記録されていることを示すときは，職

務権限のある国境管理当局は，本条第 1項に示す目的のみのために，申請ファイル

の以下のとおりのデータ及び第 22条 a第 4 項によってリンクされた申請ファイルの

以下のとおりのデータを照会するため，VISへのアクセスをもつ： 
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 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that data on the holder 

of the long-stay visa or residence permit are recorded in the VIS, the competent border 

control authority shall have access to the VIS to consult the following data of the application 

file and of linked application files pursuant to Article 22a(4), solely for the purposes referred 

to in paragraph 1 of this Article: 

  

 (a) 当該長期滞在査証もしくは居住許可証が発給され，撤回され，破棄され，取消さ

れ，延長されまたは更新されたかどうかを示す，その当該長期滞在査証もしくは

居住許可証の状態の情報； 

   

  the status information of the long-stay visa or residence permit indicating if it has been 

issued, withdrawn, revoked, annulled, extended or renewed; 

   

 (b) 第22条 cの(d)，(e)及び(f)に示すデータ； 

   

  the data referred to in points (d), (e), and (f) of Article 22c; 

   

 (c) それが適用可能なときは，第22条 f第1項(d)及び(e)に示すデータ； 

   

  where applicable, the data referred to in points (d) and (e) of Article 22f(1); 

   

 (d) 第22条 a第1項(j)に示す顔画像。 

   

  facial images as referred to in point (j) of Article 22a(1). 

  

3. 第 1 項に示す目的のために，対外国境入国地点において点検を実行することに関

する職務権限のある当局は，VIS の中に記録された指紋またはその場で撮影された

顔画像を探索対象として，その長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の指紋ま

たは顔画像を検証するためにも，VISへのアクセスをもつ。 

  

 For the purposes referred to in paragraph 1, the competent authorities for carrying out checks 

at external border crossing points shall also have access to the VIS to verify the fingerprints 

or the facial image of the holder of the long-stay visa or residence permit against the 

fingerprints or the facial image taken live recorded in the VIS. 

  

4. その長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の検証が失敗するとき，または，そ

の長期滞在査証もしくは居住許可証もしくは渡航文書の保有者の識別名またはその

長期滞在査証もしくは居住許可証もしくは渡航文書の真正性に関して疑問が存在す

るときは，対外国境入国地点において点検を実行することに関する職務権限のある

当局の適正に権限を与えられた職員は，第 22 条 i第 1 項及び第 2項に従い，VIS
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データへのアクセスをもつ。 

  

 Where verification of the holder of the long-stay visa or residence permit fails or where there 

are doubts as to the identity of the holder or the authenticity of the long-stay visa or residence 

permit or the travel document, the duly authorised staff of the competent authorities for 

carrying out checks at external border crossing points shall have access to VIS data in 

accordance with Article 22i(1) and (2). 

 

第22条h 構成国の領土内における検証のためのVISデータへのアクセス 

Article 22h Access to VIS data for verification within the territory of the Member States 

 

1. 長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の識別名を検証すること，または，長期滞

在査証もしくは居住許可証の真正性及び有効性を検証すること，または，構成国の領

土に入り，その領土上で滞在もしくは居住するための条件が満たされているか否か

を検証することの目的のみのために，その構成国の領土内に入り，その領土上で滞

在しまたは居住するための条件が満たされているか否かに関してその構成国の領

土内において点検を実行することに関する職務権限のある当局は，当該長期滞在査

証もしくは居住許可証の保有者の指紋の検証と組み合わせて長期滞在査証もしくは

居住許可証の番号により探索するため，または，当該長期滞在査証もしくは居住許可

証の番号により探索するため，VISへのアクセスをもつ。 

  

 For the sole purpose of verifying the identity of the holder of the long-stay visa or residence 

permit, or the authenticity and the validity of the long-stay visa or residence permit or 

whether the conditions for entry to, stay or residence on the territory of the Member States 

are fulfilled, the authorities competent for carrying out checks within the territory of the 

Member States as to whether the conditions for entry to, stay or residence on the territory of 

the Member States are fulfilled shall have access to the VIS to search with the number of the 

long-stay visa or residence permit in combination with verification of fingerprints of the 

holder of the long-stay visa or residence permit, or the number of the long-stay visa or 

residence permit. 

  

 長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の識別名が指紋によっては検証され得

ないときは，職務権限のある当局は，顔画像による検証も実行し得る。 

  

 Where the identity of the holder of the long-stay visa or residence permit cannot be verified 

with fingerprints, the competent authorities may also carry out verification by means of a 

facial image. 

  

2. 本条第 1 項の中で列挙されたデータによる探索が，その長期滞在査証もしくは居住

許可証の保有者に関するデータが VIS の中に記録されていることを示すときは，職
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務権限のある当局は，本条第 1項に示す目的のみのために，申請ファイルの以下の

とおりのデータ及び第22条a第4項によってリンクされた申請ファイルの以下のとお

りのデータを照会するため，VISへのアクセスをもつ： 

  

 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that data on the holder 

of the long-stay visa or residence permit are recorded in the VIS, the competent authority 

shall have access to the VIS to consult the following data of the application file and of linked 

application files pursuant to Article 22a(4), solely for the purposes referred to in paragraph 1 

of this Article: 

  

 (a) 当該長期滞在査証もしくは居住許可証が発給され，撤回され，破棄され，取消さ

れ，延長されまたは更新されたかどうかを示す，その当該長期滞在査証もしくは

居住許可証の状態の情報； 

   

  the status information of the long-stay visa or residence permit indicating if it has been 

issued, withdrawn, revoked, annulled, extended or renewed; 

   

 (b) 第22条 cの(d)，(e)及び(f)に示すデータ； 

   

  the data referred to in points (d), (e) and (f) of Article 22c; 

   

 (c) それが適用可能なときは，第22条 f第1項(d)及び(e)に示すデータ； 

   

  where applicable, the data referred to in points (d) and (e) of Article 22f(1); 

   

 (d) 第22条 a第1項(j)に示す顔画像。 

   

  facial images as referred to in point (j) of Article 22a(1). 

   

3. その長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の検証が失敗するとき，または，そ

の長期滞在査証もしくは居住許可証もしくは渡航文書の保有者の識別名またはその

長期滞在査証もしくは居住許可証もしくは渡航文書の真正性に関して疑問が存在す

るときは，職務権限のある当局の適正に権限を与えられた職員は，第 22条 i第 1項

及び第2項に従い，VISデータへのアクセスをもつ。 

  

 Where verification of the holder of the long-stay visa or residence permit fails or where there 

are doubts as to the identity of the holder or the authenticity of the long-stay visa or residence 

permit or the travel document, the duly authorised staff of the competent authorities shall 

have access to VIS data in accordance with Article 22i(1) and (2). 
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第22条 i 識別のためのVISデータへのアクセス 

Article 22i Access to VIS data for identification 

 

1. VIS の中に過去に登録されたかもしれない者を識別することの目的のみのために，

または，構成国の領土に入り，その領土上に滞在するためもしくは居住するための条

件を満たさない者もしくは満たさなくなった者を識別することの目的のみのために，

規則(EU) 2016/399に従って対外国境入国地点においてまたはその構成国の領土内

において，その構成国の領土内に入り，その領土上で滞在しまたは居住するための

条件が満たされているか否かに関して点検を実行することに関する職務権限のある

当局は，当該の者の指紋により探索するため，VISへのアクセスをもつ。 

  

 For the sole purpose of the identification of any person who may have been registered 

previously in the VIS or who does not or no longer fulfils the conditions for the entry to, stay 

or residence on the territory of the Member States, the authorities competent for carrying out 

checks at external border crossing points in accordance with Regulation (EU) 2016/399 or 

within the territory of the Member States as to whether the conditions for entry to, stay or 

residence on the territory of the Member States are fulfilled, shall have access to the VIS to 

search with the fingerprints of that person. 

  

 当該の者の指紋が利用され得ない場合，または，その指紋による探索が失敗すると

きは，その探索は，第 22条 a第 1項(d)ないし(g)または(j)に示すデータを用いて実

行される。ただし，顔画像は，唯一の探索基準であってはならない。 

  

 Where the fingerprints of that person cannot be used or the search with the fingerprints fails, 

the search shall be carried out with the data referred to in points (d) to (g) or point (j) of Article 

22a(1). However, the facial image shall not be the only search criterion. 

  

2. 本条第 1 項の中で列挙されたデータによる探索が，その申請者に関するデータが

VISの中に記録されていることを示すときは，職務権限のある当局は，本条第 1項に

示す目的のみのために，申請ファイルの以下のとおりのデータ及び第22条a第4項

によってリンクされた申請ファイルの以下のとおりのデータを照会するため，VIS へ

のアクセスをもつ： 

  

 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that data on the 

applicant are recorded in the VIS, the competent authority shall have access to the VIS to 

consult the following data of the application file and of linked application files pursuant to 

Article 22a(4), solely for the purposes referred to in paragraph 1 of this Article: 

  

 (a) 申請番号，状態の情報及びその申請が申立てられた当局； 
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  the application number, the status information and the authority with which the 

application was lodged; 

   

 (b) 第22条 a第1項(d)ないし(g)及び(i)に示すデータ； 

   

  the data referred to in points (d) to (g) and (i) of Article 22a(1); 

   

 (c) 第22条 a第1項(j)に示す顔画像； 

   

  facial images as referred to in point (j) of Article 22a(1); 

   

 (d) 第22条 cないし第22条 fに示す発給され，拒否され，撤回され，破棄され，取

消され，延長されまたは更新された長期滞在査証または居住許可証に関して

入れられたデータ。 

   

  the data entered in respect of any long-stay visa or residence permit issued, refused, 

withdrawn, revoked, annulled, extended or renewed referred to in Articles 22c to 22f. 

  

3. 当該の者が長期滞在査証もしくは居住許可証を保有しているときは，職務権限のある

当局は，第22条gまたは第22条hに従い，最初にVISにアクセスする。 

  

 Where the person holds a long-stay visa or residence permit, the competent authorities shall 

access the VIS first in accordance with Article 22g or 22h. 

 

第22条 j 国際的な保護を求める申請に関する職責の帰属を決定するためのVISデー

タへのアクセス 

Article 22j Access to VIS data for determining the responsibility for applications for 

international protection 

 

1. 規則(EU) No 604/2013の第12条及び第34条 に従って国際的な保護を求める申請

の審査をすることに関する職責を負う構成国を決定する目的のみのために，職務権

限のある難民当局は，国際的な保護を求める申請者の指紋による探索のため，VIS

へのアクセスをもつ。 

  

 For the sole purpose of determining the Member State responsible for examining an 

application for international protection in accordance with Articles 12 and 34 of Regulation 

(EU) No 604/2013, the competent asylum authorities shall have access to the VIS to search 

with the fingerprints of the applicant for international protection. 

  

 国際的な保護を求める申請者の指紋が利用され得ない場合，または，指紋による探
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索が失敗するときは，その探索は，第 22 条 a 第 1 項(d)ないし(g)または(j)に示すデ

ータによって実行される。ただし，顔画像は，唯一の探索基準であってはならない。 

  

 Where the fingerprints of the applicant for international protection cannot be used or the 

search with the fingerprints fails, the search shall be carried out with the data referred to in 

points (d) to (g) or point (j) of Article 22a(1). However, the facial image shall not be the only 

search criterion. 

  

2. 本条第1項の中で列挙されたデータによる探索が，長期滞在査証または居住許可証

がVISの中に記録されていることを示すときは，その職務権限のある難民当局は，本

条第 1 項に示す目的のみのために，申請ファイルの以下のとおりのデータを照会す

るため，並びに，本項(e)の中で列挙されたデータに関しては，第 22条 a第 4項によ

る配偶者及び児童と関連するリンクされた申請ファイルの以下のとおりのデータを照

会するため，VISへのアクセスをもつ： 

  

 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that a long-stay visa 

or residence permit is recorded in the VIS, the competent asylum authority shall have access 

to the VIS to consult the following data of the application file and, as regards the data listed 

in point (e) of this paragraph, of linked application files relating to the spouse and children 

pursuant to Article 22a(4), solely for the purpose referred to in paragraph 1 of this Article: 

  

 (a) 申請番号及びその長期滞在査証または居住許可証を発給し，破棄し，取消し，

延長しまたは更新した当局； 

   

  the application number and the authority that issued, revoked, annulled, extended or 

renewed the long-stay visa or residence permit; 

   

 (b) 第22条 a第1項(d)ないし(g)及び(i)に示すデータ； 

   

  the data referred to in points (d) to (g) and (i) of Article 22a(1); 

   

 (c) 第 22条 c，第22条 e及び第 22条 fに示す発給され，撤回され，破棄され，取

消され，延長されまたは更新された長期滞在査証または居住許可証に関して

入れられたデータ； 

   

  the data entered in respect of any long-stay visa or residence permit issued, withdrawn, 

revoked, annulled, extended or renewed referred to in Articles 22c, 22e and 22f; 

   

 (d) 第22条 a第1項(j)に示す顔画像； 
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  facial images as referred to in point (j) of Article 22a(1); 

   

 (e) 配偶者及び児童と関連するリンクされた申請ファイルの第 22 条 a 第 1 項(d)な

いし(g)に示すデータ。 

   

  the data referred to in points (d) to (g) of Article 22a(1) of the linked application files 

relating to the spouse and children. 

  

3. 本条第1項及び第2項によるVISの照会は，規則(EU) No 604/2013の第34条第6

項に示す指定された国内当局によってのみ実行される。 

  

 The consultation of the VIS pursuant to paragraphs 1 and 2 of this Article shall be carried out 

only by the designated national authorities referred to in Article 34(6) of Regulation (EU) 

No 604/2013. 

 

第22条k 国際的な保護を求める申請の審査のためのVISデータへのアクセス 

Article 22k Access to VIS data for examining the application for international protection 

 

1. 国際的な保護を求める申請を審査する目的のみのために，職務権限のある難民当

局は，国際的な保護を求める申請者の指紋による探索のため，規則(EU) No 

604/2013の第34条 に従い，VISへのアクセスをもつ。 

  

 For the sole purpose of examining an application for international protection, the competent 

asylum authorities shall have access to the VIS in accordance with Article 34 of Regulation 

(EU) No 604/2013 to search with the fingerprints of the applicant for international 

protection. 

  

 国際的な保護を求める申請者の指紋が利用され得ない場合，または，指紋による探

索が失敗するときは，その探索は，第 22 条 a 第 1 項(d)ないし(g)または(j)に示すデ

ータによって実行される。ただし，顔画像は，唯一の探索基準であってはならない。 

  

 Where the fingerprints of the applicant for international protection cannot be used or the 

search with the fingerprints fails, the search shall be carried out with the data referred to in 

points (d) to (g) or point (j) of Article 22a(1). However, the facial image shall not be the only 

search criterion. 

  

2. 本条第 1項の中で列挙されたデータによる探索が，国際的な保護を求める申請者に

関するデータがVISの中に記録されていることを示すときは，その職務権限のある難

民当局は，本条第 1 項に示す目的のみのために，申請ファイルの以下のとおりのデ

ータを照会するため，及び，本項(f)の中で列挙されたデータに関しては，第 22 条 a
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第 4 項による配偶者及び児童と関連するリンクされた申請ファイルの以下のとおりの

データを照会するため，VISへのアクセスをもつ： 

  

 If the search with the data listed in paragraph 1 of this Article indicates that data on the 

applicant for international protection is recorded in the VIS, the competent asylum authority 

shall have access to the VIS to consult the following data of the application file and, as 

regards the data listed in point (f) of this paragraph, of the linked application files relating to 

the spouse and children pursuant to Article 22a(4), solely for the purpose referred to in 

paragraph 1 of this Article: 

  

 (a) 申請番号； 

   

  the application number; 

   

 (b) 第22条 a第1項(d)ないし(g)または(i)に示すデータ； 

   

  the data referred to in points (d) to (g) and (i) of Article 22a(1); 

   

 (c) 第22条 a第1項(j)に示す顔画像。 

   

  facial images as referred to in point (j) of Article 22a(1); 

   

 (d) 第22条 a第1項(h)に示す渡航文書の生体画像データページのスキャン； 

   

  scans of the biographic data page of the travel document as referred to in point (h) of 

Article 22a(1); 

   

 (e) 第 22条 c，第22条 e及び第 22条 fに示す発給され，撤回され，破棄され，取

消され，延長されまたは更新された長期滞在査証または居住許可証に関して

入れられたデータ； 

   

  the data entered in respect of any long-stay visa or residence permit issued, withdrawn, 

revoked, annulled, extended or renewed referred to in Articles 22c, 22e and 22f; 

   

 (f) 配偶者及び児童と関連するリンクされた申請ファイルの第 22 条 a 第 1 項(d)な

いし(g)に示すデータ。 

   

  the data referred to in points (d) to (g) of Article 22a(1) of the linked application files 

relating to the spouse and children. 
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3. 本条第1項及び第2項によるVISの照会は，規則(EU) No 604/2013の第34条第6

項に示す指定された国内当局によってのみ実行される。 

  

 The consultation of the VIS pursuant to paragraphs 1 and 2 of this Article shall be carried out 

only by the designated national authorities referred to in Article 34(6) of Regulation (EU) 

No 604/2013. 

 

第 III章b 法執行の目的のためのVISへのアクセスのための手続及び条件 

Chapter IIIb Procedure and Conditions for Access to the VIS for Law Enforcement 

Purposes 

 

第22条 l 構成国の指定された当局 

Article 22l Member States’ designated authorities 

 

1. 各構成国は，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪を防止し，検知し及び捜査す

る目的のためにVISデータを照会する権限を与えられる当局を指定する。 

  

 Each Member State shall designate the authorities which are entitled to consult the VIS data 

in order to prevent, detect and investigate terrorist offences or other serious criminal offences. 

  

 当該当局によってアクセスされるデータは，そのデータが照会された特定の案件の

目的のために限り，処理される。 

  

 The data accessed by those authorities shall only be processed for the purposes of the specific 

case for which the data have been consulted. 

  

2. 各構成国は，その構成国の指定された当局のリストを保存し，かつ，欧州委員会及び

eu-LISA に対し，同リストを伝達する。各構成国は，いつでも，その構成国が伝達した

リストを改訂または置換えでき，かつ，欧州委員会及び eu-LISAに対し，しかるべく連

絡する。 

  

 Each Member State shall keep a list of its designated authorities and shall communicate that 

list to the Commission and eu-LISA. Each Member State may at any time amend or replace 

the list which it communicated and shall inform the Commission and eu-LISA accordingly. 

  

3. 各構成国は，VIS へのアクセスをもつ中央連絡部局を指定する。中央連絡部局は，

第 22条oの中で定められたVISデータへのアクセスのための条件が満たされてい

ることを検証する。 

  

 Each Member State shall designate a central access point which shall have access to the VIS. 
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The central access point shall verify that the conditions for access to VIS data laid down in 

Article 22o are fulfilled. 

  

 指定された当局及び中央連絡部局は，国内法の下において許容される場合には同

一の組織の一部であり得るが，中央連絡部局は，この規則の下における中央連絡部

局の職務を遂行する際には指定された当局とは全面的に独立に行動する。中央連

絡部局は，指定された当局から分離されており，かつ，中央連絡部局が独立に遂行

する検証の結果に関し，指定された当局から指図を受けてはならない。 

  

 The designated authorities and the central access point may be part of the same organisation 

if permitted under national law, but the central access point shall act fully independently of 

the designated authorities when performing its tasks under this Regulation. The central 

access point shall be separate from the designated authorities and shall not receive 

instructions from them as regards the outcome of the verification which it shall perform 

independently. 

  

 構成国は，その構成国の憲法上の要件または法律上の要件を満たして中央連絡部

局の組織上及び行政上の構造を反映するため，複数の中央連絡部局を指定し得る。 

  

 Member States may designate more than one central access point to reflect their 

organisational and administrative structure in the fulfilment of their constitutional or legal 

requirements. 

  

4. 各構成国は，欧州委員会及び eu-LISA に対し，その構成国の中央連絡部局を伝達

し，かつ，いつでも，その伝達を改訂または置換えできる。 

  

 Each Member State shall communicate to the Commission and eu-LISA its central access 

point and may at any time amend or replace its communication. 

  

5. 国内レベルにおいて，各構成国は，中央連絡部局を介した VISデータへのアクセス

を要請する権限を与えられている指定された当局内の業務運営ユニットのリストを保

存する。 

  

 At national level, each Member State shall keep a list of the operating units within the 

designated authorities that are authorised to request access to VIS data through the central 

access point. 

  

6. 中央連絡部局の適正に権限を与えられた職員に限り，第22条n及び第22条oに従

ってVISデータにアクセスする権限が与えられる。 
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 Only duly empowered staff of the central access point shall be authorised to access VIS data 

in accordance with Articles 22n and 22o. 

 

第22条m  Europol 

Article 22m Europol 

 

1. Europolは，Europolの業務運営ユニットの一つを「Europolの指定された当局」として

指定し，かつ，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪を防止すること，検知するこ

と及び捜査することにおける構成国による活動を支援し及び強化するために，当該

指定されたユニットに対し，第 2 項に示す VIS の指定された中央連絡部局を介して

VISデータへのアクセスを要請する権限を与える。 

  

 Europol shall designate one of its operating units as ‘Europol designated authority’ and shall 

authorise it to request access to VIS data through the VIS designated central access point 

referred to in paragraph 2 in order to support and strengthen action by Member States in 

preventing, detecting and investigating terrorist offences or other serious criminal offences. 

  

 Europol によってアクセスされるデータは，そのデータが照会された特定の案件の目

的のために限り，処理される。 

  

 The data accessed by Europol shall only be processed for the purposes of the specific case 

for which the data have been consulted. 

  

2. Europolは，適正に権限を与えられた Europolの官吏をもつ特化されたユニットを，中

央連絡部局として指定する。その中央連絡部局は，第 22条 rの中で定められたVIS

データへのアクセスのための条件が満たされていることを検証する。 

  

 Europol shall designate a specialised unit with duly empowered Europol officials as the 

central access point. The central access point shall verify that the conditions for access to VIS 

data laid down in Article 22r are fulfilled. 

  

 中央連絡部局は，この規則の下における中央連絡部局の職務を遂行する際，独立し

て行動し，かつ，検証の結果に関し，Europol の指定された当局から指図を受けては

ならない。 

  

 The central access point shall act independently when performing its tasks under this 

Regulation and shall not receive instructions from the Europol designated authority as 

regards the outcome of the verification. 
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第22条n 法執行の目的のためのVISデータへのアクセスのための手続 

Article 22n Procedure for access to VIS data for law enforcement purposes 

 

1. 第 22条 l第 5項に示す業務運営ユニットは，同条第 3項に示す中央連絡部局に対

し，VISデータへのアクセスを求める理由を付した電子的な要請書または書面による

要請書を提出する。アクセスを求める要請書を受領した後，その中央連絡部局は，第

22条oに示す条件が満たされているか否かを検証する。その条件が満たされている

場合，その中央連絡部局は，その要請を処理する。アクセスされる VISデータは，デ

ータのセキュリティを損なわないような方法で，第22条 l第5項に示す業務運営ユニ

ットに対して伝送される。 

  

 The operating units referred to in Article 22l(5) shall submit a reasoned electronic or written 

request to the central access points referred to in paragraph 3 of that Article for access to VIS 

data. Upon receipt of a request for access the central access point shall verify whether the 

conditions referred to in Article 22o are fulfilled. If the conditions are fulfilled, the central 

access point shall process the request. The VIS data accessed shall be transmitted to the 

operating units referred to in Article 22l(5) in such a way as not to compromise the security 

of the data. 

  

2. 例外的な緊急の場合において，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪と関係し

ている者の生命に対する差し迫った危険を避けるために必要があるときは，中央連

絡部局は，その要請を直ちに処理し，かつ，緊急の事態が実際に存在するか否かを

含め，第 22 条 o の全ての条件が満たされているか否かを事後にのみ検証する。事

後の検証は，不適切な遅滞なく，かつ，いかなる場合においても，その要請の処理の

後7業務日以内に行われる。 

  

 In a case of exceptional urgency, where there is a need to prevent an imminent danger to the 

life of a person associated with a terrorist offence or other serious criminal offence, the central 

access point shall process the request immediately and shall only verify ex post whether all 

the conditions of Article 22o are fulfilled, including whether a case of urgency actually 

existed. The ex post verification shall take place without undue delay and in any event no 

later than seven working days after the processing of the request. 

  

3. 事後の検証が，VIS データへのアクセスが正当化されないということを明らかにした

ときは，そのようなデータにアクセスした全ての当局は，遅滞なく，VIS からアクセスさ

れたデータを消去し，かつ，中央連絡部局に対し，その消去を連絡する。 

  

 Where an ex post verification reveals that the access to VIS data was not justified, all the 

authorities that accessed such data shall without delay erase the data accessed from the VIS 

and shall inform the central access point of the erasure. 
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第22条 o 構成国の指定された当局によるVISデータへのアクセスのための条件 

Article 22o Conditions for access to VIS data by designated authorities of Member States 

 

1. 規則(EU) 2019/817の第22条を妨げることなく，指定された当局は，以下の全ての条

件に適合するときは，照会の目的のためにVISへのアクセスをもつ： 

  

 Without prejudice to Article 22 of Regulation (EU) 2019/817 designated authorities shall 

have access to the VIS for the purposes of consultation where all of the following conditions 

are met: 

  

 (a) テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知または捜査の目的のた

めに，照会が必要でありかつ比例的であること； 

   

  consultation is necessary and proportionate for the purposes of the prevention, 

detection or investigation of a terrorist offence or other serious criminal offence; 

   

 (b) 特定の案件において照会が必要でありかつ比例的であること； 

   

  consultation is necessary and proportionate in a specific case; 

   

 (c) VIS データの照会が，当の犯罪行為のいずれかの防止，検知または捜査に対

して大きく貢献することになると判断するための合理的な根拠が存在すること，

とりわけ，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の容疑者，加害者または被

害者が，この規則によって包摂される類型の下にあることの根拠のある疑いが

存在している場合であること； 

   

  reasonable grounds exist to consider that consultation of VIS data will substantially 

contribute to the prevention, detection or investigation of any of the criminal offences 

in question, in particular where there is a substantiated suspicion that the suspect, 

perpetrator or victim of a terrorist offence or other serious criminal offence falls under 

a category covered by this Regulation; 

   

 (d) CIRの問合せが，規則(EU) 2019/817の第22条に従って開始されたこと，かつ，

同条第 2 項に示す受領された回答が，VIS の中にデータが記録保存されてい

ることを示していること。 

   

  a query of the CIR was launched in accordance with Article 22 of Regulation (EU) 

2019/817 and the reply received as referred to in paragraph 2 of that Article indicates 

that data is stored in the VIS. 
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2. テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の既知の容疑者，加害者もしくは被害者で

ある疑いのある者の査証の履歴もしくは構成国の領土上における承認された滞在期

間を照会するためのツールとして，または，探索が行われるデータ類型が CIR の中

には記録保存されていないことを照会するためのツールとして VIS へのアクセスが

必要である場合においては，第 1 項(d)の中で定められた条件を満たすことが要求さ

れてはならない。 

  

 The fulfilment of the condition provided for in point (d) of paragraph 1 shall not be required 

where access to the VIS is needed as a tool to consult the visa history or the periods of 

authorised stay on the territory of the Member States of a known suspect, perpetrator or 

suspected victim of a terrorist offence or other serious criminal offence, or the data category 

with which the search is conducted is not stored in the CIR. 

  

3. VIS の照会は，申請ファイルの中にある以下のとおりのデータのいずれかの探索に

限定される： 

  

 Consultation of the VIS shall be limited to searching with any of the following data in the 

application file: 

  

 (a) 姓（家族名），名（ギブンネーム）；出生日；1または複数の国籍及びまたは性； 

   

  surname(s) (family name(s)), first name(s) (given name(s)), date of birth, nationality 

or nationalities and/or sex; 

   

 (b) 1もしくは複数の渡航文書の種別及び番号，その渡航文書を発給した国及び渡

航文書の有効期間の満了日； 

   

  type and number of travel document or documents, the country which issued the travel 

document and date of expiry of the validity of the travel document; 

   

 (c) しかるべく，査証スティッカの番号または長期滞在査証もしくは居住許可証の番

号及び査証，長期滞在査証または居住許可証の有効期間の満了日； 

   

  visa sticker number or number of the long-stay visa or residence permit and the date 

of expiry of the validity of the visa, long-stay visa or residence permit, as applicable; 

   

 (d) 潜在指紋を含め，指紋； 

   

  fingerprints, including latent fingerprints; 
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 (e) 顔画像。 

   

  facial image. 

  

4. 第3項(e)に示す顔画像は，唯一の探索基準であってはならない。 

  

 The facial image referred to in point (e) of paragraph 3 shall not be the only search criterion. 

  

5. VIS の照会は，該当ありの発生の際，本条第 3 項の中に列挙されたデータへのアク

セスを与え，及び，発給され，拒否され，取消され，破棄され，撤回され，更新されま

たは延長されたいずれかの文書に関して入れられたデータを含め，申請ファイルか

ら取得された他のいずれかのデータへのアクセスを与える。申請ファイルの中に記

録されたものとしての第 9条第 1項第 4号(l)に示すデータへのアクセスは，当該デ

ータの照会が，理由を付した要請書の中で明示で求められており，かつ，独立の検

証によって承認された場合に限り，与えられる。 

  

 Consultation of the VIS shall, in the event of a hit, give access to the data listed in paragraph 

3 of this Article as well as to any other data taken from the application file, including data 

entered in respect of any document issued, refused, annulled, revoked, withdrawn, renewed 

or extended. Access to the data referred to in point (4)(l) of Article 9 as recorded in the 

application file shall only be given if consultation of that data was explicitly requested in a 

reasoned request and approved by independent verification. 

  

6. 第 3項及び第5項からの特例により，14歳未満の児童の第3項(d)及び(e)に示すデ

ータは，VIS の探索のために限り用いられ，かつ，該当ありの場合においては，以下

の場合に限り，アクセスされる： 

  

 By way of derogation from paragraphs 3 and 5 the data referred to in points (d) and (e) of 

paragraph 3 of children below the age of 14 shall only be used to search the VIS and, in the 

case of a hit, shall only be accessed where: 

  

 (a) 当該児童が被害者である重大犯罪の防止，検知または捜査の目的のため，及

び，行方不明の児童の保護のために必要であり； 

   

  necessary for the purposes of the prevention, detection or investigation of a serious 

criminal offence of which those children are the victim of and to protect missing 

children; 

   

 (b) 特定の案件において必要であり；かつ 
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  necessary in a specific case; and 

   

 (c) そのデータの利用が，その児童の最善の利益になる。 

   

  the use of the data is in the best interest of the child. 

 

第22条p 特別の状況にある個人の識別のためのVISデータへのアクセス 

Article 22p Access to VIS data for identification of persons in specific circumstances 

 

1. 第 22条 o第 1項からの特例により，指定された当局は，行方不明となった者，誘拐

された者もしくは人身取引の被害者として識別された者であって，当該の者に関し，

VISデータの照会が当該の者の識別を支援することになりまたは特定の人身取引案

件の捜査に貢献することになると判断する合理的な根拠が存在する者の識別の目

的のために VIS にアクセスするため，同項の中で定められた条件を満たすことを要

求されてはならない。そのような状況下においては，指定された当局は，当該の者

の指紋により，VISの中を探索し得る。 

  

 By way of derogation from Article 22o(1), designated authorities shall not be required to 

fulfil the conditions laid down in that paragraph to access the VIS for the purposes of the 

identification of persons who have gone missing, were abducted or were identified as 

victims of trafficking in human beings, and in respect of whom there are reasonable grounds 

to consider that consultation of VIS data will support their identification or contribute in 

investigating specific cases of human trafficking. In such circumstances, the designated 

authorities may search in the VIS with the fingerprints of those persons. 

  

2. 第1項に示す者の指紋が利用され得ない場合，または，その指紋による探索が失敗

するときは，その探索は，第9条第 1項第 4号(a)ないし(ca)または第 22条 a第1項

(d)ないし(g)に示すデータにより実行される。 

  

 Where the fingerprints of the persons referred to in paragraph 1 cannot be used or the search 

with the fingerprints fails, the search shall be carried out with the data referred to in point 

(4)(a) to (ca) of Article 9 or points (d) to (g) of Article 22a(1). 

  

3. VISの照会は，該当ありの発生の際，第 9条及び第 22条 aの中にあるデータ並び

に第8条第3項及び第4項または第22条a第4項に従ってリンクされた申請ファイ

ルの中にあるデータのいずれかに対するアクセスを与える。 

  

 Consultation of the VIS shall, in the event of a hit, give access to any of the data in Article 9 

and Article 22a, as well as to the data in linked application files in accordance with Article 

8(3) and (4) or Article 22a(4). 
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第 22条 q 渡航から除外される必要のある行方不明者または脆弱な者に関する警報を

SISの中に入れる目的のためのVISデータの利用及び同データへのアクセス 

Article 22q Use of VIS data for the purpose of entering in the SIS alerts on missing persons 

or vulnerable persons who need to be prevented from travelling and access to those data 

 

1. VISデータは，規則(EU) 2018/1862の第32条に従って旅行から除外される必要のあ

る行方不明者または脆弱な者に関する警報を SIS の中に入れる目的のために利用

され得る。その場合においては，第22条 l第3項に示す中央連絡部局は，安全な手

段を介するデータの伝送を確保する。 

  

 VIS data may be used for the purpose of entering in the SIS an alert on missing persons or 

vulnerable persons who need to be prevented from travelling in accordance with Article 32 

of Regulation (EU) 2018/1862. In those cases, the central access point referred to in Article 

22l(3) shall ensure the transmission of data through secured means. 

  

2. 第1項に示すVISデータの利用を介するSIS警報を照会対象とする該当ありの場合

において，児童保護当局及び国内法務当局は，VIS へのアクセスをもつ当局に対

し，児童保護当局及び国内法務当局の職務の目的のために当該データへのアクセ

スをそれらの当局に対して与えることを要請し得る。そのような国内法務当局は，規

則(EU) 2018/1862の第 44条第 3項に示す，刑事手続において公訴を提起すること

に関する職責のある当局及び個人を起訴する前に法務上の取調べをすることに関

する職責のある当局，並びに，それらの当局を調整する当局を含む。欧州連合法及

び国内法の中で定められた条件が適用される。構成国は，安全な態様でデータが伝

送されることを確保する。 

  

 In the case of a hit against a SIS alert through the use of VIS data as referred to in paragraph 

1, child protection authorities and national judicial authorities may request an authority with 

access to the VIS to grant them access to those data for the purposes of their tasks. Such 

national judicial authorities shall include those responsible for the initiation of public 

prosecutions in criminal proceedings and for judicial inquiries prior to charging a person, 

and their coordinating authorities, as referred to in Article 44(3) of Regulation (EU) 

2018/1862. The conditions provided for in Union and national law shall apply. Member 

States shall ensure that the data are transmitted in a secure manner. 

 

第22条 r EuropolによるVISデータへのアクセスのための手続及び条件 

Article 22r Procedure and conditions for access to VIS data by Europol 

 

1. Europolは，以下の条件の全てに適合するときは，照会の目的のために，VISへのア

クセスをもつ： 
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 Europol shall have access to the VIS for the purposes of consultation where all of the 

following conditions are met: 

  

 (a) 照会が，Europolの任務の範囲内にあるテロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯

罪を防止すること，検知することまたは捜査することにおいて，構成国による行

動を支援すること及び強化することという目的のために必要でありかつ比例的

であること； 

   

  consultation is necessary and proportionate for the purpose of supporting and 

strengthening action by Member States in preventing, detecting or investigating 

terrorist offences or other serious criminal offences falling under Europol’s mandate; 

   

 (b) 照会が，特定の案件において必要でありかつ比例的であること； 

   

  consultation is necessary and proportionate in a specific case; 

   

 (c) VIS データの照会が，当の犯罪行為のいずれかの防止，検知または捜査に対

して大きく貢献することになると判断するための合理的な根拠が存在すること，

とりわけ，テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の容疑者，加害者または被

害者が，この規則によって包摂される類型の下にあることの根拠のある疑いが

存在している場合であること； 

   

  reasonable grounds exist to consider that consultation of VIS data will substantially 

contribute to the prevention, detection or investigation of any of the criminal offences 

in question, in particular where there is a substantiated suspicion that the suspect, 

perpetrator or victim of a terrorist offence or other serious criminal offence falls under 

a category covered by this Regulation; 

   

 (d) CIRの問合せが，規則(EU) 2019/817の第22条に従って開始されたこと，かつ，

同条第 2 項に示す受領された回答が，VIS の中にデータが記録保存されてい

ることを示していること。 

   

  a query of the CIR was launched in accordance with Article 22 of Regulation (EU) 

2019/817 and the reply received as referred to in paragraph 2 of that Article indicates 

that data is stored in the VIS. 

  

2. テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の既知の容疑者，加害者もしくは被害者で

ある疑いのある者の査証の履歴もしくは構成国の領土上における承認された滞在期

間を照会するためのツールとして，または，探索が行われるデータ類型が CIR の中

には記録保存されていないことを照会するためのツールとして VIS へのアクセスが
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必要である場合においては，第 1 項(d)の中で定められた条件を満たすことが要求さ

れてはならない。 

  

 Fulfilment of the condition provided for in point (d) of paragraph 1 shall not be required 

where access to the VIS is needed as a tool to consult the visa history or the periods of 

authorised stay on the territory of the Member States of a known suspect, perpetrator or 

suspected victim of a terrorist offence or other serious criminal offence, or the data category 

with which the search is conducted is not stored in the CIR. 

  

3. VIS の照会は，申請ファイルの中にある以下のとおりのデータのいずれかの探索に

限定される： 

  

 Consultation of the VIS shall be limited to searching with any of the following data in the 

application file: 

  

 (a) 姓（家族名），名（ギブンネーム）；出生日；1または複数の国籍及びまたは性； 

   

  surname(s) (family name(s)), first name(s) (given name(s)), date of birth, nationality 

or nationalities and/or sex; 

   

 (b) 1もしくは複数の渡航文書の種別及び番号，その渡航文書を発給した国及び渡

航文書の有効期間の満了日； 

   

  type and number of travel document or documents, the country which issued the travel 

document and date of expiry of the validity of the travel document; 

   

 (c) しかるべく，査証スティッカの番号または長期滞在査証もしくは居住許可証の番

号及び査証，長期滞在査証または居住許可証の有効期間の満了日； 

   

  visa sticker number or number of the long-stay visa or residence permit and the date 

of expiry of the validity of the visa, long-stay visa or residence permit, as applicable; 

   

 (d) 潜在指紋を含め，指紋； 

   

  fingerprints, including latent fingerprints; 

   

 (e) 顔画像。 

   

  facial image. 
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4. 第3項(e)に示す顔画像は，唯一の探索基準であってはならない。 

  

 The facial image referred to in point (e) of paragraph 3 shall not be the only search criterion. 

  

5. VIS の照会は，該当ありの発生の際，本条第 3 項の中に列挙されたデータへのアク

セスを与え，及び，発給され，拒否され，取消され，破棄され，撤回され，更新されま

たは延長されたいずれかの文書に関して入れられたデータを含め，申請ファイルか

ら取得された他のいずれかのデータへのアクセスを与える。申請ファイルの中に記

録されたものとしての第 9条第 1項第 4号(l)に示すデータへのアクセスは，当該デ

ータの照会が，理由を付した要請書の中で明示で求められ，かつ，独立の検証によ

って承認された場合に限り，与えられる。 

  

 Consultation of the VIS shall, in the event of a hit, give access to the data listed in paragraph 

3 of this Article as well as to any other data taken from the application file, including data 

entered in respect of any document issued, refused, annulled, revoked, withdrawn, renewed 

or extended. Access to the data referred to in point (4)(l) of Article 9 as recorded in the 

application file shall only be given if consultation of that data was explicitly requested in a 

reasoned request and approved by independent verification. 

  

6. 第 3項及び第5項からの特例により，14歳未満の児童の第3項(d)及び(e)に示すデ

ータは，VIS の探索のために限り用いられ，かつ，該当ありの場合においては，以下

の場合に限り，アクセスされる： 

  

 By way of derogation from paragraphs 3 and 5 the data referred to in points (d) and (e) of 

paragraph 3 of children below the age of 14 shall only be used to search the VIS and, in the 

case of a hit, shall only be accessed where: 

  

 (a) 当該児童が被害者である重大犯罪の防止，検知または捜査の目的のため，及

び，行方不明の児童の保護のために必要であり； 

   

  necessary for the purposes of the prevention, detection or investigation of a serious 

criminal offence of which those children are the victim of and to protect missing 

children; 

   

 (b) 特定の案件において必要であり；かつ 

   

  necessary in a specific case; and 

   

 (c) そのデータの利用が，その児童の最善の利益になる。 
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  the use of the data is in the best interest of the child. 

  

7. Europolの指定された当局は，Europolの中央連絡部局に対し，全ての VISデータま

たは個別のセットの VISデータの照会を求める理由を付した電子的な要請書を提出

し得る。アクセスを求める要請書を受領した後，Europol の中央連絡部局は，第 1 項

及び第2項に示す諸条件が満たされているか否かを検証する。全ての条件が満たさ

れているときは，中央連絡部局の適正に権限を与えられた職員は，その要請を処理

する。アクセスされる VISデータは，そのデータのセキュリティを損なわないような方

法で，Europolの指定された当局に対して伝送される。 

  

 Europol’s designated authority may submit a reasoned electronic request for the consultation 

of all VIS data or a specific set of VIS data to the Europol central access point. Upon receipt 

of a request for access the Europol central access point shall verify whether the conditions 

referred to in paragraphs 1 and 2 are fulfilled. If all conditions are fulfilled, the duly 

authorised staff of the central access point shall process the request. The VIS data accessed 

shall be transmitted to the Europol designated authority in such a way as not to compromise 

the security of the data. 

  

8. VISデータを照会することによって Europolによって獲得されたデータの処理は，そ

のデータの発生源である構成国の承認に服する。その承認は，当該構成国の

Europol国内ユニットを介して獲得される。 

  

 The processing of data obtained by Europol by consulting VIS data shall be subject to the 

authorisation of the Member State of origin of the data. That authorisation shall be obtained 

via the Europol national unit of that Member State. 

 

第 22 条 s テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の防止，検知及び捜査の目的の

ためのVISデータの照会の要求のログの保存 

Article 22s Keeping of logs of requests to consult VIS data for the purposes of the 

prevention, detection and investigation of terrorist offences or other serious criminal 

offences 

 

1. eu-LISAは，第 III章bの目的のために第22条 l第3項に示す中央連絡部局による

アクセスの中に含められる VIS 内の全てのデータ処理業務のログを保存する。その

ログは，個々の業務の日時，探索を開始するために使用されたデータ，VISによって

伝送されたデータ並びにデータを入れ及び検索する中央連絡部局の権限を与えら

れた職員の名を示す。 

  

 eu-LISA shall keep logs of all data processing operations within the VIS involving access 

by the central access points referred to in Article 22l(3) for the purposes of Chapter IIIb. 
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Those logs shall show the date and time of each operation, the data used for launching the 

search, the data transmitted by the VIS and the name of the authorised staff of the central 

access points entering and retrieving the data. 

  

2. 加えて，各構成国及び Europolは，第 III章 bの目的のための VISデータを照会す

ることの要請から帰結しまたは VIS データへのアクセスから帰結する VIS の中の全

てのデータ処理業務のログを保存する。 

  

 In addition, each Member State and Europol shall keep logs of all data processing operations 

within the VIS resulting from requests to consult VIS data or from access to VIS data for the 

purposes of Chapter IIIb. 

  

3. 第2項に示すログは，以下のとおりの事項を示す： 

  

 The logs referred to in paragraph 2 shall show: 

  

 (a) 関係するテロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪を含め，VIS データの照会

または VIS データへのアクセスを求める要請の正確な目的，及び，Europol に

関しては，照会を求める要請の正確な目的； 

   

  the exact purpose of the request for consultation of or access to VIS data, including the 

terrorist offence or other serious criminal offence concerned and, for Europol, the exact 

purpose of the request for consultation; 

   

 (b) 要請の許容性と関連して行われた決定； 

   

  the decision taken with regard to the admissibility of the request; 

   

 (c) 国内ファイルの参照； 

   

  the national file reference; 

   

 (d) 中央連絡部局から VIS に対して行われたアクセスを求める要請の日及び正確

な時刻； 

   

  the date and exact time of the request for access made by the central access point to the 

VIS; 

   

 (e) それが適用可能なときは，第 22 条 n 第 2 項に示す緊急手続の利用及び事後

検証の結果； 
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  where applicable, the use of the urgency procedure referred to in Article 22n(2) and 

the outcome of the ex post verification; 

   

 (f) 第 22条o第 3項に示すどのデータまたはどのデータのセットが照会のために

使用されたか；並びに 

   

  which of the data or set of data referred to in Article 22o(3) have been used for 

consultation; and 

   

 (g) 国内規定または規則(EU) 2016/794に従い，探索を実行した官吏の識別記号及

びデータの探索または伝送を命じた官吏の識別記号。 

   

  in accordance with national rules or with Regulation (EU) 2016/794, the identifying 

mark of the official who carried out the search and of the official who ordered the 

search or transmission of data. 

  

4. 本条第1項及び第2項に示すログは，要請の許容性を点検するため，データ処理の

合法性を監視するため及びデータの完全性とセキュリティを確保するために限り，利

用される。ログは，無権限のアクセスに抗する適切な措置によって保護される。ログ

は，既に開始されている監視手続のためにそのログが要求されないときは，第 23 条

に示す保持期間が満了となった1年後に削除される。欧州データ保護監督官及び職

務権限のある監督当局は，欧州データ保護監督官及び職務権限のある監督当局の

義務を満たすことの目的のための欧州データ保護監督官及び職務権限のある監督

当局の要請の際，ログに対するアクセスをもつ。その要請の許容性を点検することに

関して職責を負う当局もまた，その目的のために，ログへのアクセスをもつ。そのよう

な目的のため以外の場合においては，個人データは，当該捜査のために，当該デ

ータが構成国からまたはEuropolから求められた個別の現在進行中の犯罪捜査の目

的のために当該データが要求される場合を除き，1か月後，全ての国内ファイル及び

Europolファイルの中で消去される。非個人データを含むログに限り，第50条に示す

監視及び評価のために利用され得る。 

  

 The logs referred to in paragraphs 1 and 2 of this Article shall be used only to check the 

admissibility of the request, monitor the lawfulness of data processing and to ensure data 

integrity and security. The logs shall be protected by appropriate measures against 

unauthorised access. They shall be deleted one year after the retention period referred to in 

Article 23 has expired, if they are not required for monitoring procedures which have already 

begun. The European Data Protection Supervisor and the competent supervisory authorities 

shall have access to the logs at their request for the purpose of fulfilling their duties. The 

authority responsible for checking the admissibility of the request shall also have access to 

the logs for that purpose. Other than for such purposes, personal data shall be erased in all 
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national and Europol files after a period of one month, unless those data are required for the 

purposes of the specific ongoing criminal investigation for which they were requested by a 

Member State or by Europol. Only logs containing non-personal data may be used for the 

monitoring and evaluation referred to in Article 50. 

 

第 22 条 t この規則がまだ発効していない事項に関する構成国の指定された当局によ

るVISデータへのアクセスのための条件 

Article 22t Conditions for access to VIS data by designated authorities of a Member State 

in respect of which this Regulation has not yet been put into effect 

 

1. この規則がまだ発効していない事項に関する構成国の指定された当局による照会の

ための VIS へのアクセスは，そのようなアクセスが，以下のとおりである場合に行わ

れる： 

  

 Access to the VIS for consultation by designated authorities of a Member State in respect of 

which this Regulation has not yet been put into effect shall take place where such access is: 

  

 (a) 当該指定された当局の権限の範囲内において； 

   

  within the scope of the powers of those designated authorities; 

   

 (b) 第22条o第1項に示すのと同じ条件に服して； 

   

  subject to the same conditions as referred to in Article 22o(1); 

   

 (c) この規則が適用される構成国の指定された当局に対する適正に理由を付した

書面による要請または電子的な要請が先に行われ；そして，当該当局は，国内

中央連絡部局に対し，VISへの照会を要請する。 

   

  preceded by a duly reasoned written or electronic request to a designated authority of 

a Member State to which this Regulation applies; that authority shall then request the 

national central access point to consult the VIS. 

  

2. この規則がまだ発効していない構成国は，適正に理由を付した書面による要請また

は電子的な要請を基礎として，第 22条 o第 1項の中で定められた諸条件の遵守に

服して，この規則が適用される構成国に対し，この規則がまだ発効していない構成国

の査証に関するデータを利用できるようにする。」； 

  

 A Member State in respect of which this Regulation has not yet been put into effect shall 

make its data on visas available to Member States to which this Regulation applies, on the 
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basis of a duly reasoned written or electronic request, subject to compliance with the 

conditions laid down in Article 22o(1).”; 

 

(27)  第23条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 23 is replaced by the following: 

 

「第 23条 データ記録保存の保持期間 

“Article 23 Retention period for data storage 

 

1. 個々の申請ファイルは，第24条及び第25条に示す消去並びに第34条に示すログ

の保存を妨げることなく，最大で 5年間，VISの中に記録保存される。 

  

 Each application file shall be stored in the VIS for a maximum of five years, without 

prejudice to the erasure referred to in Articles 24 and 25 and to the keeping of the logs 

referred to in Article 34. 

  

 その期間は，以下のとおりに開始する： 

  

 That period shall start: 

  

 (a) 査証，長期滞在査証または居住許可証が発給された場合，その査証，長期滞

在査証または居住許可証の期間満了日； 

   

  on the expiry date of the visa, the long-stay visa or the residence permit, if a visa, a 

long-stay visa or a residence permit has been issued; 

   

 (b) 査証，長期滞在査証または居住許可証が延長されまたは更新された場合，そ

の査証，長期滞在査証または居住許可証の新たな期間満了日； 

   

  on the new expiry date of the visa, the long-stay visa or the residence permit, if a visa, 

a long-stay visa or a residence permit has been extended or renewed; 

   

 (c) その申請が撤回されて終了となった場合，VIS の中の申請ファイルの作成の

日； 

   

  on the date of the creation of the application file in the VIS, if the application has been 

withdrawn and closed; 

   

 (d) 査証，長期滞在査証または居住許可証が拒否され，撤回され，破棄されまたは
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取消された場合，しかるべく，その職責を負う当局の決定の日； 

   

  on the date of the decision of the responsible authority if a visa, a long-stay visa or a 

residence permit has been refused, withdrawn, revoked or annulled, as applicable. 

  

2. 本条第 1項に示す期間の満了後，VISは，自動的に，申請ファイル及び第 8条第 3

項及び第4項並びに第22条a第4項に示す当該ファイルへのリンクを消去する。 

  

 Upon expiry of the period referred to in paragraph 1 of this Article, the VIS shall 

automatically erase the application file and the links to that file as referred to in Article 8(3) 

and (4) and Article 22a(4). 

  

3. 第 1 項からの特例により，12 歳未満の児童に属する指紋及び顔画像は，査証，長期

滞在査証または居住許可証が期間満了となった後に消去され，及び，査証の場合に

は，当該児童が対外国境を出国した後に消去される。 

  

 By way of derogation from paragraph 1, fingerprints and facial images pertaining to children 

below the age of 12 shall be erased upon the visa, long-stay visa or residence permit having 

expired and, in the event of a visa, the child having exited the external borders. 

  

 その消去の目的のために，EES は，VIS に対し，その児童の出国が規則(EU) 

2017/2226の第 16条第 3項に従って，いつ入国／出国記録の中に入れられたのか

を自動的に通知する。」； 

  

 For the purposes of that erasure, the EES shall automatically notify the VIS when the exit of 

the child is entered in the entry/exit record in accordance with Article 16(3) of Regulation 

(EU) 2017/2226.”; 

 

(28)  第24条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 24 is replaced by the following: 

 

「第 24条 データの修正 

“Article 24 Amendment of data 

 

1. 責任構成国のみが，そのようなデータを訂正することまたは消去することによって，

その構成国がVISに対して伝送したデータを修正する権利をもつ。 

  

 Only the Member State responsible shall have the right to amend data which it has 

transmitted to the VIS, by rectifying or erasing such data. 
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2. VIS の中で処理されたデータが不正確であること，または，この規則に違反して VIS

の中でデータが処理されたことを示唆する証拠を構成国がもつときは，その構成国

は，直ちに，責任構成国に対して通知する。そのメッセージは，第 16 条第 3 項の手

続に従い，VISMailによって伝送される。 

  

 If a Member State has evidence to suggest that data processed in the VIS are inaccurate or 

that data were processed in the VIS contrary to this Regulation, it shall inform the Member 

State responsible immediately. That message shall be transmitted by VISMail in accordance 

with the procedure in Article 16(3). 

  

 不正確なデータが第 8条第 3項もしくは第 4項または第 22条 a第 4項によって作

成されたリンクを参照するときは，または，リンクが失われているときは，責任構成国

は，関係するデータを点検し及び 3業務日以内に回答し，かつ，その必要があるとき

は，そのリンクを訂正する。その時間枠内に何らの回答もないときは，要請元である

構成国は，そのリンクを訂正し，かつ，VISMail により，責任構成国に対し，行われた

訂正を通知する。 

  

 Where the inaccurate data refers to links created pursuant to Article 8(3) or (4) or Article 

22a(4) or where a link is missing, the Member State responsible shall check the data 

concerned and provide an answer within three working days, and shall rectify the link if 

necessary. If no answer is provided within that timeframe, the requesting Member State shall 

rectify the link and notify, by VISMail, the Member State responsible of the rectification 

made. 

  

3. 責任構成国は，可能な限り速やかに，関係するデータを点検し，かつ，その必要があ

るときは，直ちに，当該データを訂正または消去する。 

  

 The Member State responsible shall, as soon as possible, check the data concerned and, if 

necessary, rectify or erase them immediately.”; 

 

 

(29)  第25条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 25 is amended as follows: 

 

(a) 表題は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

the title is replaced by the following: 

 

「事前のデータ消去」； 
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“Advance erasure of data”; 

 

(b) 第1項及び第2項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraphs 1 and 2 are replaced by the following: 

 

「1. 第 23 条第 1 項に示す期間満了前に申請者が構成国の国籍を取得したとき

は，その申請ファイル並びに当該申請者と関連する第 8条第3項及び第4項

または第22条a第4項によって作成されたリンクは，それぞれの申請ファイル

及びリンクを作成した構成国によって，遅滞なく，VISから消去される。 

  

 “1. Where, before expiry of the period referred to in Article 23(1), an applicant has 

acquired the nationality of a Member State, the application files and the links created 

pursuant to Article 8(3) and (4) or Article 22a(4) relating to the applicant shall be 

erased without delay from the VIS by the Member State which created the respective 

application files and links. 

  

2. 各構成国は，申請者がその構成国の国籍を取得したときは，責任構成国に対

し，遅滞なく，連絡する。そのメッセージは，第 16 条第 3 項の手続に従い，

VISMailによって伝送される。」； 

  

 Each Member State shall inform the Member States responsible without delay if an 

applicant has acquired its nationality. That message shall be transmitted by the 

VISMail in accordance with the procedure in Article 16(3).”; 

 

(30)  第26条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 26 is replaced by the following: 

 

「第 26条 業務運営管理 

“Article 26 Operational management 

 

1. eu-LISAは，第 2条 aの中で定められているように VIS及びそのコンポーネントの

技術上及び業務運営上の管理に関し，職責を負う。eu-LISAは，構成国と協力して，

費用対効果分析に服して，常に，利用可能な最善の技術がVISのコンポーネントの

ために用いられることを確保する。 

  

 eu-LISA shall be responsible for the technical and operational management of the VIS and 

its components as set out in Article 2a. It shall ensure, in cooperation with the Member 

States, that at all times the best available technology, subject to a cost-benefit analysis, is 
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used for those components. 

  

2. eu-LISAは，VIS中央システムと NUIs との間の通信インフラと関連する以下のとお

りの職務に関し，職責を負う： 

  

 eu-LISA shall be responsible for the following tasks relating to the communication 

infrastructure between the VIS Central System and the NUIs: 

  

 (a) 監督； 

   

  supervision; 

   

 (b) セキュリティ； 

   

  security; 

   

 (c) 構成国とプロバイダとの間の関係の調整； 

   

  the coordination of relations between the Member States and the provider; 

   

 (d) 予算の実装と関連する職務； 

   

  tasks relating to implementation of the budget; 

   

 (e) 調達及び更新； 

   

  acquisition and renewal; 

   

 (f) 契約上の事項。 

   

  contractual matters. 

   

3. VISの業務運営管理は，この規則に従い，1日 24時間・週 7日の態勢で VISの稼

働を維持するために必要となる全ての職務によって構成される。とりわけ，VIS の業

務運営管理は，特に査証当局，長期滞在査証または居住許可証を求める申請に関

して決定することの職務権限のある当局及び国境当局からの VIS の照会の応答時

間に関し，満足すべきレベルの運用品質で VIS が機能することを確保するために

必要となる維持管理作業及び技術開発を含む。そのような応答時間は，可能な限り

短いものとする。 
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 Operational management of the VIS shall consist of all the tasks necessary to keep the VIS 

functioning 24 hours a day, seven days a week in accordance with this Regulation. It shall 

include, in particular, the maintenance work and technical developments necessary to 

ensure that the VIS functions at a satisfactory level of operational quality, in particular as 

regards the response time for consultation of the VIS by visa authorities, the authorities 

competent to decide on an application for a long-stay visa or residence permit and border 

authorities. Such response times shall be as short as possible. 

  

8a. eu-LISA は，以下のとおりの状況における試験の目的のために，VIS の中で，匿名

化された実個人データを使用できる： 

  

 eu-LISA may use anonymised real personal data in the VIS for testing purposes in the 

following circumstances: 

  

 (a) VIS中央システムの中に障害が発見された際の診断と修理のため； 

   

  for diagnostics and repair when faults are discovered in the VIS Central System; 

   

 (b) VIS中央システムの遂行能力またはVIS中央システムへのデータの伝送を拡

大するために適格な新たな技術及び技法を試験するため。 

   

  for testing new technologies and techniques relevant to enhance the performance of 

the VIS Central System or transmission of data to it. 

   

 第 1 副項(b)に示す場合においては，その試験環境のセキュリティ措置，アクセス管

理及びログ記録活動は，VIS のセキュリティ措置，アクセス管理及びログ記録活動と

均等である。試験のために採用される実個人データは，そのデータ主体が識別さ

れ得ないような方法で匿名化される。 

  

 In the cases referred to in point (b) of the first subparagraph, the security measures, access 

control and logging activities at the testing environment shall be equal to those for the VIS. 

Real personal data adopted for testing shall be rendered anonymous in such a way that the 

data-subject is no longer identifiable. 

  

9. 理事会規則(EEC, Euratom, ECSC)No 259/68(*)の中で定められた欧州共同体の官吏

の職員規則の第 17条を妨げることなく，eu-LISAは，VISデータを用いる仕事が要

求される eu-LISA の全ての職員に対し，職務上の守秘義務またはそれと均等な機

密保持義務の適切な規定を適用する。この義務は，そのような職員の退任後もしく

は退職後または当該職員の活動の終了後においても適用される。 
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 Without prejudice to Article 17 of the Staff Regulations of officials of the European 

Communities, laid down in Council Regulation (EEC, Euratom, ECSC) No 259/68(*), eu-

LISA shall apply appropriate rules of professional secrecy or other equivalent duties of 

confidentiality to all its staff required to work with VIS data. This obligation shall also apply 

after such staff leave office or employment or after the termination of their activities. 

  

10. VIS と関連する職務において eu-LISA が外部の契約者と協力するときは，eu-LISA

は，この規則の遵守を確保するため，とりわけ，セキュリティ，機密性及びデータ保

護に関し，その契約者の活動を仔細に監視する。 

  

 Where eu-LISA cooperates with external contractors in any VIS-related tasks, it shall 

closely monitor the activities of the contractor to ensure compliance with this Regulation, 

in particular on security, confidentiality and data protection. 

  

 (*) OJ L 56, 4.3.1968, p. 1.」； 

 OJ L 56, 4.3.1968, p. 1.”;" 

 

(31)  第27条は，削除される； 

 

Article 27 is deleted; 

 

(32)  以下のとおりの条が挿入される： 

 

the following article is inserted: 

 

「第 27条a EUの他の情報システム及びEuropolデータとの間の相互運用性 

“Article 27a Interoperability with other EU information systems and Europol data 

 

第9条 aないし第 9条g及び第22条bによる他のシステムの問合せの自動化された処

理を実現可能にするため，VIS と SIS，EES，ETIAS，Eurodac，ECRIS-TCN 及び Europol

データとの間の相互運用性が確立される。相互運用性は，ESPに依拠する。」； 

 

Interoperability between the VIS and the SIS, the EES, the ETIAS, Eurodac, the ECRIS-TCN 

and Europol data shall be established to enable the automated processing of the queries of other 

systems pursuant to Articles 9a to 9g and Article 22b. Interoperability shall rely on the ESP.”; 

 

(33)  第28条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 28 is amended as follows: 
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(a) 第1項及び第2項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraphs 1 and 2 are replaced by the following: 

 

「1. VIS は，関係する構成国内の NUI を介して，各構成国の国内システムと接続

される。 

  

 “1. The VIS shall be connected to the national system of each Member State via the 

NUI in the Member State concerned. 

  

2. 各構成国は，第 6条第 1項及び第 2項に示す職務権限のある当局の VISへ

のアクセスを提供し，かつ，当該国内当局を NUI に接続する国内当局を指定

する。」； 

  

 Each Member State shall designate a national authority which shall provide the 

access of the competent authorities referred to in Article 6(1) and (2) to the VIS, and 

connect that national authority to the NUI.”; 

 

(b) 第4項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 4 is amended, as follows: 

 

(i) (a)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 point (a) is replaced by the following: 

  

 「(a) 国内システムの開発及び当該システムのVISへの適応；」； 

   

  “(a) the development of the national system and its adaptation to the VIS;”; 

   

(ii) (d)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 point (d) is replaced by the following: 

  

 「(d) NUI と国内システムとの間の通信インフラの投資及び運用の費用を含

め，国内システムにかかる費用及び国内システムの NUI との接続費用

の負担。」； 

   

  “(d) bearing the costs incurred by the national system and the costs of its 

connection to the NUI, including the investment and operational costs of the 
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communication infrastructure between the NUI and the national system.”; 

 

 

(34)  第29条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 29 is replaced by the following: 

 

「第 29条 データの利用に関する責任及びデータの品質 

“Article 29 Responsibility for the use and quality of data 

 

1. 各構成国は，データが合法的に処理されること，及び，とりわけ，適正に権限を与え

られた職員のみがこの規則に従って当該当局の職務の遂行のために VIS の中で

処理されるデータへのアクセスをもつことを確保する。責任構成国は，とりわけ，以

下のことを確保する： 

  

 Each Member State shall ensure that the data are processed lawfully, and in particular that 

only duly authorised staff have access to data processed in the VIS for the performance of 

their tasks in accordance with this Regulation. The Member State responsible shall ensure 

in particular that: 

  

 (a) データが合法的に収集されること； 

   

  the data are collected lawfully: 

   

 (b) データがVISに対して合法的に伝送されること； 

   

  the data are transmitted lawfully to the VIS; 

   

 (c) データが VIS に対して伝送される際，そのデータが正確であり，最新であり，

かつ，適正なレベルの品質と完全性のあるものであること。 

   

  the data are accurate, up-to-date and of an adequate level of quality and completeness 

when they are transmitted to the VIS. 

   

2. eu-LISAは，この規則及び第45条に示すこの規則の実装規定に従ってVISが運用

されることを確保する。とりわけ，eu-LISAは： 

  

 eu-LISA shall ensure that the VIS is operated in accordance with this Regulation and its 

implementing rules referred to in Article 45. In particular, eu-LISA shall: 
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 (a) 各構成国の職責を妨げることなく，VIS中央システムのセキュリティ並びにVIS

中央システムと NUIs との間の通信インフラのセキュリティを確保するために必

要となる措置を講じ； 

   

  take the necessary measures to ensure the security of the VIS Central System and the 

communication infrastructure between the VIS Central System and the NUIs, 

without prejudice to the responsibilities of each Member State; 

   

 (b) 適正に権限を与えられた職員のみが，この規則に従った eu-LISAの職務の遂

行のために VIS の中で処理されるデータに対するアクセスをもつことを確保

する。 

   

  ensure that only duly authorised staff have access to data processed in the VIS for the 

performance of the tasks of eu-LISA in accordance with this Regulation. 

   

2a. eu-LISAは，VISの中にあるデータの品質検査を実行するための仕組みと手続を開

発し及び維持管理し，かつ，構成国に対し，定期報告を提供する。eu-LISAは，欧州

議会，理事会及び欧州委員会に対し，直面した諸問題を包摂する定期報告を提供

する。 

  

 eu-LISA shall develop and maintain a mechanism and procedures for carrying out quality 

checks on the data in the VIS and shall provide regular reports to the Member States. eu-

LISA shall provide a regular report to the European Parliament, the Council and the 

Commission covering the issues encountered. 

  

 欧州委員会は，品質検査を実行するための仕組みと手続及びデータ品質の遵守に

関する適切な要件を定め及び開発するための実装行為を採択する。この実装行為

は，第49条第2項に示す審議手続に従って採択される。 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down and develop the mechanism 

and the procedures for carrying out quality checks and appropriate requirements for data 

quality compliance. Those implementing acts shall be adopted in accordance with the 

examination procedure referred to in Article 49(2). 

  

3. eu-LISAは，欧州議会，理事会及び欧州委員会に対し，第2項によって eu-LISAが

講じた措置を連絡する。 

  

 eu-LISA shall inform the European Parliament, the Council and the Commission of the 

measures which it takes pursuant to paragraph 2. 
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4. VIS の中にある個人データの処理との関係において，各構成国は，規則(EU) 

2016/679の第 4条第 7号に従って管理者として判断され，かつ，当該構成国による

データの処理に関し中心的な職責をもつ当局を指定する。各構成国は，欧州委員

会に対し，その指定を通知する。 

  

 In relation to the processing of personal data in the VIS, each Member State shall designate 

the authority which is to be considered as controller in accordance with point (7) of Article 

4 of Regulation (EU) 2016/679 and which shall have central responsibility for the 

processing of data by that Member State. Each Member State shall notify the Commission 

of the designation. 

 

第29条 a データを入れることに関する特別規定 

Article 29a Specific rules for entering data 

 

1. 第6条第4項，第9条ないし第14条，第22条 a及び第22条 cないし第22条 fに

示すデータは，職責を負う国内当局によって遂行される品質検査の後においてのみ

VISの中に入れられ，かつ，本条第 2項に従って VISによって遂行される品質検査

の後にVISによって処理される。 

  

 The data referred to in Article 6(4), Articles 9 to 14, Article 22a and Articles 22c to 22f shall 

be entered in the VIS only following a quality check performed by the responsible national 

authorities and shall be processed by the VIS following a quality check performed by the 

VIS in accordance with paragraph 2 of this Article. 

  

2. 第9条ないし第14条，第22条a及び第22条cないし第22条 fに示すデータに関

する品質検査は，本項に従ってVISによって遂行される。 

  

 Quality checks on the data referred to in Articles 9 to 14, Article 22a and Articles 22c to 22f 

shall be performed by the VIS in accordance with this paragraph. 

  

 品質検査は，VISの中に申請ファイルを作成する際またはそれをアップデートする際

に開始される。品質検査が，確立された品質基準に適合することに失敗するときは，

職責を負う 1または複数の当局は，自動的に，VISから通知される。第 9条 a第3項

及び第 22 条 b 第 2 項による自動化された問合せは，積極の品質検査の後に限り，

VISによって開始状態となる。 

  

 The quality checks shall be initiated when creating or updating application files in the VIS. 

Where the quality checks fail to meet the established quality standards, the responsible 

authority or authorities shall be automatically notified by the VIS. The automated queries 

pursuant to Article 9a(3) and Article 22b(2) shall be triggered by the VIS only following a 
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positive quality check. 

  

 顔画像及び指紋の品質検査は，生体要素の照合を許容するミニマムのデータ品質

基準の充足を確認するため，VIS の中に申請ファイルを作成する際またはそれをア

ップデートする際に遂行される。 

  

 Quality checks on facial images and fingerprints shall be performed when creating or 

updating application files in the VIS, to ascertain the fulfilment of minimum data quality 

standards allowing for biometric matching. 

  

 第 6条第 4 項に示すデータに関する品質検査は，職務権限のある国内当局に関す

る情報をVISの中に記録保存する際に遂行される。 

  

 Quality checks on the data referred to Article 6(4) shall be performed when storing 

information about the national competent authorities in the VIS. 

  

3. 本条第1項及び第2項に示すデータの記録保存に関し，品質基準が定められる。 

  

 Quality standards shall be established for the storage of the data referred to in paragraphs 1 

and 2 of this Article. 

  

 欧州委員会は，同品質基準の仕様を定めるための実装行為を採択する。その実装

行為は，第49条第2項に示す審議手続に従って採択される。」； 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down the specification of those 

quality standards. Those implementing acts shall be adopted in accordance with the 

examination procedure referred to in Article 49(2).”; 

 

(35)  第31条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 31 is replaced by the following: 

 

「第 31条 第三国または国際機関に対するデータの伝送 

“Article 31 Communication of data to third countries or international organisations 

 

1. この規則によって VISの中で処理されるデータは，Interpolへの移転の場合を除き，

この規則の第 9条 a第4項(g)及び第 22条b第3項(g)に示す問合せを実行する目

的のために第三国または国際機関に対して移転されてはならず，かつ，利用できる

ようにされてはならない。Interpolに対する個人データの移転は，規則(EU) 2018/1725

の第V章の条項及び規則(EU) 2016/679の第V章の条項に服する。 
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 Data processed in the VIS pursuant to this Regulation shall not be transferred or made 

available to a third country or to an international organisation with the exception of transfers 

to Interpol for the purpose of carrying out the queries referred to in point (g) of Article 9a(4) 

and in point (g) of Article 22b(3) of this Regulation. Transfers of personal data to Interpol are 

subject to the provisions of Chapter V of Regulation (EU) 2018/1725 and Chapter V of 

Regulation (EU) 2016/679. 

  

2. 本条第 1項からの特例により，この規則の第 9条第 1項第4号(a)，(b)，(ca)，(k)及び

(m)並びに第6号及び第7号または第22条a第1項(d)ないし(i)及び(k)に示すデー

タは，指令2008/115/ECに従った送還の目的のために，または，この規則の別紙 Iの

中で列挙された国際機関に対する移転に関しては，欧州の再定住制度もしくは国内

再定住制度に従った再定住の目的のために，第三国国民の識別名を証明するため

に個々の案件において必要であることを条件として，かつ，以下のとおりの条件のい

ずれかが満たされることを条件として，職務権限のある当局によってアクセスされ，ま

た，第三国または別紙 I の中で列挙された国際機関に対して移転されまたは利用で

きるようにされ得る： 

  

 By way of derogation from paragraph 1 of this Article, the data referred to in points (4)(a), 

(b), (ca), (k) and (m) and points (6) and (7) of Article 9 or in points (d) to (i) and (k) of Article 

22a(1) of this Regulation may be accessed by the competent authorities and transferred or 

made available to a third country or to an international organisation listed in the Annex, 

provided that it is necessary in individual cases in order to prove the identity of third-country 

nationals for the purposes of return in accordance with Directive 2008/115/EC, or, as regards 

transfers to an international organisation listed in the Annex to this Regulation, for the 

purposes of resettlement in accordance with European or national resettlement schemes, and 

provided that one of the following conditions is satisfied: 

  

 (a) 欧州委員会が，規則(EU) 2016/679の第 45 条第 3 項に従い，当該第三国また

は国際機関における個人データの十分なレベルの保護に関する判定を採択し

た； 

   

  the Commission has adopted a decision on the adequate level of protection of personal 

data in that third country or international organisation in accordance with Article 45(3) 

of Regulation (EU) 2016/679; 

   

 (b) 欧州連合または構成国と当の第三国との間において有効な再入国合意を介す

る場合のように，規則(EU) 2016/679の第46条に示す適切な安全確保が提供さ

れた； 

   

  appropriate safeguards have been provided as referred to in Article 46 of Regulation 
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(EU) 2016/679, such as through a readmission agreement which is in force between 

the Union or a Member State and the third country in question; 

   

 (c) 規則(EU) 2016/679の第49条第1項(d)が適用される。 

   

  point (d) of Article 49(1) of Regulation (EU) 2016/679 applies. 

   

 更に，第 1 副項に示すデータは，以下のとおりの諸条件の全てが満たされる場合に

限り，移転される： 

  

 Moreover, the data referred to in the first subparagraph shall be transferred only where all of 

the following conditions are satisfied: 

  

 (a) 欧州連合法の適格な条項，とりわけ，データ保護，再入国合意に関する条項，

並びに，そのデータの移転元である構成国の国内法に従ってデータの移転が

実行される； 

   

  the transfer of the data is carried out in accordance with the relevant provisions of 

Union law, in particular provisions on data protection, readmission agreements, and 

the national law of the Member State transferring the data; 

   

 (b) VISの中にそのデータを入れた構成国が，その構成国の承認を与えた； 

   

  the Member State which entered the data in the VIS has given its approval; 

   

 (c) その第三国または国際機関が，当該データが提供された目的のために限りそ

のデータを処理することに同意した。 

   

  the third country or international organisation has agreed to process the data only for 

the purposes for which they were provided. 

  

 本項第1副項及び第2副項に服して，指令2008/115/ECによって採択された送還決

定が第三国国民との関係において発されたときは，第 1 副項に示すデータは，その

ような送還決定の執行が停止されていない場合に限り，かつ，その送還決定の執行

の停止を導き得る不服が申立てられていないことを条件として，移転される。 

  

 Subject to the first and second subparagraphs of this paragraph, where a return decision 

adopted pursuant to Directive 2008/115/EC has been issued in relation to a third-country 

national, the data referred to in the first subparagraph shall be transferred only where the 

enforcement of such a return decision is not suspended and provided that no appeal has been 
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lodged which may lead to the suspension of its enforcement. 

  

3. 第 2 項による第三国または国際機関への個人データの移転は，国際的な保護，とり

わけ，ノン・ルフールマンに関する申請者の権利とその受益を妨げてはならない。 

  

 Transfers of personal data to third countries or to international organisations pursuant to 

paragraph 2 shall not prejudice the rights of applicants for and beneficiaries of international 

protection, in particular as regards non-refoulement. 

  

4. 法執行の目的のために構成国によってまたは EuropolによってVISから入手された

個人データは，いかなる第三国，国際機関または欧州連合内もしくは欧州連合の外

に拠点のある民間の法主体に対しても移転されまたは利用できるようにされてはなら

ない。その禁止は，指令(EU) 2016/680 によって国内レベルでまたは構成国間で当

該データが別の目的のために処理される場合にも適用される。 

  

 Personal data obtained from the VIS by a Member State or by Europol for law enforcement 

purposes shall not be transferred or made available to any third country, international 

organisation or private entity established in or outside the Union. The prohibition shall also 

apply where those data are further processed at national level or between Member States 

pursuant to Directive (EU) 2016/680. 

  

5. 本条第 4項からの特例により，第9条第1項第4号(a)ないし(ca)及び第 22条 a第 1

項(d)ないし(g)に示すデータは，個々の案件において，以下のとおりの諸条件の全て

に適合する場合に限り，指定された当局から第三国に対して移転され得る： 

  

 By way of derogation from paragraph 4 of this Article, the data referred to in point (4)(a) to 

(ca) of Article 9 and in points (d) to (g) of Article 22a(1) may be transferred by the designated 

authority to a third country in individual cases, only where all of the following conditions are 

met: 

  

 (a) 以下のいずれかの事態が存在する例外的な緊急の案件が存在する: 

   

  there is an exceptional case of urgency where there is: 

 

  (i) テロリスト犯罪と関係する差し迫った危険；または 

    

   an imminent danger associated with a terrorist offence; or 

    

  (ii) 個人の生命に対する差し迫った危険であり，かつ，当該危険が重大犯罪と

関係する； 
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   an imminent danger to the life of a person and that danger is associated with a 

serious criminal offence; 

   

 (b) テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪と関係して，構成国の領土内におけ

るまたは第三国内における防止，検知または捜査のために，データの移転が

必要である； 

   

  the transfer of data is necessary for the prevention, detection or investigation in the 

territory of the Member States or in the third country concerned of a terrorist offence 

or other serious criminal offence; 

   

 (c) 当該指定された当局が，第 22条n及び第 22条oの中で定められた手続及び

条件に従ってそのようなデータにアクセスした； 

   

  the designated authority has access to such data in accordance with the procedure and 

the conditions set out in Articles 22n and 22o; 

   

 (d) 指令(EU) 2016/680 の中で，とりわけ，同指令の第 V 章の中で定められた適用

可能な条件に従ってその移転が実行される； 

   

  the transfer is carried out in accordance with the applicable conditions set out in 

Directive (EU) 2016/680, in particular Chapter V thereof; 

   

 (e) 当該第三国からの適正な理由を付した書面による要請書または電子的な要請

書が提出された； 

   

  a duly motivated written or electronic request from the third country has been 

submitted; 

   

 (f) 当該要請元である国によって保有されている査証情報システムの中にある情報

のVISを運用している構成国に対する相互的な提供が確保されている。 

   

  the reciprocal provision of any information in visa information systems held by the 

requesting country to the Member States operating the VIS is ensured. 

  

 本項第 1 副項によって移転が行われるときは，そのような移転は文書化され，かつ，

移転の日時，受領側の職務権限のある当局に関する情報，移転の正当化事由及び

移転される個人データを含め，その文書は，要求に応じて，指令(EU) 2016/680 の第

41条第1項に示す監督当局に対して利用できるようにされる。」； 
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 Where a transfer is made pursuant to the first subparagraph of this paragraph, such a transfer 

shall be documented and the documentation shall, on request, be made available to the 

supervisory authority referred to in Article 41(1) of Directive (EU) 2016/680, including the 

date and time of the transfer, information about the receiving competent authority, the 

justification for the transfer and the personal data transferred.”; 

 

(36)  第32条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 32 is amended, as follows: 

 

(a) 第2項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 2 is amended as follows: 

 

(i) 以下のとおりの号が挿入される： 

  

 the following point is inserted: 

  

 「(ea) 無権限の者によるデータ通信機器を用いる自動化されたデータ処理

システムの利用を防止する；」； 

   

  “(ea) prevent the use of automated data-processing systems by unauthorised 

persons using data communication equipment;”; 

  

(ii) 以下のとおりの各号が挿入される： 

  

 the following points are inserted: 

  

 「(ja) 中断の発生の際において，インストールされたシステムが正常な運用

のために修復され得ることを確保する； 

   

  “(ja) ensure that, in the event of an interruption, installed systems can be 

restored to normal operation; 

   

 (jb) そのシステムの稼動における障害が適正に報告されること及びそのシ

ステムの不具合による障害の発生の際において個人データが修復さ

れ得ることを確保するために必要となる技術上の方策が設けられること

を確実にすることによって，信頼性を確保する；」； 

  ensure reliability by making sure that any faults in the functioning of the 

systems are properly reported and that the necessary technical measures are 
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put in place to ensure that personal data can be restored in the event of 

corruption due to a malfunctioning of the systems;”; 

 

(b) 第3項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 3 is replaced by the following: 

 

「3. eu-LISA は，セキュリティ計画の採択を含め，VIS の運用と関連して第 2 項の

中で定められた諸目的を達成するために必要となる措置を講ずる。」； 

  

 “3. eu-LISA shall take the necessary measures in order to achieve the objectives set 

out in paragraph 2 as regards the operation of the VIS, including the adoption of a 

security plan.”; 

 

(37)  以下のとおりの条が挿入される： 

 

the following Article is inserted: 

 

「第 32条a セキュリティインシデント 

“Article 32a Security incidents 

 

1. VIS のセキュリティに対して影響をもつまたは影響をもつかもしれない全ての出来事

及びVISデータに対する損失または喪失を生じさせ得る全ての出来事は，とりわけ，

データへの無権限アクセスが発生したかもしれない場合，または，データの可用性，

完全性及び機密性が損なわれた場合もしくは損なわれたかもしれない場合におい

ては，セキュリティインシデントであると理解される。 

  

 Any event that has or may have an impact on the security of the VIS and may cause damage 

to or loss of VIS data shall be considered to be a security incident, in particular where 

unauthorised access to data may have occurred or where the availability, integrity and 

confidentiality of data has or may have been compromised. 

  

2. セキュリティインシデントは，迅速であり，実効的でありかつ適正な対応を確保するよ

うに管理される。 

  

 Security incidents shall be managed so as to ensure a quick, effective and proper response. 

  

3. 規則(EU) 2016/679の第33条，指令(EU) 2016/680の第30条またはその両条項によ

る個人データの侵害の通知及び伝達を妨げることなく，構成国は，欧州委員会，eu-

LISA 及び欧州データ保護監督官に対し，セキュリティインシデントを通知する。VIS
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中央システムとの関係におけるセキュリティインシデントの発生の際，eu-LISA は，欧

州委員会及び欧州データ保護監督官に対し，通知する。Europol 及び欧州国境沿岸

警備局は，VIS と関連するセキュリティインシデントの場合において，欧州委員会及

び欧州データ保護監督官に対し，通知する。 

  

 Without prejudice to the notification and communication of a personal data breach pursuant 

to Article 33 of Regulation (EU) 2016/679, Article 30 of Directive (EU) 2016/680, or both, 

Member States shall notify the Commission, eu-LISA and the European Data Protection 

Supervisor of security incidents. In the event of a security incident in relation to the VIS 

Central System, eu-LISA shall notify the Commission and the European Data Protection 

Supervisor. Europol and the European Border and Coast Guard Agency shall notify the 

Commission and the European Data Protection Supervisor in the case of a VIS-related 

security incident. 

  

4. VISの運用に対しまたはVISデータの可用性，完全性及び機密性に対し影響をもつ

または影響をもつかもしれないセキュリティインシデントに関する情報は，欧州委員

会に対し，並びに，もし影響があるのであれば，構成国に対し，Europolに対し及び欧

州国境沿岸警備局に対し，提供される。そのようなインシデントは，eu-LISA によって

定められるインシデント管理計画も遵守して報告される。 

  

 Information regarding a security incident that has or may have an impact on the operation of 

the VIS or on the availability, integrity and confidentiality of the VIS data shall be provided 

to the Commission and, if affected, to Member States, to Europol and to the European 

Border and Coast Guard Agency. Such incidents shall also be reported in compliance with 

the incident management plan to be provided by eu-LISA. 

  

5. 構成国，欧州国境沿岸警備局，eu-LISA及び Europolは，セキュリティインシデントの

発生の際，協力する。 

  

 Member States, the European Border and Coast Guard Agency, eu-LISA and Europol shall 

cooperate in the event of a security incident. 

  

6. 欧州委員会は，欧州議会及び理事会に対し，遅滞なく，重大なインシデント及びその

インシデントに対処するために講じられた措置を連絡する。この情報は，それが適切

なときは，適用可能なセキュリティ規定に従い，EU 取扱注意として機密扱いとな

る。」； 

  

 The Commission shall inform the European Parliament and the Council without delay of 

serious incidents and the measures taken to address them. This information shall be 

classified, where appropriate, as EU RESTRICTED/ RESTREINT UE in accordance with 
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applicable security rules.”; 

 

(38)  第33条及び第34条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Articles 33 and 34 are replaced by the following: 

 

「第 33条 法的責任 

“Article 33 Liability 

 

1. 規則(EU) 2016/679，指令(EU) 2016/680及び規則(EU) 2018/1725の下における管理

者または処理者の法的責任を妨げることなく，かつ，それらの者から弁償を受ける権

利を妨げることなく： 

  

 Without prejudice to the liability of and the right to compensation from the controller or 

processor under Regulation (EU) 2016/679, Directive (EU) 2016/680 and Regulation (EU) 

2018/1725: 

  

 (a) 構成国による違法な個人データ処理業務またはそれ以外のこの規則と適合し

ない何らかの行為の結果として有形または無形の損害を被った者または構成

国は，当該構成国から弁償を受ける権利をもつ； 

   

  any person or Member State that has suffered material or non-material damage as a 

result of an unlawful personal data processing operation or any other act incompatible 

with this Regulation by a Member State shall be entitled to receive compensation from 

that Member State; 

   

 (b) 欧州連合の機関，組織，事務局または部局のこの規則と適合しない行為の結果

として有形または無形の損害を被った者または構成国は，当該欧州連合の機

関，組織，事務局または部局から弁償を受ける権利をもつ。 

   

  any person or Member State that has suffered material or non-material damage as a 

result of an act of a Union institution, body, office or agency incompatible with this 

Regulation shall be entitled to receive compensation from that Union institution, body, 

office or agency. 

  

 構成国または欧州連合の機関，組織，事務局もしくは部局は，その損害を生じさせた

出来事に関して責任を負わないことを証明したときは，第1副項の下におけるその法

的責任の全部または一部を免れる。 
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 The Member State or Union institution, body, office or agency shall be exempt from its 

liability under the first subparagraph, in whole or in part, if it proves that it is not responsible 

for the event which gave rise to the damage. 

  

2. この規則の下における当該構成国の義務を構成国が遵守しなかったことにより VIS

に対して損害を生じさせたときは，当該構成国は，eu-LISAまたはVISに参加してい

る他の構成国が，損害が発生することを防止するためまたはその損害の影響をミニ

マムにするための合理的な措置を講じなかった場合を除き，かつ，その範囲内で，

そのような損害に対して法的責任を負う。 

  

 If any failure of a Member State to comply with its obligations under this Regulation causes 

damage to the VIS, that Member State shall be held liable for such damage, unless and 

insofar as eu-LISA or another Member State participating in the VIS failed to take reasonable 

measures to prevent the damage from occurring or to minimise its impact. 

  

3. 第1項及び第2項に示す構成国を相手方として損害賠償を求める請求は，当該構成

国の国内法によって規律される。第 1項及び第 2項に示す欧州連合の機関，組織，

事務局または部局を相手方として損害賠償を求める請求は，諸条約の中で定められ

た諸条件に服する。 

  

 Claims for compensation against a Member State for the damage referred to in paragraphs 

1 and 2 shall be governed by the national law of that Member State. Claims for compensation 

against a Union institution, body, office or agency for the damage referred to in paragraphs 

1 and 2 shall be subject to the conditions provided for in the Treaties.”; 

 

第34条 ログの保存 

Article 34 Keeping of logs 

 

1. 各構成国，欧州国境沿岸警備局及び eu-LISAは，VISの中における各構成国，欧州

国境沿岸警備局及び eu-LISA の全てのデータ処理業務のログを保存する。それら

のログは，以下のとおりの事項を示すものとする： 

  

 Each Member State, the European Border and Coast Guard Agency and eu-LISA shall keep 

logs of all their data processing operations within the VIS. Those logs shall show: 

  

 (a) アクセスの目的； 

   

  the purpose of access; 

 (b) 日及び時； 
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  the date and time; 

   

 (c) 入れられたデータの種別； 

   

  the type of data entered; 

   

 (d) 探索のために使用されたデータの種別；並びに 

   

  the type of data used for search; and 

   

 (e) データを入れている当局またはデータを検索している当局の名称。 

   

  the name of the authority entering or retrieving the data. 

   

 加えて，各構成国は，VIS の中にデータを入れる権限または VIS からデータを検索

する権限を適正に与えられた職員のログを保存する。 

  

 In addition, each Member State shall keep logs of the staff duly authorised to enter data in or 

retrieve data from the VIS. 

  

2. 第9条 aないし第9条g及び第22条bに示す問合せ及び照会に関し，VISの中に

おいて並びに EES，ETIAS，SIS，ECRIS-TCN及びEurodacそれぞれの中において

実行された各データ処理業務のログは，本条に従って並びに規則(EU) No 603/2013

の第 28条 a，規則(EU) 2017/2226の第 46条第 2項，規則(EU) 2018/1240の第 69

条，規則(EU) 2018/1861 の第 18 条 a，規則(EU) 2018/1862 の第 18 条 a 及び規則

(EU) 2019/816の第31条aにそれぞれ従って保存される。 

  

 For the queries and consultations referred to in Articles 9a to 9g and 22b, a log for each data 

processing operation carried out within the VIS and, respectively, the EES, the ETIAS, the 

SIS, the ECRIS-TCN and Eurodac shall be kept in accordance with this Article and, 

respectively, Article 28a of Regulation (EU) No 603/2013, Article 46(2) of Regulation (EU) 

2017/2226, Article 69 of Regulation (EU) 2018/1240, Article 18a of Regulation (EU) 

2018/1861, Article 18a of Regulation (EU) 2018/1862 and Article 31a of Regulation (EU) 

2019/816. 

  

3. この規則の第45条cの中に列挙された業務に関しては，VIS及びEESの中におい

て実行された各データ処理業務のログは，同条及び規則(EU) 2017/2226 の第 46 条

に従って保存される。この規則の第 17 条 a の中に列挙された業務に関しては，VIS

及び EESの中において実行された各データ処理業務のログは，本条及び規則(EU) 

2017/2226の第46条に従って保存される。 
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 For the operations listed in Article 45c of this Regulation a log of each data processing 

operation carried out within the VIS and the EES shall be kept in accordance with that Article 

and Article 46 of Regulation (EU) 2017/2226. For the operations listed in Article 17a of this 

Regulation, a log of each data processing operation carried out in the VIS and the EES shall 

be kept in accordance with this Article and Article 46 of Regulation (EU) 2017/2226. 

  

4. 本条によって保存されるログは，データ処理の許容性のデータ保護上の監視のため

に限り，及び，データのセキュリティを確保するために限り，利用される。ログは，無権

限のアクセス及び改変に抗する適切な措置によって防護され，かつ，既に開始され

ている監視手続のために要求されないのであれば，第23条に示す保持期間経過後

1年が経過した後に削除される。」； 

  

 Logs kept pursuant to this Article shall be used only for the data-protection monitoring of the 

admissibility of data processing as well as to ensure data security. The logs shall be protected 

by appropriate measures against unauthorised access and modification and shall be deleted 

after a period of one year after the retention period referred to in Article 23 has expired, if 

they are not required for monitoring procedures which have already begun.”; 

 

(39)  第36条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Article 36 is replaced by the following: 

 

「第 36条 制裁 

“Article 36 Penalties 

 

規則(EU) 2016/679及び指令(EU) 2016/680を妨げることなく，構成国は，この規則に違反

して実行された個人データの処理に関するものを含め，この規則の違反に対して適用可

能な制裁に関する規定を定め，かつ，その規定が実装されることを確保するために必要

となる全ての措置を講ずる。定められる制裁は，実効的であり，比例的でありかつ抑止力

のあるものとする。」； 

 

Without prejudice to Regulation (EU) 2016/679 and Directive (EU) 2016/680, Member States 

shall lay down the rules on penalties applicable to infringements of this Regulation, including for 

processing of personal data carried out in breach of this Regulation, and shall take all measures 

necessary to ensure that they are implemented. The penalties provided for shall be effective, 

proportionate and dissuasive.”; 

 

(40)  第VI章において，以下のとおりの条が挿入される： 

 

in Chapter VI, the following Article is inserted: 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

176 

 

「第 36条a データ保護 

“Article 36a Data protection 

 

1. 規則(EU) 2018/1725は，この規則の下における欧州国境沿岸警備局及びeu-LISAに

よる個人データの処理に対して適用される。 

  

 Regulation (EU) 2018/1725 shall apply to the processing of personal data by the European 

Border and Coast Guard Agency and eu-LISA under this Regulation. 

  

2. 規則(EU) 2016/679は，この規則の下において職務が遂行される際，査証当局，国境

当局，難民当局及び移民当局による個人データの処理に対して適用される。 

  

 Regulation (EU) 2016/679 shall apply to the processing of personal data by the visa, border, 

asylum and immigration authorities when performing tasks under this Regulation. 

  

3. 指令(EU) 2016/680は，この規則の第 III章bの下における構成国の指定された当局

による同章に示す目的のための，個人データへのアクセスを含め，VIS の中に記録

保存された個人データの処理に対して適用される。 

  

 Directive (EU) 2016/680 shall apply to the processing of personal data stored in the VIS, 

including access to those data, for the purposes referred to in Chapter IIIb of this Regulation 

by Member States’ designated authorities under that Chapter. 

  

4. 規則(EU) 2016/794は，この規則による Europolによる個人データの処理に対して適

用される。 

  

 Regulation (EU) 2016/794 shall apply to the processing of personal data by Europol 

pursuant to this Regulation.”; 

 

(41)  第37条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 37 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 1 is amended as follows: 

(i) 柱書は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 the introductory sentence is replaced by the following: 
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 「1. 規則(EU) 2018/1725の第15条及び第16条，規則(EU) 2016/679の第

13条及び第14条並びに指令(EU) 2016/680の第13条に示す情報提

供を受ける権利を妨げることなく，申請者及びこの規則の第 9 条第 1

項第 4号(f)に示す者は，責任構成国から，以下のとおりの事項の情報

提供を受ける：」； 

   

  “1. Without prejudice to the right to information referred to in Articles 15 and 

16 of Regulation (EU) 2018/1725, Articles 13 and 14 of Regulation (EU) 

2016/679 and Article 13 of Directive (EU) 2016/680, applicants and the 

persons referred to in point (4)(f) of Article 9 of this Regulation shall be 

informed of the following by the Member State responsible:”; 

   

(ii) (a)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 point (a) is replaced by the following: 

  

 「(a) 当該管理者の連絡先を含め，第 29 条第 4 項に示す管理者の識別

名；」； 

   

  “(a) the identity of the controller referred to in Article 29(4), including the 

controller’s contact details;”; 

   

(iii) (c)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 point (c) is replaced by the following: 

  

 「(c) 第22条 lに示す当局及び Europolを含め，データの取得者の類型； 

   

  “(c) the categories of recipients of the data, including the authorities referred 

to in Article 22l and Europol; 

   

 (ca) 法執行の目的のために構成国及びEuropolによってVISがアクセスさ

れるかもしれないということ；」； 

   

  the fact that the VIS may be accessed by the Member States and Europol for 

law enforcement purposes;”; 

   

(iv) 以下のとおりの号が挿入される： 

  

 the following point is inserted: 
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 「(ea) VISの中に記録保存された個人データが，この規則の第 31条に従っ

て第三国または国際機関に対し，及び，理事会決定(EU) 2017/1908(*)

に従って構成国に対し，移転されるかもしれないということ； 

   

  “(ea) the fact that personal data stored in the VIS may be transferred to a third 

country or an international organisation in accordance with Article 31 of this 

Regulation and to Member States in accordance with Council Decision (EU) 

2017/1908(*); 

   

  (*) ブルガリア共和国及びルーマニアにおける査証情報システムと関連す

るシェンゲン協定の一定の条項の発効に関する 2017年 10月 12日の理

事会決定(EU) 2017/1908 (OJ L 269, 19.10.2017, p. 39).」； 

  Council Decision (EU) 2017/1908 of 12 October 2017 on the putting into 

effect of certain provisions of the Schengen acquis relating to the Visa 

Information System in the Republic of Bulgaria and Romania (OJ L 269, 

19.10.2017, p. 39).”;" 

   

(v) (f)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

  

 point (f) is replaced by the following: 

  

 「(f) 当該の者と関連するデータへのアクセスを求める権利の存在，当該の

者と関連する不正確なデータが訂正されること，当該の者と関連する

不正確な個人データが完全なものにされること，違法に処理された当

該の者と関連する個人データが消去されることまたはそれらのデータ

の処理が制限されることを求める権利の存在，並びに，個人データの

保護と関係する苦情を聴聞する監督当局の連絡先またはそれが適用

可能なときは欧州データ保護監督官の連絡先を含め，当該権利を行

使するための手続に関する情報提供を受ける権利の存在。」； 

   

  “(f) the existence of the right to request access to data relating to them, the 

right to request that inaccurate data relating to them be rectified, that 

incomplete personal data relating to them be completed, that unlawfully 

processed personal data concerning them be erased or that the processing 

thereof be restricted, as well as the right to receive information on the 

procedures for exercising those rights, including the contact details of the 

supervisory authorities, or of the European Data Protection Supervisor if 

applicable, which shall hear complaints concerning the protection of 

personal data;”; 
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(b) 第2項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 2 is replaced by the following: 

 

「2. 本条第1項に示す情報は，第9条及び第22条aに示すデータ，顔画像及び

指紋データが収集される際，明確かつ平易な言語を用い，明解であり，透明性

があり，理解しやすくかつ容易にアクセス可能な方式で，書面により，申請者

に対して提供される。児童は，指紋の手続を説明するための視覚ツールを用

いる場合を含め，年齢に見合った態様で情報提供を受ける。」； 

  

 “2. The information referred to in paragraph 1 of this Article shall be provided in a 

concise, transparent, intelligible and easily accessible form, using clear and plain 

language in writing to the applicant when the data, the facial image and the fingerprint 

data as referred to in Article 9 and Article 22a are collected. Children shall be 

informed in an age-appropriate manner, including by using visual tools to explain the 

fingerprinting procedure.”; 

 

(c) 第3項において，第2副項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 3, the second subparagraph is replaced by the following: 

 

「そのような当該の者によって署名された書式が存在しないときは，この情報は，規

則(EU) 2016/679の第14条に従って提供される。」； 

 

“In the absence of such a form signed by those persons this information shall be provided 

in accordance with Article 14 of Regulation (EU) 2016/679.”; 

 

(42)  第38条ないし第43条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Articles 38 to 43 are replaced by the following: 

 

「第 38 条 個人データへのアクセス，個人データの訂正，完全化，消去及び処理の制限

の権利 

“Article 38 Right of access to, rectification, completion, erasure of personal data and 

restriction of processing 

1. 規則(EU) 2016/679の第15条ないし第18条の下における当該の者の権利を行使す

るため，いかなる者も，VISの中に記録された彼または彼女と関連するデータについ

て及びVISの中にそのデータを入れた構成国について，連絡を得る権利をもつ。そ

の要求を受ける構成国は，審査し，及び，可能な限り速やかに，かつ，遅くともその要

求の受理から 1か月以内に，回答する。 
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 In order to exercise their rights under Articles 15 to 18 of Regulation (EU) 2016/679, any 

person shall have the right to obtain communication of the data relating to him or her 

recorded in the VIS and of the Member State which entered them in the VIS. The Member 

State that receives the request shall examine and reply to it as soon as possible, and at the 

latest within one month of receipt of the request. 

  

2. いかなる者も，彼または彼女と関連する不正確なデータが訂正されること，及び，違

法に記録されたデータが消去されることを要求し得る。 

  

 Any person may request that data relating to him or her which are inaccurate be rectified and 

that data recorded unlawfully be erased. 

  

 その要求が責任構成国を相手方としており，かつ，VIS データが実際に不正確であ

るまたは違法に記録されたと判断されるときは，責任構成国は，第 24 条第 3 項に従

い，遅滞なく，かつ，遅くともその要求の受理から 1か月以内に，VISの中にある当該

データを訂正または消去する。責任構成国は，関係する者に対する書面の中で，遅

滞なく，その責任構成国が彼または彼女と関連するデータを訂正または消去するた

めの行動をとったことを確認する。 

  

 Where the request is addressed to the Member State responsible and where it is found that 

VIS data are factually inaccurate or have been recorded unlawfully, the Member State 

responsible shall, in accordance with Article 24(3), rectify or erase those data in the VIS 

without delay and at the latest within one month of receipt of the request. The Member State 

responsible shall confirm in writing to the person concerned without delay that it has taken 

action to rectify or erase data relating to him or her. 

  

 その要求が責任構成国以外の構成国を相手方とするときは，要求の相手方となった

構成国の当局は，7 日以内に，責任構成国の当局と連絡をとる。責任構成国は，本項

第 2 副項に従って手続を進める。責任構成国の当局と連絡をとった構成国は，関係

する者に対し，彼または彼女の要求書がどの構成国に対して転送されたのか及び今

後の手続に関して連絡する。 

  

 Where the request is addressed to a Member State other than the Member State responsible, 

the authorities of the Member State to which the request was addressed shall contact the 

authorities of the Member State responsible within a period of seven days. The Member 

State responsible shall proceed in accordance with the second subparagraph of this 

paragraph. The Member State which contacted the authority of the Member State 

responsible shall inform the person concerned that his or her request was forwarded, to 

which Member State and about the further procedure. 
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3. VIS の中に記録されているデータが実際に不正確であることまたは違法に記録され

たとの主張に責任構成国が同意しない場合，その責任構成国は，遅滞なく，関係す

る者に対する書面の中で，彼または彼女と関連するデータの訂正または消去がなぜ

予定されていないのかを説明する行政上の決定を採択する。 

  

 Where the Member State responsible does not agree with the claim that data recorded in the 

VIS are factually inaccurate or have been recorded unlawfully, it shall without delay adopt 

an administrative decision explaining in writing to the person concerned why it does not 

intend to rectify or erase data relating to him or her. 

  

4. 第3項に示す行政上の決定は，関係する者に対し，当該決定に対して不服申立てで

きることを説明する情報，及び，それが適格なときは，職務権限のある当局において

どのようにして苦情を申立てるかまたは裁判所においてどのようにして訴訟を提起す

るかに関する情報，及び，職務権限のある監督当局からのものを含め，当該の者が

利用可能な補助に関する情報も提供する。 

  

 The administrative decision referred to in paragraph 3 shall also provide the person 

concerned with information explaining the possibility to challenge that decision and, where 

relevant, information on how to bring an action or a complaint before the competent 

authorities or courts and information on any assistance available to the person, including 

from the competent supervisory authorities. 

  

5. 第 1項または第 2 項によって行われる要求は，関係する者を識別するために必要と

なる情報を含める。その情報は，専ら，第1項または第2項に示す権利の行使ができ

るようにするために利用される。 

  

 Any request made pursuant to paragraph 1 or 2 shall contain the necessary information to 

identify the person concerned. That information shall be used exclusively to enable the 

exercise of the rights referred to in paragraph 1 or 2. 

  

6. 責任構成国は，第1項または第2項に示す要求が行われたこと及びその要求がどの

ように対処されたかを書面による文書の形態で保存する。その構成国は，第 2項第2

副項に示すデータを訂正もしくは消去する決定の後，または，第 3 項に示す行政上

の決定の後，遅滞なく，かつ，7 日以内に，職務権限のある監督当局に対して当該文

書を利用できるようにする。 

  

 The Member State responsible shall keep a record in the form of a written document that a 

request as referred to in paragraph 1 or 2 was made and how it was addressed. It shall make 

that document available to the competent supervisory authorities without delay and not later 

than seven days following the decision to rectify or erase the data referred to in the second 
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subparagraph of paragraph 2 or following the administrative decision referred to in 

paragraph 3. 

  

7. 本条第 1項ないし第 6項からの特例により，かつ，第 9条 a及び第 22条bによる問

合せの結果として第 9条 e第 6項，第9条 g第 6項並びに第 22条 b第14項及び

第 16項に従ってVISの中に記録されている理由を付した意見書の中に含まれてい

るデータに関する場合に限り，構成国は，国内法または欧州連合法に従い，かつ，そ

のような部分的な制限または全面的な制限が，関係する者の基本的な権利及び正当

な利益を適正に尊重する民主主義の社会において必要でありかつ比例的な措置を

構成する範囲内で，かつ，その限りにおいて，以下のことのために，関係する者に対

して情報の全部または一部を提供しない決定を行う： 

  

 By way of derogation from paragraphs 1 to 6 of this Article, and only as regards data 

contained in the reasoned opinions that are recorded in the VIS in accordance with Article 

9e(6), Article 9g(6) and Article 22b(14) and (16) as a result of the queries pursuant to Articles 

9a and 22b, a Member State shall take a decision not to provide information to the person 

concerned, in whole or in part, in accordance with national or Union law, to the extent that, 

and for as long as such a partial or complete restriction constitutes a necessary and 

proportionate measure in a democratic society with due regard for the fundamental rights 

and legitimate interests of the person concerned, in order to: 

  

 (a) 公的なまたは法律上の調査，捜査または手続を妨げることを避けるため； 

   

  avoid obstructing official or legal inquiries, investigations or procedures; 

   

 (b) 犯罪行為の防止，検知，捜査もしくは訴追または刑罰の執行を妨げることを避

けるため； 

   

  avoid prejudicing the prevention, detection, investigation or prosecution of criminal 

offences or the execution of criminal penalties; 

   

 (c) 公共の保安を防護するため； 

   

  protect public security; 

   

 (d) 国家安全保障を防護するため；または 

   

  protect national security; or 

   

 (e) 他者の権利及び自由を保護するため。 
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  protect the rights and freedoms of others. 

  

 第1副項に示す場合において，構成国は，不適切な遅滞なく，関係する者に対し，書

面により，アクセスの拒否または制限及びその拒否または制限の理由を連絡する。

そのような情報は，その情報の提供が，第 1 副項の(a)ないし(e)の中で定められた根

拠事由のいずれかを損なうようであるときは，省略され得る。その構成国は，関係す

る者に対し，監督当局に苦情の申立てができることまたは法務上の救済を求めること

ができることを連絡する。 

  

 In the cases referred to in the first subparagraph, the Member State shall inform the person 

concerned in writing, without undue delay, of any refusal or restriction of access and of the 

reasons for the refusal or restriction. Such information may be omitted where its provision 

would undermine any of the reasons set out in points (a) to (e) of the first subparagraph. The 

Member State shall inform the person concerned of the possibility of lodging a complaint 

with a supervisory authority or of seeking a judicial remedy. 

  

 構成国は，関係する者に対して情報を提供しない決定が基礎としている事実上の理

由または法律上の理由を文書化する。その情報は，監督当局に対し，利用できるよう

にされる。 

  

 The Member State shall document the factual or legal reasons on which the decision not to 

provide information to the person concerned is based. That information shall be made 

available to the supervisory authorities. 

  

 そのような場合に関し，関係する者は，職務権限のある監督当局を介して彼または彼

女の権利を行使することもできる。 

  

 For such cases, the person concerned shall also be able to exercise his or her rights through 

the competent supervisory authorities. 

 

第39条 データ保護に関する権利を確保するための協力 

Article 39 Cooperation to ensure the rights on data protection 

 

1. 構成国の職務権限のある当局は，第 38 条の中で定められた権利の行使のために，

積極的に協力する。 

  

 The competent authorities of the Member States shall cooperate actively to enforce the rights 

laid down in Article 38. 
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2. 各構成国において，規則(EU) 2016/679の第 51条第 1 項に示す監督当局は，規則

(EU) 2016/679に従い，彼もしくは彼女と関連する個人データの訂正，完全化もしくは

消去のための，または，そのようなデータの処理の制限のための彼もしくは彼女の権

利の行使において，要請に応じて，データ主体を補助し及びデータ主体に対して助

言する。 

  

 In each Member State, the supervisory authority referred to in Article 51(1) of Regulation 

(EU) 2016/679 shall, upon request, assist and advise the data subject in exercising his or her 

right to rectification, completion or erasure of personal data relating to him or her or to 

restriction of the processing of such data, in accordance with Regulation (EU) 2016/679. 

  

 第 1 副項に示す狙いを達成するため，責任構成国の監督当局及び当該要求が行わ

れた構成国の監督当局は，相互に協力する。 

  

 In order to achieve the aims referred to in the first subparagraph, the supervisory authority of 

the Member State responsible and the supervisory authority of the Member State to which 

the request has been made shall cooperate with each other. 

 

第40条 救済 

Article 40 Remedies 

 

1. 規則(EU) 2016/679の第77条及び第79条を妨げることなく，いかなる者も，この規則

の第 38条及び第 39条第 2項の中で定められた彼または彼女と関連するデータへ

のアクセス，そのデータの訂正，完全化または消去の権利を拒否した構成国の職務

権限のある当局または裁判所において，訴訟を提起しまたは苦情を申立てる権利を

もつ。そのような訴訟を提起しまたは苦情を申立てる権利は，アクセス，訂正，完全化

または消去を求める要求が第 38 条の中で定められた期限までに応答されなかった

場合，または，当該データ管理者によって取扱われたことがなかった場合において

も適用される。 

  

 Without prejudice to Articles 77 and 79 of Regulation (EU) 2016/679, any person shall have 

the right to bring an action or a complaint before the competent authorities or courts of the 

Member State which refused the right of access to, rectification, completion or erasure of 

data relating to him or her provided for in Article 38 and Article 39(2) of this Regulation. 

The right to bring such an action or complaint shall also apply where requests for access to, 

rectification, completion or erasure were not responded to within the deadlines provided for 

in Article 38 or were never dealt with by the data controller. 

  

2. 規則(EU) 2016/679の第51条第1項に示す監督当局の補助は，訴訟手続を通じても

利用できるままである。 
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 The assistance of the supervisory authority referred to in Article 51(1) of Regulation (EU) 

2016/679 shall remain available throughout the proceedings. 

 

第41条 監督当局による監督 

Article 41 Supervision by the supervisory authorities 

 

1. 各構成国は，規則(EU) 2016/679の第51条第1項に示す監督当局が，関係する構成

国によるこの規則による個人データの処理の合法性を独立して監視することを確保

する。 

  

 Each Member State shall ensure that the supervisory authority referred to in Article 51(1) of 

Regulation (EU) 2016/679 independently monitors the lawfulness of the processing of 

personal data pursuant to this Regulation by the Member State concerned. 

  

2. 指令(EU) 2016/680の第 41条第 1項に示す監督当局は，構成国からの個人データ

へのアクセス及びVISへの及びVISからの個人データの伝送を含め，第 III章bに

従った構成国による個人データの処理の合法性を監視する。 

  

 The supervisory authority referred to in Article 41(1) of Directive (EU) 2016/680 shall 

monitor the lawfulness of the processing of personal data by the Member States in 

accordance with Chapter IIIb, including the access to personal data by the Member States 

and their transmission to and from the VIS. 

  

3. 規則(EU) 2016/679の第 51条第 1項に示す監督当局は，少なくとも 4年毎に，適格

な国際監査基準に従って，その職責を負う国内当局によるデータ処理業務の監査が

実行されることを確保する。その監査の結果は，理事会規則(EU) No 1053/2013(*)によ

って設けられた仕組みの下において行われる評価の中で考慮に入れられ得る。規

則(EU) 2016/679の第 51条第 1項に示す監督当局は，データの訂正，完全化もしく

は消去またはデータ処理の制限の要求の数，事後的に行われた行動，並びに，関係

する者からの要求に対応して行われたデータの訂正，完全化もしくは消去またはデ

ータ処理の制限の数を，年次で公表する。 

  

 The supervisory authority referred to in Article 51(1) of Regulation (EU) 2016/679 shall 

ensure that an audit of the data processing operations by the responsible national authorities 

is carried out in accordance with relevant international auditing standards at least every four 

years. The results of the audit may be taken into account in the evaluations conducted under 

the mechanism established by Council Regulation (EU) No 1053/2013(*). The supervisory 

authority referred to in Article 51(1) of Regulation (EU) 2016/679 shall publish annually the 

number of requests for rectification, completion or erasure, or restriction of processing of 
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data, the action subsequently taken and the number of rectifications, completions, erasures 

and restrictions of processing made in response to requests by the persons concerned. 

  

4. 構成国は，その構成国の監督当局が，この規則の下において当該当局に対して委

任された職務を満たすために十分な資源をもつこと，及び，生体要素データの十分

な知識をもつ者からの助言へのアクセスをもつことを確保する。 

  

 Member States shall ensure that their supervisory authorities have sufficient resources to 

fulfil the tasks entrusted to them under this Regulation and have access to advice from 

persons with sufficient knowledge of biometric data. 

  

5. 構成国は，監督当局から求められた情報を供給し，かつ，とりわけ，この規則の下に

おける監督当局の職責に従って実行された活動に関する情報を当該当局に対して

提供する。構成国は，監督当局に対し，構成国のログへのアクセスを与え，かつ，監

督当局に対し，常時，構成国の全てのVIS関連施設へのアクセスを認める。 

  

 Member States shall supply any information requested by the supervisory authorities and 

shall, in particular, provide them with information on the activities carried out in accordance 

with their responsibilities under this Regulation. Member States shall grant the supervisory 

authorities access to their logs and allow them access at all times to all their VIS-related 

premises. 

 

第42条 欧州データ保護監督官による監督 

Article 42 Supervision by the European Data Protection Supervisor 

 

1. 欧州データ保護監督官は，この規則の下における eu-LISA，Europol 及び欧州国境

沿岸警備局による個人データ処理活動を監視することに関し，並びに，そのような活

動が，この規則及び規則(EU) 2018/1725に従って実行されること，または，Europolに

関しては，規則(EU) 2016/794 に従って実行されることを確保することに関し，職責を

負う。 

  

 The European Data Protection Supervisor shall be responsible for monitoring the personal 

data processing activities of eu-LISA, Europol and the European Border and Coast Guard 

Agency under this Regulation and for ensuring that such activities are carried out in 

accordance with this Regulation and Regulation (EU) 2018/1725 or, as regards Europol, 

with Regulation (EU) 2016/794. 

  

2. 欧州データ保護監督官は，eu-LISAの個人データ処理活動の監査が，少なくとも4年

毎に，適格な国際的監査標準に従って実行されることを確保する。当該監査の報告

書は，欧州議会，理事会，eu-LISA，欧州委員会及び監督当局に対して送付される。



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

187 

 

eu-LISAは，その報告書が採択される前に，意見を述べる機会を与えられる。 

  

 The European Data Protection Supervisor shall ensure that an audit of eu-LISA’s personal 

data processing activities is carried out in accordance with relevant international auditing 

standards at least every four years. A report of that audit shall be sent to the European 

Parliament, the Council, eu-LISA, the Commission and the supervisory authorities. eu-LISA 

shall be given an opportunity to make comments before the reports are adopted. 

  

3. eu-LISA は，欧州データ保護監督官から求められた情報を供給し，かつ，欧州デー

タ保護監督官に対し，全ての文書へのアクセス並びに第 22条 s，第 34条及び第 45

条 cに示す eu-LISAのログへのアクセスを与え，かつ，いつでも，eu-LISAの全ての

施設に対して欧州データ保護監督官がアクセスすることを認める。 

  

 eu-LISA shall supply information requested by the European Data Protection Supervisor, 

give the European Data Protection Supervisor access to all documents and to its logs as 

referred to in Articles 22s, 34 and 45c and allow the European Data Protection Supervisor 

access to all its premises at any time. 

 

第43条 監督当局と欧州データ保護監督官との間の協力 

Article 43  Cooperation between supervisory authorities and the European Data 

Protection Supervisor 

 

1. 監督当局及び欧州データ保護監督官は，監督当局及び欧州データ保護監督官のそ

れぞれの職務権限の適用範囲内で各自行動し，VIS 及び国内システムの調整され

た監督を確保するため監督当局及び欧州データ保護監督官のそれぞれの職責の

枠組み内で能動的に協力する。 

  

 The supervisory authorities and the European Data Protection Supervisor shall, each acting 

within the scope of their respective competences, cooperate actively within the framework 

of their respective responsibilities to ensure the coordinated supervision of the VIS and the 

national systems. 

  

2. 欧州データ保護監督官及び監督当局は，必要に応じて，適格な情報を交換し，監査

及び検査を実行することにおいて相互に補助し，この規則の解釈または適用上の問

題点を吟味し，独立の監督の実行またはデータ主体の権利の行使に伴う諸問題を評

価し，何らかの問題を合同で解決するための整合化された提案書を作成し，そして，

データ保護の権利の周知を促進する。 

  

 The European Data Protection Supervisor and the supervisory authorities shall exchange 

relevant information, assist each other in carrying out audits and inspections, examine any 
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difficulties concerning the interpretation or application of this Regulation, assess problems 

in the exercise of independent supervision or in the exercise of the rights of the data subject, 

draw up harmonised proposals for joint solutions to any problems and promote awareness 

of data protection rights, as necessary. 

  

3. 第 2 項の目的のために，監督当局及び欧州データ保護監督官は，欧州データ保護

委員会の枠組み内において，少なくとも年2回，会合をもつ。欧州データ保護委員会

は，その会合の開催を準備し，かつ，その費用を負担する。最初の会合の際，手続規

則が採択される。それ以外の作業手法は，必要に応じて，合同で開発される。 

  

 For the purposes of paragraph 2, the supervisory authorities and the European Data 

Protection Supervisor shall meet at least twice a year within the framework of the European 

Data Protection Board. The European Data Protection Board shall organise and bear the 

costs of those meetings. Rules of procedure shall be adopted at the first meeting. Further 

working methods shall be developed jointly as necessary. 

  

4. 本条により実施された活動の合同報告書は，2年毎に，欧州データ保護委員会から，

欧州議会，理事会，欧州委員会，Europol，欧州国境沿岸警備局及び eu-LISAに対し

て送付される。この報告書は，当該構成国の監督当局によって準備される各構成国

の章を含める。 

  

 A joint report of activities undertaken pursuant to this Article shall be sent by the European 

Data Protection Board to the European Parliament, to the Council, to the Commission, to 

Europol, to the European Border and Coast Guard Agency and to eu-LISA every two years. 

That report shall include a chapter on each Member State prepared by the supervisory 

authority of that Member State. 

 
(*) シェンゲン協定の適用を検証するための評価及び監視の仕組みを設ける，並びに，シェン

ゲンの評価及び実装に関する独立委員会を設置する 1998年9月16日の執行委員会決定を

廃止する 2013年10月7日の理事会規則(EU) No 1053/2013 (OJ L 295, 6.11.2013, p. 27).」； 

Council Regulation (EU) No 1053/2013 of 7 October 2013 establishing an evaluation and 

monitoring mechanism to verify the application of the Schengen acquis and repealing the Decision 

of the Executive Committee of 16 September 1998 setting up a Standing Committee on the 

evaluation and implementation of Schengen (OJ L 295, 6.11.2013, p. 27).”;" 

 

(43)  第44条は，削除される； 

 

Article 44 is deleted; 

 

(44)  第45条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 
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Article 45 is replaced by the following: 

 

「第 45条 欧州委員会による実装 

“Article 45 Implementation by the Commission 

 

1. 欧州委員会は，VIS 中央システム，各構成国内の NUIs 及び VIS 中央システムと

NUIs との間の通信インフラの開発のために必要となる以下のとおりの事柄と関係す

る措置を定めるための実装行為を採択する： 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down the measures necessary for the 

development of the VIS Central System, the NUIs in each Member State and the 

communication infrastructure between the VIS Central System and the NUIs concerning 

the following: 

  

 (a) VIS中央システムの通信ネットワークを含め，VIS中央システムの物理アーキテ

クチャの設計； 

   

  the design of the physical architecture of the VIS Central System including its 

communication network; 

   

 (b) 個人データの保護に対して影響を及ぼす技術上の側面； 

   

  technical aspects which have a bearing on the protection of personal data; 

   

 (c) 構成国の予算に対して重大な資金上の影響をもつ技術上の側面または国内シ

ステムに対して重大な技術上の影響をもつ技術上の側面； 

   

  technical aspects which have serious financial implications for the budgets of the 

Member States or which have serious technical implications for the national systems; 

   

 (d) 生体要素の側面を含め，セキュリティ上の要求事項の策定。 

  the development of security requirements, including biometric aspects. 

   

2. 欧州委員会は，とりわけ，以下のとおりの事柄に関し，VIS 中央システムの機能性の

技術上の実装のために必要となる措置を定めるための実装行為を採択する： 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down measures necessary for the 

technical implementation of the functionalities of the VIS Central System, in particular: 

  

 (a) 第 8条，第10条ないし第14条，第22条 a及び第 22条 cないし第 22条 fに
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従い，データを入れること及び申請をリンクすることに関し； 

   

  for entering the data and linking applications in accordance with Article 8, Articles 10 

to 14, Article 22a and Articles 22c to 22f; 

   

 (b) 第 15条，第 18条ないし第 22条，第 22条gないし第 22条k，第 22条 nない

し第22条 r並びに第45条e及び第45条 fに従い，データにアクセスすること

に関し； 

   

  for accessing the data in accordance with Article 15, Articles 18 to 22, Articles 22g to 

22k, Articles 22n to 22r and Articles 45e and 45f; 

   

 (c) 第23条，第24条及び第25条に従い，データの訂正，消去及び事前消去に関

し； 

   

  for rectification, erasure and advance erasure of data in accordance with Articles 23, 

24 and 25; 

   

 (d) 第34条に従い，ログを保存すること及びログにアクセスすることに関し； 

   

  for keeping and accessing the logs in accordance with Article 34; 

   

 (e) 照会の仕組み及び第16条に示す手続に関し； 

   

  for the consultation mechanism and the procedures referred to in Article 16; 

   

 (f) 第 45 条 a に従い，報告及び統計の目的のためにデータにアクセスすることに

関し。 

   

  for accessing the data for the purposes of reporting and statistics in accordance with 

Article 45a. 

  

3. 欧州委員会は，VIS の中における生体要素の検証及び識別のための指紋及び顔画

像の品質，解像度及び利用に関する技術仕様を定めるための実装行為を採択する。 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down the technical specifications for 

the quality, resolution and use of fingerprints and of the facial image for biometric 

verification and identification in the VIS. 

  

4. 本条第1項，第2項及び第3項に示す実装行為は，第49条第2項に示す審議手続
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に従って採択される。 

  

 The implementing acts referred to in paragraphs 1, 2 and 3 of this Article shall be adopted in 

accordance with the examination procedure referred to in Article 49(2). 

 

第45条 a 報告及び統計のためのVISデータの利用 

Article 45a Use of VIS data for reporting and statistics 

 

1. 第9条 jに従い，ETIAS中央ユニットを含め，構成国の職務権限のある当局，欧州委

員会，eu-LISA，欧州難民支援事務局及び欧州国境沿岸警備局の適正に権限を与え

られた職員は，報告及び統計の目的のみのために，個人の識別を許すことなく，か

つ，第 7条第 2項に示す非差別と関連する安全確保に従って以下のとおりのデータ

を照会するため，VISへのアクセスをもつ： 

  

 The duly authorised staff of the competent authorities of Member States, the Commission, 

eu-LISA, the European Asylum Support Office and the European Border and Coast Guard 

Agency, including the ETIAS Central Unit in accordance with Article 9j, shall have access 

to the VIS to consult the following data, solely for the purposes of reporting and statistics 

without allowing for individual identification and in accordance with the safeguards related 

to non-discrimination referred to in Article 7(2): 

  

 (a) 状態の情報； 

   

  status information; 

   

 (b) 当該当局の所在地を含め，その申請が申立てられた当局； 

   

  the authority with which the application has been lodged, including its location; 

   

 (c) 申請者の性，年齢及び 1または複数の国籍； 

   

  sex, age and nationality or nationalities of the applicant; 

   

 (d) 査証に関する場合に限り，申請者の居住地である国及び市； 

   

  country and city of residence of the applicant, only as regards visas; 

   

 (e) 査証に関する場合に限り，申請者の現在の職業（ジョブグループ）； 

   

  current occupation (job group) of the applicant, only as regards visas; 
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 (f) 査証に関する場合に限り，最初の入国地及び渡航先である構成国； 

   

  the Member States of first entry and destination, only as regards visas; 

   

 (g) 申請の日及び場所並びにその申請と関係する決定（発給された，撤回された，

拒否された，取消された，破棄された，更新されたまたは延長された）； 

   

  date and place of the application and the decision concerning the application (issued, 

withdrawn, refused, annulled, revoked, renewed or extended); 

   

 (h) 申請されたまたは発給された文書の種別，すなわち，空港乗継査証，統一査

証もしくは有効地域制限のある査証，長期滞在査証または居住許可証のどれ

であるか； 

   

  the type of document applied for or issued, i.e. whether airport transit visa, uniform or 

limited territorial validity visa, long-stay visa or residence permit; 

   

 (i) 査証に関する場合に限り，渡航文書の種別及びその渡航文書を発給した国； 

   

  the type of the travel document and the country which issued the travel document, 

only as regards visas; 

   

 (j) その申請に関する決定，及び，拒否，撤回，取消または破棄の場合において

は，当該決定に関して示されている根拠； 

   

  the decision concerning the application and, in the case of refusal, withdrawal, 

annulment or revocation, the grounds indicated for that decision; 

   

 (k) システムまたはデータベースによって区別される，第 9 条 a または第 22 条 b

による EU 情報システム，Europol データまたは Interpol のデータベースの問

合せから帰結する該当あり，または，第 9 条 jによる特定リスク指標に照らした

該当あり，及び，申請者の個人データが，第9条 c，第9条d，第 9条 eまたは

第 22条 b による手動による検証の後，問合せ先である情報システムまたはデ

ータベースのいずれかの中に存在するデータと一致するものとして確認され

た場合の該当あり； 

   

  hits resulting from queries of EU information systems, Europol data or Interpol 

databases pursuant to Article 9a or 22b, differentiated by system or database, or hits 

against the specific risk indicators pursuant to Article 9j, and hits where, after manual 

verification pursuant to Article 9c, 9d, 9e or 22b the applicant’s personal data was 
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confirmed as corresponding to the data present in one of the information systems or 

databases queried; 

   

 (l) 問合せ先である情報システムまたはデータベースのいずれかにおいて手動

により検証されかつ確認された該当あり，または，特定リスク指標に照らした該

当ありと相関性のある査証，長期滞在査証または長期滞在証を拒否する決定； 

   

  decisions to refuse a visa, long-stay visa or residence permit which are correlated to a 

manually verified and confirmed hit in one of the information systems or databases 

queried or to a hit against the specific risk indicators; 

   

 (m) 査証に関する場合に限り，その所在地を含め，その申請に関して決定した職

務権限のある当局及びその決定の日； 

   

  the competent authority, including its location, which decided on the application and 

the date of the decision, only as regards visas; 

   

 (n) 当該複数の査証当局，当該複数の査証当局の所在地及びその複数の決定の

日を表示して，同一の申請者が複数の査証当局から査証を求めた案件； 

   

  the cases in which the same applicant applied for a visa from more than one visa 

authority, indicating those visa authorities, their location and the dates of the decisions; 

   

 (o) 査証に関する場合に限り，旅行の主たる目的； 

   

  the main purposes of the journey, only as regards visas; 

   

 (p) 規則(EC) No 810/2009の第8条による代理により処理された査証申請； 

   

  visa applications processed in representation pursuant to Article 8 of Regulation (EC) 

No 810/2009; 

   

 (q) しかるべく，撤回され，取消され，破棄され，更新されまたは延長されたいずれ

かの文書との関係において入れられたデータ； 

   

  the data entered in respect of any document withdrawn, annulled, revoked, renewed 

or extended, as applicable; 

   

 (r) 長期滞在査証または居住許可証の期間満了日； 
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  the expiry date of the long-stay visa or residence permit; 

   

 (s) 規則(EC) No 810/2009の第13条第7項による指紋を与える要件からの適用除

外となる者の数； 

   

  the number of persons exempt from the requirement to give fingerprints pursuant to 

Article 13(7) of Regulation (EC) No 810/2009; 

   

 (t) 第8条第5項に従い，第9条第1項第6号に示すデータが提供され得なかっ

た案件； 

   

  the cases in which the data referred to in point (6) of Article 9 could not be provided, 

in accordance with Article 8(5); 

   

 (u) 第 8条第5項に従い，法律上の理由により，第 9条第1項第 6号に示すデー

タが提供を要求されなかった案件； 

   

  the cases in which the data referred to in point (6) of Article 9 was not required to be 

provided for legal reasons, in accordance with Article 8(5); 

   

 (v) 第8条第5項に従い，第9条第1項第6号に示すデータを提供できなかった

者が査証を拒否された案件； 

   

  the cases in which a person who could not provide the data referred to in point (6) of 

Article 9 was refused a visa, in accordance with Article 8(5); 

   

 (w) 査証に関する場合に限り，当該申請者に関する過去の申請ファイルへのリン

ク，及び，同伴して旅行している者の申請ファイルのリンク。 

   

  links to the previous application file on that applicant as well as links of the application 

files of the persons travelling together, only as regards visas. 

  

 欧州国境沿岸警備局の適正に権限を与えられた職員は，規則(EU) 2019/1896 の第

29条及び第 32条に示すリスク分析及び脆弱性評価を実行する目的のために，本項

第1副項に示すデータを照会するため，VISへのアクセスをもつ。 

  

 The duly authorised staff of the European Border and Coast Guard Agency shall have access 

to the VIS to consult the data referred to in the first subparagraph of this paragraph for the 

purpose of carrying out risk analyses and vulnerability assessments as referred to in Articles 

29 and 32 of Regulation (EU) 2019/1896. 
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2. 本条第1項の目的のために，eu-LISAは，規則(EU) 2019/817の第39条に示す報告

及び統計のための中央リポジトリの中に，本条第1項に示すデータを記録保存する。

同規則の第 39条第 1項に従い，システム横断の統計データ及び分析の報告は，本

条第 1 項に列挙された当局が，カスタマイズ可能な報告及び統計を入手すること，こ

の規則の第9条 jに示す特定リスク指標の実装を支援すること，保安上のリスク，違法

な移民のリスク及び高感染のリスクの評価を向上させること，国境検問の効率性を拡

大すること，かつ，査証当局が査証申請を処理することを助けることを許容する。 

  

 For the purposes of paragraph 1 of this Article, eu-LISA shall store the data referred to in that 

paragraph in the central repository for reporting and statistics referred to in Article 39 of 

Regulation (EU) 2019/817. In accordance with Article 39(1) of that Regulation, cross-

system statistical data and analytical reporting shall allow the authorities listed in paragraph 

1 of this Article to obtain customisable reports and statistics, to support the implementation 

of the specific risk indicators referred to in Article 9j of this Regulation, to improve the 

assessment of the security, illegal immigration and high epidemic risks, to enhance the 

efficiency of border checks and to help the visa authorities to process visa applications. 

  

3. 第50条第1項に示すVISの稼動の監視のために eu-LISAによって設けられる手続

は，当該監視を確保するために定期的な統計を作成できることを含める。 

  

 The procedures put in place by eu-LISA to monitor the functioning of the VIS referred to in 

Article 50(1) shall include the possibility to produce regular statistics for ensuring that 

monitoring. 

  

4. 四半期毎に，eu-LISA は，査証申請が申立てられた個々の場所毎及び各構成国毎

に，とりわけ，以下のとおりの事柄を示す査証に関する VIS データを基礎として，統

計をとりまとめる： 

  

 Every quarter, eu-LISA shall compile statistics based on the VIS data on visas showing, for 

each location where a visa application was lodged and for each Member State, in particular: 

  

 (a) 申請された空港乗継査証（A 査証）の数；単一の空港乗継と複数空港乗継とに

分けた，発給されたA査証の数；拒否されたA査証の数； 

   

  the number of airport transit (A) visas applied for; the number of A visas issued, 

disaggregated by single airport transit and multiple airport transits; the number of A 

visas refused; 

   

 (b) 申請された（及び，旅行の主たる目的毎に分けた）短期滞在査証（C 査証）の

数；単一入国のための発給，2 回入国のための発給または複数回入国のため
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の発給に分け，かつ，後者に関しては有効期間（6か月またはそれ未満，1年，

2年，3年，4年，5年）毎に区分された，発給されたC査証の数；有効地域制限

のある査証（LTV）が発給された数；拒否されたC査証の数。 

   

  the number of short-stay (C) visas applied for (and disaggregated by the main 

purposes of the journey); the number of C visas issued, disaggregated by issued for 

single entry, two entries or multiple entry and the latter divided by length of validity 

(six months or below, one year, two years, three years, four years, five years); the 

number of visas with limited territorial validity issued (LTV); the number of C visas 

refused. 

  

 日々の統計は，規則(EU) 2019/817の第39条に従い，報告及び統計のための中央リ

ポジトリの中に記録保存される。 

  

 The daily statistics shall be stored in the central repository for reporting and statistics in 

accordance with Article 39 of Regulation (EU) 2019/817. 

  

5. 四半期毎に，eu-LISA は，個々の場所毎に，とりわけ，以下のとおりの事柄を示す長

期滞在査証及び居住許可証に関するVISデータを基礎として，統計をとりまとめる： 

  

 Every quarter, eu-LISA shall compile statistics based on the VIS data on long-stay visas and 

residence permits showing, for each location, in particular: 

  

 (a) 申請され，発給され，拒否され，撤回され，破棄され，取消され及び延長された

長期滞在査証の総数； 

   

  total of long-stay visas applied for, issued, refused, withdrawn, revoked, annulled and 

extended; 

   

 (b) 申請され，発給され，拒否され，撤回され，破棄され，取消され及び更新された

居住許可証の総数。 

  total of residence permits applied for, issued, refused, withdrawn, revoked, annulled 

and renewed. 

  

6. 各年末に，統計データは，当該年の年次報告書の中にまとめられる。その統計は，

個々の場所毎及び個々の構成国毎のデータ内訳を含める。その報告書は，公表さ

れ，かつ，欧州議会，理事会，欧州委員会，欧州国境沿岸警備局，欧州データ保護

監督官及び監督当局に対して伝送される。 

  

 At the end of each year, statistical data shall be compiled in an annual report for that year. 
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The statistics shall contain a breakdown of data for each location and each Member State. 

The report shall be published and transmitted to the European Parliament, to the Council, to 

the Commission, to the European Border and Coast Guard Agency, to the European Data 

Protection Supervisor and to the supervisory authorities. 

  

7. 欧州委員会の要請に応じて，eu-LISA は，欧州委員会に対し，規則(EU) No 

1053/2013 の適用による側面に関するものを含め，共通査証政策または移民及び難

民政策の実装と関連する個別の側面に関する統計を提供する。 

  

 At the request of the Commission, eu-LISA shall provide it with statistics on specific aspects 

related to the implementation of the common visa policy or of the migration and asylum 

policy, including on aspects pursuant to the application of Regulation (EU) No 1053/2013. 

 

第45条b 通知 

Article 45b Notifications 

 

1. 構成国は，欧州委員会に対し，第29条第4項に示す管理者として判断される当局を

通知する。 

  

 Member States shall notify the Commission of the authority which is to be considered as 

controller as referred to in Article 29(4). 

  

2. 構成国は，欧州委員会及び eu-LISAに対し，第6条第3項に示す，VISの中にデー

タを入れ，修正し，消去しまたは照会するためのVISへのアクセスをもつ職務権限の

ある当局並びに第9条d第1項及び第22条b第14項に示すVISの指定された当

局を通知する。 

  

 Member States shall notify the Commission and eu-LISA of the competent authorities 

referred to in Article 6(3) which have access to the VIS to enter, amend, erase or consult data 

in the VIS and of the VIS designated authority as referred to in Article 9d(1) and Article 

22b(14). 

  

 欧州議会及び理事会の規則(EU) 2021/1134(*)の第 11条による VISの運用の開始の

日の 3か月後，eu-LISAは，本項第1副項によって通知された当局の統合されたリス

トを EU官報上で公示する。 

  

 Three months after the date of the start of operations of the VIS pursuant to Article 11 of 

Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council(*) eu-LISA shall 

publish a consolidated list of the authorities notified pursuant to the first subparagraph of this 

paragraph in the Official Journal of the European Union. 
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 構成国は，欧州委員会及び eu-LISA に対し，通知された当局の変更を遅滞なく通知

する。そのような変更が発生した際，eu-LISAは，年 1 回，EU 官報上でアップデート

された統合版のリストを公示する。eu-LISA は，その情報を包含する継続的にアップ

デートされた公開のWebサイトを維持管理する。 

  

 Member States shall notify the Commission and eu-LISA of any changes to the authorities 

notified without delay. In the event of such changes, eu-LISA shall publish once a year an 

updated consolidated list in the Official Journal of the European Union. eu-LISA shall 

maintain a continuously updated public website containing that information. 

  

3. 構成国は，欧州委員会及び eu-LISAに対し，第 22条 lに示す当該構成国の指定さ

れた当局及び当該構成国の中央連絡部局を通知し，かつ，遅滞なく，それらに関す

る変更を通知する。 

  

 Member States shall notify the Commission and eu-LISA of their designated authorities and 

of their central access points as referred to in Article 22l and shall notify any changes in that 

regard without delay. 

  

4. 欧州委員会は，第 1項及び第 3 項に示す情報を EU 官報上で公示する。その情報

の変更の場合，欧州委員会は，年 1 回，その情報のアップデートされた統合版を公

示する。欧州委員会は，当該情報を包摂する継続的にアップデートされた公的な

Webサイトを維持管理する。 

  

 The Commission shall publish the information referred to in paragraphs 1 and 3 in the 

Official Journal of the European Union. In the event of changes to the information, the 

Commission shall publish once a year an updated consolidated version of it. The 

Commission shall maintain a continuously updated public website containing that 

information. 

 

第45条 c 運送事業者による検証のためのデータに対するアクセス 

Article 45c Access to data for verification by carriers 

 

1. シェンゲン条約の第 26 条第 1 項(b)の下にある当該運送事業者の義務を満たすた

め，航空運送事業者，海運事業者及び乗合自動車によって陸路でグループを輸送

する国際的な輸送事業者は，しかるべく，査証要件に服する第三国国民または長期

滞在査証もしくは居住許可証を保有することが要求される第三国国民が，有効な査

証，長期滞在査証または居住許可証を所持しているか否かを検証するため，VIS に

対して問合せを送信する。 

  

 In order to fulfil their obligation under point (b) of Article 26(1) of the Schengen Convention, 
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air carriers, sea carriers and international carriers transporting groups overland by coach shall 

send a query to the VIS in order to verify whether third country nationals who are subject to 

a visa requirement or who are required to hold a long-stay visa or a residence permit are in 

possession of a valid visa, long-stay visa or residence permit, as applicable. 

  

2. モバイルの技術ソリューションを利用できることを含め，第 2条 a第 1項(h)に示す運

送事業者のゲートウェイへの安全なアクセスは，運送事業者に対し，旅行者の搭乗よ

りも前に本条第1項に示す問合せを進めることを許容する。 

  

 Secure access to the carrier gateway referred to in point (h) of Article 2a, including the 

possibility to use mobile technical solutions, shall allow carriers to proceed with the query 

referred to in paragraph 1 of this Article prior to the boarding of a passenger. 

  

 この目的のために，査証に関しては，運送事業者は，第 9条第 1項第 4号(a)，(b)及

び(c)に示すデータを提供し，また，長期滞在査証及び居住許可証に関しては，運送

事業者は，渡航文書に含まれている第 22条 a第 1項(d)，(e)及び(f)に示すデータを

提供する。運送事業者は，入国の構成国，または，空港乗継の場合には，乗継の構

成国も示す。 

  

 For this purpose, as regards visas, the carrier shall provide the data referred to in point (4)(a), 

(b) and (c) of Article 9 and as regards long-stay visas and residence permits, the carrier shall 

provide the data referred to in points (d), (e) and (f) of Article 22a(1), as contained in the 

travel document. The carrier shall also indicate the Member State of entry or, in the case of 

airport transit, the Member State of transit. 

  

 本項第2副項からの特例により，空港乗継の場合には，運送事業者は，規則(EC) No 

810/2009の第3条に従って第三国国民が空港乗継査証を保有することを要求される

場合を除き，VISに対して問合せを送信することを強いられてはならない。 

  

 By way of derogation from the second subparagraph of this paragraph, in the case of airport 

transit, the carrier shall not be obliged to send a query to the VIS, except where the third-

country national is required to hold an airport transit visa in accordance with Article 3 of 

Regulation (EC) No 810/2009. 

  

3. VIS は，運送事業者に対し，当該の者が有効な査証，長期滞在査証または居住許可

証をもつか否かをしかるべく表示するOK／NOT OKの回答を提供する。 

  

 The VIS shall provide the carriers with an OK/NOT OK answer, indicating whether the 

person has a valid visa, long-stay visa or residence permit, as applicable. 
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 有効地域制限のある査証が規則(EC) No 810/2009の第 25条に従って発給されたと

きは，VIS から提供される回答は，当該査証が有効である構成国及び運送事業者に

よって表示される入国の構成国を考慮に入れる。 

  

 If a visa with limited territorial validity has been issued in accordance with Article 25 of 

Regulation (EC) No 810/2009, the answer provided by the VIS shall take into account the 

Member States for which the visa is valid as well as the Member State of entry indicated by 

the carrier. 

  

 運送事業者は，適用可能な法律に従い，送信した情報及び受信した回答を記録保存

し得る。OK／NOT OKの回答は，規則(EU) 2016/399に従った入国の許可または拒

否の決定であるとみなされてはならない。 

  

 Carriers may store the information sent and the answer received in accordance with the 

applicable law. The OK/NOT OK answer shall not be regarded as a decision to authorise or 

refuse entry in accordance with Regulation (EU) 2016/399. 

  

 欧州委員会は，運送事業者のゲートウェイの運用のための条件並びに適用可能な

データ保護の規定及びセキュリティの規定に関する細目的な規定を定めるための実

装行為を採択する。その実装行為は，第 49条第 2項に示す審議手続に従って採択

される。 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down detailed rules concerning the 

conditions for the operation of the carrier gateway and the data protection and security rules 

applicable. Those implementing acts shall be adopted in accordance with the examination 

procedure referred to in Article 49(2). 

  

4. VISの照会の結果として第三国国民が搭乗を拒否されるときは，運送事業者は，当該

第三国国民に対し，その拒否が VIS の中に記録保存されている情報によるものであ

ることを連絡し，かつ，当該第三国国民に対し，VIS の中に記録されている個人デー

タへのアクセス及びその訂正または消去に関する当該第三国国民の権利に関する

情報を提供する。 

  

 Where third-country nationals are refused boarding as a result of a consultation of the VIS, 

carriers shall inform them that this refusal is due to information stored in the VIS and shall 

provide them with information on their rights with regard to access to and rectification or 

erasure of personal data recorded in the VIS. 

  

5. 運送事業者の適正に権限を与えられた職員に対し，本条の目的のために運送事業

者のゲートウェイに対するアクセスを許容するため，運送事業者専用の認証手段が
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構築される。認証手段を設ける際，情報セキュリティリスクマネジメント及びバイデザ

イン及びバイデフォルトのデータ保護の原則が考慮に入れられる。 

  

 An authentication scheme, reserved exclusively for carriers, shall be set up in order to allow 

access to the carrier gateway for the purposes of this Article to the duly authorised members 

of the carriers’ staff. When setting up the authentication scheme, information security risk 

management and the principles of data protection by design and by default shall be taken 

into account. 

  

 欧州委員会は，運送事業者のための認証手段を定めるための実装行為を採択す

る。その実装行為は，第49条第2項に示す審議手続に従って採択される。 

  

 The Commission shall adopt implementing acts to lay down the authentication scheme for 

carriers. Those implementing acts shall be adopted in accordance with the examination 

procedure referred to in Article 49(2). 

  

6. 運送事業者のゲートウェイは，VIS データのミニマムの必要なサブセットの一方向の

抽出を介して日単位でアップデートされる分離された読取専用データベースを利用

する。eu-LISA は，運送事業者のゲートウェイのセキュリティに関し，運送事業者のゲ

ートウェイが包含する個人データのセキュリティに関し，及び，分離された読取専用

データベースの中への個人データの抽出のプロセスに関し，職責を負う。 

  

 The carrier gateway shall make use of a separate read-only database updated on a daily basis 

via a one-way extraction of the minimum necessary subset of VIS data. eu-LISA shall be 

responsible for the security of the carrier gateway, for the security of the personal data it 

contains and for the process of extracting the personal data into the separate read-only 

database. 

  

7. 本条第 1 項からの特例により，乗合自動車によって陸路でグループを輸送する輸送

事業者に関しては，同項による検証は，規則(EU) 2021/1134の第11条によるVISの

運用開始の日の後の最初の 18か月に関しては，選択的である。 

  

 By way of derogation from paragraph 1 of this Article, for carriers transporting groups 

overland by coach, the verification pursuant to that paragraph shall be optional for the first 

18 months following the date of the start of operations of the VIS pursuant to Article 11 of 

Regulation (EU) 2021/1134. 

  

8. 第1項の実装の目的のために，または，第1項の適用から生ずる潜在的な紛争の解

決の目的のために，eu-LISAは，運送事業者による運送事業者のゲートウェイの中で

実行される全てのデータ処理業務のログを保存する。そのログは，個々のデータ処
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理業務の日時，照会のために使用されたデータ，運送事業者のゲートウェイによって

伝送されたデータ，及び，当の運送事業者の名称を示す。 

  

 For the purpose of implementing paragraph 1 or for the purpose of resolving any potential 

dispute arising from its application, eu-LISA shall keep logs of all data processing operations 

carried out within the carrier gateway by carriers. Those logs shall show the date and time of 

each operation, the data used for consultation, the data transmitted by the carrier gateway 

and the name of the carrier in question. 

  

 eu-LISAは，2年間，ログを記録保存する。eu-LISAは，無権限のアクセスに抗する適

切な措置によってログが防護されることを確保する。 

  

 eu-LISA shall store the logs for a period of two years. eu-LISA shall ensure that logs are 

protected by appropriate measures against unauthorised access. 

 

第 45条 d 運送事業者によるデータへのアクセスが技術的に不可能な場合におけるフ

ォールバック手続 

Article 45d Fall-back procedures in the case of technical impossibility to access data by carriers 

 

1. VISのいずれかの部分の障害のゆえに第45条 c第1項に示す問合せを進めること

が技術的に不可能であるときは，運送事業者は，運送事業者のゲートウェイを用いる

ことによる有効な査証，長期滞在査証または居住許可証の所持を検証する義務を免

れる。そのような障害が eu-LISAによって検出されたときは，ETIAS中央ユニットは，

運送事業者及び構成国に対して通知する。ETIAS 中央ユニットは，その障害が解消

されたときも運送事業者及び構成国に対して通知する。そのような障害が運送事業

者によって検出されたときは，その運送事業者は，ETIAS 中央ユニットに対して通知

し得る。ETIAS 中央ユニットは，構成国に対し，遅滞なく，その運送事業者の通知に

関して連絡する。 

  

 Where it is technically impossible to proceed with the query referred to in Article 45c(1), 

because of a failure of any part of the VIS, the carriers shall be exempt from the obligation 

to verify the possession of a valid visa, long-stay visa or residence permit by using the carrier 

gateway. Where such a failure is detected by eu-LISA, the ETIAS Central Unit shall notify 

the carriers and the Member States. It shall also notify the carriers and the Member States 

when the failure is remedied. Where such a failure is detected by the carriers, they may notify 

the ETIAS Central Unit. The ETIAS Central Unit shall inform the Member States without 

delay about the notification of the carriers. 

  

2. VISのいずれかの部分の障害以外の理由により，運送事業者が第 45条 c第 1項に

示す問合せを進めることが長期間にわたって技術的に不可能であるときは，その運



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

203 

 

送事業者は，ETIAS 中央ユニットに対して通知する。ETIAS中央ユニットは，構成国

に対し，遅滞なく，当該運送事業者の通知に関して連絡する。 

  

 Where for other reasons than a failure of any part of VIS it is technically impossible for a 

carrier to proceed with the query referred to in Article 45c(1) for a prolonged period of time, 

the carrier shall notify the ETIAS Central Unit. The ETIAS Central Unit shall inform the 

Member States without delay about the notification of that carrier. 

  

3. 欧州委員会は，運送事業者によるデータへのアクセスが技術的に不可能な場合に

おけるフォールバック手続の細目を定めるための実装行為を採択する。その実装行

為は，第49条第2項に示す審議手続に従って採択される。 

  

 The Commission shall adopt an implementing act to lay down the details of the fall-back 

procedures in the case of technical impossibility to access data by carriers. That 

implementing act shall be adopted in accordance with the examination procedure referred to 

in Article 49(2). 

 

第45条 e 欧州国境沿岸警備局のチームによるVISデータへのアクセス 

Article 45e Access to VIS data by European Border and Coast Guard teams 

 

1. 欧州議会及び理事会の規則(EU) 2019/1896(**)の第 82条第 1項及び第 10項による

職務及び権限を行使するため，欧州国境沿岸警備局のチームの構成員及び帰国と

関連する業務に関与する職員のチームの構成員は，それらの者の任務の範囲内に

おいて，VISデータにアクセスし及びそれを探索する権利をもつ。 

  

 To exercise the tasks and powers pursuant to Article 82(1) and (10) of Regulation (EU) 

2019/1896 of the European Parliament and of the Council(**) the members of the European 

Border and Coast Guard teams, as well as teams of staff involved in return-related 

operations, shall, within their mandate, have the right to access and search VIS data. 

  

2. 本条第 1項に示すアクセスを確保するため，欧州国境沿岸警備局は，中央連絡部局

としての権限を適正に与えられた欧州国境沿岸警備局の官吏による特化したユニッ

トを指定する。その中央連絡部局は，第 45条 fの中で定められたVISへのアクセス

を要求するための条件が満たされていることを検証する。 

  

 To ensure the access referred to in paragraph 1 of this Article, the European Border and Coast 

Guard Agency shall designate a specialised unit with duly empowered European Border and 

Coast Guard officials as the central access point. The central access point shall verify that the 

conditions to request access to the VIS laid down in Article 45f are fulfilled. 

 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

204 

 

第45条 f 欧州国境沿岸警備局のチームによるVISデータへのアクセスのための条件

及び手続 

Article 45f Conditions and procedure for access to VIS data by European Border and Coast 

Guard teams 

 

1. 第 45条 e第 1項に示すアクセスを考慮して，欧州国境沿岸警備局のチームは，全

てのVISデータの照会または個別のセットのVISデータの照会を求める要請を，第

45条e第2項に示す欧州国境沿岸警備局の中央連絡部局に対して提出し得る。そ

の要請は，その要請が基礎としている国境検問，国境の監視または当該構成国の

帰国に関する業務運営計画を参照する。アクセスを求める要請の受理の後，欧州

国境沿岸警備局の中央連絡部局は，本条第2項に示すアクセスのための条件が満

たされているか否かを検証する。アクセスのための全ての条件が満たされていると

きは，中央連絡部局の適正に権限を与えられた職員は，その要請を処理する。アク

セスされる VIS データは，そのデータの安全性を損なうことのないような方法で，そ

のチームに対して伝送される。 

  

 In view of the access referred to in Article 45e(1), a European Border and Coast Guard 

team may submit a request for the consultation of all VIS data or a specific set of VIS data 

to the European Border and Coast Guard central access point referred to in Article 45e(2). 

The request shall refer to the operational plan on border checks, border surveillance or 

return of that Member State on which the request is based. Upon receipt of a request for 

access, the European Border and Coast Guard central access point shall verify whether the 

conditions for access referred to in paragraph 2 of this Article are fulfilled. If all conditions 

for access are fulfilled, the duly authorised staff of the central access point shall process the 

request. The VIS data accessed shall be transmitted to the team in such a way as not to 

compromise the security of the data. 

  

2. 与えられるアクセスに関し，以下のとおりの条件が適用される： 

  

 For the access to be granted, the following conditions shall apply: 

  

 (a) ホスト構成国が，国境検問，国境監視及び帰国に関する業務運営計画の中で

細目が定められる業務運営上の狙いを満たすために，欧州国境沿岸警備局

のチームの構成員に対してVISを照会することの権限を与えること；並びに 

   

  the host Member State authorises the members of the European Border and Coast 

Guard team to consult the VIS in order to fulfil the operational aims specified in the 

operational plan on border checks, border surveillance and return; and 

   

 (b) VISの照会が，ホスト構成国からそのチームに対して委任された個別の職務を
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遂行するために必要であること。 

   

  consultation of the VIS is necessary for performing the specific tasks entrusted to the 

team by the host Member State. 

  

3. 規則(EU) 2019/1896の第 82条第 4項に従い，欧州国境沿岸警備局のチームの構

成員及び帰国と関連する職務に関与する職員のチームは，国境警備員または当該

職員が活動しているホスト構成国の帰国と関連する職務に関与する職員からの指

示の下においてのみ，及び，原則として，それらの者の立会いにより，VIS から入手

された情報に対応して行動する。ホスト構成国は，欧州国境沿岸警備局のチームの

構成員に対し，その構成国の代わりに行動する権限を与え得る。 

  

 In accordance with Article 82(4) of Regulation (EU) 2019/1896, members of the European 

Border and Coast Guard teams, as well as teams of staff involved in return-related tasks 

shall act in response to information obtained from the VIS only under instructions from 

and, as a general rule, in the presence of border guards or staff involved in return-related 

tasks of the host Member State in which they are operating. The host Member State may 

authorise members of the European Border and Coast Guard teams to act on its behalf. 

  

4. 疑問のある場合，または，査証の保有者，長期滞在査証の保有者または居住許可

証の保有者の識別名の検証が失敗するときは，欧州国境沿岸警備局のチームの構

成員は，ホスト構成国の国境警備に対し，当該の者を委ねる。 

  

 In the case of doubt or if the verification of the identity of the visa holder, long-stay visa 

holder or residence permit holder fails, the member of the European Border and Coast 

Guard team shall refer the person to a border guard of the host Member State. 

  

5. チームの構成員によるVISデータの照会は，以下のとおりに行われる： 

  

 Consultation of VIS data by members of the teams shall take place as follows: 

  

 (a) 規則(EU) 2016/399による国境検問と関連する職務を執行する際，欧州国境沿

岸警備局のチームの構成員は，この規則の第 18 条または第 22 条 g にそれ

ぞれ従った対外国境入国地点における検証のための VIS データへのアクセ

スをもつ； 

   

  when exercising tasks related to border checks pursuant to Regulation (EU) 

2016/399, the members of the European Border and Coast Guard teams shall have 

access to VIS data for verification at external border crossing points in accordance 

with Article 18 or 22g of this Regulation respectively; 
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 (b) その構成国の領土への入国，その領土上の滞在または居住のための条件が

満たされているか否かを検証する際，そのチームの構成員は，この規則の第

19条または第22条hにそれぞれ従い，第三国国民の領土内における検証の

ためにVISデータへのアクセスをもつ； 

   

  when verifying whether the conditions for entry to, stay or residence on the territory 

of the Member States are fulfilled, the members of the teams shall have access to the 

VIS data for verification within the territory of third-country nationals in accordance 

with Article 19 or 22h of this Regulation respectively; 

   

 (c) 当該構成国の領土への入国，その領土上における滞在または居住のための

条件を満たさない者または満たさなくなった者を識別する際，そのチームの構

成員は，この規則の第 20条及び第 22条 iに従った識別のために，VISデー

タへのアクセスをもつ。 

   

  when identifying any person that does not or no longer fulfils the conditions for the 

entry to, stay or residence on the territory of the Member States, the members of the 

teams shall have access to VIS data for identification in accordance with Articles 20 

and 22i of this Regulation. 

   

6. 第 5項によるアクセス及び探索が，VISの中に記録されたデータの存在を明らかに

するときは，ホスト構成国は，そのことの連絡を受ける。 

  

 Where access and searches pursuant to paragraph 5 reveal the existence of data recorded in 

the VIS, the host Member State shall be informed thereof. 

  

7. 欧州国境沿岸警備局のチームの構成員及び帰国と関連する職務に関与する職員

のチームによるVIS内のデータ処理業務の全てのログは，第34条に従い，eu-LISA

によって保存される。 

  

 Every log of data processing operations within the VIS by a member of the European 

Border and Coast Guard teams or teams of staff involved in return-related tasks shall be 

kept by eu-LISA in accordance with Article 34. 

  

8. 欧州国境沿岸警備局のチームによって行われた全てのアクセスの実施及び全ての

探索は，第 34 条に従ってログ化され，かつ，欧州国境沿岸警備局のチームによっ

てアクセスされたデータについて行われた全ての利用は，登録される。 

  

 Every instance of access and every search made by the European Border and Coast Guard 

teams shall be logged in accordance with Article 34 and every use made of data accessed 
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by the European Border and Coast Guard teams shall be registered. 

  

9. 第45条 e及び本条の目的のために，VISのいかなる部分も，欧州国境沿岸警備局

によってまたは同局において業務運営されるデータの収集及び処理のためのコン

ピュータシステムと接続されてはならず，また，欧州国境沿岸警備局がアクセスした

VIS の中に包含されているデータは，そのようなシステムに対して移転されてはな

らない。VIS のいかなる部分もダウンロードされてはならない。アクセス及び探索の

ログ化は，VIS データのダウンロード行為または複製行為を構成すると解釈されて

はならない。 

  

 For the purposes of Article 45e and of this Article, no parts of the VIS shall be connected to 

any computer system for data collection and processing operated by or at the European 

Border and Coast Guard Agency nor shall the data contained in the VIS to which the 

European Border and Coast Guard Agency has access be transferred to such a system. No 

part of the VIS shall be downloaded. The logging of access and searches shall not be 

construed as constituting to be the downloading or copying of VIS data. 

  

10. 第 32 条の中で定められているようなデータのセキュリティを確保する措置は，欧州

国境沿岸警備局によって採択され及び適用される。 

  

 Measures to ensure security of data as provided for in Articles 32 shall be adopted and 

applied by the European Border and Coast Guard Agency. 

 
(*) 査証情報システムの改築の目的のために，欧州議会及び理事会の規則(EC) No 767/2008，

規則(EC) No 810/2009．規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2017/2226，規則(EU) 2018/1240，規則

(EU) 2018/1860，規則(EU) 2018/1861，規則(EU) 2019/817及び規則(EU) 2019/1896を改正し，

並びに， 理事会決定 2004/512/EC及び理事会決定 2008/633/JHA を廃止する欧州議会及び

理事会の 2021年7月7日の規則(EU) 2021/1134 (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11). 

Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 2021 amending 

Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 2017/2226, (EU) 

2018/1240, (EU) 2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and (EU) 2019/1896 of the 

European Parliament and of the Council and repealing Council Decisions 2004/512/EC and 

2008/633/JHA, for the purpose of reforming the Visa Information System (OJ L 248, 13.7.2021, p. 

11)." 
(**) 欧州国境沿岸警備局に関する並びに規則(EU) No 1052/2013及び規則(EU) 2016/1624を

廃止する欧州議会及び理事会の 2019 年 11 月 13 日の規則(EU) 2019/1896 (OJ L 295, 

14.11.2019, p. 1).」； 

Regulation (EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the Council of 13 November 2019 

on the European Border and Coast Guard and repealing Regulations (EU) No 1052/2013 and (EU) 

2016/1624 (OJ L 295, 14.11.2019, p. 1).”;" 
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(45)  第46条，第47条及び第48条は，削除される； 

 

Articles 46, 47 and 48 are deleted; 

 

(46)  以下のとおりの条が挿入される： 

 

the following Article is inserted: 

 

「第 48条a 委任の実行 

“Article 48a Exercise of delegation 

 

1. 本条の中で定められた条件に服して，委任される行為を採択する権限は，欧州委員

会に対して与えられる。 

  

 The power to adopt delegated acts is conferred on the Commission subject to the conditions 

laid down in this Article. 

  

2. 第9条，第9条h第2項，第9条 j第2項及び第22条b第18項に示す委任される

行為を採択する権限は，2021年8月2日から 5年の期間，欧州委員会に対して与え

られる。欧州委員会は，その5年の期間の最終日よりも前の 9か月以内に，権限の委

任に関する報告書を作成する。権限の委任は，欧州議会または理事会が各期間の

最終日よりも前の 3 か月以内にそのような延長に反対しない限り，黙示で，同じ期間

で延長される。 

  

 The power to adopt delegated acts referred to in Article 9, Article 9h(2), Article 9j(2) and 

Article 22b(18) shall be conferred on the Commission for a period of five years from 2 

August 2021. The Commission shall draw up a report in respect of the delegation of power 

not later than nine months before the end of the five-year period. The delegation of power 

shall be tacitly extended for periods of an identical duration, unless the European Parliament 

or the Council opposes such extension not later than three months before the end of each 

period. 

  

3. 第 9条，第 9条h第 2項，第 9条 j第2項及び第 22条 b第 18項に示す権限の委

任は，欧州議会または理事会によって，いつでも，取消され得る。取消す決定は，当

該決定の中で示された権限の委任を終了させる。その決定は，EU 官報上の決定の

公示の翌日に発効し，または，その決定の中で指定された後日に発効する。その決

定は，既に発効している委任される行為の有効性に対して影響を与えてはならな

い。 

  

 The delegation of power referred to in Article 9, Article 9h(2), Article 9j(2) and Article 
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22b(18) may be revoked at any time by the European Parliament or by the Council. A 

decision to revoke shall put an end to the delegation of the power specified in that decision. 

It shall take effect the day following the publication of the decision in the Official Journal of 

the European Union or at a later date specified therein. It shall not affect the validity of any 

delegated acts already in force. 

  

4. 委任される行為を採択する前に，欧州委員会は，より良い立法に関する 2016年 4月

13 日の機関間合意の中で定められた基本原則に従い，各構成国から指定された専

門家から意見聴取する。 

  

 Before adopting a delegated act, the Commission shall consult experts designated by each 

Member State in accordance with the principles laid down in the Inter-institutional 

Agreement of 13 April 2016 on Better Law-Making. 

  

5. 委任される行為を欧州委員会が採択した後直ちに，欧州委員会は，欧州議会及び理

事会に対し，同時に，そのことを通知する。 

  

 As soon as it adopts a delegated act, the Commission shall notify it simultaneously to the 

European Parliament and to the Council. 

  

6. 第9条，第9条h第2項，第9条 j第2項及び第22条b第18項によって採択され

た委任される行為は，欧州議会及び理事会に対するその行為の通知から 2 か月以

内に欧州議会及び理事会のいずれからも異議が表明されなかったときに限り，また

は，その期間の満了前であっても，欧州議会及び理事会の両者が欧州委員会に対し

て欧州議会及び理事会が反対しないことになる旨を通知したときに限り，発効する。

その期間は，欧州議会または理事会の発意により，2か月まで延長される。」； 

  

 A delegated act adopted pursuant to Article 9, Article 9h(2), Article 9j(2) or Article 22b(18) 

shall enter into force only if no objection has been expressed either by the European 

Parliament or the Council within a period of two months of notification of that act to the 

European Parliament and to the Council or if, before the expiry of that period, the European 

Parliament and the Council have both informed the Commission that they will not object. 

That period shall be extended by two months at the initiative of the European Parliament or 

of the Council.”; 

 

(47)  第49条及び第50条は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

Articles 49 and 50 are replaced by the following: 
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「第 49条 委員会の手続 

“Article 49 Committee procedure 

 

1. 欧州委員会は，規則(EU) 2017/2226の第 68条第 1項によって設けられる委員会か

ら補佐を受ける。同委員会は，欧州議会及び理事会の規則(EU) No 182/2011(*)の意

味における委員会である。 

  

 The Commission shall be assisted by the committee established by Article 68(1) of 

Regulation (EU) 2017/2226. That committee shall be a committee within the meaning of 

Regulation (EU) No 182/2011 of the European Parliament and of the Council(*). 

  

2. 本項に対する参照が行われるときは，規則(EU) No 182/2011の第5条が適用される。 

  

 Where reference is made to this paragraph, Article 5 of Regulation (EU) No 182/2011 shall 

apply. 

 

第49条 a 諮問グループ 

Article 49a Advisory group 

 

eu-LISAによって諮問グループが設けられ，とりわけ，eu-LISAの単年度業務計画書及び

eu-LISA の年次活動報告書の準備の過程において，eu-LISA に対し，VIS と関連する専

門知識を提供する。 

 

An Advisory Group shall be established by eu-LISA and provide it with the expertise related to 

the VIS in particular in the context of the preparation of its annual work programme and its annual 

activity report. 

 

第50条 監視及び評価 

Article 50 Monitoring and evaluation 

 

1. eu-LISA は，出力，費用対効果，サービスのセキュリティ及び品質と関連する目的に

照らしてVISの稼働を監視するための手続が設けられることを確保する。 

  

 eu-LISA shall ensure that procedures are in place to monitor the functioning of the VIS 

against objectives relating to output, cost-effectiveness, security and quality of service. 

  

2. 技術上の維持管理のために，eu-LISA は，VIS の中で遂行されるデータ処理業務と

関連する必要な情報へのアクセスをもつ。 

  

 For the purposes of technical maintenance, eu-LISA shall have access to the necessary 
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information relating to the data processing operations performed in the VIS. 

  

3. 2年毎に，eu-LISAは，欧州議会，理事会及び欧州委員会に対し，VISのセキュリティ

及び費用を含め，VIS の技術上の稼動に関する報告書を提出する。その報告書は，

その技術が使用されるようになった後，直面した困難の評価を含め，個人を識別する

ための顔画像の使用の評価も含める。 

  

 Every two years eu-LISA shall submit to the European Parliament, the Council and the 

Commission a report on the technical functioning of the VIS, including the security and costs 

thereof. The report shall also contain, once the technology is in use, an evaluation of the use 

of facial images to identify persons, including an assessment of any difficulties encountered. 

  

4. 機微の情報の公表に関する国内法の条項を尊重しつつ，各構成国及び Europolは，

以下のとおりの事項に関する情報及び統計を含む，法執行の目的のための VIS デ

ータへのアクセスの実効性に関する年次報告書を準備する： 

  

 While respecting the provisions of national law on the publication of sensitive information, 

each Member State and Europol shall prepare annual reports on the effectiveness of access 

to VIS data for law enforcement purposes containing information and statistics on: 

  

 (a) テロリスト犯罪またはそれ以外の重大犯罪の種別を含む照会の正確な目的； 

   

  the exact purpose of the consultation including the type of terrorist offence or other 

serious criminal offence; 

   

 (b) 容疑者，加害者または被害者がこの規則に包摂されていることの根拠のある疑

いに関して与えられた合理的な根拠； 

  reasonable grounds given for the substantiated suspicion that the suspect, perpetrator 

or victim is covered by this Regulation; 

   

 (c) 法執行の目的のためのVISへのアクセスの要求及び 14歳未満の児童に関す

るデータへのアクセスの要求の数； 

   

  the number of requests to access the VIS for law enforcement purposes and to access 

the data on children below 14 years of age; 

   

 (d) 中央連絡部局によって実行された事後の検証によって緊急性が承認されなか

った案件の数と種別を含め，第22条n第2項に示す緊急の手続が用いられた

案件の数と種別； 
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  the number and type of cases in which the urgency procedures referred to in Article 

22n(2) were used, including those cases where the urgency was not accepted by the ex 

post verification carried out by the central access point; 

   

 (e) 識別の成功によって終了した案件の数と種別。 

   

  the number and type of cases, which have ended in successful identifications. 

  

 構成国及び Europolの年次報告書は，翌年の 6月 30日までに，欧州委員会に対し

て伝送される。 

  

 Member States’ and Europol’s annual reports shall be transmitted to the Commission by 30 

June of the subsequent year. 

  

 本項に示す統計を生成することの目的のために第 III 章 b によるそれらのデータの

収集を容易にするため，構成国に対し，技術ソリューションが利用できるようにされ

る。欧州委員会は，実装行為により，その技術ソリューションの仕様を採択する。その

実装行為は，第49条第2項に示す審議手続に従って採択される。 

  

 A technical solution shall be made available to Member States in order to facilitate the 

collection of those data pursuant to Chapter IIIb for the purpose of generating statistics 

referred to in this paragraph. The Commission shall, by means of implementing acts, adopt 

the specifications of the technical solution. Those implementing acts shall be adopted in 

accordance with the examination procedure referred to in Article 49(2). 

  

5. 規則(EU) 2021/1134の第 11条による VISの運用開始日の 3年後に，及び，その後

は 4 年毎に，欧州委員会は，VIS の総括評価書を作成する。この総括評価書は，目

的及びかかった費用に照らして達成された結果の検討及び基礎となっている根拠の

健全性が維持されていることの評価，並びに，基本的な権利に対する VIS の影響，

VISとの関係におけるこの規則の適用，VISのセキュリティ，第31条に示す条項の利

用及び将来の運用の予測を含める。この総括評価書は，法執行の目的のためのVIS

データへのアクセスの実効性を評価するという観点から，本条第 4項によって想定さ

れている年次報告書の中で提供されたデータの詳細な分析，及び，当該申請者が

公共政策または公共の保安に対する脅威を呈し得るか否かを評価するという目的を

支えることに対して VIS による ECRIS-TCN の問合せが貢献したか否かの評価も含

める。欧州委員会は，欧州議会及び理事会に対し，その評価書を伝送する。 

  

 Three years after the date of the start of operations of the VIS pursuant to Article 11 of 

Regulation (EU) 2021/1134 and every four years thereafter, the Commission shall produce 

an overall evaluation of the VIS. The overall evaluation shall include an examination of 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

213 

 

results achieved against objectives and costs sustained and an assessment of the continuing 

validity of the underlying rationale, and its impact on fundamental rights, the application of 

this Regulation in respect of the VIS, the security of the VIS, the use made of the provisions 

referred to in Article 31 and any implications for future operations. It shall also include a 

detailed analysis of the data provided in the annual reports foreseen by paragraph 4 of this 

Article, with a view to assessing the effectiveness of access to VIS data for law enforcement 

purposes, as well as an assessment of whether the querying of ECRIS-TCN by the VIS has 

contributed to supporting the objective of assessing whether the applicant could pose a threat 

to public policy or public security. The Commission shall transmit the evaluation to the 

European Parliament and the Council. 

  

6. 構成国は，eu-LISA及び欧州委員会に対し，第3項，第4項及び第5項に示す報告

書を作成するために必要となる情報を提供する。 

  

 Member States shall provide eu-LISA and the Commission with the information necessary 

to draft the reports referred to in paragraphs 3, 4 and 5. 

  

7. eu-LISA は，欧州委員会に対し，第 5 項に示す総括評価書を作成するために必要と

なる情報を提供する。 

  

 eu-LISA shall provide the Commission with the information necessary to produce the 

overall evaluation referred to in paragraph 5. 

 
(*) 欧州委員会の実装権限の行使の構成国による監督のための仕組みに関する規定及び一

般原則を定める欧州議会及び理事会の 2011年2月16日の規則(EU) No 182/2011 (OJ L 55, 

28.2.2011, p. 13).」； 

Regulation (EU) No 182/2011 of the European Parliament and of the Council of 16 February 2011 

laying down the rules and general principles concerning mechanisms for control by Member States 

of the Commission’s exercise of implementing powers (OJ L 55, 28.2.2011, p. 13).”." 
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第2条 規則(EC) No 810/2009の改正 

Article 2 Amendments to Regulation (EC) No 810/2009 

 

規則(EC) No 810/2009は，以下のとおり改正される： 

 

Regulation (EC) No 810/2009 is amended as follows: 

 

(1) 第10条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 10 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおり置き換えられる： 

 

paragraph 1 is replaced by the following: 

 

「1. 申請を申立てる際，申請者は，第 13 条に従って要求されるときは，当該の者の

指紋または顔画像を提供するため，本人が出頭する。本項第 1 文及び第 45 条

を妨げることなく，申請者は，それが利用可能なときは，当該の者の申請を電子

的に申立て得る。」； 

 

“1. When lodging an application, applicants shall, where required in accordance with 

Article 13, appear in person to provide their fingerprints or facial image. Without 

prejudice to the first sentence of this paragraph and to Article 45, applicants may lodge 

their applications electronically, where available. ”; 

 

(b) 第3項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 3 is amended as follows: 

 

(i) (c)は，以下のとおり置き換えられる： 

 

point (c) is replaced by the following: 

 

「(c) 彼または彼女の顔画像を，第 13条に従ってその場で撮影されることを許容

し，または，第13条第7項aに示す適用除外が適用されるときは，規則(EC) 

No 1683/95の中で定められた基準に従った写真を提示し；」； 

 

“(c) allow his or her facial image to be taken live in accordance with Article 13 or, 

where the exemptions referred to in Article 13(7a) apply, present a photograph in 

accordance with the standards set out in Regulation (EC) No 1683/95; ”; 
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(ii) 以下のとおりの副項が付加される： 

 

the following subparagraph is added: 

 

「本項(c)を妨げることなく，構成国は，申請者に対し，全ての申請の際に規則

(EC) No 1683/95の中で定められた基準に従った写真を提示することを要求し得

る。」； 

 

“Without prejudice to point (c) of this paragraph, Member States may require the 

applicant to present a photograph in accordance with the standards set out in Regulation 

(EC) No 1683/95 at every application.”; 

 

(2) 第13条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 13 is amended as follows: 

 

(a) 第1項ないし第4項は，以下のとおり置き換えられる： 

 

paragraphs 1 to 4 are replaced by the following: 

 

「1. 構成国は，欧州評議会の人権及び基本的な自由の保護に関する条約，欧州連

合基本権憲章及び児童の権利に関する国連条約の中で定められた安全確保に

従い，申請者の顔画像及び 10指の指紋から成る申請者の生体要素識別子を収

集する。 

 

“1. Member States shall collect biometric identifiers of the applicant comprising a facial 

image and 10 fingerprints of the applicant in accordance with the safeguards laid down 

in the Council of Europe’s Convention for the Protection of Human Rights and 

Fundamental Freedoms, in the Charter of Fundamental Rights of the European Union 

and in the United Nations Convention on the Rights of the Child. 

 

2. 最初の申請書提出の際及びその後は少なくとも59か月毎に，申請者は，本人が

出頭することを要求される。その際，以下のとおりの申請者の生体要素識別子が

収集される： 

 

At the time of submission of the first application and subsequently at least every 59 

months thereafter, the applicant shall be required to appear in person. At that time, the 

following biometric identifiers of the applicant shall be collected: 

 

(a) 申請時点において，その場で撮影された顔画像； 
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a facial image taken live at the time of the application; 

 

(b) 平面で取得されかつデジタルで収集される 10指の指紋。 

 

10 fingerprints taken flat and collected digitally. 

 

2a. 本条第2項に示す顔画像及び指紋は，VIS規則の第9条第1項第5号及び第

6 号に従って VIS の中にそれらを記録する目的及び査証処理のために国内シ

ステムの中にそれらを記録する目的のみのために収集される。 

 

The facial images and fingerprints referred to in paragraph 2 of this Article shall be 

collected for the sole purpose of recording them in the VIS in accordance with points 

(5) and (6) of Article 9 of the VIS Regulation and the national systems for visa 

processing. 

 

3. 指紋及び十分な品質のその場の顔画像が申請者から収集され，かつ，新たな

申請の日よりも前の 59か月を下回らずに申立てられた申請の一部としてVISの

中に入れられたときは，それらのデータは，後の申請にコピーされる。 

 

Where fingerprints and a live facial image of sufficient quality were collected from the 

applicant and entered in the VIS as part of an application lodged less than 59 months 

before the date of the new application, those data shall be copied to the subsequent 

application. 

 

ただし，申請者の識別名に関して合理的な疑いが存在するときは，領事は，第 1

副項に示す期間内に当該申請者の指紋及び顔画像を収集する。 

 

However, where there is reasonable doubt regarding the identity of the applicant, the 

consulate shall collect the fingerprints and facial image of that applicant within the 

period specified in the first subparagraph. 

 

更に，申請が申立てられた時点において，第 1 副項に示す期間内に指紋が収

集されたことを直ちに確認し得ないときは，申請者は，指紋が収集されることを

要求し得る。 

 

Furthermore, if at the time when the application is lodged, it cannot be immediately 

confirmed that the fingerprints were collected within the period specified in the first 

subparagraph, the applicant may request that they be collected. 

 

4. 第 2項に示す第三国国民の顔画像は，十分な画像解像度をもち，かつ，自動化
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された生体要素の照合において使用されるために十分な品質のものとする。第

2 項に示す申請者のこの顔画像に関する技術上の要求事項は，国際民間航空

機関（ICAO）の文書9303第8版の中で定められている国際標準に従うものとす

る。」； 

 

The facial image of third-country nationals referred to in paragraph 2 shall have 

sufficient image resolution and be of sufficient quality to be used in automated 

biometric matching. The technical requirements for this facial image of the applicant 

referred to in paragraph 2 shall be in accordance with the international standards as set 

out in the International Civil Aviation Organization (ICAO) document 9303, 8th 

edition.”; 

 

(b) 以下のとおりの項が挿入される： 

 

the following paragraph is inserted: 

 

「6a. 未成年者の生体要素識別子を収集する際，以下の条件の全てに適合するものと

する： 

 

“6a. When collecting biometric identifiers of minors all of the following conditions 

shall be met: 

 

(a) 未成年者の生体要素識別子を取得する職員は，児童にとって親和的であ

りかつ児童にとって配慮のある態様で，かつ，児童の最善の利益と児童の

権利に関する国連条約の中で定められた安全確保を全面的に尊重して未

成年者の生体要素データを取得するために特に訓練を受けた； 

 

the staff taking the biometric identifiers of a minor have been trained specifically 

to take a minor’s biometric data in a child-friendly and child-sensitive manner 

and in full respect of the best interests of the child and the safeguards laid down 

in the United Nations Convention on the Rights of the Child; 

 

(b) 全ての未成年者は，その生体要素識別子が取得される際，成人の家族構

成員または法律上の保護者によって同伴される； 

 

every minor is accompanied by an adult family member or legal guardian when 

the biometric identifiers are taken; 

 

(c) その生体要素識別子を取得するためにいかなる強制力も用いられていな

い。」； 
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no force is used to take the biometric identifiers. ”; 

 

(c) 第7項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 7 is amended as follows: 

 

(i) (a)は，以下のとおり置き換えられる： 

 

point (a) is replaced by the following: 

 

「(a) 6歳未満の児童及び 75歳を超える者；」； 

  

 “(a) children below the age of six and persons over the age of 75; ”; 

 

(ii) 以下のとおりの号が付加される： 

 

the following point is added: 

 

「(e) 構成国の領土内の国際裁判所及び法廷に証人として出頭することを要

求されている者及び申請を申立てるための当該の者の本人出頭が当

該の者を重大な危険のある状態に置くような者。」； 

  

 “(e) persons who are required to appear as witness before international courts 

and tribunals in the territory of the Member States and their appearance in 

person to lodge an application would put them in serious danger. ”; 

 

(d) 以下のとおりの各項が挿入される： 

 

the following paragraphs are inserted: 

 

「7a. 第 7 項(c)，(d)及び(e)に示す申請者は，申請書の提出を受けてその場で当該の

者の顔画像を撮影されることも免除され得る。 

 

“7a. Applicants as referred to in points (c), (d) and (e) of paragraph 7 may also be 

exempt from having their facial images taken live upon submission of the application. 

 

7b. 顔画像のその場の登録に関して定められた品質の仕様及び解像度の仕様が適

合され得ない例外的な案件においては，顔画像は，電子的な機械読取可能渡

航文書（eMRTD）のチップから電子的に抽出され得る。そのチップからデータを

抽出する前に，それが技術的に不可能な場合または有効な証明書が利用でき
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ないために不可能である場合を除き，完全に有効な証明書の連鎖を用いてその

チップのデータの真正性及び完全性が確認される。そのような場合，顔画像は，

eMRTD のチップの中に記録された顔画像が，関係する第三国国民のその場

の顔画像と一致することの電子的な検証の後，VIS規則の第 9条により，VISの

中の申請ファイルの中に挿入されるのみとする。」； 

 

In exceptional cases where the quality and resolution specifications set for the live 

enrolment of the facial image cannot be met, the facial image may be extracted 

electronically from the chip of the electronic Machine Readable Travel Document 

(eMRTD). Before extracting the data from the chip, the authenticity and integrity of the 

chip data shall be confirmed using the complete valid certificate chain, unless this is 

technically impossible or impossible due to the unavailability of valid certificates. In 

such cases, the facial image shall only be inserted into the application file in the VIS 

pursuant to Article 9 of the VIS Regulation after electronic verification that the facial 

image recorded in the chip of the eMRTD corresponds to the live facial image of the 

third-country national concerned. ”; 

 

(e) 第8項は，削除される； 

 

paragraph 8 is deleted; 

 

(3) 第21条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 21 is amended as follows: 

 

(a) 以下のとおりの各項が挿入される： 

 

the following paragraphs are inserted: 

 

「3a. 本条第 3 項の中で定められた入国条件を評価することの目的のために，領事ま

たは中央当局は，それが適用可能なときは，VIS規則の第9条cによる該当あり

の検証の結果，または，VIS規則の第 4 条(3b)の中で定義された VISの指定さ

れた当局からもしくは欧州議会及び理事会の規則(EU) 2018/1240(*)の第 8 条に

示す ETIAS国内ユニットからVIS規則の第 9条 e及び第9条 gに従って提供

された理由を付した意見書を考慮に入れる。 

 

“3a. For the purpose of assessing the entry conditions provided for in paragraph 3 of 

this Article, the consulate or the central authorities shall take into account, where 

applicable, the result of the verifications of hits pursuant to Article 9c of the VIS 

Regulation or the reasoned opinion provided in accordance with Articles 9e and 9g of 
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that Regulation by the VIS designated authority as defined in point (3b) of Article 4 of 

the VIS Regulation or the ETIAS National Unit as referred to in Article 8 of Regulation 

(EU) 2018/1240 of the European Parliament and of the Council(*). 

 

第 4 条第 1 項からの特例により，申請の案件において，VIS の指定された当局

またはETIAS国内ユニットから理由を付した意見書が提供されたときは，中央当

局は，当該当局自身でその申請を判断するための権限を与えられ，または，そ

の理由を付した意見書を評価した後，その申請を処理している領事に対し，当

該中央当局がその査証の発給には反対であることを連絡する。 

 

By way of derogation from Article 4(1), in the case of applications where a reasoned 

opinion was provided by the VIS designated authority or the ETIAS National Unit, the 

central authorities shall either be empowered to decide on the application themselves or 

shall, after assessing the reasoned opinion, inform the consulate processing the 

application that they object to the issuance of the visa. 

 

3b. 本条第 3項の中で定められた入国の条件を評価することの目的のために，領事

または中央当局は，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2019/817(**)の第 32 条に

従った赤リンクが存在するときは，リンクされた識別名の相違を評価しかつそれ

を考慮に入れる。 

 

For the purpose of assessing the entry conditions provided for in paragraph 3 of this 

Article, the consulate or the central authorities shall, where a red link exists in 

accordance with Article 32 of Regulation (EU) 2019/817 of the European Parliament 

and of the Council(**), assess and take into account the differences in the linked identities. 

 

3c. VIS規則の第9条a第13項による同規則の第9条 jに示す特定リスク指標に照

らした該当ありは，申請の審査において考慮に入れられる。領事及び中央当局

は，いかなる状況下においても，特定リスク指標を基礎とする該当ありを基礎とし

て自動的に決定を行ってはならない。領事または中央当局は，全ての案件にお

いて，保安上のリスク，違法な移民のリスク及び高感染のリスクを個別に評価する。 

 

Hits against the specific risk indicators referred to in Article 9j of the VIS Regulation 

pursuant to Article 9a(13) of that Regulation shall be taken into account in the 

examination of an application. The consulate and the central authorities shall in no 

circumstances take a decision automatically on the basis of a hit based on specific risk 

indicators. The consulate or the central authorities shall individually assess the security, 

illegal immigration and high epidemic risks in all cases. 

 
(*) 欧州渡航情報及び承認システム（ETIAS）を構築し，規則(EU) No 1077/2011，規則(EU) 
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No 515/2014，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2016/1624及び規則(EU) 2017/2226を改正す

る欧州議会及び理事会の 2018年 9月 12日の規則(EU) 2018/1240 (OJ L 236, 19.9.2018, 

p.1). 

 

Regulation (EU) 2018/1240 of the European Parliament and of the Council of 12 September 2018 

establishing a European Travel Information and Authorisation System (ETIAS) and amending 

Regulations (EU) No 1077/2011, (EU) No 515/2014, (EU) 2016/399, (EU) 2016/1624 and (EU) 

2017/2226 (OJ L 236, 19.9.2018, p. 1). " 

 
(**) 国境及び査証の分野における EUの情報システム間の相互運用性の枠組みを確立す

ることに関する，並びに，欧州議会及び理事会の規則(EC) No 767/2008，規則(EU) 

2016/399，規則(EU) 2017/2226，規則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1726 及び規則(EU) 

2018/1861並びに理事会決定 2004/512/EC及び理事会決定 2008/633/JHAを改正する欧

州議会及び理事会の 2019年5月20日の規則(EU) 2019/817 (OJ L 135, 22.5.2019, p. 27).」； 

 

Regulation (EU) 2019/817 of the European Parliament and of the Council of 20 May 2019 on 

establishing a framework for interoperability between EU information systems in the field of 

borders and visa and amending Regulations (EC) No 767/2008, (EU) 2016/399, (EU) 2017/2226, 

(EU) 2018/1240, (EU) 2018/1726 and (EU) 2018/1861 of the European Parliament and of the 

Council and Council Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA (OJ L 135, 22.5.2019, p. 27). ”;" 

 

(b) 第4項は，以下のとおり置き換えられる： 

 

paragraph 4 is replaced by the following: 

 

「4. 領事または中央当局は，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2017/2226(*)の第 24

条に従い，EES から取得した情報を用いて，国内の長期滞在査証または居住許

可証の下において許可された可能的な滞在とは無関係に，その申請者が，構成

国の領土内の許可を得た滞在の最大期間を，意図的な滞在によって超過するこ

とがないか否かを検証する。 

 

“4. The consulate or the central authorities shall verify, using the information obtained 

from the EES, in accordance with Article 24 of Regulation (EU) 2017/2226 of the 

European Parliament and of the Council(*), whether the applicant will not exceed with 

the intended stay the maximum duration of authorised stay in the territory of the 

Member States, irrespective of possible stays authorised under a national long-stay visa 

or a residence permit. 

 
(*) 構成国の対外国境を通過する第三国国民の入国と出国のデータ及び入国拒否のデー

タを登録するための入国／出国システム（EES）を設け，法執行の目的のための EES への



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

222 

 

アクセスのための条件を定め，並びに，シェンゲン合意を実装する条約並びに規則(EC) 

No 767/2008及び規則(EU) No 1077/2011を改正する欧州議会及び理事会の 2017年 11

月30日の規則(EU) 2017/2226 (OJ L 327, 9.12.2017, p. 20).」； 

 

Regulation (EU) 2017/2226 of the European Parliament and of the Council of 30 November 2017 

establishing an Entry/Exit System (EES) to register entry and exit data and refusal of entry data of 

third-country nationals crossing the external borders of the Member States and determining the 

conditions for access to the EES for law enforcement purposes, and amending the Convention 

implementing the Schengen Agreement and Regulations (EC) No 767/2008 and (EU) No 

1077/2011 (OJ L 327, 9.12.2017, p. 20). ”;" 

 

(c) 以下のとおりの項が挿入される： 

 

the following paragraph is inserted: 

 

「8a. 領事は，児童の取引を防止するため，未成年者の識別名及び親権または法律

上の保護者としての地位を実行する者とのつながりの正確な検証に特に注意を

払う。」； 

 

“8a. Consulates shall pay particular attention to the correct verification of the identity of 

minors and the link with the person exercising parental authority or legal guardianship 

in order to prevent child trafficking. ”; 

 

(4) 第25条第1項(a)において，以下のとおりの号が付加される： 

 

in point (a) of Article 25(1), the following point is added: 

 

「(iv) VIS規則の第 9条 aないし第 9条 gに従った該当ありの検証が完了していない

けれども，緊急の理由により査証を発給するため；」； 

  

 “(iv) to issue a visa for reasons of urgency, although the verifications of hits in accordance 

with Articles 9a to 9g of the VIS Regulation have not been completed; ”; 

 

(5) 第35条において，以下のとおりの項が挿入される： 

 

in Article 35, the following paragraph is inserted: 

 

「5a. 当該の者に関してVIS規則の第9条aないし第9条gに従った該当ありの検証が完

了していない第三国国民は，原則として，対外国境において査証を発給されてはなら

ない。 
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“5a. A third-country national for whom the verifications of hits in accordance with Articles 

9a to 9g of the VIS Regulation have not been completed shall, in principle, not be issued a 

visa at the external border. 

 

ただし，例外的な場合において，第25条第1項(a)に従い，発給元構成国の有効地域

制限のある査証は，そのような者に対し，対外国境において発給され得る。」； 

 

However, a visa with limited territorial validity for the territory of the issuing Member State 

may be issued at the external border for such persons in exceptional cases, in accordance with 

point (a) of Article 25(1). ”; 

 

(6) 第36条において，第3項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 36, paragraph 3 is replaced by the following: 

 

「3. 本条は，第35条第3項ないし第5項aを妨げることなく，適用される。」； 

 

“3. This Article shall apply without prejudice to Article 35(3) to (5a). ”; 

 

(7) 第39条において，第2項及び第3項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 39, paragraphs 2 and 3 are replaced by the following: 

 

「2. 領事及び中央当局の職員は，当該の者の義務の遂行において，人間の尊厳並びに

欧州連合基本権憲章によって認められた基本的な権利及び基本原則を全面的に尊

重する。講じられる全ての措置は，そのような措置によって追求される目的と比例的な

ものとする。 

 

“2. Consular and central authorities’ staff shall, in the performance of their duties, fully respect 

human dignity and the fundamental rights and principles recognised by the Charter of 

Fundamental Rights of the European Union. Any measures taken shall be proportionate to 

the objectives pursued by such measures. 

 

3. 当該領事及び中央当局の職務を遂行する間，領事及び中央当局の職員は，性，人種

的または民族的な出自，信教または信条，身体の障害，年齢または性的指向を理由と

して，当該の者を差別してはならない。領事及び中央当局の職員は，児童，高齢者及

び障害のある者に対して，特に注意を払う。児童の最善の利益は，基礎的な考慮事項

である。」； 

 

While performing their tasks, consular and central authorities’ staff shall not discriminate 
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against persons on grounds of sex, racial or ethnic origin, religion or belief, disability, age or 

sexual orientation. They shall pay particular attention to children, the elderly and persons with 

a disability. The best interests of the child shall be a primary consideration. ”; 

 

(8) 第46条は，削除される； 

 

Article 46 is deleted; 

 

(9) 第57条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 57 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 1 is replaced by the following: 

 

「1. この規則の全ての条項が適用可能となった 2 年後，欧州委員会は，この規則

の適用の総括評価書を作成する。その総括評価書は，追求された目的に照

らして達成された結果及びこの規則の実装の検討結果を含める。」； 

  

 “1. Two years after all the provisions of this Regulation have become applicable, the 

Commission shall produce an overall evaluation of its application. The overall 

evaluation shall include an examination of the results achieved against the objectives 

pursued and of the implementation of this Regulation. ”; 

 

(b) 第3項及び第4項は，削除される； 

 

paragraphs 3 and 4 are deleted; 

 

(10) 別紙XのC号(b)において，第2段は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in point C(b) of Annex X, the second indent is replaced by the following: 

 

「－ 申請者の人間の尊厳及び完全性を尊重し，性，人種的または民族的な出自，信

教または信条，身体の障害，年齢または性的指向を理由として，当該の者を差別

せず， 

  

 “—respect the human dignity and integrity of applicants, do not discriminate against 

persons on grounds of sex, racial or ethnic origin, religion or belief, disability, age or 

sexual orientation, 
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－ 第 13条の中で定められた生体要素識別子の取得と関連する条項を尊重し，並び

に」； 

  

 —respect the provisions regarding the taking of biometrics identifiers laid down in 

Article 13, and”; 

 

(11) 別紙XIIは，削除される。 

 

Annex XII is deleted. 

 

 

第3条 規則(EU) 2016/399の改正 

Article 3 Amendments to Regulation (EU) 2016/399 

 

規則(EU) 2016/399は，以下のとおり改正される： 

 

Regulation (EU) 2016/399 is amended as follows: 

 

(1)  第8条において，第3項は，以下のとおり改正される： 

 

in Article 8, paragraph 3 is amended as follows: 

 

(a) 以下のとおりの号が挿入される： 

 

the following point is inserted: 

 

「(bb) 第三国国民が長期滞在査証または居住許可証を保有している場合，入国

の際の綿密な検問は，規則(EC) No 767/2008の第22条gに従ってVISに

照会することによる当該長期滞在査証または居住許可証の保有者の識別

名の検証及び長期滞在査証または居住許可証の真正性及び有効性の検

証を含む。 

  

 “(bb) if the third-country national holds a long-stay visa or a residence permit, the 

thorough checks on entry shall comprise verification of the identity of the holder 

of the long-stay visa or residence permit and the authenticity and validity of the 

long-stay visa or residence permit by consulting the VIS in accordance with 

Article 22g of Regulation (EC) No 767/2008. 

  

 長期滞在査証もしくは居住許可証の保有者の識別名の検証及び長期滞在

査証もしくは居住許可証の真正性及び有効性の検証が失敗する状況，ま
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たは，当該保有者の識別名，長期滞在査証もしくは居住許可証または渡航

文書の真正性に疑問が存在する状況においては，それらの職務権限のあ

る当局の適正に権限を与えられた職員は，文書チップの検証に進む。 

  

 In circumstances where verification of the identity of the holder of the long-stay 

visa or residence permit or of the authenticity and validity of the long-stay visa or 

residence permit, fails or where there are doubts as to the identity of the holder, 

the authenticity of the long-stay visa or residence permit or the travel document, 

the duly authorised staff of those competent authorities shall proceed to a 

verification of the document chip;”; 

 

(b) (c)ないし(f)は，削除される； 

 

points (c) to (f) are deleted; 

 

(2)  別紙VIIにおいて，第6号は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Annex VII, point 6, is replaced by the following: 

 

「6. 未成年者 

  

 “6. Minors 

  

6.1. 国境警備員は，同伴されているかまたは同伴されていないかに拘わらず，未成年

者に対して特に注意を払う。対外国境を越える未成年者は，この規則の中で定めら

れているように，成人と同じ入国及び出国の検問に服する。 

  

 Border guards shall pay particular attention to minors, whether travelling accompanied or 

unaccompanied. Minors crossing an external border shall be subject to the same checks 

on entry and exit as adults, as provided for in this Regulation. 

  

6.2. 同伴者のある未成年者の案件においては，特に，未成年者が一人だけの成人によ

って伴われている場合，または，当該未成年者に対して親としての監護または法律

上の保護者としての地位を行使する者の監護から当該未成年者が違法に引き離さ

れたかもしれないと疑う重大な根拠が存在する場合においては，国境警備員は，

当該未成年者に同伴している者が当該未成年者に対する親としての監護または法

律上の保護者としての地位をもつことを点検する。後者の場合においては，国境警

備員は，与えられた情報の中の不整合または矛盾を検出するため，更に調査を行

う。 
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 In the case of accompanied minors, the border guard shall check that the persons 

accompanying minors have parental care or legal guardianship over them, especially 

where minors are accompanied by only one adult and there are serious grounds for 

suspecting that they may have been unlawfully removed from the custody of the persons 

legally exercising parental care or legal guardianship over them. In the latter case, the 

border guard shall carry out a further investigation in order to detect any inconsistencies or 

contradictions in the information given. 

  

6.3. 同伴されていない未成年者の案件において，国境警備員は，渡航文書及び補助

文書の綿密な点検という方法によって，当該未成年者に対する親としての監護をも

つ者または法律上の保護者としての地位にある者の意思に反して当該未成年者が

領土を去ることがないことを確保する。 

  

 In the case of minors travelling unaccompanied, border guards shall ensure, by means of 

thorough checks on travel documents and supporting documents, that the minors do not 

leave the territory against the wishes of the persons having parental care or legal 

guardianship over them. 

  

6.4. 構成国は，未成年者に関する照会のための国内連絡部局を指定し，かつ，欧州委

員会に対し，そのことを連絡する。それらの国内連絡部局のリストは，欧州委員会に

よって，構成国が利用できるようにされる。 

  

 Member States shall nominate national contact points for consultation on minors and 

inform the Commission thereof. A list of those national contact points shall be made 

available to the Member States by the Commission. 

  

6.5. 6.1，6.2 及び 6.3 の中で定められた状況のいずれかに関する疑いが存在するとき

は，国境警備員は，未成年者に関する照会のための国内連絡部局のリストを活用

する。 

  

 Where there is doubt as to any of the circumstances set out in points 6.1, 6.2 and 6.3, border 

guards shall make use of the list of national contact points for consultation on minors. 

  

6.6. 構成国は，児童の生体要素識別子を検証する国境警備員またはその生体要素識

別子を用いて児童を識別する国境警備員が，児童にとって親和的でありかつ児童

にとって配慮のある態様で，かつ，児童の最善の利益と児童の権利に関する国連

条約の中で定められた安全確保を全面的に尊重してそのようにするために特に訓

練を受けることを確保する。親または法律上の保護者によって同伴されている場

合，当該の者は，生体要素が検証される際または識別のために使用される際にそ

の児童に付き添う。いかなる強制力も用いられてはならない。構成国は，それが必
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要なときは，国境通過地点におけるインフラを，児童の生体要素識別子の利用のた

めに適応させることを確保する。」。 

  

 Member States shall ensure that border guards verifying biometrics of children or using 

them to identify a child are specifically trained to do so in a child-friendly and child-

sensitive manner and in full respect of the best interests of the child and the safeguards laid 

down in the United Nations Convention on the Rights of the Child. When accompanied 

by a parent or a legal guardian that person shall accompany the child when the biometrics 

are verified or used for identification. No force shall be used. Member States shall ensure, 

where necessary, that the infrastructure at border crossing points is adapted for the use of 

biometrics of children.”. 

 

 

第4条 規則(EU) 2017/2226の改正 

Article 4 Amendments to Regulation (EU) 2017/2226 

 

規則(EU) 2017/2226は，以下のとおり改正される： 

 

Regulation (EU) 2017/2226 is amended as follows: 

 

(1) 第8条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 8 is amended as follows: 

 

(a) 第2項において，(e)は，以下の文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 2, point (e) is replaced by the following: 

 

「(e) 査証保有者の識別名が指紋または顔画像を用いて検証されるときは，この

規則の第 23条第 2項及び第 4項並びに規則(EC) No 767/2008の第 18条

第 6 項に従い，EES が運用されている国境において，その査証保有者の指

紋または顔画像と VIS の中に記録されている指紋またはその場で撮影され

た顔画像との比較対照によって，査証保有者の識別名を検証する。査証申

請書の提出を受けて顔画像がその場で撮影されたという記載のある VIS の

中に記録された顔画像のみが，その比較対照のために用いられる。」； 

  

 “(e) where the identity of a visa holder is verified using fingerprints or facial image, 

verify at the borders at which the EES is operated the identity of a visa holder by 

comparing the fingerprints or facial image of the visa holder with the fingerprints 

or the facial image taken live that are recorded in the VIS, in accordance with Article 
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23(2) and (4) of this Regulation and Article 18(6) of Regulation (EC) No 767/2008. 

Only facial images recorded in the VIS with an indication that the facial image was 

taken live upon submission of the visa application shall be used for that 

comparison.”; 

 

(b) 以下のとおりの各項が挿入される： 

 

the following paragraphs are inserted: 

 

「3a. 相互運用性は，査証申請書の提出を受けて顔画像がその場で撮影されたと

いう記載を付して VIS の中に顔画像が記録されている場合において個人フ

ァイルから第16条第1項の(d)に示す顔画像の消去を実現可能にする。 

  

 “3a. Interoperability shall enable the erasure of the facial image referred to in point 

(d) of Article 16(1) from the individual file where a facial image is recorded in the 

VIS with an indication that it was taken live upon submission of the visa 

application. 

  

3b. 相互運用性は，12歳未満の児童の出国がこの規則の第 16条第3項に従っ

て入国／出国記録の中に入れられるときは，EESが，規則(EC) No 767/2008

の第 23 条第 3 項に従って自動的に VISに対して通知することを実現可能

にする。 

  

 3b. Interoperability shall enable the EES to automatically notify the VIS in 

accordance with Article 23(3) of Regulation (EC) No 767/2008 where the exit of a 

child below the age of 12 is entered in the entry/exit record in accordance with 

Article 16(3) of this Regulation.”; 

 

(c) 以下のとおりの項が挿入される： 

 

the following paragraph is added: 

 

「5. 規則(EC) No 767/2008の第9条a及び第22条bによる自動化された処理を

実現可能にするため，欧州議会及び理事会の規則(EU) 2021/1134(*)の第 11

条によるVISの運用開始の日から，EESは，ESPと接続される。 

  

 “5. From the date of the start of operations of the VIS pursuant to Article 11 of 

Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council(*) the 

EES shall be connected to the ESP to enable the automated processing pursuant to 

Articles 9a and 22b of Regulation (EC) No 767/2008. 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

230 

 

 (*) 査証情報システムの改築の目的のために，欧州議会及び理事会の規則(EC) 

No 767/2008，規則(EC) No 810/2009．規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2017/2226，規

則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU) 2018/1861，規則(EU) 2019/817

及び規則(EU) 2019/1896を改正し，並びに， 理事会決定 2004/512/EC及び理事

会決定2008/633/JHAを廃止する欧州議会及び理事会の 2021年7月7日の規則

(EU) 2021/1134 (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).」。 

 Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 

2021 amending Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, 

(EU) 2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 

and (EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the Council and repealing 

Council Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA, for the purpose of reforming the 

Visa Information System (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).”;" 

 

(2) 第9条第2項において，以下のとおりの副項が挿入される： 

 

in Article 9(2), the following subparagraph is added: 

 

「EESは，そのリストの集中化された管理のための機能性を提供する。その機能性の管理に

関する細目的な規定は，実装行為の中で定められる。その実装行為は，第 68 条第 2 項に

示す審議手続に従って採択される。」； 

 

“The EES shall provide the functionality for the centralised management of that list. The detailed 

rules on managing that functionality shall be laid down in implementing acts. Those implementing 

acts shall be adopted in accordance with the examination procedure referred to in Article 68(2).”; 

 

(3) 第13条において，第3項は以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 13, paragraph 3 is replaced by the following: 

 

「3. シェンゲン合意を実装する条約の第 26条第1項(b)の下における運送事業者の義

務を満たすため，運送事業者は，1 回または 2 回の入国のために発給された短期

滞在査証を保有する第三国国民が，承認された入国回数を既に使用したか否か，

または，短期滞在査証の保有者が，承認された最長滞在期間に達しているか否か

を検証するために，Webサービスを利用する。 

  

 “3. In order to fulfil their obligation under point (b) of Article 26(1) of the Convention 

implementing the Schengen Agreement, carriers shall use the web service to verify 

whether a third-country national holding a short-stay visa issued for one or two entries has 

already used the number of authorised entries or whether the holder of a short-stay visa 

has reached the maximum duration of the authorised stay. 
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 運送事業者は，この規則の第 16条第 1項(a)，(b)及び(c)の下において列挙された

データを提供する。そのデータを基礎として，Web サービスは，運送事業者に対

し，OK/NOT OKの回答を提供する。運送事業者は，適用可能な法律に従い，送信

された情報及び受信した回答を記録保存できる。運送事業者は，権限を与えられ

た職員のみが Web サービスにアクセスし得ることを確保するための認証手段を設

ける。OK/NOT OKの回答は，規則(EU) 2016/399に従った入国許可または入国拒

否の決定としてみなされ得てはならない。 

  

 Carriers shall provide the data listed under points (a), (b) and (c) of Article 16(1) of this 

Regulation. On that basis, the web service shall provide carriers with an OK/NOT OK 

answer. Carriers may store the information sent and the answer received in accordance 

with the applicable law. Carriers shall establish an authentication scheme to ensure that 

only authorised staff may access the web service. It shall not be possible to regard the 

OK/NOT OK answer as a decision to authorise or refuse entry in accordance with 

Regulation (EU) 2016/399. 

  

 Web サービスの回答のゆえに第三国国民が搭乗を拒否されるときは，運送事業者

は，当該第三国国民に対し，その拒否が EES の中に記録保存された情報によるも

のであることを情報提供し，かつ，EES の中に記録された個人データへのアクセス

及びそのデータの訂正または消去に関する当該第三国国民の権利に関する情報

を提供する。」； 

  

 Where third-country nationals are refused boarding due to the answer of the web service, 

carriers shall inform them that this refusal is due to information stored in the EES and shall 

provide them with information on their rights with regard to access to and rectification or 

erasure of personal data recorded in the EES.”; 

 

(4) 第15条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 15 is amended as follows: 

 

(a) 第1項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

paragraph 1 is replaced by the following: 

 

「1. 第16条第1項(d)及び第17条第1項(b)に示す個人ファイルを作成するため

または顔画像をアップデートするために必要なときは，顔画像は，その場で

撮影される。このことは，査証申請書の提出を受けて顔画像がその場で撮影

されたという記載を付して VISの中に顔画像が記録されている場合において

は，査証要件に服している第三国国民に対して適用してはならない。」； 
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 “1. Where it is necessary to create an individual file or to update the facial image 

referred to in point (d) of Article 16(1) and point (b) of Article 17(1), the facial image 

shall be taken live. This shall not apply to third-country nationals subject to a visa 

requirement where a facial image is recorded in the VIS with an indication that it 

was taken live upon submission of the application.”; 

 

(b) 第5項は，削除される： 

 

paragraph 5 is deleted; 

 

(5) 第16条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 16 is amended as follows: 

 

(a) 第1項において，(d)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 1, point (d) is replaced by the following: 

 

「(d) 査証申請書の提出を受けて顔画像がその場で撮影されたという記載を付し

て VIS の中に顔画像が記録されているのではない限り，第 15 条に示す顔

画像。」； 

  

 “(d) the facial image as referred to in Article 15, unless a facial image is recorded in 

the VIS with an indication that it was taken live upon submission of the 

application.”; 

 

(b) 以下のとおりの項が挿入される： 

 

the following paragraph is inserted: 

 

「1a. 当該の者の個人ファイルが第 1 項(d)に示す顔画像を含んでいる第三国国

民に関し，査証申請書の提出を受けて顔画像がその場で撮影されたという

記載を付して VISの中に顔画像が後に記録されるときは，EESは，個人ファ

イルから顔画像を消去する。」； 

  

 “1a. Where, for a third-country national whose individual file contains a facial 

image as referred to in point (d) of paragraph 1, a facial image is subsequently 

recorded in the VIS with an indication that it was taken live upon submission of the 

application, the EES shall erase the facial image from the individual file.”; 
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(6) 第18条第2項において，以下のとおりの副項が付加される： 

 

in Article 18(2), the following subparagraph is added: 

 

「この規則の第 15 条第 1 項及び第 16 条第 1 項の(d)の特例により，第三国国民が，規則

(EU) 2016/399の別紙Vのパート Bの(B)または(D)に対応する理由を基礎として入国を拒

否される場合，または，VIS の中に記録された顔画像の真正性に関連する疑いが存在する

場合，本項(a)に示す顔画像は，その場で撮影され，かつ，VIS の中に顔画像が記録されて

いるか否かに拘わらず，個人ファイルの中に入れられる。」； 

 

“By way of derogation from Article 15(1) and point (d) of Article 16(1) of this Regulation, where 

the third-country national is refused entry on the basis of a reason corresponding to point (B) or (D) 

of Part B of Annex V to Regulation (EU) 2016/399 and where there are doubts regarding the 

authenticity of the facial image recorded in the VIS, the facial image referred to in point (a) of this 

paragraph shall be taken live and entered in the individual file irrespective of any facial image 

recorded in the VIS.”; 

 

(7) 第23条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 23 is amended as follows: 

 

(a) 第2項において，第3副項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in paragraph 2, the third subparagraph is replaced by the following: 

 

「本項第 1副項の中で定められたデータによる EESの探索が，EESの中に登録さ

れているその第三国国民に関するデータを示すときは，国境当局は： 

 

“If the search in the EES with the data set out in the first subparagraph of this paragraph 

indicates that data on the third-country national are recorded in the EES, the border 

authorities shall: 

(a) 査証要件に服さない第三国国民に関しては，その場の顔画像と第 17 条第 1

項(b)に示す顔画像とを比較対照し，または，EES に照らした指紋の検証を進

め，また 

  

 for third-country nationals who are not subject to a visa requirement, compare the 

live facial image with the facial image referred to in point (b) of Article 17(1) or 

proceed to a verification of fingerprints against the EES, and 

  

(b) 査証要件に服する第三国国民に関しては： 
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 for third-country nationals subject to a visa requirement: 

  

 (i) その場の顔画像とこの規則の第16条第1項(d)に示すEESの中に記録

された顔画像もしくは規則(EC) No 767/2008の第9条第1項第5号に従

ってVISの中に記録されたその場で撮影された顔画像とを比較対照し，

または 

   

  compare the live facial image with the facial image recorded in the EES 

referred to in point (d) of Article 16(1) of this Regulation or with the facial 

image taken live recorded in the VIS in accordance with point (5) of Article 9 

of Regulation (EC) No 767/2008, or 

   

 (ii) 規則(EC) No 767/2008の第18条に従って直接にVISに照らして指紋の

検証を進める。 

   

  proceed to a verification of fingerprints directly against the VIS in accordance 

with Article 18 of Regulation (EC) No 767/2008. 

   

 査証保有者に関する VIS に照らした指紋またはその場で撮影された顔画像

の検証に関し，国境当局は，規則(EC) No 767/2008の第 18条第 6項の中で

定められた EESから直接のVISの中の探索を開始し得る。」； 

  

 For the verification of fingerprints or the facial image taken live against the VIS for 

visa holders, the border authorities may launch the search in the VIS directly from 

the EES as provided in Article 18(6) of Regulation (EC) No 767/2008.”; 

 

(b) 第4項第2副項において，(a)は，以下の文によって置き換えられる： 

 

in the second subparagraph of paragraph 4, point (a) is replaced by the following: 

 

「(a) 査証要件に服する第三国国民に関し，規則(EC) No 767/2008の第18条第1

項に示すデータによるVISの中の探索が，その第三国国民のデータがVIS

の中に記録されていることを示すときは，VIS に照らした指紋またはその場

で撮影された顔画像の検証は，規則(EC) No 767/2008の第 18条第 6項に

従って実行される。その目的のために，国境当局は，規則(EC) No 767/2008

の第 18条第 7項の中で定められているように EESから VISへの探索を開

始し得る。本条第 2項による第三国国民の識別名の検証が失敗するときは，

その国境当局は，規則(EC) No 767/2008 の第 20 条に従った識別のために

VISデータにアクセスする。 
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 “(a) for third-country nationals who are subject to a visa requirement, if the search 

in the VIS with the data referred to in Article 18(1) of Regulation (EC) No 767/2008 

indicates that data on the third-country national are recorded in the VIS, a 

verification of fingerprints or the facial image taken live against the VIS shall be 

carried out in accordance with Article 18(6) of that Regulation. For that purpose, 

the border authority may launch a search from the EES to the VIS as provided for 

in Article 18(7) of Regulation (EC) No 767/2008. Where a verification of a third-

country national pursuant to paragraph 2 of this Article failed, the border authorities 

shall access the VIS data for identification in accordance with Article 20 of 

Regulation (EC) No 767/2008.”; 

 

(8) 第24条において，以下のとおりの項が付加される： 

 

in Article 24 the following paragraph is added: 

 

「5. 職務権限のある査証当局及び長期滞在査証または居住許可証の申請に関して決

定する職務権限のある当局は，規則(EC) No 767/2008の第 9条 c及び第 22条 b

に従い，EES の照会から帰結する該当ありを手動により検証する目的のために，並

びに，当該申請を審査する目的及び当該申請に関して決定する目的のために，

EESの中にある適格なデータへのアクセスをもつ。」； 

  

 “5. The competent visa authorities and the authorities competent to decide on an 

application for a long-stay visa or residence permit shall have access to the relevant data in 

the EES for the purpose of manually verifying the hits resulting from the queries in the 

EES in accordance with Articles 9c and 22b of Regulation (EC) No 767/2008 as well as 

for the purpose of examining and deciding on those applications.”; 

 

(9) 第35条において，第4項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 35, paragraph 4 is replaced by the following: 

 

「4. EESの中に記録された査証関連データが実際に不正確もしくは不完全であること，

または，そのようなデータがこの規則に違反して EESの中で処理されたことを示唆

する証拠を構成国がもつときは，その構成国は，まず，VIS に照らして当該データ

の正確性を点検し，そして，それが必要なときは，EES の中にある当該データを訂

正しもしくは完全なものにしまたは EESの中から当該データを消去する。VISの中

に記録されているデータがEESの中に記録されているデータと同一であるときは，

その構成国は，直ちに，規則(EC) No 767/2008の第24条第2項に従い，VISの中

に当該データを入れることに関する責任構成国に対し，連絡する。VISの中に当該

データを入れることに関する責任構成国は，当該データを点検し，かつ，それが必
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要なときは，直ちに，VIS の中にある当該データを訂正しもしくは完全なものにしま

たはVISの中から当該データを消去し，かつ，関係する構成国に対して連絡する。

関係する構成国は，それが必要なときは遅滞なく EES の中にある当該データを訂

正しもしくは完全なものにしまたは EES の中から当該データを消去し，また，それ

が適用可能なときは，第 12条第 3項に示す識別された個人のリストを EESの中に

ある当該データを訂正しまたはEESの中から当該データを消去する。 

  

 “4. Where a Member State has evidence to suggest that visa-related data recorded in the 

EES are factually inaccurate or incomplete or that such data were processed in the EES in 

breach of this Regulation, it shall first check the accuracy of those data against the VIS and 

shall, if necessary, rectify or complete them in, or erase them from, the EES. Where the 

data recorded in the VIS are the same as those recorded in the EES, it shall inform the 

Member State responsible for entering those data in the VIS immediately in accordance 

with Article 24(2) of Regulation (EC) No 767/2008. The Member State responsible for 

entering the data in the VIS shall check those data and shall, if necessary, immediately 

rectify or complete them in, or erase them from, the VIS and inform the Member State 

concerned which shall, if necessary, rectify or complete them in, or erase them from, the 

EES without delay and, where applicable, the list of identified persons referred to in Article 

12(3).”. 

 

 

第5条 規則(EU) 2018/1240の改正 

Article 5 Amendments to Regulation (EU) 2018/1240 

 

規則(EU) 2018/1240は，以下のとおり改正される： 

 

Regulation (EU) 2018/1240 is amended as follows: 

 

(1) 第4条において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

in Article 4, the following point is inserted: 

 

「(da) 第 34条に示す ETIAS監視リストを含め，ETIASへの問合せを許容することによ

って，査証申請手続を容易にするという VIS の目的を支援し及び構成国の国内

の保安に対する脅威の防止に貢献し；」； 

  

 “(da) support the objectives of the VIS of facilitating the visa application procedure and 

contribute to the prevention of threats to the internal security of the Member States, by 

allowing queries in ETIAS, including the ETIAS watchlist referred to in Article 34;”; 
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(2) 第7条は，以下のとおり改正される： 

 

Article 7 is amended as follows: 

 

(a) 第2項は，以下のとおり改正される： 

 

paragraph 2 is amended as follows: 

 

(i) 以下のとおりの号が挿入される： 

 

the following point is inserted: 

 

「(ca) VIS選別委員会からの意見聴取の後，規則(EC) No 767/2008の第9条

j に示す特定リスク指標を定義すること，設けること，事前評価するこ

と，実装すること，事後評価すること，改訂すること及び削除するこ

と；」； 

  

 “(ca) defining, establishing, assessing ex ante, implementing, evaluating ex 

post, revising and deleting the specific risk indicators referred to in Article 9j 

of Regulation (EC) No 767/2008 after consulting the VIS Screening 

Board;”; 

 

(ii) (e)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

point (e) is replaced by the following: 

 

「(e) とりわけ，プライバシー及び個人データの保護と関連する基本的な権

利に対する申請の処理及び実装の影響を定期的に評価することによる

場合を含め，申請の処理の定期的な監査並びにこの規則の第 33条及

び規則(EC) No 767/2008の第9条 jの実装の定期的な監査を実行する

こと； 

  

 “(e) carrying out regular audits of the processing of applications and of the 

implementation of Article 33 of this Regulation and Article 9j of Regulation 

(EC) No 767/2008, including by regularly assessing their impact on 

fundamental rights, in particular with regard to privacy and personal data 

protection;”; 

 

(iii) (h)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 
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point (h) is replaced by the following: 

 

「(h) この規則の第 46 条第 1項に示す ETIAS情報システムの障害または

規則(EC) No 767/2008の第 45条 d第 1項に示すVISの障害の場合

において通知すること；」； 

  

 “(h) notifying carriers in cases of a failure of the ETIAS Information System 

as referred to in Article 46(1) of this Regulation or of the VIS as referred to in 

Article 45d(1) of Regulation (EC) No 767/2008;”; 

 

(b) 第3項において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

in paragraph 3, the following point is inserted: 

 

「(aa) VISに関する特定リスク指標の稼動に関する情報。」； 

  

 “(aa) information on the functioning of the specific risk indicators for the VIS.”; 

 

(3) 第8条第2項において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

in Article 8(2) the following point is added: 

 

「(h) 規則(EC) No 767/2008の第9条 a及び第22条bによりVISによって実行された

自動化された問合せによって引金がかかったこの規則の第 34 条に示す ETIAS

監視リストの該当ありを手動により検証すること，並びに，同規則の第9条eに従っ

て当該該当ありに事後対応すること。」； 

  

 “(h) manually verifying the hits in the ETIAS watchlist referred to in Article 34 of this 

Regulation triggered by the automated queries carried out by the VIS pursuant to Articles 

9a and 22b of Regulation (EC) No 767/2008 and following up those hits, in accordance 

with Article 9e of that Regulation.”; 

 

 

(4) 以下のとおりの条が挿入される： 

 

the following article is inserted: 

 

「第11条a VISとの間の相互運用性 

“Article 11a Interoperability with the VIS 
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 欧州議会及び理事会の規則(EU) 2021/1134(*)の第 11条によるVISの運用開始

の日から，ETIAS中央システム及びCIRは，規則(EC) No 767/2008の第9条a

及び第 22 条 b による自動化された処理を実現可能にするため，ESPに接続さ

れる。 

  

 From the date of the start of operations of the VIS pursuant to Article 11 of Regulation 

(EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council (*) the ETIAS Central 

System and the CIR shall be connected to the ESP to enable the automated processing 

pursuant to Articles 9a and 22b of Regulation (EC) No 767/2008. 

  

 (*) 査証情報システムを改築することという目的のために，欧州議会及び理事会の規

則(EC) No 767/2008，規則(EC) No 810/2009，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 

2017/2226，規則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU) 2018/1861，規則

(EU) 2019/817及び規則(EU) 2019/1896を改正し，並びに，理事会決定2004/512/EC

及び理事会決定2008/633/JHAを廃止する欧州議会及び理事会の2021年7月7日

の規則(EU) 2021/1134 (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).」； 

 Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 2021 

amending Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 

2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and 

(EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the Council and repealing Council 

Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA, for the purpose of reforming the Visa 

Information System (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).”;" 

 

(5) 第13条において，以下のとおりの項が挿入される： 

 

in Article 13, the following paragraph is inserted: 

 

「(4b) 査証当局及び長期滞在査証または居住許可証の申請に関する決定をする職務

権限のある当局の ETIAS中央システムへの規則(EC) No 767/2008の第 9 条 a

及び第 22 条 b に従ったアクセスは，査証，長期滞在査証もしくは居住許可証を

求める申請者または彼もしくは彼女の渡航文書が，ETIAS 中央システム内の発

給され，拒否され，破棄されまたは取消された渡航許可及びその発給，拒否，破

棄または取消の理由と一致するか否かを検証することに限定される。」； 

  

 “4b. Access by visa authorities and the authorities competent to decide on an application 

for a long-stay visa or residence permit to the ETIAS Central System in accordance with 

Articles 9a and 22b of Regulation (EC) No 767/2008 shall be limited to verifying 

whether the applicant for a visa, long-stay visa or residence permit or his or her travel 

document corresponds to an issued, refused, revoked or annulled travel authorisation in 
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the ETIAS Central System and the reasons for the issuing, refusal, revocation or 

annulment.”; 

 

(6) 以下のとおりの章が挿入される： 

 

the following chapter is inserted: 

 

「第 IX章a 査証当局及び長期滞在査証または居住許可証を求める申請に関して決定

する職務権限のある当局によるETIASの利用 

“Chapter IXa Use of ETIAS by Visa Authorities and Authorities competent to decide 

on an Application for a Long-Stay Visa or Residence Permit 

 

第 49条 a査証当局及び長期滞在査証または居住許可証を求める申請に関して決定す

る職務権限のある当局によるデータへのアクセス 

Article 49a Access to data by visa authorities and authorities competent to decide on an 

application for a long-stay visa or residence permit 

 

 規則(EC) No 767/2008の第9条c及び第22条bの中で定められた検証を実行

する目的のために，職務権限のある査証当局及び長期滞在査証または居住許

可証を求める申請に関して決定する職務権限のある当局は，ETIAS中央システ

ム及びCIRの中にある適格なデータにアクセスする権利をもつ。」； 

  

 For the purpose of carrying out the verifications laid down in Articles 9c and 22b of 

Regulation (EC) No 767/2008, the competent visa authorities and authorities 

competent to decide on an application for a long-stay visa or residence permit shall 

have the right to access relevant data in the ETIAS Central System and the CIR.”; 

 

(7) 第69条第1項において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

in Article 69(1), the following point is added: 

 

「(h) 規則(EC) No 767/2008の第9条 a及び第22条bによりVISによって実行された

自動化された問合せによって引金がかかった該当あり，同規則の第9条c及び第

22条 bに従って該当ありを手動により検証する目的のために，職務権限のある査

証当局及び長期滞在査証または居住許可証を求める申請に関して決定する職務

権限のある当局によって処理されたデータ，並びに，同規則の第 9条 eに従って

ETIAS国内ユニットによって処理されたデータ。」； 

  

 “(h) the hits triggered by the automated queries carried out by the VIS pursuant to 

Articles 9a and 22b of Regulation (EC) No 767/2008, the data processed by the 
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competent visa authorities and authorities competent to decide on an application for a 

long-stay visa or residence permit for the purpose of manually verifying the hits in 

accordance with Articles 9c and 22b of that Regulation, and the data processed by the 

ETIAS National Units in accordance with Article 9e of that Regulation.”; 

 

(8) 第75条第1項において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

in Article 75(1), the following point is added: 

 

「(d) 規則(EC) No 767/2008の第9条 jに示す特定リスク指標。」。 

  

 “(d) the specific risk indicators referred to in Article 9j of Regulation (EC) No 767/2008.”. 

 

 

第6条 規則(EU) 2018/1860の改正 

Article 6 Amendments to Regulation (EU) 2018/1860 

 

規則(EU) 2018/1860において，第19条は，以下のとおりに置き換えられる： 

 

In Regulation (EU) 2018/1860, Article 19 is replaced by the following: 

 

「第 19条 規則(EU) 2018/1861の条項の適用可能性 

“Article 19 Applicability of the provisions of Regulation (EU) 2018/1861 

 

 この規則の中で警報の入力，処理及びアップデートが定められている場合を除き，規

則(EU) 2018/1861の第6条ないし第19条，第20条第3項及び第4項，第21条，第

23条，第32条及び第33条，第34条第5項，第36条 a並びに第38条ないし第60

条の中で定められている構成国及び eu-LISAの職責，警報へのアクセスに関する条

件及び警報の見直し期間，データ処理，データ保護，法的責任及び監視並びに統計

に関する条項は，この規則に従って SISの中に入れられるデータ及び SISの中で処

理されるデータに対して適用される。 

  

 Insofar as not established in this Regulation, the entry, processing and updating of alerts, the 

provisions on responsibilities of the Member States and eu-LISA, the conditions concerning 

access and the review period for alerts, data processing, data protection, liability and 

monitoring and statistics, as laid down in Articles 6 to 19, Article 20(3) and (4), Articles 21, 

23, 32 and 33, Article 34(5), Article 36a and Articles 38 to 60 of Regulation (EU) 2018/1861, 

shall apply to data entered and processed in SIS in accordance with this Regulation.”. 
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第7条 規則(EU) 2018/1861の改正 

Article 7 Amendments to Regulation (EU) 2018/1861 

 

規則(EU) 2018/1861は，以下のとおりに改正される： 

 

Regulation (EU) 2018/1861 is amended as follows: 

 

(1)  以下のとおりの条が挿入される： 

 

the following article is inserted: 

 

「第 18条a VISとの間の相互運用性の目的のためのログの保存 

“Article 18a Keeping of logs for the purposes of interoperability with VIS 

 

 この規則の第36条cにより SIS及びVISの中において実行された個々のデー

タ処理業務のログは，この規則の第18条及び規則(EC) No 767/2008の第34条

に従って保存される。」； 

  

 Logs of each data processing operation carried out within SIS and VIS pursuant to 

Article 36c of this Regulation shall be kept in accordance with Article 18 of this 

Regulation and Article 34 of Regulation (EC) No 767/2008.”; 

 

(2)  以下のとおりの条が挿入される： 

 

the following article is inserted: 

 

「第 36条a VISとの間の相互運用性 

“Article 36a Interoperability with VIS 

 

 欧州議会及び理事会の規則(EU) 2021/1134(*)の第 11条によるVISの運用開始

の日から，中央SISは，規則(EC) No 767/2008の第9条a及び第22条bによる

自動化された処理を実現可能にするため，ESPに接続される。 

  

 From the date of the start of operations of the VIS pursuant to Article 11 of Regulation 

(EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council(*) the Central SIS shall 

be connected to the ESP to enable the automated processing pursuant to Articles 9a and 

22b of Regulation (EC) No 767/2008. 

  

 (*) 査証情報システムを改築することという目的のために，欧州議会及び理事会の規

則(EC) No 767/2008，規則(EC) No 810/2009，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 
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2017/2226，規則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU) 2018/1861，規則

(EU) 2019/817及び規則(EU) 2019/1896を改正し，並びに，理事会決定2004/512/EC

及び理事会決定2008/633/JHAを廃止する欧州議会及び理事会の2021年7月7日

の規則(EU) 2021/1134 (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).」； 

 Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 2021 

amending Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 

2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and 

(EU) 2019/1896 of the European Parliament and of the Council and repealing Council 

Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA, for the purpose of reforming the Visa 

Information System (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).”;" 

 

 

第8条 規則(EU) 2019/817の改正 

Article 8 Amendments to Regulation (EU) 2019/817 

 

規則(EU) 2019/817は，以下のとおり改正される： 

 

Regulation (EU) 2019/817 is amended as follows: 

 

(1)  第4条において，第20号は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 4, point 20 is replaced by the following: 

 

「(20) 「指定された当局」とは，規則(EU) 2017/2226の第 3条第 1項第 26号，規則(EC) 

No 767/2008の第4条第3号a及び規則(EU) 2018/1240の第3条第1項第21号

の中で定義された構成国が指定した当局のことを意味し；」； 

  

 “(20) ‘designated authorities’ means the Member State designated authorities as defined 

in point (26) of Article 3(1) of Regulation (EU) 2017/2226, point (3a) of Article 4 of 

Regulation (EC) No 767/2008, and point (21) of Article 3(1) of Regulation (EU) 

2018/1240;”; 

 

(2)  第13条第1項において，(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 13(1), point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 規則(EC) No 767/2008の第9条第1項第5号及び第6号並びに第22条a第1項

(k)及び(j)に示すデータ，ただし，顔画像に関しては，申請書の提出を受けてその

場で撮影されたという記載を付してVISの中に記録されたデータに限る；」； 
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 “(b) the data referred to in points (5) and (6) of Article 9 and points (k) and (j) of Article 

22a(1) of Regulation (EC) No 767/2008, provided, as regards the facial image, that it was 

recorded in VIS with an indication that it was taken live upon submission of the 

application;”; 

 

(3)  第18条第1項(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 18(1), point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 規則(EC) No 767/2008の第9条第1項第4号(a)ないし(ca)，第5号及び第6号並

びに第22条 a第1項(d)ないし(g)，(j)及び(k)に示すデータ；」； 

  

 “(b) the data referred to in points (4)(a) to (ca) and points (5) and (6) of Article 9 and in 

points (d) to (g), (j) and (k) of Article 22a(1) of Regulation (EC) No 767/2008;”; 

 

(4)  第26条第1項(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 26(1), point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 規則(EC) No 767/2008に従ってVISの中に申請ファイルを作成する際またはVIS

の中にある申請ファイルをアップデートする際，査証当局及び同規則の第6条第1

項に示す長期滞在査証または居住許可証を求める申請に関して決定をする職務

権限のある当局； 

  

 “(b) the visa authorities and the authorities competent to decide on an application for a 

long-stay visa or residence permit as referred to in Article 6(1) of Regulation (EC) No 

767/2008 when creating or updating an application file in VIS in accordance with that 

Regulation; 

  

(ba) 規則(EC) No 767/2008に従ってVISから ECRIS-TCNへの自動化された問合せに

よって引金がかかった該当ありを手動により検証する際，同規則の第9条d及び第

22条bに示すVISの指定された当局；」； 

  

 the VIS designated authorities referred to in Articles 9d and 22b of Regulation (EC) No 

767/2008 when manually verifying hits triggered by automated queries from VIS to 

ECRIS-TCN in accordance with that Regulation;”; 

 

(5)  第27条第3項(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 27(3), point (b) is replaced by the following: 
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「(b) 規則(EC) No 767/2008の第9条第1項第4号(a)及び(aa)並びに第22条 a第1項

(d)に示す姓（家族名）；名（ギブンネーム）；出生日；出生地，性，1 または複数の国

籍；」； 

  

 “(b) surname (family name); first name(s) (given name(s)); date of birth; place of birth; 

sex, and nationality or nationalities as referred to in points (4)(a) and (aa) of Article 9 and 

in point (d) of Article 22a(1) of Regulation (EC) No 767/2008;”; 

 

(6)  第29条第1項(b)は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 29(1), point (b) is replaced by the following: 

 

「(b) 本項(ba)に示す場合を除き，規則(EC) No 767/2008 に従って VISの中に申請ファ

イルを作成する際またはVISの中にある申請ファイルをアップデートする際に発生

した照合に関しては，査証当局及び同規則の第 6 条第 1 項に示す長期滞在査証

または居住許可証を求める申請に関して決定をする職務権限のある当局； 

  

 “(b) the visa authorities and the authorities competent to decide on an application for a 

long-stay visa or residence permit as referred to in Article 6(1) of Regulation (EC) No 

767/2008 for matches that occurred when creating or updating an application file in VIS 

in accordance with that Regulation, with the exception of the cases referred to in point (ba) 

of this paragraph; 

  

(ba) 規則(EC) No 767/2008に従ってVISの中に申請ファイルを作成する際またはVIS

の中にある申請ファイルをアップデートする際に VIS の中にあるデータと ECRIS-

TCNとの間につくられる黄リンクに関する場合に限り，同規則の第9条d及び第22

条bに示すVISの指定された当局；」； 

  

 the VIS designated authorities referred to in Articles 9d and 22b of Regulation (EC) No 

767/2008 only for yellow links created between data in VIS and ECRIS-TCN when 

creating or updating an application file in VIS in accordance with that Regulation;”; 

 

(7)  第39条第2項は，以下のとおりの文によって置き換えられる： 

 

in Article 39, paragraph 2 is replaced by the following: 

 

「2. eu-LISAは， 規則(EU) 2017/2226の第63条，規則(EC) No 767/2008の第45条 a，

規則(EU) 2018/1240 の第 84 条，規則(EU) 2018/1861 の第 60 条及び規則(EU) 

2018/1860の第16条に示すデータ及び統計を包摂し，EUの情報システムによって

論理的に分離されているCRRSをeu-LISAの技術サイトの中に設け，実装し及びホ
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ストする。CRRS へのアクセスは，報告及び統計という目的のみのために，管理され

た安全なアクセス及び個々の利用者のプロファイルにより，規則(EU) 2017/2226 の

第63条，規則(EC) No 767/2008の第45条a，規則(EU) 2018/1240の第84条及び

規則(EU) 2018/1861の第60条に示すに示す当局に対して与えられる。」； 

  

 “2. eu-LISA shall establish, implement and host in its technical sites the CRRS containing 

the data and statistics referred to in Article 63 of Regulation (EU) 2017/2226, Article 45a 

of Regulation (EC) No 767/2008, Article 84 of Regulation (EU) 2018/1240, Article 60 of 

Regulation (EU) 2018/1861 and Article 16 of Regulation (EU) 2018/1860, logically 

separated by EU information system. Access to the CRRS shall be granted by means of 

controlled, secured access and specific user profiles, solely for the purpose of reporting and 

statistics, to the authorities referred to in Article 63 of Regulation (EU) 2017/2226, Article 

45a of Regulation (EC) No 767/2008, Article 84 of Regulation (EU) 2018/1240 and Article 

60 of Regulation (EU) 2018/1861.”; 

 

(8)  第72条において，以下のとおりの項が挿入される： 

 

in Article 72, the following paragraph is inserted: 

 

「1a. 本条第1項を妨げることなく，規則(EC) No 767/2008の第9条 a及び第22条bに

よる自動化された処理の目的のために，欧州議会及び理事会の規則(EU) 

2021/1134(*)の第11条によるVISの運用開始の日から，ESPは，それらの目的に限

定して，運用を開始する。 

  

 “1a. Without prejudice to paragraph 1 of this Article, for the purposes of the automated 

processing pursuant to Articles 9a and 22b of Regulation (EC) No 767/2008, the ESP shall 

start operations, limited to those purposes, from the date of the start of operations of the 

VIS pursuant to Article 11 of Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and 

of the Council(*). 

  

 (*) 査証情報システムを改築することという目的のために，欧州議会及び理事会の規則

(EC) No 767/2008，規則(EC) No 810/2009，規則(EU) 2016/399，規則(EU) 2017/2226，規

則(EU) 2018/1240，規則(EU) 2018/1860，規則(EU) 2018/1861，規則(EU) 2019/817及び

規則(EU) 2019/1896 を改正し，並びに，理事会決定 2004/512/EC 及び理事会決定

2008/633/JHA を廃止する欧州議会及び理事会の 2021 年 7 月 7 日の規則(EU) 

2021/1134 (OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).」； 

 Regulation (EU) 2021/1134 of the European Parliament and of the Council of 7 July 2021 

amending Regulations (EC) No 767/2008, (EC) No 810/2009, (EU) 2016/399, (EU) 

2017/2226, (EU) 2018/1240, (EU) 2018/1860, (EU) 2018/1861, (EU) 2019/817 and (EU) 

2019/1896 of the European Parliament and of the Council and repealing Council Decisions 
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2004/512/EC and 2008/633/JHA, for the purpose of reforming the Visa Information System 

(OJ L 248, 13.7.2021, p. 11).”;" 

 

 

第9条 規則(EU) 2019/1896の改正 

Article 9 Amendments to Regulation (EU) 2019/1896 

 

規則(EU) 2019/1896の第10条第1項において，以下のとおりの号が挿入される： 

 

In Article 10(1) of Regulation (EU) 2019/1896, the following point is inserted: 

 

「(afa) 規則(EC) No 767/2008の下において局に対して委任された職務及び義務を満たす；」。 

  

 “(afa) fulfil the tasks and obligations entrusted to the Agency under Regulation (EC) No 

767/2008;”. 

 

 

第10条 廃止 

Article 10 Repeal 

 

理事会決定2004/512/EC及び理事会決定2008/633/JHAは，廃止される。それらの理事会決定へ

の参照は，規則(EC) No 767/2008 への参照として解釈されるべきであり，かつ，この規則の別紙 I

の新旧対照表及び別紙 IIの新旧対照表にそれぞれ従って読み替えられるべきである。 

 

Decisions 2004/512/EC and 2008/633/JHA are repealed. References to those Decisions shall be construed 

as references to Regulation (EC) No 767/2008 and shall be read in accordance with the correlation tables 

in Annexes I and II to this Regulation, respectively. 

 

 

第11条 運用の開始 

Article 11 Start of operations 

 

1. 2023年 12月 31日以前に，欧州委員会は，実装行為により，この規則により VISの運用が開始

する日を定める決定を採択する。欧州委員会は，以下のとおりの条件に適合した後，その決定を

採択する： 

 

No later than 31 December 2023, the Commission shall adopt a decision by means of an implementing 

act setting the date on which VIS operations start pursuant to this Regulation. The Commission shall 

adopt that decision once the following conditions are met: 
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(a) 規則(EC) No 767/2008の第5条a第3項，第6条第5項，第9条第3項，第9条h第2項，

第9条 j第2項及び第3項，第22条b第18項，第29条第2項a第2副項，第29条a第

3項第2副項，第45条，第45条 c第3項第4副項，第45条 c第5項第2副項，第45条

d第3項並びに第50条第4項第3副項に示す各措置が採択された； 

 

the measures referred to in Article 5a(3), Article 6(5), the third paragraph of Article 9, Article 9h(2), 

Article 9j(2) and (3), Article 22b(18), the second subparagraph of Article 29(2a), the second 

subparagraph of Article 29a(3), Article 45, the fourth subparagraph of Article 45c(3), the second 

subparagraph of Article 45c(5), Article 45d(3), and third subparagraph of Article 50(4) of 

Regulation (EC) No 767/2008 have been adopted; 

 

(b) eu-LISAが，欧州委員会に対し，全ての試験活動が成功裡に完了したことを通知した； 

 

eu-LISA has notified the Commission of the successful completion of all testing activities; 

 

(c) 構成国が，欧州委員会に対し，この規則によるデータを処理するために必要となる技術上

の手配及び法律上の手配を構成国が行ったことを通知した，並びに，欧州委員会及び eu-

LISAに対し，規則(EC) No 767/2008の第45条bに示す情報を通知した。 

 

Member States have notified the Commission that they have made the necessary technical and legal 

arrangements to process data pursuant to this Regulation and have notified to the Commission and 

eu-LISA the information referred to in Article 45b of Regulation (EC) No 767/2008; 

 

2. 欧州委員会は，第 1 項の中で定められた諸条件が段階的に満たされる過程を仔細に監視し，か

つ，欧州議会及び理事会に対し，同項(b)に示す試験の活動の結果に関して連絡する。 

 

The Commission shall closely monitor the process of gradual fulfilment of the conditions set out in 

paragraph 1 and shall inform the European Parliament and the Council about the outcome of the testing 

activities referred to in point (b) of that paragraph. 

 

3. 2022 年 8 月 3 日までに，及び，その後は，第 1 項に示す欧州委員会の決定が行われるまで毎

年，欧州委員会は，欧州議会及び理事会に対し，この規則の全面的な実装のための準備の進捗

状況に関する報告書を提出する。その報告書は，かかった費用に関する詳細情報及び欧州連

合の一般予算によって負担されるVISの総費用に対して影響を及ぼし得る何らかのリスクに関す

る情報を含める。 

 

By 3 August 2022 and every year thereafter until the decision of the Commission referred to in paragraph 

1 has been taken, the Commission shall submit a report to the European Parliament and to the Council 

on the state of play of preparations for the full implementation of this Regulation. That report shall contain 

detailed information on the costs incurred and information as to any risks which may impact the overall 
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costs of the VIS to be borne by the general budget of the Union. 

 

この規則の全面的な実装の遅延が発生した際，欧州委員会は，可能な限り速やかに，欧州議会

及び理事会に対し，その遅延の理由及び時間と費用の面におけるその遅延の影響を連絡する。 

 

In the event of delays in the full implementation of this Regulation, the Commission shall inform the 

European Parliament and the Council as soon as possible about the reasons for the delays and their impact 

in terms of time and costs. 

 

4. 第1項に示す決定は，EU官報上で公示される。 

 

The decision referred to in paragraph 1 shall be published in the Official Journal of the European Union. 

 

 

第12条 発効及び適用 

Article 12 Entry into force and application 

 

この規則は，EU官報上におけるその公示の 20日後に発効する。 

 

This Regulation shall enter into force on the twentieth day following that of its publication in the Official 

Journal of the European Union. 

 

この規則は，以下の各条項を除き，第11条に従って欧州委員会によって定められる日から適用さ

れる： 

 

This Regulation shall apply from the date set by the Commission in accordance with Article 11, with the 

exception of: 

 

(a) 以下の各条項は，2021年8月2日から適用される： 

 

the following provisions which shall apply from 2 August 2021: 

 

(i) 規則(EC) No 767/2008の第5条 a第3項及び第6条第5項に関するこの規則の第1

条第6号； 

 

point (6) of Article 1 of this Regulation as regards Article 5a(3) and Article 6(5) of Regulation 

(EC) No 767/2008; 

 

(ii) 規則(EC) No 767/2008の第9条第3項に関するこの規則の第1条第10号(c)； 
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point (10)(c) of Article 1 of this Regulation as regards the third paragraph of Article 9 of 

Regulation (EC) No 767/2008; 

 

(iii) 規則(EC) No 767/2008の第9条h第2項並びに第9条 j第2項及び第3項に関する

この規則の第1条第11号； 

 

point (11) of Article 1 of this Regulation as regards Article 9h(2) and Article 9j(2) and (3) of 

Regulation (EC) No 767/2008; 

 

(iv) 規則(EC) No 767/2008の第22条b第18項に関するこの規則の第1条第26号； 

 

point (26) of Article 1 of this Regulation as regards Article 22b(18) of Regulation (EC) No 

767/2008; 

 

(v) 規則(EC) No 767/2008の第29条第2項a第2副項及び第29条a第3項第2副項と

関連するこの規則の第1条第34号； 

 

point (34) of Article 1 of this Regulation as regards the second subparagraph of Article 29(2a) 

and the second subparagraph of Article 29a(3) of Regulation (EC) No 767/2008; 

 

(vi) 規則(EC) No 767/2008の第45条，第45条 c第3項第4副項，第45条c第5項第2

副項及び第45条d第3項に関するこの規則の第1条第44号； 

 

point (44) of Article 1 of this Regulation as regards Article 45, the fourth subparagraph of 

Article 45c(3), the second subparagraph of Article 45c(5) and Article 45d(3) of Regulation 

(EC) No 767/2008; 

 

(vii) 第1条第46号； 

 

point (46) of Article 1; 

 

(viii) 規則(EC) No 767/2008の第49条及び第50条第4項第3副項に関するこの規則の第

1条第47号；並びに 

 

point (47) of Article 1 of this Regulation as regards Article 49 and the third subparagraph of 

Article 50(4) of Regulation (EC) No 767/2008; and 

 

(ix) 規則(EU) 2017/2226の第9条第2項に関するこの規則の第4条第2号； 

 

point (2) of Article 4 of this Regulation as regards Article 9(2) of Regulation (EU) 2017/2226; 



法と情報雑誌 11 巻 8 号（2026 年 8 月） 

 

251 

 

(b) 第1条第40号ないし第43号，それら各号は，2022年8月3日から適用される； 

 

points (40) to (43) of Article 1, which shall apply from 3 August 2022; 

 

(c) 規則(EC) No 767/2008の第45条e及び第45条 fに関するこの規則の第1条第44号，そ

の号は，2023年8月3日から適用される。 

 

point (44) of Article 1 of this Regulation as regards Articles 45e and 45f of Regulation (EC) No 

767/2008, which shall apply from 3 August 2023. 

 

 

 

 

この規則は，諸条約に従い，その全体について拘束力があり，かつ，全ての構成国において直接に適

用される。 

 

This Regulation shall be binding in its entirety and directly applicable in the Member States in accordance 

with the Treaties. 

 

 

 

2021年7月7日にストラスブールにおいて行われた。 

Done at Strasbourg, 7 July 2021. 

 

 

 

欧州議会として   理事会として 

For the European Parliament  For the Council 

長 D. M. SASSOLI   長 A. LOGAR 

  The President D. M. SASSOLI  The President A. LOGAR 
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別紙 I 

ANNEX I 

 

理事会決定2004/512/ECのための新旧対照表 

Correlation Table for Decision 2004/512/EC 

 

理事会決定2004/512/EC 

Council Decision 2004/512/EC 

規則(EC) No 767/2008 

Regulation (EC) No 767/2008 

第1条第1項 第1条 

第1条第2項 第2条a 

第2条 － 

第3条及び第4条 第45条 

第5条 第49条 

第6条 － 
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別紙 II 

ANNEX II 

 

理事会決定2008/633/JHAのための新旧対照表 

Correlation Table for Decision 2008/633/JHA 

 

理事会決定2008/633/JHA 

Council Decision 2008/633/JHA 

規則(EC) No 767/2008 

Regulation (EC) No 767/2008 

第1条 第1条 

第2条 第4条 

第3条 第22条 l 及び第22条m，第45条b 

第4条 第22条n 

第5条 第22条o 

第6条 第22条 t 

第7条 第22条m，第22条 r 

第8条 第 28条第 5項，第 31条第 4項及び第 5項並

びに第VI章 

第9条 第32条 

第10条 第33条 

第11条 第35条 

第12条 第36条 

第13条 第30条 

第14条 第38条 

第15条 － 

第16条 第22条 s 

第17条 第50条 
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